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はじめに 
 
近年、国際的な環境保護運動が活発化する中、環境を保護するための一手段として市民
参加が重要であると考えられている。このような市民参加は、環境権(1)の一側面として主張
されているものである。環境権について、わが国では当初は主に私権としての権利が提唱
されていたが、現在では憲法上の権利としても主張されており、そのような中で、憲法上
の環境権についてはいわゆる憲法 13 条に基づく防御権としての側面と 25 条に基づく社会
権としての側面が強調されてきた(2)。さらに近年では、環境権の手続的側面を重視し、環境
権に基づく立法・行政過程への参加権を認めるべきであるとする主張もある(3)。環境権の手
                                                   
(1) 環境権については様々な定義や理解が存在する。例えば、北村喜宣は「環境権」とは「安
全・快適・良好な環境の保全と創造に関する行政決定に関与し、かつ、そうした環境の便
益を享受することができる権利」であると定義する。北村喜宣『自治体環境行政法』（第一
法規、第 6 版、2012 年）104 頁。また畠山武道は環境基本法 3 条の文言に依拠し、「現在
及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受する権利」であると定義する。
畠山武道「環境権、環境と情報・参加」法学教室 269 号（2003 年）15 頁。この環境権は
1970 年代に入り世界的に一斉に登場した権利概念である。例えば 1972 年の人間環境宣言
では「尊厳と福祉を保つに足る環境で、自由、平等及び十分な生活水準を享受する基本的
権利」が謳われ、また、1970 年代初頭にはアメリカ合衆国のいくつかの州や、フランス、
オランダ、スペイン、ポルトガルといったヨーロッパ諸国が憲法に明文でそれを定めてい
た。大塚直『環境法』（有斐閣、第 3 版、2010 年）58 頁、畠山 15 頁参照。なお、わが国
においても環境権確立の主張が 1970 年代に始まり、近年では憲法改正との関係で環境権を
憲法に規定すべきかどうかが議論されたり、全国で制定されている環境基本条例に関して
も、東京都、大阪府、川崎市などがその前文または本文において環境権の規定を置いてい
る。環境権に関する議論の経緯について、詳しくは、淡路剛久「環境権と環境政策」植田
和弘・森田恒幸編『岩波講座環境経済・政策学第 3 巻―環境政策の基礎』（岩波書店、2003
年）42 頁以下参照。 
(2) 憲法 13 条及び 25 条に基づく環境権に関する議論については、大塚直「環境権(1)」法学
教室 293 号（2005 年）87 頁以下、松浦寛「環境権の根拠としての日本国憲法 25 条の再検
討」阪大法学 141・142 号（1987 年）351 頁以下、同「環境権の根拠としての日本国憲法
13 条の再検討」榎原猛先生古稀記念論集『現代国家の制度と人権』（法律文化社、1997 年）
155 頁以下、富永猛「『環境権』考―自由権的環境権論・序説 1－4」八幡大学論集 32 巻 2
号（1981 年）29 頁以下、4 号（1981 年）21 頁以下、33 巻 3 号（1982 年）47 頁以下、35
巻 2 号（1983 年）28 頁以下、中山充「環境権：環境の共同利用権(1)－(4・完)」香川法学
10 巻 2 号（1990 年）1 頁以下、3・4 号（1991 年）155 頁以下、11 巻 2 号（1991 年）1
頁以下、13 巻 1 号（1993 年）59 頁以下、松本昌悦「日本国憲法における新しい人権とし
ての環境権の権利の内容及び範囲とその有効性」中京法学 23 巻 2・3・4 号（1989 年）1
頁以下等多くの研究が存在する。ただし、憲法 25 条にのみ自由権と社会権の双方の役割を
認める見解もあれば、憲法 13 条と 25 条に自由権と社会権の双方の役割を認める見解もあ
る。松本和彦「憲法学から見た環境権」環境法研究 31 号（2006 年）21 頁。 
(3) 例えば北村喜宣は、環境権には政策や計画の中で目標として確定された良好な環境を享
受するという実体的側面と、そのような目標や結果を得るために関係する行政決定に参加
するという手続的側面があり、特に重要と思われるのは手続的保障であるとする。北村・
前掲注(1)130 頁。また中山充は、環境権を生活利益秩序の維持及び内容の形成に関する市
民の参加を内容とする権利であると位置づける。中山充「環境権論の意義と今後の課題」
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続的側面としては、「環境アセスメント手続や関係者の同意を求める手続、その前提として
の環境情報の公開と参加手続が最も重要」(4)であるとされ、さらにそれは「環境問題を民主
的な政策形成のプロセスに委ねると同時に、そのプロセスへの手続参加を環境問題に利害
を有するできるだけ多くの人に開放」(5)するものであると考えられている(6)。 
国際的に見ても、環境権の参加権としての側面は明確にされている。いわゆる環境参加
権を明示した初めての例として重要であるのが、EU 加盟国、アメリカ合衆国、カナダ、ト
ルコ、ロシアなど 55 ヶ国（当時）を構成国とする国連欧州経済委員会（United Nations 
Economic Commission for Europe、以下 UNECE）によって策定され、1998 年 6 月 25 日
にデンマークのオーフスで採択された「環境に関する、情報へのアクセス、意思決定にお
ける市民参加、司法へのアクセスに関する条約」（以下、オーフス条約）(7)である。オーフ
                                                                                                                                                     
大塚直=北村喜宣編『環境法学の挑戦』（日本評論社、2002 年）50 頁。さらに畠山武道は、
民主的・機能的基本権の考え方に依拠し、環境意思決定に対する市民参加の必要性を主張
している。畠山・前掲注(1)17 頁。そして大塚直はこの畠山説について「参加権としての環
境権を基礎づける上では有効である」と述べる。大塚・前掲注(2)93 頁。また大塚直は、こ
のような参加権としての側面を表現の自由の具体化であると考える。大塚・前掲注(1)58頁。 
(4) 淡路剛久「自然保護と環境権―環境権への手続的アプローチ―」環境と公害 25 巻 2 号
（1995 年）12 頁。 
(5) 松本和彦・前掲注(2)29 頁。 
(6) しかしながら、松本和彦は、「憲法上の権利の保護法益が個人的法益である限り、手続的
参加の権利も、結局のところ、自らの権利利益を擁護するための手続参加だという前提か
ら離れることはできない。……とすれば、環境という公共財を守るための手続参加の権利
に関しても、憲法解釈の枠内での議論にとどまるとする以上、自らの権利利益の擁護の範
囲内でしか手続参加できないというということになろう。このような束縛が環境保全の理
念と齟齬をきたさないのか、慎重に検討されなければならない」と指摘する。松本和彦・
前掲注(2)29 頁。 
(7) UNECE Convention on Access to Information, Public Participation in Decision 
Making and Access to Justice in Environmental Matters, Aarhus, 1998（以下、Aarhus 
Convention と引用）オーフス条約については先行研究が多数存在するため、本稿では概略
的な紹介にとどめたい。なお、先行研究としては以下のものが挙げられる。高村ゆかり「情
報公開と市民参加による欧州の環境保護―環境に関する、情報へのアクセス、政策決定へ
の市民参加、及び、司法へのアクセスに関する条約（オーフス条約）とその発展―」（以下、
高村「情報公開」と引用）静岡大学法政研究 8 巻 1 号（2003 年）178 頁以下、同「オーフ
ス条約にみる欧州の情報公開と市民参加」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）30 頁以下、
同「環境情報へのアクセス、環境に関する政策決定への市民参加、及び、司法へのアクセ
スに関する条約」環境研究 135 号（2004 年）79 頁以下、大久保規子「オーフス条約と EU
環境法―ドイツ 2005 年法案を中心として―」（以下、大久保「オーフス条約」と引用）環
境と公害 35 巻 3 号（2006 年）31 頁以下、同「環境法の新潮流（29）オーフス条約からみ
た日本法の課題」環境管理 42 巻 7 号（2006 年）675 頁以下、後藤隆「環境に関する、情
報へのアクセス、政策決定への市民参加、及び、司法へのアクセスの確保の必要性とそれ
らを前提とした合意形成手法の日本への導入の可能性について―オーフス条約の市民参加
規定を中心に」とうきょうの自治 53 号（2004 年）5 頁以下、大原有理「環境権と市民参加
―オーフス条約の事例からみる手続的権利の可能性」環境情報科学論文集 23 巻（2009 年）
401 頁以下、同「グローバル・ガバナンスにおける市民参加制度―オーフス条約にみる市民
参加制度」環境情報科学論文集 24 巻（2010 年）113 頁以下等。また、「オーフス条約を日
3 
 
ス条約は 1992 年 6 月の地球サミットで採択された「環境と開発に関するリオ宣言」の第
10 原則を受けて策定されたものであり、採択から約 3 年半後の 2001 年 10 月 30 日に発効
した。 
オーフス条約はその前文において、人権としての環境権を主張し、「何人も、健康と福祉
にとって十分な環境において生きる権利を有し、現世代及び将来世代の利益のために環境
を保護し、改善する義務を負う」と明言すると共に、第 1 条において「①環境に関する情
報へのアクセス権」、「②環境意思決定への市民の参加権」、「③環境問題に関する司法への
アクセス権」という 3つの権利をあらゆる者に保障することを目的とする旨を定めている。
これは同条約の 3 本柱として言及されるものであり、3 条 1 項は、締約国に対して、原則と
してこの 3 本柱を促進するために必要な手段をとることを要求している。 
なお、「市民による環境情報へのアクセスが不十分であれば意思決定に対する市民参加は
困難になり、また市民参加の結果について異議を申し立てる権利がなければ市民参加権は
無意味となる」(8)ことから、同条約の目指す環境保護を実現するためには、これら「3 つの
権利の連携が必要不可欠である」(9)と考えられている(10)。 
イギリス国内でも、オーフス条約は、「環境領域における国際的に最も重要な新機軸」(11)
であり、「環境保護のみに特化したものではなく、環境意思決定に関する個人の権利、政府
のアカウンタビリティーや透明性にも焦点を当てている点で、……多くの国際的な環境協
定とは異なるものである」(12)と評価されている。また、わが国においても、オーフス条約
は「環境保護と人権を関連づけ、市民と公権力の民主的な相互作用を通して環境保護を促
進しようとする新しい特徴を有する環境条約である」(13)と指摘されているように、人権と
しての環境権の参加権という一面を重視し、環境保護を目的とした市民参加を促進しよう
とするものであると言える。 
なお、2013 年 4 月時点で、オーフス条約の締約国は 46 ヶ国に及んでいることから(14)、
                                                                                                                                                     
本で実現する NGO ネットワーク」がオーフス条約の日本語訳を公表している。
<http://www.aarhusjapan.org> 
(8) Jean-Jacques Paradissis and Michael Purdue, ‘Access to Environmental Justice in 
United Kingdom Law’ in Andrew Harding (ed), Access to Environmental Justice: A 
Comparative Study, (Brill Academic Publications 2007) 289 
(9) ibid 
(10) わが国においても、「行政情報の公開など、判断形成に必要な情報へのアクセスの確保
は参加への必要条件」であり、「参加の結果、決定が合理的で社会的に公正に行なわれたか、
また、計画が適切に実行されているかなどのチェックをするのが…訴訟制度である」とし
て、これら 3 つの権利の連携が重要視されている。原科幸彦編『環境計画・政策研究の展
開―持続可能な社会づくりへの合意形成』（2007 年、岩波書店）48－49 頁。 
(11) Maria Lee and Carolyn Abbot, ‘The Usual Suspects? Public Participation Under the 
Aarhus Convention’ [2003] 66 MLR 80 
(12) Richard Moules, Environmental Judicial Review, (Hart Publishing 2011) 26 
(13) 高村「情報公開」前掲注(7)139 頁。 
(14) 締約国については UNECE ホームページ参照。
<http://www.unece.org/env/pp/ratification.html> 
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同条約の掲げる環境保護のための市民参加が国際社会でも重要視されていることは明らか
である。 
このように、環境保護を目的とした市民参加が国際的に重要視されている中、イギリス
は 2005 年 2 月 24 日にオーフス条約を批准した。イギリスでも、近年、公的機関による意
思決定過程への市民参加権や情報へのアクセス権といった公法上の権利としての環境権の
重要性が主張されており(15)、同条約の批准を受け、現在では環境保護のための市民参加制
度のさらなる整備が進められている。 
イギリス(16)は、他の国々に先駆けて 17 世紀後半から産業革命を原因とする大気汚染や水
質汚濁などの環境被害が深刻化する中、1863 年に世界で最初の環境汚染規制を行う行政機
関である「アルカリ検査団（Alkali Inspectorate）」が設立される(17)など、行政による汚染
規制をいち早く行おうとした国の 1 つである。また、近年では、環境を保護するために環
境公益訴訟が積極的に提起されるなど、市民や環境保護団体による環境保護が活発な国で
もある。 
本論文は、オーフス条約を締結せず、市民参加制度が他国に比べても未発達であると考
えられているわが国に対する示唆を得るため、オーフス条約が促進している環境保護を目
的とした市民参加制度の構築について、環境汚染規制や環境保護活動に早くから取り組み、
一定の成果をあげているイギリスの動向を考察・検討するものである。このような環境汚
染と環境保護に関して長い歴史を有するイギリスにおける環境保護のための法政策と市民
参加制度の歴史と現状について研究することは、わが国の今後の制度設計に対しておおい
に参考になるであろうし、新たな制度の構築を提言することにつながるであろう。 
本論文ではオーフス条約の提唱する「①環境に関する情報へのアクセス権」、「②環境意
思決定への市民の参加権」、「③環境問題に関する司法へのアクセス権」という 3 つの市民
参加手法について、それぞれイギリスの歴史と現状の考察・検討及びわが国の制度に対す
る提言を行うことを意図している。なお第 1 部及び第 2 部では「イギリスにおける環境情
報公開制度」、第 3 部では「イギリスにおける環境意思決定への市民参加制度」、第 4 部で
は「イギリスにおける環境問題に関する市民による司法へのアクセス」に関して取り扱う            
こととする。 
 
 
 
 
                                                   
(15) Stuart Bell & Donald McGillivray, Environmental Law, (8th edn, Oxford University 
Press 2013) 15 
(16) 本論文でのイギリスとは、原則としてイングランドとウェールズを指す。 
(17) Maurice Frankel, ‘How secrecy protects the polluter’ in Des Wilson (ed), The Secrets 
File -The Case for Freedom of Information in Britain Today-, (Heinemann Educational 
Books Ltd 1984) 28 
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第 1 部 公的登録簿制度を通じた環境情報の提供 
 
序論 
オーフス条約の第 1 の柱である「環境に関する情報へのアクセス権」については、従前
から、同条約策定の基礎となった「環境と開発に関するリオ宣言」の第 10 原則が「環境問
題は、それぞれの場において、関心のあるあらゆる市民が参加することにより、最も適切
に扱われる。国内レベルにおいては、各個人が公的機関の保有する環境情報へアクセスす
ることができるべきであり、……加盟国は情報を広く利用可能とすることによって市民の
参加を促進するべきである」(18)と示していた。このことからも市民による環境情報へのア
クセス、特に公的機関の保有する環境情報へのアクセスが、市民参加の基礎となるという
点で極めて重要であると考えられる。さらに、環境情報を単に市民に公開するだけではな
く、いわゆる環境リスクコミュニケーションも環境参加権の実現には必要不可欠である(19)。
つまり、環境情報を市民に公開し、それに対する市民の応答を環境行政過程に反映させる
ことによって初めて環境保護のための市民参加が実現されると考えられる。 
それでは、ここで言う環境情報とは具体的にはどのようなものだろうか。環境情報には
種々の類型が存在するが、重要であると考えられるのは公的機関の保有する情報であり、
その中でも特に重要なのが、①事業者や規制当局によるモニタリングなどによって得られ
た有害物質の排出に関する情報や、大気、水、生物多様性など環境状態や汚染状況といっ
た行政による規制の前提になる、あるいは規制の結果としてあらわれるような情報と、②
環境管理のために行われる行政処分や行政指導といった環境行政過程の情報である(20)。こ
れらの情報を両面から市民に積極的に公開することが、環境参加権の実現には必要だと考
えられる。 
オーフス条約を締結していないわが国においても、環境基本法 27 条が、国の責務として、
「個人及び法人の権利利益の保護に配慮しつつ環境の状況その他の環境の保全に関する必
要な情報を適切に提供するように努めるものとする」と規定しており、環境保護の実現の
ためには環境情報の公開が重要であることを指摘している。とは言え、この規定において
は、「情報提供の目的は環境教育を促進するため、事業者、国民、NGO が自発的に行う環
境の保全に関する活動が促進されるようにするためのものと限定され」(21)ており、さらに
これは「国の有する情報のうち国が適切であると判断するものをその裁量により相手方に
                                                   
(18) Rio Declaration on Environment and Development, Principle 10  
(19) 黒川哲志は、いわゆる「リスクコミュニケーション」、つまり単なる「情報提供」にと
どまらず、十分に提供された情報の理解に基づいて住民によってなされる行政、企業、あ
るいは製品・サービスに対する応答というコミュニケーションの要素を重視している。黒
川哲志『環境行政の法理と手法』（成文堂、2004 年）66 頁。 
(20) これ以外にも、環境情報には、企業が所有する環境管理に関する環境企業情報や、環境
アセスメントの中で作成されるような環境予測情報などが存在する。北村・前掲注(1)196
－197 頁。 
(21) 織朱實「環境情報公開と法」環境技術 34 巻 6 号（2005 年）424 頁。 
6 
 
提供することができる旨の規定」(22)であると指摘されているように、環境保護を目的とし
た環境情報の公開という手段を完全に実現したものとは言えないであろう。しかしながら、
わが国でも、1999 年に国レベルにおいて「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」
（以下、情報公開法）が制定されたり、地方レベルでも情報公開条例が制定されている他、
個別法が環境情報の義務的な公表を定めていたり(23)、近年の国際的動向を受けて、事業所
からの化学物質排出量の把握と開示の制度（以下、PRTR 制度）が導入されるなど、市民
に対する環境情報公開制度が構築されつつある。 
それでは、環境汚染規制や環境保護について長い歴史を有し、2005 年にオーフス条約を
批准したイギリスには、現在、環境保護を目的とした市民参加の一手段としてどのような
環境情報公開制度が規定されており、それはどのような特徴を有しているのであろうか。
本稿の第 1 部及び第 2 部は、イギリスにおける公的機関の保有する環境情報の公開制度に
ついて、その歴史的展開や現行制度の詳細、それらの制度の意義などを検討し、わが国の
制度に対する示唆を得ようとしたものである。なお、イギリスにおける環境情報公開制度
は、市民からの開示請求を経ずに公的機関から市民に対して情報が公開されるいわゆる能
動的な「情報提供」と、市民による請求を受けて公的機関が情報を公開する「情報開示」
から成り立っている。そこで第 1 部では、「情報提供」制度の中心であり、イギリス特有の
ものとして注目に値する「公的登録簿（public registers）制度」についての検討を行う。 
第 1 章ではイギリスにおける環境情報提供制度を検討する前提として、産業革命の時代
から 20 世紀中頃まで続いた環境情報の秘密性重視の時代について、その実例や秘密性の根
拠、それに対する改革の動向などを検討する。その後第 2 章において、環境情報の秘密性
を打破する契機となり、公的機関よる能動的な環境情報提供制度として登場した公的登録
簿制度を様々な環境汚染領域に沿って分析、検討した上、第 3 章でわが国の環境情報提供
制度との比較を行う。 
 
第 1 章 環境情報の秘密性重視の時代 
 イギリスは元来、公的機関の保有する情報については秘密主義の傾向が強く、それらを
広く一般市民に公開することに消極的であった(24)。これは環境情報に関しても同様であり、
20 世紀中頃までは、公的機関の保有する環境情報については秘密性が重視されていた。ま
た、このような時代においては、公的機関の保有する環境情報とともに、企業などの汚染
者が保有する環境情報についても原則的に公開されることはなかった。それでは、なぜイ
ギリスではこのように環境情報の秘密性が重視されていたのか。本章では現在のイギリス
における環境情報提供制度を検討する前提として、20 世紀中頃までの情報公開の実態や、
                                                   
(22) 大塚・前掲注(1)83 頁。 
(23) 例えば、大気汚染防止法 24 条、ダイオキシン類対策特別措置法 27 条 3 項などがある。
なお、わが国における環境情報公開制度については後述する。 
(24) 宇賀克也『情報公開法・情報公開条例』（有斐閣、2001 年）107 頁。 
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その秘密性の根拠、それに対する批判等について考察する。 
 
第 1 節 秘密主義の実態 
（１）秘密主義の起源―アルカリ検査団の政策 
産業革命後の 1850 年代以降、イギリスでは 1863 年アルカリ法(25)をはじめとする多くの
環境汚染規制に関する法律が制定され、それに伴い、規制当局も様々な環境情報を入手し
始めることとなる。しかしながら、先述したように、それらの情報については 20 世紀中頃
までは秘密性が重視され、市民に対して積極的に公開されることはなかった。このような
環境情報の秘密主義の起源は、アルカリ検査官による報告書にあると考えられている。 
イギリスでは、1863 年に世界で最初の環境汚染規制を行う行政機関であるとされるアル
カリ検査団が設立され(26)、この機関は 1863 年アルカリ法の下、当時急速に拡大していたア
ルカリ事業による大気汚染を規制する権限を有していた(27)。1864 年、当時のアルカリ検査
官は、大気汚染規制の結果として入手した環境情報の公開について、報告書において、「あ
らゆる活動に関する全ての情報は、その公開が制定法によって要求されていない限り、あ
るいは所有者によって認められていない限りは、非公開としなければならない」(28)と述べ
ている。つまりアルカリ検査団は、制定法が公開を要求している場合や、情報の元来の所
有者である事業者が公開を認めている場合を除いては、規制活動の中で入手したアルカリ
事業に関する情報の秘密性を重視するという政策をとっていたのである(29)。 
                                                   
(25) Alkali Act 1863 
(26) Frankel (n 17) 28 
(27) 1863 年アルカリ法は化学工場などから生じる公害を防止するための法律であり、同法に
基づいてイギリス政府によって任命されたアルカリ検査団は、大気汚染規制のために対象
工場を監視する役割を担っていた。1863 年アルカリ法の詳細及びアルカリ検査団の任務等
について、詳しくは、工藤雄一「公害法（1863 年アルカリ工場規制法）の成立―イギリス
公害史研究の一階梯―」社会経済史学 40 巻 6 号（1975 年）576 頁以下、田村浩一「イギ
リスにおける公害の公法的規制―大気汚染防止法を中心として―」比較法研究 31 号（1970
年）15 頁以下参照。 
(28) Frankel (n 17) 28 
(29) アルカリ検査団の報告書の他に、環境情報が積極的に公開されなかった理由の 1 つとし
て、1911 年国家秘密保護法（Official Secrets Act 1911）が環境情報の非公開を規定してい
たことが挙げられる。1911 年法には、同法が許可しない限り、中央政府の保有する一定の
情報を公開することが処罰の対象となる旨が定められており、同法によって非公開とされ
た情報の中にはいわゆる環境情報も含まれていたことから、アルカリ検査団の政策に加え
て、中央政府の保有する環境情報の公開については法的にも認められていなかったのであ
る。なお、1911 年国家秘密保護法は、1972 年のフランクス委員会の報告書や 1978 年の政
府白書による勧告を受け、1989 年に改正された。1989 年国家秘密保護法（Official Secrets 
Act 1989）は公開が認められない情報の範囲を 1911 年法に比べて限定しており、そこには
環境情報は含まれていない。そのため、現在では国家秘密保護法を根拠にした環境情報の
非公開は認められていない。1911 年国家秘密保護法とその改正について、詳しくは、安藤
高行『情報公開・地方オンブズマンの研究』（法律文化社、1994 年）21 頁以下、同「イギ
リスにおける国家秘密保護法の改正―イギリス情報公開制度の一齣―」佐賀大学経済論集
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アルカリ検査団は、秘密主義政策の理由として、環境情報の公開が市民の不安を生じさ
せるおそれがあるという点を挙げている(30)。また、当時は、大気に排出される汚染物質の
危険性やそれによって引き起こされる結果を市民が周知しないよう、アルカリ産業界が自
身の保有する情報やデータを可能な限り非公開にしていたこと、さらに規制当局であるア
ルカリ検査団と汚染者である産業界との癒着関係が深まっていたことなどにより、アルカ
リ事業に関する情報が積極的に市民に公開されることはなかったのである(31)。 
本格的な公害規制が第 2 次世界大戦後まで行われてこなかったわが国の状況と比較する
と、19 世紀中頃から化学工場の監視を行い、環境情報の収集を行っていたアルカリ検査団
の存在は、たとえ保有する情報の公開が積極的に行われていなかったとしても非常に先進
的なものであるとも考えられよう。しかしながら、このアルカリ検査団によってとられた
秘密主義政策こそが、イギリスにおける全ての環境情報の秘密性の起源となっているとし
て、環境情報の積極的公開を主張する多くの研究者によって批判されている。 
1864 年報告書が出された当時、アルカリ検査団による秘密主義政策は何ら法的根拠を有
していなかった。しかしながら、これ以降、環境情報の秘密主義政策は多くの環境領域に
おいて様々な環境関連法規によって法的根拠を与えられながら 20世紀中頃まで引き継がれ
ることとなる。1864 年以降、多くの環境関連法規が環境への汚染物質の排出に関する情報
の公開を禁じるよう定めており、また、たとえそこに環境情報の非公開に関する規定が置
かれていなかったとしても、これらの法規が一般市民に対して情報を公開するよう特別に
要求していない限り、市民への情報公開が行われることはなかったのである(32)。 
それでは、このような環境情報の秘密性が重視されていた時代において、環境関連法規
はこの秘密主義に対してどのような法的根拠を与えていたのであろうか。ここからは、当
時イギリスにおいて特に深刻化していた大気汚染と水質汚濁に関する環境情報の取り扱い
について検討する。 
 
（２）環境情報の秘密性―大気汚染 
(a)秘密主義の法的根拠―1974 年労働衛生安全法 
先述したように、大気汚染に関しては、アルカリ検査団が 1864 年報告書を契機に原則と
して環境情報の公開を認めないとする秘密主義をとっていたが、これは検査団による単な
る政策に過ぎず、当初は法的根拠が存在しなかった。しかしながら、報告書以降、アルカ
                                                                                                                                                     
22 巻 2 号（1989 年）103 頁以下、同「イギリス新国家保護法について一つのコメント」佐
賀大学経済論集 25 巻 1 号（1992 年）139 頁以下、田島泰彦「イギリスの国家秘密保護立
法」法律時報 57 巻 12 号（1985 年）46 頁以下、同「秘密保護立法と情報統制」法と民主
主義 205 号（1986 年）13 頁以下、同「イギリスにおける報道・表現規制の動向と秘密法
（OSA）改正問題」新聞研究 450 号（1989 年）42 頁以下参照。 
(30) Simon Ball & Stuart Bell, Environmental Law: the law and policy relating to the 
protection of the environment, (Blackstone Press 1991) 106 
(31) ibid 
(32) ibid 
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リ検査団の保有する環境情報は秘密性が保持され続け、そこから 100 年以上経て制定され
た 1974 年労働衛生安全法(33)がその政策に法的根拠を与えることとなる。 
1974年労働衛生安全法 28 条は、事業者から規制当局に対して提供された情報に関して、
それを提供した者の同意がない限りは公開されない旨を規定し(34)、またそれと同時に、規
制当局が職務上入手した記録や測定結果に関する情報についても公開を禁止したのである
(35)。つまり、本規定によって、大気汚染の規制当局であるアルカリ検査団が環境情報を市
民に対して非公開とすることが法的にも認められることとなった。 
 
(b)地方公共団体の情報公開裁量権―1956 年空気清浄法と 1974 年汚染規制法 
イギリスでは1974年労働衛生安全法の制定によりアルカリ検査団が保有する大気汚染関
連情報の非公開に法的根拠が与えられたが、その一方で、地方公共団体が保有する情報に
ついては積極的な公開を認めようとする法律も存在していた。1956 年空気清浄法(36)は、地
方公共団体に対して、大気汚染に関する情報を対象施設から収集し、汚染者や環境団体と
の協議を行った上でそれを市民に公開する裁量権を与えていたのである。さらに、1974 年
汚染規制法(37)も 1956 年法と同様の裁量権を地方公共団体に付与していた。 
しかしながら、これらの規定が存在していたにもかかわらず、地方公共団体による大気
汚染関連情報の公開は劇的に増加することはなかった。環境衛生監視官協会（Institution of 
Environmental Health Officers）の 1982 年の調査によると、1 年間にこのような権限を行
使した地方公共団体は全国で 5 にとどまっており、その上、それらの地方公共団体が情報
収集の対象とした施設は合計で 8 施設のみであった(38)。さらに、環境保護団体である
Friends of the Earth（以下、FoE）の調査によると、同年に権限を行使した 5 地方公共団
体の内、4 団体が当年になって初めて権限を行使している(39)。つまり、地方公共団体による
大気汚染関連情報の公開については地域差が明確にあらわれており、情報を積極的に入手
したいと考える市民の目から見ると明らかな失敗であったと批判されている(40)。 
1956 年空気清浄法及び 1974 年汚染規制法が地方公共団体に与えた権限がほとんど行使
されなかった理由として以下の 2 点が挙げられる(41)。第 1 に、これらの法律の下で地方公
共団体に与えられた権限は義務的なものではなく、あくまで裁量にすぎなかったというこ
とである。その結果として情報公開が行われるか否かは地方公共団体の判断に依拠するこ
ととなっていた。第 2 に、これらの法律には、地方公共団体が権限を行使する前提として、
                                                   
(33) Health and Safety at Work etc. Act 1974 
(34) ibid s 28(2) 
(35) ibid s 28(7) 
(36) Clean Air Act 1956 
(37) Control of Pollution Act 1974 
(38) Frankel (n 17) 29 
(39) ibid 
(40) ibid 
(41) ibid 
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地方公共団体は汚染者及び地域の環境団体との三者間での委員会を形成し、定期的に協議
を行わなければならない旨が規定されていた。これは時間的にも費用的にも地方公共団体
に負担をかけることとなるため、地方公共団体が積極的に情報公開を行うことを拒む理由
となっている(42)。これらの理由から、環境情報の収集と市民への公開という裁量権を地方
公共団体に与えた 1956 年空気清浄法及び 1974 年汚染規制法の規定は、大気汚染関連情報
の積極的公開に結びつかなかったのである。 
全国レベルではアルカリ検査団の政策と 1974 年労働衛生安全法の規定により、また地方
レベルでも 1956 年空気清浄法や 1974 年汚染規制法の規定が存在したにもかかわらず積極
的に行われることがなかった 20 世紀中頃の大気汚染関連情報の公開について、王立環境汚
染委員会（Royal Commission on Environmental Pollution、以下 RCEP）(43)は 1976 年の
「大気汚染のコントロール：総合的アプローチ」と題した第 5 報告書において以下のよう
な勧告を行っている。「たとえ（非公開が）法律によって根拠づけられていたとしても、情
報公開に関する検査団の政策は見当違いのものである。……生データを開示することが市
民の不安を引き起こすかもしれないという検査団の考えは過度に誇張されたものであり、
……市民は自分自身が吸い込んでいる大気の状態や、汚染の量について知る権利を有する
べきである」(44)と。さらに RCEP は、1984 年の「汚染への取組み―経験と展望」と題した
第 10 報告書において、地方公共団体は大気汚染のデータを裁量ではなく義務的に公開する
べきである旨を主張し、さらに検査団の秘密主義政策に法的根拠を与えた 1974 年労働衛生
安全法の規定は「時代遅れであり、不必要である」(45)し、情報を非公開とする何らかの根
拠が立証された場合以外には「規制権限を有する公的機関の収集した情報を市民に無制限
で公開すべきである」(46)と批判している。 
 
（３）環境情報の秘密性―水質汚濁 
(a)秘密主義の法的根拠―1961 年河川（汚染防止）法  
大気汚染に関する環境情報の非公開が主張されていた当時、水質汚濁規制に関する規定
として 1961 年河川（汚染防止）法(47)が存在していた。同法は、河川への排出を行っている
私人あるいは企業が情報の公開に同意しているか、制定法が情報公開を要求していない限
り、公的機関の保有する排水許可の申請、廃水の内容、廃水のサンプルに関する情報を市
民に公開しない旨を規定していた(48)。つまり水質汚濁についても大気汚染の場合と同様に、
                                                   
(42) Ball & Bell (n 30) 108 
(43) RCEP の性質については本章第 3 節にて言及する。 
(44) Royal Commission on Environmental Pollution, Air Pollution Control: an Integrated 
Approach, (Cmnd 6371, 1976) 
(45) Royal Commission on Environmental Pollution, Tackling Pollution-Experience and 
Prospects, (Cmnd 9149, 1984) 
(46) ibid 
(47) Rivers (Prevention of Pollution) Act 1961 
(48) ibid, s 12 
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環境情報の秘密性が重視されていたのである。 
このような水質汚濁関連情報の秘密性について、RCEP は 1972 年の「イギリスにおける
河口及び沿岸水域の汚染」と題した第 3 報告書において、「不必要なマントは外すべきであ
る」(49)と批判していた。 
 
(b)実例 
このような状況の下、水質汚濁関連情報の公開に関して以下のような事例が存在した(50)。
当時、BTP Tioxide Ltd.と Laporte Industries Ltd.という 2 つの企業が二酸化チタンを含
む廃水をイングランド東部のハンバー川に排出していたことについて、グリーンピースを
含む複数の環境保護団体は、ハンバー川への排水よりも比較的少量の二酸化チタンを河川
に排出していたフィンランドにおける調査から、二酸化チタンの排出が地元の漁業に深刻
な悪影響を与えていることを証明しており、これらの化学物質を含む廃水はイギリスにお
いてもフィンランドと同様の悪影響を漁業に与えるおそれがあると主張していた。しかし
ながら、このような環境保護団体の主張に対し、ハンバー川の汚染規制を行っていたアン
グリアン水管理当局(51)は、1981 年に、「BTP Tioxide Ltd.及び Laporte Industries Ltd.は
総じて悪影響を与えるような物質をハンバー川へ排出していない」とする報告を行ってい
た。 
この報告の背景には以下のような事実があった。ハンバー川においては 1978 年以降、数
年にわたって排出地点周辺で汚染レベルのモニタリングが行われていたが、その大部分が
規制機関である水管理当局ではなく、排出を行っている企業によって実施されており、ア
ングリアン水管理当局は企業によるモニタリングの結果を全面的に信頼していたのである。
グリーンピースなどの環境保護団体は、これらの企業に対してこれまで数回にわたりモニ
タリング結果を公開するよう要求していたが、それらは全て拒否されていた上、アングリ
アン水管理当局も企業によるモニタリング結果の複写を保有し、さらに水管理当局自身も
数度自発的に廃水のモニタリングを行ったこともあったが、それらの情報を企業の同意な
く公開することは 1961 年河川（汚染防止）法の下で認められなかったのである。 
  
(c) 1974 年汚染規制法第 2 編の制定と施行の遅れ 
                                                   
(49) Royal Commission on Environmental Pollution, Pollution in some British Estuaries 
and Coastal Waters, (Cmnd 5054, 1972) 
(50) Frankel (n 17) 31 
(51) 水管理当局は 1973 年水法（Water Act 1973）により設置された水質汚濁規制のための
行政機関であり、当時は国内に合計 10 存在していた。その主な機能は、従前は地方公共団
体に付与されていた下水道事業、給水、内陸水、地下水、河口、一定の海岸水域の保全と
汚染防止であった。1973 年水法は従来地方公共団体に与えられていた公共下水道への産業
廃液の排出に関する規制権限を水管理当局に付与したのである。飯塚和之「イギリス環境
法研究序説―1974 年汚染規制法の検討―」商學討究（小樽商科大学）30 巻 2 号（1979 年）
24 頁以下参照。 
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しかしながら、大気汚染の場合と異なり、RCEP による度重なる勧告を契機に、1974 年
汚染規制法がその第 2 編において規制当局の保有する水質汚濁関連情報を市民に対して積
極的に公開するよう規定する。同法は、水管理当局に対して、河川に排出された廃水のデ
ータを収集し、それを公的登録簿(52)に登録することによって市民に提供するよう義務付け
た(53)のである(54)。 
しかし、このような規定を含む 1974 年汚染規制法第 2 編は、産業界による圧力などから
1985 年まで施行されることがなかった。そのため、水質汚濁関連情報についても大気汚染
の場合と同様、秘密主義が維持されることとなったのである(55)。 
このように 1974 年汚染規制法第 2 編の施行が遅れる中、RCEP は水管理当局及び産業界
に対して、情報を自発的に公開するよう促していた。いくつかの水管理当局はこの勧告に
従い、規制対象地域の企業に対して排水の内容や量についての詳細を公開するための同意
を要求している。しかし、全国で 10 ある水管理当局の内、アングリアン水管理当局、サウ
スウェスト水管理当局、ウェセックス水管理当局の 3 当局は一切情報を公開しなかった上、
情報公開を促進しようとした水管理当局でさえ、規制対象地域に存在する企業の大部分が
廃水に関する情報の公開を拒んだことから、結果的にその全体像を市民に公開することは
なかった。 
 
第 2 節 秘密主義の根拠 
 産業革命以後のイギリスでは、公的機関が保有する環境情報について秘密主義がとられ
ており、この姿勢は 1974 年汚染規制法第 2 編が水質汚濁関連情報に関する公的登録簿制度
を導入し、それが 1985 年に施行されるまで継続された。 
このように秘密主義がとられた最も大きな理由として、環境情報の公開に対する産業界
の消極的姿勢が挙げられる。先述したように、当時のイギリスでは、汚染者である産業界
と規制者である公的機関が癒着関係にあったとも言われており、産業界の情報公開への消
極的姿勢が規制当局の保有する環境情報の秘密主義につながっていたのである。そして、
このような立場に立つ産業界は、1974 年汚染規制法の制定により水質汚濁に関する公的登
録簿制度が導入され、環境情報提供制度の構築が前進を見せ始めた後も情報公開について
否定的な意見を示し続けることとなる。 
それでは、なぜ産業界は環境情報の公開について消極的であったのだろうか。本節では
産業界が環境情報の秘密性を維持しようとした根拠について検討する。 
                                                   
(52) 1974 年汚染規制法の規定する公的登録簿制度については第 2 章において検討する。 
(53) Control of Pollution Act 1974, s 41 
(54) 一方、先述したように、大気汚染関連情報の公開に関しては、同じ 1974 年汚染規制法
は地方公共団体に裁量的な権限を与えるのみであった。 
(55) 結果的に施行には 11 年もの時間がかかったが、この 1974 年汚染規制法第 2 編が規定
する公的登録簿制度の登場が後のイギリスにおける環境情報の積極的公開の引き金となっ
た。これについては後に検討する。 
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（１）環境情報の技術的専門性 
 1 つ目の根拠として環境情報の持つ技術的専門性が挙げられる。これは経営者団体である
英国産業連盟（Confederation of British Industry、以下 CBI）が 1979 年に発表した「環
境及び技術に関する情報の公開」という文書によって明らかにされている。CBI は本文書
において、情報の大量公開が市民に誤った解釈を行わせる危険性や、根拠のない警鐘を引
き起こす可能性、あるいは正当な理由のない訴訟を増加させることにつながると懸念する
(56)。CBI によると、環境汚染に関する情報は訓練を受けた毒物学者による解釈を必要とす
るほど専門的・技術的であるため、正確な解釈を行うことのできる状況は限られたもので
あり、まったく誤解釈のおそれなく公開することのできる情報の量や種類は限定されてい
るのである(57)。また同年には、薬品の人体への影響に関する情報を市民に公開しないとす
る決定を行った化学薬品会社が、「情報は高度な専門性を有しており、その情報の重要性を
完全に理解することができるのはそれに関連した資格や専門性を有している者に限られる」
(58)と非公開の理由を述べている。これらの主張から、産業界は環境情報の技術的専門性を
理由に市民への公開を行うべきではないと考えていたことが分かる。 
 この技術的専門性という秘密主義の正当化理由に対して、RCEP は 1984 年の第 10 報告
書において、「環境問題に関係する多くの団体が有する専門性は向上しており、……研究者
と比べても遜色のないほどの科学的な報告書を提出していることもある。そのため、『市民』
が情報を『正確に』利用する能力がないということを根拠に情報へのアクセスを拒否する
ことは到底支持できるものでも容認できるものでもないと考える」(59)と反論している。ま
た、環境情報の積極的公開を主張する研究者であり運動家でもある Maurice Frankel も、
「化学物質の危険性についての情報は、専門家による助言がなければ解釈が困難であろう
ことは疑いようがない。しかしながら、環境団体や労働組合、消費者団体は技術的な情報
を正確に解釈する能力を有する専門家とも協力している。つまり、有害物質に関する情報
の解釈が困難であるという秘密主義の根拠は妥当ではない」(60)と産業界の提示する秘密主
義の正当化理由を批判している。確かに環境情報は一般市民では解読できないような専門
性を有することもあるが、それだけでは情報を非公開とする根拠にはならない。まずは市
民や環境保護団体に広く環境情報を公開し、その後、専門家による分析を待てばよいので
ある。 
 
（２）過激論者の介入や濫訴の可能性 
第 2 の根拠として、産業界や規制当局は、環境情報の公開が過激論者による過度の介入
                                                   
(56) Ball & Bell (n 30) 108 
(57) ibid 
(58) Frankel (n 17) 34-35 
(59) RCEP (n 45) 
(60) Frankel (n 17) 34 
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を引き起こす可能性があると指摘する(61)。この点について、1977 年には環境衛生監視官が、
大気汚染を背景に設立された民間団体である大気浄化協会（National Society for Clean Air）
との協議の中で、1974 年汚染規制法が 1956 年空気清浄法と同様に大気汚染関連情報の収
集と市民への公開を行う裁量権を地方公共団体に付与したことを批判している(62)。規制当
局は、このような規定を置くことで市民や環境保護団体などが地方公共団体に対して当該
裁量権を行使するよう圧力をかけ続けることになり、そのような環境保護団体にはしばし
ば過激論者が含まれていることから、地方公共団体が裁量権を行使することによって過激
論者が情報を入手し、産業界が衰退してしまう可能性があると危惧していたのである(63)。
また、CBI も水質汚濁に関する公的登録簿制度を導入した 1974 年汚染規制法第 2 編は不必
要なものであると主張している(64)。ここでも、環境情報を広く公開することによって、過
激論者による介入が引き起こされることとなり、産業界や規制当局に対して必要以上の負
担がかかることが懸念されていた。 
 同じく CBI は、先述した 1979 年の文書において、環境情報の公開が濫訴を引き起こす
可能性があると指摘している。CBI は、市民が環境情報を自由に入手することによって、
それだけを根拠に規制当局や事業者を相手に不合理な訴訟を提起するようになることを危
惧していたのである。これに対して Maurice Frankel は、「損害の救済のために裁判所に頼
ることは市民の基本的な権利であり、……市民からこの機会を奪うために情報を公開しな
いという主張は到底受け入れられない」(65)と述べ、また RCEP も「救済を与えるかどうか
を判断するのは裁判所の責務である」(66)と反論しており、まずは市民に環境情報を公開し
た上で、訴訟が提起された場合には、裁判所の判断を待つべきであるという考えを示して
いる。さらに Stuart Bell & Donald McGillivray はこの根拠について、環境情報が広く公
開されるようになった後、「後から考えてみれば、これらの予測は過度な懸念であった。現
在、環境情報は環境保護団体によって利用されているが、これは産業界に対して不合理な
訴訟を提起する目的ではない」(67)と述べている。 
 
（３）環境情報の商業的秘密性 
第 3 の根拠として、環境情報の持つ商業的秘密性が挙げられる。CBI は、環境情報には
競合している企業にとって商業的に利益となるようなデータが含まれている可能性がある
ため、情報公開がデータの漏洩に対する産業界の懸念を引き起こすと主張する。つまり CBI
は環境情報に含まれるデータは排出者の所有物であり、ふさわしい理由がない限りは公開
                                                   
(61) Ball & Bell (n 30) 110 
(62) Frankel (n 17) 35 
(63) ibid 
(64) Ball & Bell (n 30) 110 
(65) Frankel (n 17) 36 
(66) RCEP (n 45) 
(67) Bell & McGillivray (n 15) 318-319 
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されるべきではないと考えていたのである(68)。 
 このような根拠から環境情報の公開が拒否された事例として以下のようなものがある(69)。 
①有害物質除去過程についての情報：ロンドンのフラム発電所においてアスベストの除
去作業を行っていた企業が、他企業よりも効率的かつ低価格でアスベストを除去すること
が可能な新機器を開発したとする宣伝を行った。これについて発電所の近隣住民が、低価
格である真の理由は新機器の開発ではなくアスベストの量を実際よりも少なく見積もって
いるためである主張し、アスベスト処理過程の情報を公開するよう企業に要求した。これ
に対して企業側は、これらの情報を公開することによって新機器についての情報も同時に
漏洩してしまうとして、商業的秘密性を根拠に情報の公開を拒否している。 
②化学物質の用いられた製品の組成情報：産業界は塗料、接着剤、ニスなど化学物質の
用いられた製品の組成に関する情報は商業的秘密性を有するものであり、公開することが
できないと主張しており、CBI も市民に対してこれらの情報を公開する場合には、製品組
成を詳細に示すのではなく、ラベルなどを用いた注意書きのみを表示するべきであるとい
う考えを有していた。これについて Maurice Frankel は「製品の組成についての情報がな
ければ、市民がそれらの物質の危険性を認識することは不可能である」(70)と批判する。つ
まり、利用者はこのような製品に用いられている化学物質の種別などを詳細に知ることに
よってのみその危険性を判断することができ、より安全な製品を選択することができるの
である。 
③化学物質の種類や量に関する情報：産業界は、企業が環境情報を公開することとなれ
ば、競合する企業が公開された環境情報を研究することによって、従来は企業秘密である
と考えられていたような化学物質の種類や量を解明することが可能になると危惧している。
これについて Simon Ball & Stuart Bell は、「これらの懸念は実際には誇張されたものに過
ぎない」(71)し、「このような知的財産権は、特許や商標に関する法律によって十分に保護さ
れており、情報を非公開とすることによって秘密性を維持する必要性はない」(72)と産業界
の主張に反論している。 
RCEP は 1970 年代から 1980 年代にかけて多くの報告書において環境情報の商業的秘密
性に関する問題を検討しており、最終的に 1984 年の第 10 報告書において、環境情報の非
公開の根拠として「産業界が商業的秘密性を強調することは……見当違いである」(73)と結
論付けている。 
しかしながら、この商業的秘密性は、公的登録簿制度が導入された後も重視され続け、
環境情報の提供が商業的利益を侵害するおそれがある場合には当該情報が公的登録簿に記
                                                   
(68) Ball & Bell (n 30)108-109 
(69) Frankel (n 17) 36-39 
(70) ibid 37  
(71) Ball & Bell (n 30) 109 
(72) ibid 
(73) RCEP (n 45) 
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載されない場合が多い。 
 
（４）規制当局に対する負担 
 CBI は第 4 の根拠として、もし 1956 年空気清浄法が規定するように地方公共団体が積極
的に大気汚染関連情報を収集し、それらを市民に提供したり、1974 年汚染規制法が規定す
るように水管理当局が水質汚濁関連情報を入手し、市民に提供することとなれば、それら
のために必要な支出が莫大なものになるという理由から、その費用と環境情報公開によっ
て得られるであろう市民の利益との間には不均衡が生じると指摘する(74)。これは行政運営
にかかる費用を削減するべきであり、ただでさえ人員不足かつ過重労働が課せられていた
行政に対してより大きな負担を課すことは得策ではないという考えから生じたものである
(75)。また、環境情報の公開は、規制当局による環境汚染に対するコントロールの成果を市
民が監視することにつながるため、これまで以上に規制当局の負担を増加させることとな
る上、もし市民が規制当局による汚染規制活動に不服であれば、当局は環境汚染について
再調査や再規制を行わなければならなくなり、費用負担がより大きくなるというのである
(76)。 
 その他にも、産業界は、汚染がわずかな場合や、汚染問題が既に解決しているような場
合には、市民に対して情報をあえて公開しない方が、多くの市民に対して情報を公開し、
既に解決された汚染問題の状況を説明するよりも容易であり、規制当局に対する負担も軽
減されると考えている(77)。しかしながら、このような規制当局に対する負担を避けるため
に市民からの監視を軽視するという産業界の姿勢は到底受け入れることができるものでは
ない。 
 
第 3 節 秘密主義に対する批判 
 20 世紀中頃まで続く環境情報の秘密主義については、前節で見たような様々な正当化理
由が産業界や規制当局から主張されていたが、RCEP や環境保護団体、学界はこれらの正
当化理由を批判し、環境保護を実現するためには環境情報を広く市民に公開することが必
要であると主張していた。またイギリスでは、1960 年代後半から 1970 年代前半にかけて
環境汚染が社会問題化し、環境保護のための市民運動が活発化することとなる。そして、
これらの市民運動や様々な勧告を受けて制定された 1974年汚染規制法第 2編による公的登
録簿制度の導入を契機として、公的機関の保有する環境情報を積極的に市民に公開するよ
う規定する環境関連法規が制定され始め、環境情報の積極的公開の時代へと突入するので
ある。 
このような環境情報公開制度の成立には、特に RCEP の勧告が世論の先導役となり、重
                                                   
(74) Ball & Bell (n 30) 111 
(75) ibid 
(76) ibid 
(77) Frankel (n 17) 41 
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要な役割を果たしたと言われている(78)ため、本節ではこのような転換期に非常に大きな影
響を与えた RCEP による勧告と環境情報の積極的公開を主張した学説について検討する。 
 
（１）RCEP による勧告 
(a)RCEP の姿勢―積極的公開主義 
RCEP は、環境汚染に関する国内及び国際的な問題について女王、政府、議会、市民に
対して勧告を行うことを目的として、1970 年 2 月に設立された政府から独立した委員会で
ある(79)。同委員会は環境問題を法的、経済的、技術的、社会的側面から検討するため、様々
な領域の専門家によって構成されており、その構成員は首相の助言により女王によって任
命される(80)。また専門的な勧告を行うだけではなく、政府の行動選択について客観的な助
言を与える機能も有しているため、イギリスにおける環境法及び環境政策の発展に極めて
重要な役割を担っている (81)。RCEP はその活動の中で、様々な環境問題に対する報告書を
多数発行し、この報告書が政府の活動に対して非常に大きな影響を与えていることから、
RCEP 報告書の分析がイギリス環境法の研究には不可欠なものとなっているのである。 
RCEP は様々な環境に関する問題について検討し、助言を行う役割を担っているが、そ
の中で公的機関の保有する環境情報の公開についても多くの勧告を行っている。RCEPは、
市民は環境についての利害関係を有しているため、市民一人一人が自身の直面している環
境汚染リスクについて知る権利を有しており、また、行政に対する市民の信頼を構築する
唯一の手段は、公的機関の保有する環境情報へのアクセスを認めることであるという姿勢
を設立当初から持ち続けているのである(82)。このような考え方について、RCEP は、1972
年の「産業による汚染についての 3 つの問題」という第 2 報告書において、「研究者や汚染
の利害関係者といった環境に関する利益のために情報を利用する責任を有する者に対して
は、情報を公開する必要性」(83)があり、さらに環境情報は「規制当局のような機関だけで
なく、環境を改善するためにそれを利用する研究者や市民にとっても利用可能となるべき
であり、それこそが公益にかなうことである」(84)と明示している。このような公的機関の
保有する環境情報の公開を積極的に認めるべきであるという主張は後の報告書でも引き継
がれていくものである。 
産業革命以降、産業界や規制当局が環境情報の公開に消極的な態度を示していたのに対
                                                   
(78) Francis Sandach, ‘Public Participation and the Control of Pollution Act 1974’ (1977) 
127 NLJ 652 
(79) イギリスには RCEP の他にも多くの王立委員会が設置されており、政府からは独立し
た立場から様々な分野において助言、勧告を行っている。 
(80) Susan Wolf & Neil Stanley, Environmental Law, (6th edn, Routledge 2013) 51 
(81) ibid 
(82) Ball & Bell (n 30) 112 
(83) Royal Commission on Environmental Pollution, Three Issues in Industrial Pollution, 
(Cmnd 4894, 1972) 
(84) ibid 
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して、RCEP は常に環境情報の秘密主義を否定し、このような姿勢を改善するよう報告書
による勧告を続けてきた。この RCEP の姿勢は世論に対しても大きな影響を与えていたと
言われており(85)、それに導かれるように、環境汚染が社会問題化した 1960 年代後半から環
境保護を主張する市民運動も活発化したのである。 
 
(b)大気汚染関連情報についての勧告 
それではこのような RCEP の姿勢は、環境情報公開制度の導入に対してどのような影響
を与えたのだろうか。まず大気汚染関連情報についてであるが、地方公共団体に対して大
気汚染関連情報を収集しそれを市民に提供する裁量権を与えた1974年汚染規制法はRCEP
の勧告を受けて制定されたものである。これは RCEP の提唱する積極的公開主義への部分
的譲歩であるとされる(86)。 
しかしながら、第 1 節でも述べたように、この規定が大気汚染関連情報の公開に対して
大きな変化を生じさせることはなかった。同法によって地方公共団体に与えられた裁量権
が用いられることは少なく、情報の大部分が公開されなかったのである。さらに同年には
アルカリ検査団が職務を行う際に入手した記録や測定結果に関する情報を公開することを
明文で禁じた 1974 年労働衛生安全法が制定されており、RCEP の姿勢は明確に否定されて
いる。つまり大気汚染関連情報については、RCEP の勧告による地方公共団体に対する情
報公開の裁量権付与という部分的譲歩はあったものの、アルカリ検査団が以前からとって
いた政策に従い、情報の秘密主義が貫かれたと言える。 
なお、RCEP は 1976 年の第 5 報告書において、1974 年労働衛生安全法の規定に関して、
「我々はこの逆行を遺憾に思う」(87)と述べ、このような情報の非公開義務を排除するよう
政府に促したが、政府はその後数年にわたってこの RCEP の勧告に何らの返答をすること
もなかった。 
 
(c)水質汚濁関連情報についての勧告 
 RCEP の勧告を受けて最も大きな変化が起こったのは水質汚濁領域である。RCEP は
1972 年の第 3 報告書において、「河川や河口への排水の質や量に関する情報はより広く公
開されるべきであり、……そのような情報を公開するための自主的な取り決めを行う」(88)
ようイギリス政府及び産業界に対して要求しており、これを受けていくつかの水管理当局
が従来は非公開であった河川への汚染物質排出に関する情報を自主的に公開しようと試み
たのである。 
しかし、これについても、先述したように 10 ある水管理当局の内、3 当局は決して情報
を公開することはなく、これらの当局が管轄する地域における水質汚濁関連情報について
                                                   
(85) Frankel (n 17) 43 
(86) ibid 44 
(87) RCEP (n 44) 
(88) RCEP (n 49) 
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は秘密主義が維持されたままであった上、情報を自主的に公開しようとした当局も、企業
による反対などを理由に、保有する全ての情報を公開するまでには至らなかった。 
 
(d)1974 年汚染規制法第 2 編の施行 
このような状況の下、RCEP の勧告を受け、水管理当局に対して河川への排出に関する
情報を収集し、それらの情報を公的登録簿に登録することによって市民に提供するよう義
務付ける 1974 年汚染規制法第 2 編が制定された。RCEP は 1974 年の第 4 報告書において、
「（このような）新しい手法はできるだけ早く施行されるべき」(89)である旨を主張していた
が、同法第 2 編は CBI などによる圧力から 1985 年 7 月 31 日まで施行されることはなかっ
た。しかし、この規定こそが環境情報の秘密主義から積極的公開主義への分岐点であり、
1974 年法第 2 編の施行によって公的登録簿制度が初めて導入された 1985 年以降、イギリ
スは環境情報の積極的公開の時代へと突入することとなる。 
 この 1974年汚染規制法第 2 編の施行にもRCEPの勧告が影響を与えている。RCEPは、
同法の制定から施行までの間も環境情報の秘密主義は不必要であり有害なものであるとい
う考えを何度も繰り返し主張していたのである(90)。例えば 1984 年の第 10 報告書において
は、あらゆる公的機関の活動は「市民は汚染規制当局が制定法上の権限によって保有する
情報に対して無制限にアクセスすることができるという仮定」(91)に基づくべきであり、制
定法上の秘密主義を排除し、環境情報の積極的公開義務に置き換えるべきであるとする。
具体的に言うと、RCEP は、第 10 報告書において、①アルカリ検査団やその他の規制当局
に対して制定法が規定している「時代遅れで不必要な」秘密主義の撤廃、②詳細な大気汚
染関連情報を公開するよう地方公共団体に対して要求する新しい手法の構築や、現存する
裁量権の積極的活用、③殺虫剤、新しい化学物質、有害廃棄物などを含むあらゆる形態の
環境情報の公開を保証する制定法上の手段の導入などを求めていたのである(92)。 
RCEP は、この第 10 報告書において、環境情報公開制度を中心的なテーマとして扱って
おり、本報告書が 1974 年汚染規制法第 2 編施行の契機となると共に、様々な環境汚染領域
における公的登録簿制度を導入した 1990 年環境保護法(93)の制定にも大きく寄与している。
さらに議会においても RCEP 第 10 報告書は多くの支持を集めた。例えば、貴族院の
Waldegrave 議員は同報告書について触れ、「（イギリス政府は）情報公開によって信頼を再
び確立しなければならない」(94)し、「政府は秘密主義が何人の利益にもならないことを強く
                                                   
(89) Royal Commission on Environmental Pollution, Pollution Control: Progress and 
Problems, (Cmnd 5780, 1974) 
(90) Frankel (n 17) 45 
(91) RCEP (n 45) 
(92) Frankel (n 17) 45-46 
(93) Environmental Protection Act 1990 
(94) Central Directorate of Environmental Protection, Public Access to Environmental 
Information: Report of an interdepartmental working party on public access to 
information held by pollution control authorities, Pollution Paper No.23 (Her Majesty’s 
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理解している」(95)と述べている。これを証明するように、政府は RCEP 第 10 報告書に対
し、「環境問題に関するより多くの情報がこれから市民にとって利用可能になるであろう」
(96)と返答し、RCEP の意見に同調した。この政府による政策の転換の背景には、RCEP の
勧告と同時に当時急速に高まっていた市民運動があったと考えられる。 
 
(e)RCEP 勧告の根拠 
RCEP は、勧告の根拠として、市民が正確な環境情報を入手することができなければ、
産業界による様々な活動から生じる環境へのリスクに対する市民の認識は誤ったものにな
りやすく、このような情報の秘密性は市民の不安を増幅させるものとなるとする(97)。また
RCEP は、市民が環境へのリスクを誤認したり、汚染について的確に判断することが許さ
れなければ、環境汚染の実態は決して見えてこないと考えており、規制当局が環境に対す
るリスクを最小限にするためにとるべき手段について市民を交えて議論するためにも、情
報の公開は必要不可欠であると主張している(98)。 
さらに 1985 年の第 11 報告書は、「適切なリスク評価は、関連情報へのアクセスと市民に
よる情報の解釈を必要としており、利害関係を有している汚染者によるリスク評価のみで
は市民は決して安心させられることはない」(99)と示しており、有害物質の排出に関する情
報や、大気や水など自然に関する情報を市民に対して積極的に公開し、市民が自分の目で
環境へのリスクを正確に評価する必要があるとしている。 
また RCEP は、アルカリ検査団による秘密政策を批判する中で、規制当局が環境汚染の
規制のために適切に活動をしているかどうかを市民が監視するためにも、規制当局による
規制の実態についての情報を公開することが必要であると主張してきた。RCEPによると、
環境へのリスクを正確に判断するためには、大気汚染や水質汚濁の程度など環境状態や汚
染状況に関する情報だけでなく、規制当局の活動を市民が監視するため、環境行政過程の
情報を市民に公開することも重要なのである。 
 
（２）積極的公開を主張する学説の動向 
RCEP 勧告の他にも、多くの学説が環境情報の積極的公開を主張している。例えば
Maurice Frankel は、この時代に存在していた環境情報の秘密性を排除し、情報を広く公
開するためには以下の 5 つの改革が必要であると示している。第 1 に、環境関連法規に定
められた秘密条項を排除し、秘密主義を維持するという規制当局と産業界との間の癒着関
                                                                                                                                                     
Stationery Office 1986) 2 
(95) ibid 
(96) ibid 
(97) Ball & Bell (n 30) 113 
(98) ibid 
(99) Royal Commission on Environmental Pollution, Managing Waste: The Duty of Care, 
(Cmnd 9675, 1985) 
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係を破棄しなければならない(100)。第 2 に、市民は、規制当局が制定法上の権限によって産
業界から入手した健康あるいは環境に対するリスクに関する情報を入手する法的権利を有
しなければならない(101)。第 3 に、規制当局は環境に対するリスクによって影響を受ける可
能性のある市民に対して警告するべきであり、リスクを最小限にするかそれを排除する措
置を講じなければならない(102)。第 4 に、産業界や企業が行っている環境に対する潜在的な
危険活動について、産業界や企業自身が保有している情報も市民に対して公開しなければ
ならない(103)。そして、環境汚染規制に関する様々な情報を公開するために、情報公開に関
する一般法の制定が必要である(104)。このように Maurice Frankel は、公的機関が保有する
環境情報に加えて、企業が保有する環境情報についても市民に対して積極的に公開するこ
とが必要であり、市民はそのような環境情報を入手する法的権利を有しているとする。そ
して、このような考えを実現するために、最終的にはあらゆる環境汚染領域を対象とした
総合的な環境情報公開に関する法規則を制定する必要があると主張しているのである(105)。 
 また、Susan Wolf & Neil Stanley は、RCEP 勧告の前提には、市民が「知る権利」を有
していること、行政機関による環境行政過程に対する市民の信頼を回復させる必要がある
こと、そして何よりも市民が環境に対する利害関係を有していることがあると述べており
(106)、そのような前提の下で、環境情報を積極的に公開することが重要であると考えている。 
 また、James McLoughlin は、環境情報の市民への公開は、市民が政策決定の内容を知
ることを可能にし、その決定に対して何らかの意見を反映させることを可能にするという
意味で重要であると同時に、私人が訴訟を提起する場合に、入手した環境情報の利用を可
能にするという点からも重要であると主張し、環境情報の積極的公開を促している(107)。 
  
第 4 節 小括 
 イギリスでは 1864 年のアルカリ検査団による報告書以降、環境情報については秘密主義
がとられており、企業によって排出される汚染物質による環境への悪影響に関する情報や
規制当局による環境汚染規制に関する環境行政過程情報を入手したいと考える市民に対し
て、公的機関あるいは企業の保有するこれらの情報が公開されることはほとんどなかった。
この秘密主義は 1961 年河川（汚染防止）法や 1974 年労働衛生安全法といった環境関連法
                                                   
(100) Frankel (n 17) 56 
(101) ibid 
(102) ibid 57 
(103) ibid 
(104) ibid 
(105) イギリスでは、環境情報公開についての一般的な法規として2000年情報公開法や2004
年環境情報規則が制定されている。これらの法規に基づく環境情報の開示については第 2
部で検討する。 
(106) Susan Wolf & Neil Stanley, Environmental Law, (4th edn, Cavendish Publishing 
Ltd. 2003) 473 
(107) James McLoughlin, The Law Relating to Pollution: An Introduction, (Manchester 
Univ. Press 1972) 115 
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規が規制当局に対して情報公開を禁じたことによって法的根拠が与えられていた。これら
の法律に代表されるように、当時、イギリスにおける環境汚染に関する制定法の多くが環
境情報の公開を禁止する規定を設けており、制定法が公開を要求している場合や、情報の
提供者が認めている場合以外は環境情報の公開が認められなかったのである。それに加え、
規制当局と産業界が癒着関係にあり、たとえそこに正式な協定が結ばれていなかったとし
ても、規制当局が環境情報を自発的に公開することはなかったと言われている(108)。 
 このような環境情報の秘密主義について、RCEP が報告書の中で繰り返し批判し、情報
を積極的に公開するよう数多くの勧告を行ってきた。さらに、多くの研究者も RCEP と同
様の立場から勧告を行ってきた。その結果、このような秘密主義は汚染規制に関する集大
成的な法律である 1974 年汚染規制法の制定を契機に終焉を迎えることとなる。1974 年法
は水質汚濁に関する公的登録簿制度を導入し(109)、これらの規定を含む同法第 2 編が 1985
年に施行されたのである。1974 年法のような包括的な制定法の成立は、環境汚染が大きな
問題となった 1960 年代後半から 1970 年代前半における市民運動の成果であったと評価さ
れており(110)、RCEP による勧告がそれを先導したと考えられている。同法は、公的機関の
保有する環境情報の公開について従来の秘密主義を打破し、公的登録簿制度という市民へ
の積極的な情報提供制度を構築した点で革新的であると言えよう。 
1974 年汚染規制法第 2 編が施行された 1985 年以降、イギリスでは、様々な環境汚染領
域における公的登録簿制度の導入という形で積極的、能動的な環境情報の提供が行われて
いく。RCEP は 1974 年法第 2 編をモデルとした情報提供制度の導入を勧告しており、後に
制定された環境関連法規もこの勧告に従い、同様の制度を導入したのである。このような
能動的な情報提供制度の確立について、「公的登録簿という新制度は汚染規制に対する信頼
を増加させるであろうし、さらに環境保護のための市民参加を促進するであろう。これは
全ての人々が自身の権利の下で環境の番犬になることができるということを意味している」
(111)と高く評価されている。 
このように、様々な環境関連法規が公的登録簿制度を中心とした環境提供制度を導入し
たことによって、市民は公的機関の保有する大気や水質など環境状態や汚染状況に関する
情報や、環境行政過程に関する情報を容易に入手することができるようになり、自分の目
で環境へのリスクを正確に評価し、規制当局が環境汚染規制のために適切な活動を行って
いるかどうかを監視することが可能になったのである。 
 
第 2 章 公的登録簿制度の現状 
前章で検討したように、イギリスでは 20 世紀中頃まで公的機関の保有する環境情報の公
開が認められないことが多く、また産業界や規制当局からの圧力を理由に秘密主義が維持
                                                   
(108) Frankel (n 17) 33 
(109) 公的登録簿制度については第 2 章で詳細に検討する。 
(110) Sandach (n 78) 652  
(111) Wolf & Stanley (n 106) 473 
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されたままであった。そのような中、RCEP の勧告や市民運動などによって環境情報を市
民に公開することの重要性が主張され、様々な環境関連法規の制定により公的機関の保有
する環境情報の公開制度が整備されることとなる。その中でも、特に画期的であり、重要
であると考えられているのが、水質汚濁に関して 1974 年汚染規制法第 2 編が規定した公的
登録簿制度の導入である。 
公的登録簿制度は、環境情報の公開に消極的であった時代にその打開策となった公的機
関による能動的な情報提供手法の 1 つであり、大いに注目に値する。これは環境汚染や環
境保護について長い歴史を有し、市民による環境保護運動が活発なイギリスにおいて最初
に導入された環境情報公開制度であり、「明確で透明性があり、アクセスが簡単で理解しや
すく、そして扱いやすいもの」(112)であって、「環境情報の広い公開に向けての大いなる進
展である」(113)と高く評価されている。これは 1985 年に水質汚濁の領域において初めて運
用された制度であるが、その後立て続けに制定された環境関連法規によってその対象が広
げられ、オーフス条約の批准によって新たな環境情報公開制度が構築された現在のイギリ
スにおいてもなお、市民が公的機関の保有する環境情報にアクセスするための中心的な手
段となっている。 
イギリスには現在合計 50 種類以上の公的登録簿が存在する(114)が、本章では、その中で
も特に、①同制度の出発点となり、後の制度のモデルとなった水質汚濁に関する公的登録
簿(115)、②イギリスにおいて近年問題が深刻化している廃棄物処理に関する公的登録簿、③
近年新しく導入された総合的汚染規制に関する公的登録簿を中心に、歴史や現行制度の内
容、その現状などを検討する。 
 
第 1 節 水質汚濁 
（１）概要 
1974 年汚染規制法 41 条は水管理当局に対して水質汚濁関連情報を収集し、それを公的
登録簿に登録することによって市民に広く提供するよう規定している。この規定は、環境
情報の秘密性を重視してきたこれまでの状況を覆し、廃水についての情報を市民が公的登
録簿を通じて容易に入手することができるような制度に切り替えたものであり、水質汚濁
以外の様々な形態の環境汚染関連情報へのアクセスをも認めるべきであるという圧力の点
                                                   
(112) Gisele Bakkenist, Environmental Information-Law Policy and Experience-, 
(Cameron May Ltd. 1994) 67 
(113) Edward John ‘Access to Environmental Information: Limitations of the UK 
Radioactive Substances Registers’ (1995) 7 Journal of Environmental Law 11 
(114) Jeremy Rowan-Robinson, Andrea Ross, William Walton and Julie Rothnie ‘Public 
Access to Environmental Information: A Means to What End?’ (1996) 8 Journal of 
Environmental Law 23 
(115) イギリスでは現在、水質汚濁規制に関して、他の環境領域と同様、主に 2010 年環境許
可（イングランド及びウェールズ）規則が一般的な規定を置いているが、本稿では後続の
制度のモデルとしての水質汚濁に関する公的登録簿制度について検討するため、水質汚濁
に特化した法規が主に適用されていた当時の規定に基づいた分析を行う。 
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からも、またそのようなアクセス権が導入される根拠を与えたという点からも非常に重要
なものである(116)。この制度は水質を監視したいと望む市民や環境保護団体に計り知れない
ほどの情報を提供していると高く評価されている(117)。 
1985 年に導入された 1974 年汚染規制法の規定する水質汚濁に関する公的登録簿である
が、そこに登録されるべき情報の詳細は 1985 年汚染規制（登録）規則(118)に規定されてい
た。同規則によると、水管理当局は、1974 年汚染規制法第 2 編が施行された 1985 年 7 月
31 日以降に行われた排出同意に関する申請書、及びそれ以前に申請が行われたがそれまで
に未処理の申請書、全ての排出同意の詳細、施行日以降に採取された廃水のサンプルに関
する情報などを公的登録簿に登録しなければならない。 
その後、水質汚濁に関する公的登録簿制度は、1989 年水法 117 条(119)に再規定され(120)、
詳細については 1989 年汚染規制（登録）規則(121)に定められることとなった。さらに 1989
年水法の定める公的登録簿制度は 1991 年水資源法(122)に引き継がれた。また、1991 年法の
制定当時、登録情報の内容など公的登録簿制度に関する詳細は 1989 年水法の場合と同様に
1989 年規則が定めていたが、その後 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則(123)
が制定された。なお、本稿では、1991 年水資源法及び 1996 年汚染規制（申請、審査請求、
登録）規則に基づく公的登録簿制度について詳細に検討することとする(124)。 
なお、1974 年汚染規制法は情報を収集し、それを公的登録簿に登録する義務を水管理当
局に課していたが、1989 年水法によって水管理当局が廃止され、その業務が国立河川局
（National River Authority、以下 NRA）に引き継がれたため、1989 年法の下では NRA
                                                   
(116) T. P. Burton ‘Access to Environmental Information: The UK Experience of Water 
Registers’ (1989) 1 Journal of Environmental Law 192 
(117) Stuart Bell & Donald McGillivray, Environmental Law, (7th edn, Oxford University 
Press 2008) 616 
(118) Control of Pollution (Registers) Regulations 1985 
(119) Water Act 1989, s 117 
(120) これと同時に、1989 年水法はこれまで上下水道事業や水道水の水質規制、公共用水域
の水質汚濁規制を一元的に行っていた 10 の水管理当局を廃止し、これらの業務を、水質汚
濁の規制を行う国立河川局、民営の上下水道会社、及びこれらの上下水道会社に対する規
制を行う水サービス事業所に分配した。柳憲一郎「欧州における環境汚染規制法の現状と
課題(6)―EU 環境法及び英国環境法を中心として―」（以下、柳「欧州環境汚染規制法(6)」
のように引用）環境管理 35 巻 4 号（1999 年）49 頁参照。 
(121) Control of Pollution (Registers) Regulations 1989, SI 1989/1160 
(122) Water Resources Act 1991, s 190 
(123) Control of Pollution (Applications, Appeals and Registers) Regulation 1996, SI 
1996/2971 
(124) 水質汚濁に関する公的登録簿はこの 1991 年水資源法及び 1996 年汚染規制（申請、審
査請求、登録）規則に基づく制度以外にも存在する。例えば、1991 年水産業法（Water 
Industry Act 1991）196 条は下水管への排出同意の詳細などを公的登録簿に登録するよう
下水処理業者に、また 1991 年水資源法 189 条及び 1965 年水資源（免許）規則（Water 
Resources (Licences) Regulations 1965, SI 1965/534）は汲み上げ免許の詳細を公的登録簿
に登録するよう環境庁に義務付けている。なお本稿では、1991 年水資源法 190 条及び 1996
年規則が水質汚濁に関して規定した公的登録簿制度のみを検討する。 
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が情報の収集及び登録義務を課せられている。その後、1995 年環境法(125)により NRA が環
境庁（Environmental Agency）(126)に統合されたため、現在公的登録簿に関する責任を有
する機関は環境庁となっている(127)。 
 
（２）公的登録簿 
(a) 1991 年水資源法 190 条 
1991 年水資源法 190 条 1 項は水質汚濁に関する公的登録簿について、「当局は国務大臣
によって制定された規則に従って、以下の事項について登録を行わなければならない。(a)
水質目標に関する通知または本法 83 条に基づいて供されるその他の通知、(b)同意の申請書、
(c)同意の付与についての情報、及び同意が行われる際に与えられた条件についての情報、(d)
本法別表 10 第 1 条 7 項に基づいて提出された証書、(e)以下の項目(1)本法に基づく水質汚
濁に対する規制のために当局によって収集された水または流出物のサンプル、(2)当該サン
プルの分析によって得られた情報、(3)当局以外の者によって収集された水または流出物の
サンプル」(128)と規定する。なお、ここでの「同意」とは、水質汚濁に対する中心的な規制
手段として環境庁が付与する「排出同意（discharge consent）」のことであり、1991 年法
別表 10 及び 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則は、廃水を河川に排出する場
合には環境庁に排出同意を申請し、それが付与されなければならない旨を規定している(129)。
そして、環境庁からの排出同意を付与されることなく毒性物質、有害物質、汚染物質、固
形廃棄物、汚水あるいは下水を規制対象水域(130)に排出した場合には罰則が与えられること
となる(131)。 
さらに1991年水資源法は環境庁に対して公的登録簿の内容を市民が適切な時間帯であれ
ば無料で閲覧することができる状態を確保することを義務付けており(132)、また、市民が適
切な手数料を支払うことによって登録内容の複写を取得することのできる設備を整えるよ
う要求している(133)。また 1996 年規則によると、環境庁は公的登録簿には索引を付け、市
                                                   
(125) Environment Act 1995 
(126) イギリスにおける環境庁設立の経緯や趣旨については、柳憲一郎『環境法政策［日本・
EU・英国にみる環境配慮の法と政策］』（清文社、2001 年）263－265 頁参照。 
(127) 本稿では、NRA が公的登録簿に関する責任を有していた時代の規定も検討するが、便
宜上、現在の制度に従い「環境庁」と記述する。 
(128) Water Resources Act 1991, s 190(1) 
(129) 排出同意は排水管ごとに必要であるとされ、同一工場内に複数の排水管が存在する場
合には、それぞれの排水管に対する同意が必要である。Bell & McGillivray (n 117) 600-602 
(130) 1991 年水資源法 104 条の規定によると、「規制対象水域」とは、沿岸基線から 3 マイ
ル以内の領域、内湾、内水及び地下水である。柳「欧州環境汚染規制法(6)」前掲注(120)50
頁参照。 
(131) Water Resources Act 1991, s 85 
(132) ibid, s 190(2)(a) 
(133) ibid, s 190(2)(b) 
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民が情報をより容易に入手することができるようにしなければならず(134)、これらの規定に
よって市民はより自由に環境庁の保有する水質汚濁関連情報にアクセスすることができる
ようになっている。 
 
(b) 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則 
環境庁は 1991 年水資源法 190 条 1 項の規定する「国務大臣によって制定された規則」、
つまり 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則に従って公的登録簿への登録を行う
こととなる。同規則は、公的登録簿に登録しなければならない情報を 1991 年法よりも詳細
に規定しており、そこには主に、①水質目標に関する通知の詳細、②同意の申請書あるい
は同意変更の申請書、及び申請が行われた際に提出された情報の詳細、③付与された同意
の詳細、及び同意の付与・変更が行われた際に課せられた条件の詳細、④1991 年法の規定
する水質汚濁に対する規制のために環境庁によって収集された水あるいは流出物のサンプ
ルについて、その収集日時と場所、及びその分析結果や収集方法についての詳細、⑤1991
年法の規定する水質汚濁に対する規制のために環境庁に対して提出された、環境庁以外の
者が収集した水あるいは流出物のサンプルとその分析結果、⑥1991 年法 86 条 1 項の下で
の禁止通知、⑦1991 年法 90B 条の下での執行通知、⑧同意の取り消しについての詳細、⑨
審査請求の内容、⑩1991 年法の水質汚濁に関する規定の下での環境庁の機能に関する国務
大臣からの指示の内容、⑪訴追の有無、及びその内容、⑫排出同意の条件に従って環境庁
に提出された排出物の性質、構造、温度、量、割合などに関する情報、⑬1989 年汚染規制
（登録）規則の下で登録内容として規定された情報などが挙げられている(135)。 
このように 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則は多種多様な情報を登録する
よう規定しており、先述したような公的登録簿制度導入当初の 1985 年汚染規制（登録）規
則と比較してもその内容は多岐にわたっている。そのような中、1996 年規則の定める登録
内容の中心となるのが上記②③で定められている「排出同意の申請に関する情報」と「付
与された排出同意の詳細」である。排出同意の申請に関する情報には、申請者の氏名、申
請が受理された日時、申請書と共に提出された情報の複写などが含まれ、排出同意の詳細
には、同意が行われた相手の氏名、同意のなされた日時及び効力を有する日時、同意の種
類、排水が行われる場所、同意が行われた際に課せられた条件などが含まれる(136)。 
また、これらと同時に重要であるのが上記④⑤⑫の定める「水あるいは流出物のサンプ
ル」に関する情報である。1996 年規則は環境庁によって収集されたサンプルに関する情報、
及び環境庁以外の者によって収集され、環境庁に提出されたサンプルに関する情報を公的
登録簿に登録する旨を定めている。河川に対するモニタリングやサンプルの収集について
は、環境庁への提出も含め排出同意の条件として事業者に課せられる場合が多く、日時、
                                                   
(134) Control of Pollution (Applications, Appeals and Registers) Regulation 1996, reg 
16(4) 
(135) ibid, reg 15 
(136) Bakkenist (n 112) 170 
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場所、分析結果、収集方法といったサンプルに関する情報が公的登録簿に登録されること
となる。なお、環境庁に対する河川のモニタリングやサンプルの収集義務は法律に規定さ
れているわけではないが、環境庁は 1991 年水資源法の定める水質汚濁規制の目的のため、
1995 年環境法 108 条(137)が規制当局に与える広い権限を用いることによって自発的にモニ
タリングやサンプルの収集を行っており(138)、これによって得られたデータを公的登録簿に
登録しておくことにより、市民が事業者による違反を発見しやすくなるのである(139)。なお、
モニタリングによって得られたサンプルなどの情報は 4 年間公的登録簿に登録される(140)。 
つまり水質汚濁に関する公的登録簿には、排出同意の申請及びその付与の詳細や執行通
知など規制当局による環境行政過程に関する情報が登録されており、これによって市民は
公的機関による規制活動を監視することができる。また、モニタリング結果やサンプルの
分析など水質の状態が登録されることによって市民は自分の目で環境へのリスクを正確に
評価することができる。このように、公的登録簿には、汚染規制のために行われる同意や
通知といった環境行政過程に関する情報と、環境状態や汚染状況といった行政による規制
の前提になる、あるいは規制の結果としてあらわれるような情報の両面から登録されてお
り、このような登録内容は RCEP の勧告を実現していると言える。 
なお、水質汚濁に関する公的登録簿への情報の登録には期限が定められている。1996 年
規則によると、環境庁は情報を入手した日から28日以内に登録を行わなければならず(141)、
例外的に、上記⑦の執行通知は 7 日以内に(142)、環境庁によって収集されたサンプルに関す
る情報に関しては 2 ヶ月以内に登録しなければならないとされる(143)。 
 
(c)公示制度及び報告書制度 
1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則には、公的登録簿制度以外の情報提供手
法についても規定されているためここで簡単に検討する。まず同規則には、排出同意の申
請に関する情報を市民に対して提供する手段として「公示制度」が定められている。これ
によると、事業者から排出同意の申請が行われた場合には、その申請の詳細を地方新聞と
ロンドン官報（London Gazette）に掲載し、市民に広く公示しなければならない(144)。また、
この公示は同意の申請が受理された日の 14 日後から 28 日が経過するまでに行われなけれ
                                                   
(137) Environment Act 1995, s 108 
(138) Bell & McGillivray (n 15) 653 
(139) Bakkenist (n 112) 172 しかしながら、Gisele Bakkenist は、環境庁は比較的大規模な
施設からの排水についてはモニタリングを行うが、浄化槽のような小規模施設については
モニタリングを行わない傾向にあるとして問題視している。 
(140) Control of Pollution (Applications, Appeals and Registers) Regulation 1996, reg 
17(1)(a) 
(141) ibid, reg 16(1)(c) 
(142) ibid, reg 16(1)(b) 
(143) Control of Pollution (Registers) Regulations 1989, reg 7(3)(a) 
(144) Control of Pollution (Applications, Appeals and Registers) Regulation 1996, reg 2(2) 
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ばならず(145)、公示から 6 週間以内に市民や環境保護団体などから申請に関する何らかの意
見が寄せられた場合にはそれを考慮しなければならないとされる(146)。この公示制度により、
市民は自ら環境庁へ問い合わせて情報を入手する必要がなくなり、排出同意の申請に関す
る情報が地方新聞や官報を通じて広範囲の市民に容易に行き渡ることとなる。さらに本制
度は、環境庁が排出同意を付与するかどうかの判断の際に市民からの意見を考慮しなけれ
ばならないとしていることから、環境を保護しようとする市民が積極的に環境意思決定に
参加することができるという点で非常に有意義であると考えられる。 
また、1995 年環境法は、環境庁に対して 1 年間の規制活動について記した年次報告書を
刊行するよう義務付けており(147)、市民はこの報告書からも環境行政過程に関する情報を入
手することが可能である。 
 
（３）例外規定 
1991 年水資源法には、たとえ 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則によって
公的登録簿への登録義務が課せられていたとしても、そこから除外されるべき 2 つの例外
規定が設けられている。 
 
(a)国家安全に反する情報 
第 1 に、国家安全に反する情報については公的登録簿に登録されない。もし情報の登録
が国家安全上の利益に反すると国務大臣が判断した場合には、当該情報は公的登録簿から
除外されることとなる(148)。 
また、このような性質を持つ情報が既に登録されている場合には、大臣は当該情報を除
外することを環境庁に指示する(149)、あるいは当該情報を登録するかどうかを判断するため
に大臣に付託するよう指示することができる(150)。なお、情報が大臣に付託されている間は、
当該情報は登録簿から除外されることとなる。 
さらに、公的登録簿に既に登録されている情報が国家安全に反していると考えた者は、
それを大臣に報告することができ、それを受けた大臣は環境庁に通知した上で登録簿から
除外するべきかを判断することとなる(151)。ここで大臣が判断している間も、当該情報は登
録簿から除外される(152)。なお、国家安全に反するという理由から情報の登録が除外された
                                                   
(145) ibid, reg 3(1) 
(146) ibid, reg 5(4) 
(147) Environment Act 1995, s 52 なお、この報告書には、水質汚濁に対する規制活動だけ
ではなく、環境庁が規制当局となっている全ての環境汚染領域における規制活動について
記載しなければならないとされる。 
(148) Water Resources Act 1991, s 191A(1) 
(149) ibid, s 191A(2)(a) 
(150) ibid, s 191A(2)(b) 
(151) ibid, s 191A(4)(a) 
(152) ibid, s 191A(4)(b) 
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場合には、除外されたことを明示する必要はないと考えられている(153)。 
 
(b)商業的秘密情報 
第 2 に、企業など事業者による同意がない限り、商業的秘密情報は公的登録簿から除外
される。環境情報の商業的秘密性については秘密主義が維持されていた時代から産業界が
その根拠として主張していたものであり、このような情報については公的登録簿制度にお
いても原則的に非公開情報として規定されているのである。 
1991 年水資源法によると、商業的秘密情報とは、公的登録簿への登録が「私人の有する
商業的利益に不合理な程度の損害を与える情報」(154)であると定義されており、情報が商業
的秘密情報に該当するかの判断は第 1 には環境庁に委ねられ、環境庁の判断に対する審査
請求が行われた場合には国務大臣が最終的な判断を行うこととなる(155)。なお、排出同意の
申請に伴って環境庁に情報を提供する事業者は、当該情報が商業的秘密情報に該当すると
申し出ることができ、また排出同意の変更申請や排出同意の条件として環境庁に情報を提
出する場合にも同様の申し出を行うことが認められている(156)。 
事業者が排出同意に関して提供、提出した情報を商業的秘密情報として扱うよう申し出
た場合には、環境庁はその日から 14 日以内に当該情報が秘密情報に当たるかを判断しなけ
ればならず、もし 14 日以内に判断できなければ秘密情報として扱われることとなる(157)。
さらに、環境庁が職務の遂行上入手した情報が商業的秘密情報に該当する可能性がある場
合には、環境庁は情報の関係者に対して登録に対する異議を唱える機会を与えなければな
らず、異議が唱えられた場合には環境庁は当該情報が商業的秘密情報に該当するかを判断
しなければならない(158)。そして、環境庁が商業的秘密情報には当たらないと判断した場合
には、関係者にその旨の通知を行った 21 日後に登録簿に登録されることとなり、もし関係
者がこの判断に不服であれば、当該情報が登録されるまでに大臣に対して審査請求を行う
ことができる(159)。 
ただし、例外的に、たとえ登録情報が商業的秘密情報に該当すると認められる場合でも、
大臣は公益上の理由から当該情報を公的登録簿に登録するよう環境庁に指示する権限を有
する(160)。このような権限は水質汚濁が大きな社会的関心を引き起こすような場合や、多く
のロビー活動の対象となるような場合、大きな災害を招くおそれのある場合などに行使さ
れる(161)。なお、このような商業的秘密性を覆すような例外的な権限は、厳格に、限定的な
                                                   
(153) Bakkenist (n 112) 195-196 
(154) Water Resources Act 1991, s 191B(11) 
(155) ibid, s 191B(1) 
(156) ibid, s 191B(2) 
(157) ibid, s 191B(3) 
(158) ibid, s 191B(4) 
(159) ibid, s 191B(5) 
(160) ibid, s 191B(7) 
(161) Ball & Bell (n 30) 121 
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状況においてのみ用いられるべきであると考えられている(162)。 
商業的秘密性を理由に公的登録簿から除外された情報は、その旨が決定された日から 4
年後には商業的秘密情報として取り扱われなくなる(163)。これは情報の商業的秘密性は時間
の経過とともに減少するため、登録簿からの情報の除外はもはや正当ではなくなるという
考えを具現化したものであるとされる(164)。このような場合においても、環境庁に対して情
報を提供、提出した事業者は、なおも当該情報が商業的秘密情報に該当するということを
理由に登録簿からの除外期間の延長を環境庁に申請することができる(165)。なお、国家安全
を理由とした公的登録簿からの除外とは異なり、商業的秘密性を理由に除外する場合には、
その種の情報が存在していることを登録簿に登録する必要がある(166)。 
このように、たとえ 1991 年水資源法あるいは 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）
規則によって登録情報として定められていたとしても、当該情報が国家安全に反する情報
であると大臣が判断した場合や、商業的利益に不合理な程度の損害を与える情報であると
環境庁が判断した場合には、公的登録簿に登録されないこととなる。 
 
第 2 節 廃棄物処理 
（１）概要 
環境汚染が深刻化した 1970 年代当時、イギリスでは、廃棄物の収集と処理の責任は主に
地域ごとに設置された廃棄物収集当局（waste collection authority）と廃棄物処理当局
（waste disposal authority）がそれぞれ担っていた。また 1974 年汚染規制法によると、
廃棄物処理当局は、廃棄物の処理のため、処理当局及びその他の者により定められた施策
に基づいて、管轄区域内で排出された規制廃棄物 (167)及び区域内で排出される見込みである
全ての規制廃棄物の処理を目的とし、廃棄物が適正に処理されるための制度を確立する義
務がある(168)とされていた(169)。さらに同法は処理当局以外の者による廃棄物処理について
の免許制度を導入しており(170)、処理当局による廃棄物処理免許（waste disposal licence）
の付与がない限りは、規制廃棄物を地上に堆積したり、規制廃棄物を処理するために処理
                                                   
(162) ibid 
(163) Water Resources Act 1991, s 191B(8) 
(164) Ball & Bell (n 30) 121 
(165) Water Resources Act 1991, s 191B(8) 
(166) ibid, s 190(1A) 
(167) 1974 年汚染規制法 30 条によると、規制廃棄物とは、家庭廃棄物（household waste）、
産業廃棄物（industrial waste）、商業廃棄物（commercial waste）がある。 
(168) Control of Pollution Act 1974, s 1 
(169) イギリスにおける廃棄物処理制度について、詳しくは、仲田孝仁「イギリス廃棄物法
研究序説―1974 年公害規制法を中止として―」法学政治学論究 48 号（2001 年）347 頁以
下、同「イギリス環境法における『廃棄物』概念」法学政治学論究 50 号（2001 年）347
頁以下、同「イギリス 1990 年環境保護法のもとでの廃棄物規制」法学政治学論究 58 号（2003
年）1 頁以下、柳・前掲注(126)311－325 頁等参照。 
(170) Control of Pollution Act 1974, s 5 
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施設を使用することを禁じていた(171)。 
このような免許制度に合わせて、1974 年汚染規制法は免許登録簿への廃棄物処理免許情
報の登録について規定していた。同法は廃棄物処理当局に対して、当局の付与した全ての
廃棄物処理免許の内容を登録し(172)、処理当局の事務所に保管することによって市民に対し
て適切な時間帯であれば無料で開示し(173)、適切な手数料を支払うことでその複写を取得す
ることができるようにする旨を義務付けていたのである(174)。なお、免許登録簿への登録内
容の詳細は 1976 年汚染規制（廃棄物処理免許）規則(175)が定めており、処理免許付与の日
時、免許所有者の氏名・住所、処理施設の住所、処理の手法、免許によって処理が認めら
れた廃棄物の種類、免許付与の際に課せられた条件といった処理免許に関する多様な情報
が登録されることとなっていた(176)。免許登録簿には廃棄物処理免許に関する情報が登録さ
れているだけであるため、同じ 1974 年法が規定する水質汚濁に関する公的登録簿制度に比
べると登録内容は限定されているが、これも市民に対する環境情報提供制度の 1 つである
と言える。 
その後、1990 年環境保護法が制定されたことにより、廃棄物に関する規制当局は廃棄物
規制当局（waste regulation authority）、廃棄物収集当局、廃棄物処理当局に再編され、廃
棄物処理に関する免許制度については、その責任が廃棄物規制当局に委ねられることとな
った。同法の下では、従来の廃棄物処理免許は「廃棄物管理免許（waste management 
licence）」となり、これは規制廃棄物を堆積、処理、保管する場合に必要とされる。なお、
その後の 1995 年環境法が廃棄物規制当局の権限を環境庁へと移管したため、現在では、廃
棄物管理免許の付与は環境庁が行っている(177)。 
 
（２）公的登録簿 
このような中、1990 年環境保護法は廃棄物処理に関する公的登録簿制度を導入しており、
その詳細は 1994 年廃棄物管理免許規則(178)によって規定されていた。これは水質汚濁に関
する公的登録簿制度をモデルに制定されたものであり、1974 年汚染規制法の規定していた
免許登録簿よりも登録情報の範囲を広く定めるなど、市民にとってより利用しやすいもの
となっている(179)。この公的登録簿に登録された情報を入手することによって、市民は廃棄
                                                   
(171) ibid, s 3(1) 
(172) ibid, s 6(4)(a) 
(173) ibid, s 6(4)(b) 
(174) ibid, s 6(4)(c) 
(175) Control of Pollution (Licensing of Waste Disposal) Regulations 1976, SI 1976/732 
(176) 免許登録簿制度は、現在わが国において廃棄物の処理及び清掃に関する法律 8 条 4 項
が規定する告示、縦覧の制度と類似のものである。これについては後に検討する。 
(177) 本稿では、1995 年環境法制定以前の制度についても検討するが、従前の「廃棄物規制
当局」ではなく、現在の規制当局である「環境庁」に統一して記述する。 
(178) Waste Management Licensing Regulations 1994, SI 1994/1056 
(179) Ball & Bell (n 30) 117 
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物処理の全体像を知ることが可能になったのである(180)。 
なお、廃棄物処理に関する公的登録簿の詳細については、2007 年環境許可（イングラン
ド及びウェールズ）規則(181)を経て、現在では 2010 年環境許可（イングランド及びウェー
ルズ）規則(182)に規定されているため、本稿では同規則に基づく公的登録簿制度について概
括する。 
 
(a) 登録内容 
2010 年環境許可（イングランド及びウェールズ）規則によると、環境庁は、①免許の申
請に関する全ての情報、②環境庁によって出された全ての通知の詳細、③免許の申請や免
許変更の申請に伴って提出された情報、④免許の付与や変更の詳細、⑤環境庁の決定に対
する審査請求に関する通知、あるいは審査請求に関する文書の詳細、⑥環境庁によるモニ
タリング情報、及び免許の条件として事業者に対して課せられたモニタリングについて環
境庁に提出された情報、⑦環境影響評価に関して環境庁によって出された報告書、⑧同規
則の下で環境庁によって出された指示、⑨訴追の有無、及びその詳細、⑩全ての焼却施設
の一覧などを登録しなければならない(183)。2010 年規則は環境庁に対して、廃棄物処理に
よって環境汚染や健康被害が生じないよう確保する義務を課しており、環境庁はその義務
の遂行のために廃棄物処理施設のモニタリングを行うこととなる。このモニタリングに関
する情報も含め、公的登録簿には免許登録簿よりも幅広い環境情報が登録されている。な
お、現在でも免許登録簿は維持され、公的登録簿と共に活用されている。 
また環境庁は、公的登録簿の内容を市民が適切な時間帯であれば無料で閲覧することが
できる状態を確保し、適切な手数料を支払うことによってその複写を取得することのでき
る設備を整えなければならない(184)。 
 
(b)例外規定 
廃棄物処理に関する公的登録簿制度にも、水質汚濁の場合と同様に 2 つの例外が規定さ
れている。2010 年環境許可（イングランド及びウェールズ）規則 47 条は国家安全に反す
る情報を、48 条以降は商業的・産業的秘密性を有する情報を公的登録簿からそれぞれ除外
する旨を規定している。なお、それぞれの規定は、水質汚濁に関する公的登録簿からの除
外情報について規定した 1991 年水資源法 191A 条及び 191B 条と同様のものである(185)。 
 
第 3 節 総合的汚染規制及び大気汚染規制 
                                                   
(180) ibid 118 
(181) Environmental Permitting (England and Wales) Regulations 2007, SI 2007/3538 
(182) Environmental Permitting (England and Wales) Regulations 2010, SI 2010/675 
(183) ibid, sch 24, para 1(1) 
(184) ibid, reg 46(9) 
(185) 第 2 章第 1 節（３）参照。 
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（１）概要 
イギリスでは、1990 年環境保護法の下、総合的汚染規制及び地方公共団体による大気汚
染規制（Integrated Pollution Control and Local Authority Air Pollution Control）制度が
導入された(186)。これは指定有害物質を排出する指定事業・指定産業施設を対象として、当
該有害物質の環境媒体への排出を総合的に規制する制度であり、「一形態の汚染を削減する
ことは他の形態の汚染を増加させることにつながるおそれがある……ため、大気汚染のみ
を単独で規制するよりも総合的に汚染を規制する方が産業施設によって引き起こされる環
境問題に対するよりふさわしい解決策になる」(187)とする RCEP の第 5 報告書において初め
て提唱された概念である。 
RCEP は総合的汚染規制の趣旨として「最適な環境問題の解決策（best practicable 
environmental option: BPEO）」という概念を掲げた上、1984 年の第 10 報告書、1985 年
の第 11 報告書を通じてこの問題を扱い続け、1988 年の「最適な環境問題の解決策」と題
した第 12 報告書(188)において同制度の導入を促す最終的な提言を行った。そして、同年に
は制度の導入が検討され始め、1990 年環境保護法の制定により、その第 1 編において総合
的汚染規制制度の導入が実現したのである。 
1990 年環境保護法第 1 編は総合的汚染規制と同時に地方公共団体による大気汚染規制制
度も導入している。これによると、総合的汚染規制に関する権限は英国汚染検査局（Her 
Majesty’s Inspectorate of Pollution、以下 HMIP）(189)によって行使され、さらに大気汚染
規制権限は同法が指定する地方公共団体も行使することとなる (190)。なお、1995 年環境法
により HMIP は環境庁に統合されたため、従来 HMIP が規制することとなっていた環境汚
染領域については、現在では環境庁が規制権限を行使することとなっている。つまり、本
制度において、環境庁は、大気、水、土壌など様々な環境媒体に対して汚染物質が排出さ
れないよう総合的汚染規制権限を行使することができるが、地方公共団体による規制権限
は大気汚染に対してのみ行使されるものである。 
                                                   
(186) 総合的汚染規制及び地方公共団体による大気汚染規制制度については先行研究が多数
存在するため、本稿では概略的な紹介にとどめたい。なお先行研究としては、主に以下の
ものが挙げられる。八木保夫「イギリス環境行政法における総合的汚染規制システム：1990
年環境保護法の許可制を中心として(1)－(4・完)」（以下、八木「イギリス環境行政法(1)」
のように引用）富大経済論集 39 巻 3 号（1994 年）539 頁以下、40 巻 2 号（1994 年）163
頁以下、43 巻 3 号（1998 年）623 頁以下、44 巻 1 号（1998 年）159 頁以下、柳「欧州環
境汚染規制法(5)」環境管理 35 巻 3 号（1999 年）260 頁以下、柳・前掲注(126)269－281
頁、大塚直「環境法の新展開第 18 回―統合的汚染防止規制・統合的環境保護をめぐる問題
について」法学教室 325 号（2007 年）111－112 頁。 
(187) RCEP (n 44) 
(188) Royal Commission on Environmental Pollution, Best Practicable Environmental 
Option, (Cmnd 310, 1988) 
(189) HMIP は、当時の環境省（Department of the Environment）の内部部局であるが、独
立性を保証されていた。八木「イギリス環境行政法(1)」前掲注(186)266 頁。 
(190) 木村実「1990 年イギリス環境保護法について」社会科学 3 巻 2 号（1995 年）48 頁参
照。 
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1990 年環境保護法は、規制の対象となる事業及び物質を指定しており、これらはいずれ
も 1991 年環境保護（指定事業及び指定物質）規則(191)が詳細に分類している(192)。さらに同
規則は、環境庁が権限を有する総合的汚染規制の対象となる事業を A リストに、地方公共
団体が権限を有する大気汚染規制の対象となる事業を B リストに分類し(193)、それぞれの業
種を詳細に指定する(194)。 
総合的汚染規制では環境庁が指定事業における指定物質の排出を規制することになるが、
その中心的手段が許可制の導入である。1990 年環境保護法は、規制当局から事前に許可を
受けることなく指定事業を行うことを禁止しており(195)、この操業許可には条件を付与する
ことができるとされている。同法は総合的汚染規制の趣旨として、先にも述べた「最適な
環境問題の解決策」と共に、「過度の費用負担を伴わず利用可能な最善の技術（best available 
techniques not entailing excessive cost: BATNEEC）」が事業者によって講じられることを
挙げており、この総合的汚染規制は「明らかに従来とは違った野心的なアプローチ」(196)を
採用していると高く評価されている。 
なお、1996 年に EU 指令である「総合的汚染防止規制指令（以下、96/61/EC 指令）」197
が導入されたことにより、イギリスは従来の総合的汚染規制及び地方公共団体による大気
汚染規制制度を変更し、1999 年汚染防止規制法(198)の下で、2000 年汚染防止規制（イング
ランド及びウェールズ）規則(199)を制定した。 
 
（２）公的登録簿 
(a)1990 年環境保護法 
このような環境庁による総合的汚染規制及び地方公共団体による大気汚染規制制度につ
                                                   
(191) Environmental Protection (Prescribed Process and Substances) Regulations 1991, 
SI 1991/472 
(192) 1991 年規則は指定物質として大気への硫黄酸化物、水への水銀、土壌へのアルカリな
ど 50 種類の物質を列挙している。 
(193) B リストに指定される事業は、A リストに指定される事業よりも比較的軽微な大気汚染
しか生じさせないものであり、総合的な汚染管理による実益がないと判断されたものであ
る。柳「欧州環境汚染規制法(5)」環境管理 35 巻 3 号（1999 年）50 頁参照。 
(194) それぞれの事業の詳細については、八木「イギリス環境行政法(1)」前掲注(186)275 頁
参照。 
(195) Environmental Protection Act 1990, s 6(1) 
(196) 柳「欧州環境汚染規制法(5)」環境管理 35 巻 3 号（1999 年）44 頁。 
(197) Council Directive 96/61/EC of 24 September 1996 concerning Integrated Pollution 
Prevention and Control [1996] OJ L 257/26 
(198) Pollution Prevention and Control Act 1999 
(199) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulations 2000, SI 
2000/1973 現在では総合的汚染規制に関しては、2010 年環境許可（イングランド及びウェ
ールズ）規則が規定を置いているが、公的登録簿制度に大きな変更はないため、1990 年環
境保護法及び 2000 年汚染防止規制（イングランド及びウェールズ）規則の規定に基づいて
検討を行う。 
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いても、水質汚濁や廃棄物処理の場合と同様に公的登録簿制度が導入されている。第 1 章
で論じたように、大気汚染関連情報については、1974 年労働衛生安全法がアルカリ検査団
による職務の遂行に関する情報を公開しないよう規定していたため、同規定は様々な批判
を受けており、RCEP はこれらの制限を排除するべきであるという勧告を続けていた。そ
のような中、1990 年環境保護法の下で導入された総合的汚染規制及び地方公共団体による
大気汚染規制制度は、公的登録簿を導入することによって大気汚染関連情報の秘密性を排
除し、情報を市民により広く公開するよう規定したのである。 
1990 年環境保護法によると、総合的汚染規制についての責任を有する環境庁と大気汚染
規制についての責任を有する地方公共団体は、それぞれの規制の対象である指定事業に関
する情報を公的登録簿に登録しなければならない(200)。なお、地方公共団体は、管轄区域内
における指定事業に関する情報を登録する義務を負うが、それに加えて、当該区域内で環
境庁が規制する事業についても、環境庁が登録した内容と同様のものを公的登録簿に登録
しなければならないとされている(201)。 
公的登録簿に登録される内容についても 1990 年環境保護法が定めており、そこには、許
可申請の詳細、付与された許可に関する情報、変更通知、執行通知、禁止通知、許可の取
り消し、審査請求に関する情報、許可の条件を履行したことによって取得された情報、国
務大臣による規制当局に対する指示に関する情報などが含まれている(202)。 
 また 1990 年環境保護法によると、市民はこの公的登録簿を適切な時間帯であれば、無料
で閲覧することができ(203)、さらに市民は適切な手数料を支払うことによって登録簿の内容
の複写を取得することが可能である(204)。 
 
(b) 2000 年汚染防止規制（イングランド及びウェールズ）規則 
登録情報の内容については、2000 年汚染防止規制（イングランド及びウェールズ）規則
が 1990 年環境保護法よりもさらに詳細に規定している。同規則によると、環境庁及び地方
公共団体は許可申請の詳細や、付与された許可に関する情報、変更通知、執行通知、禁止
通知など 1990 年法に規定されている情報に加え、指定事業が行われている地域における環
境影響評価に関する規制当局による報告を登録しなければならない(205)。もしこの報告によ
って予見される環境への影響が深刻なものであるならば、市民が許可の付与に対して異議
を唱えることになるであろうことから、規制当局による許可決定に対する市民による監視
を強化することにつながる(206)。 
                                                   
(200) Environmental Protection Act 1990, s 20(1) 
(201) ibid, s 20(2) 
(202) ibid, s 20(1) 
(203) ibid, s 20(7)(a) 
(204) ibid, s 20(7)(b) 
(205) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulations 2000, sch 9, 
para 1(v) 
(206) Bakkenist (n 112) 191-192 
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また、2000 年規則は、指定事業に関するモニタリングによって得られた情報を登録する
よう要求しており(207)、これには規制当局によるモニタリングの結果として得られた情報、
及び許可の条件として事業者に課せられ、規制当局に提出された情報が含まれる。1990 年
環境保護法は、事業者に対して指定事業に関するモニタリングを特に義務付けてはいない
が、許可の条件としてモニタリング及びその結果の規制当局への提出を事業者に課すこと
が通例となっているのである(208)。また、規制当局にもモニタリング義務は課せられてはい
ないが、当局は総合的汚染規制の目的を果たすために、自発的なモニタリングを行い、そ
れによって得られた情報が公的登録簿に登録される。なお、モニタリングに関する情報に
ついては、4 年間登録簿に記載される(209)。 
 
(c)例外規定 
ここでも水質汚濁や廃棄物処理に関する公的登録簿制度と同様の例外が規定されており、
1990 年環境保護法 21 条は国家安全に反する情報を、同法 22 条は商業的秘密性を有する情
報を公的登録簿から除外するよう定めている。 
公的登録簿導入当初の調査データを見ると、1991 年から 1992 年の 1 年間で、67 の許可
申請者が商業的秘密性を理由に情報を登録簿から除外するよう要求していたが、除外を認
められたのはその内 24 にとどまっている(210)。申請数に対して除外数が大幅に少ないこと
について、Gisele Bakkenist は、これは商業的秘密性に関する HMIP（現在では環境庁）
によってとられた厳格な態度の証明であり、規制当局が登録簿から除外される情報を必要
最低限に抑えるべきであると考えていた(211)と評価している。 
 
（３）公示制度及び目録制度 
 総合的汚染規制及び大気汚染規制に関して、公的登録簿以外の情報提供制度が存在する。
「公示制度」と「目録制度」がそれであり、特に後者は現在のイギリスにおいて非常に注
目を集めている環境情報提供手法である。 
 
(a)公示制度 
総合的汚染規制制度の下で許可申請が行われた場合には、その申請の内容を地方新聞や
ロンドン官報に掲載し、一般市民に公示することが義務付けられている(212)。なお、この公
                                                   
(207) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulations 2000, sch 9, 
para 1(r) 
(208) 柳「欧州環境汚染規制法(5)」環境管理 35 巻 3 号（1999 年）49 頁。 
(209) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulations 2000, sch 9, 
para 4(a) 
(210) Bakkenist (n 112)198 
(211) ibid 
(212) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulations 2000, sch 4, 
para 5 
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示は、許可申請が行われた 14 日後から 28 日が経過するまでに行われなければならず(213)、
もし市民から何らかの意見が寄せられた場合には、規制当局は許可付与についての判断を
行う際にそれを考慮しなければならない(214)。 
 
(b)汚染目録 
 先述したように、イギリスでは、規制当局の裁量によって総合的汚染規制の下での操業
許可の条件として事業者にモニタリングの義務を課し、そのモニタリングの結果得られた
データを公的登録簿に登録している。環境庁は 1992 年以降、そのような公的登録簿に登録
されたデータをもとに、汚染物質の排出量などについて記載した「化学物質排出目録
（Chemical Release Inventory）」を作成し、公的登録簿に続く第 2 の環境情報提供制度と
して市民に公表していた(215)。 
化学物質排出目録は、物質ごと、あるいは地域ごとに集計した化学物質の排出量をデー
タベース化したものであり、環境保護団体である FoE がそれをインターネット上で公開し
ていた。これは、モニタリング結果から導かれる環境状態や汚染状況という市民が公的登
録簿によって入手することのできる情報をより入手しやすいようにしたものとして一定の
評価を受けていた。しかしそれと同時に、FoE は、排出を規制される化学物質は事業ごと
に異なる上、記載される情報の範囲も狭く、さらにモニタリングについても法的に義務付
けられていたわけではなかったため、化学物質排出目録に記載されない施設も存在するこ
となどを理由に同制度のさらなる改善を主張していた(216)。 
 そのような中、96/61/EC 指令を契機に化学物資排出目録の改革が行われ、1998 年には「汚
染目録（Pollution Inventory）」と名称が変更された。それと同時に、環境庁は、目録に記
載するべき化学物質を明確化し、さらに対象施設を拡大することによって同制度の信頼性
を向上させようとした。また、1999 年汚染防止規制法は、事業者に対して、①排出に関す
る情報、②エネルギー消費及びエネルギー効率に関する情報、③廃棄物に関する情報の収
集と提供(217)を、さらに 2000 年汚染防止規制（イングランド及びウェールズ）規則は、環
境庁に対して目録への登録のための情報収集(218)をそれぞれ義務付けていた。これによって
規制当局が入手する情報は大幅に増加し、それらを記載している汚染目録の信頼性は大幅
                                                   
(213) ibid 
(214) Environmental Protection Act 1990, sch 1, para 2(5) 
(215) イギリスにおける「化学物質排出目録」については、織朱實「環境リスクと環境情報
公開」環境法研究 24 号（1998 年）69－70 頁、同「環境情報公開と PRTR 制度の国際的動
向」資源環境対策 34 巻 1 号（1998 年）47－48 頁、同「諸外国の PRTR 制度の動向」環境
管理 34 巻 3 号（1998 年）22－23 頁、クラウディア・フェネロール「PRTR の背景と各国
の実施状況」季刊環境研究 116 号（2000 年）42 頁参照。 
(216) Friends of the Earth, ‘What is Wrong with the Chemical Release Inventory’ 
(http://www.foe.co.uk/pubsinfo/briefings/html/19971215145311.html) 
(217) Pollution Prevention Control Act 1999, s 11 
(218) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulations 2000, reg 28(3) 
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に向上したのである。現在では環境庁がインターネット上(219)でグラフや地図などの情報と
共に地域別に汚染目録を公表し、郵便番号などでの検索も可能となっているため、利便性
や実用性も格段に進歩していると言えよう。なお、汚染目録は毎年更新され、公表されて
おり、排出場所の住所や排出経路、化学物質の種別や排出量などが記載されている(220)。 
汚染目録のインターネットによる公表の成果として、イングランドとウェールズでの大
気中への発がん性物質の排出量は 1998 年の 15000 トンから、2001 年には 7800 トンへと
削減されており(221)、大きな成果を上げていると言われている。この「汚染目録」はいわゆ
る PRTR 制度として活用されていることから、イギリスでは PRTR 制度導入の基礎が 1990
年代初頭から確立していたのである。 
 
(c)国立大気汚染目録 
 さらにイギリスには大気汚染について独自の情報提供制度が存在するためここで紹介す
る。1995 年環境法 80 条は大気汚染規制に関して国際的動向に合わせるよう策定された「国
家大気質戦略（National Air Quality Strategy）」の下での義務を国務大臣が積極的に果た
すよう規定しており、そのような中で大気汚染に関する環境情報提供制度の改革がさらに
進められていた。そのような改革の一環として、現在、イングランド環境食糧農林省、ウ
ェールズ議会、スコットランド政府、北アイルランド環境省の合同出資によって設立され
た「国立大気汚染目録（National Atmospheric Emissions Inventory）」が、イギリス国内
における大気汚染についてのモニタリング結果をインターネット上で詳細に公表している
(222)。なお、この目録には自家用車やトラック、工場や発電所などあらゆる大気汚染の発生
源に関する情報が分野ごとに記載されており、市民はイギリス国内における全ての地域の
大気状態をインターネットを通じて容易に閲覧することができるのである。 
 
第 4 節 その他の領域 
 ここまでに見た水質汚濁、廃棄物処理、総合的汚染規制及び大気汚染規制に関する情報
以外にも、エネルギー効率、森林管理、殺虫剤、石油流出、波浪など、イギリスには合計
50 種類以上の公的登録簿が導入されており(223)、市民に対する環境情報提供手法として幅広
く活用されている。ここでは、さらに 3 領域における公的登録簿制度について簡潔に紹介
した後で、公的登録簿と類似の騒音レベル登録簿について検討する。 
                                                   
(219) 汚染目録は以下のイギリス環境庁ホームページから閲覧可能である。
<http://www.environment-agency.gov.uk/> 
(220) なお、公的登録簿制度と同様、国家安全に反する情報及び商業的秘密情報については
汚染目録には記載されない。 
(221) 中地重晴「市民参加による有害化学物質管理」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）11
頁。 
(222) 「国立大気汚染目録」については以下のホームページから閲覧可能である。
<http://www.naei.org.uk/> 
(223) Rowan-Robinson, Ross, Walton and Rothnie (n 114) 23 
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（１）放射性物質 
 放射性物質の処理に関する規定として、1993 年放射性物質法(224)が置かれている。同法
によると、放射性物質を保管あるいは利用しようとする事業者は、環境庁の主任検査官(225)
にそれを申請し、登録を行わなければならない(226)。さらに同法は、放射性物質の処理や集
積を行おうとする者は主任検査官にその旨を申請し、許可を付与されなければならないと
定めており(227)、また、主任検査官が許可を付与するかどうかの判断を行う際に関係地方公
共団体が予防措置をとるべきであると判断した場合には、許可の付与を行う前に地方公共
団体との協議を行わなければならないとする(228)。 
このような規制が行われる中、1993 年放射性物質法は放射性物質に関する公的登録簿制
度を導入している。同法によると、主任検査官は、あらゆる申請に関する文書、主任検査
官から出された文書、国務大臣の指示により主任検査官から地方公共団体に対して送付さ
れた文書の複写を公的登録簿に登録し、当該情報が商業的秘密に反すると主任検査官が判
断した場合や、国家安全に反すると国務大臣が判断した場合を除いて、市民に対して提供
されなければならない(229)。さらに、公的登録簿制度に関する義務は主任検査官だけではな
く、関連地方公共団体にも課せられており、地方公共団体は主任検査官から非公開の指示
がない限り、地方公共団体に対して送付された文書を公的登録簿に登録しなければならな
いとされる(230)。そして、市民は、適切な時間帯であれば無料で公的登録簿に登録された内
容を閲覧することができ、適切な手数料を支払えば複写を取得することができる(231)。 
 
（２）GMO 
 イギリスでは、1990 年環境保護法が遺伝子組換え生物（Genetically Modified Organisms、
以下 GMO）に関する様々な活動を規制している。同法によると、GMO を輸入、取得、解
放、市場化しようとする者は、環境への被害発生にかかわるリスク評価を実施し、これら
の活動を行おうとする意思を国務大臣に通知する(232)と共に、大臣からの同意を得なければ
ならない(233)。そして大臣は GMO に関する当該活動が環境に対するリスクを引き起こすと
判断した場合には禁止通知を出すことができる(234)。 
                                                   
(224) Radioactive Substances Act 1993 
(225) 1993 年放射性物質法 4 条の下で国務大臣が任命した者であり、放射性物質の処理など
に関する責任を有する。 
(226) Radioactive Substances Act 1993, s 6 
(227) ibid, ss 13,14 
(228) ibid, s 18 
(229) ibid, s 39(1) 
(230) ibid, s 39(2) 
(231) ibid, s 39(5) 
(232) Environmental Protection Act 1990, s 108 
(233) ibid, s 111 
(234) ibid, s 110 
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 GMO に関する公的登録簿制度は 1990 年環境保護法及び 2002 年遺伝子組換え生物（解
放）規則(235)に規定されている。2002 年規則によると、大臣は、①リスク評価の詳細及び
提出された通知の詳細、②大臣からの指示の詳細、③禁止通知の詳細（名前、住所、理由
など）、④同意の申請の詳細、⑤大臣によって付与された同意の詳細や同意の条件として大
臣に提出された情報、⑥訴追の有無、及びその内容などを公的登録簿に登録しなければな
らず(236)、その中でも禁止通知の詳細、同意申請の詳細、付与された同意の詳細については
12 日以内に登録されなければならない(237)。 
さらに、他の公的登録簿制度と同様、もし大臣が情報の登録が国家安全に反していたり、
商業的秘密性を有していると判断した場合には、当該情報は登録簿から除外されることに
なる(238)。また、公的登録簿は適切な時間帯であれば無料で市民が閲覧することができ(239)、
適切な手数料を支払えば複写を取得することができる(240)。 
 
（３）土壌汚染 
 土壌汚染規制(241)に関する公的登録簿制度については 1990 年環境保護法及び 2006 年土
壌汚染（イングランド）規則(242)が規定している。1990 年法は環境庁に対して、土壌汚染
指定通知、土壌汚染改善通知やそれに対する審査請求などの詳細を公的登録簿に登録する
よう要求し、また、地方公共団体に対して、環境庁から地方公共団体へ送付された文書の
詳細を登録するよう要求する(243)。 
ここでも他の領域における公的登録簿と同様、当該情報が国家安全に反していたり(244)、
商業的秘密情報に当たる場合には登録簿から除外され(245)、市民は、適切な時間帯であれば
無料で公的登録簿に登録された内容を閲覧することができ、適切な手数料を支払えば複写
を取得することができる(246)。 
 
（４）騒音 
 騒音規制に関しては、公的登録簿と類似の騒音レベル登録簿が 1974 年汚染規制法によっ
                                                   
(235) Genetically Modified Organisms (Deliberate Release) Regulations 2002, SI 
2002/2443 
(236) ibid, reg 34 
(237) ibid, reg 35 
(238) Environmental Protection Act 1990, s 123 
(239) ibid, s 122(2)(a) 
(240) ibid, s 122(2)(b) 
(241) イギリスにおける土壌汚染規制については、柳・前掲注(126)297－310 頁参照。 
(242) Contaminated Land (England ) Regulations 2006, SI 2006/1380 
(243) Environmental Protection Act 1990, s 78R 
(244) ibid, s 78S  
(245) ibid, s 78T 
(246) ibid, s 78R(8) 
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て導入されている(247)。1974 年法は地方公共団体に対して騒音防止区域を指定し(248)、その
区域内の施設から発生する騒音のレベルを測定する裁量権を与えていた(249)。そして地方公
共団体はこれらの測定結果を騒音レベル登録簿に登録する(250)と共に、その測定結果を施設
の所有者に通知することとされていた(251)。なお、通知を受けた者は 28 日以内であれば大
臣に対して審査請求をすることが可能である(252)。騒音レベル登録簿に登録されるべき内容
の詳細については、1976 年騒音規制（測定結果及び登録）規則(253)が施設の住所や種類、
測定手段及びその結果を登録する旨を規定していた (254)。なお、この騒音レベル登録簿につ
いても市民は適切な時間帯であれば無料で登録簿を閲覧することができ、適切な手数料を
支払えば複写を取得することができる(255)。 
 
第 5 節 公的登録簿制度の利用状況 
それでは公的登録簿制度はどの程度市民によって利用されているのであろうか。公的登
録簿制度導入当時の利用見込みについて、Susan Wolf & Neil Stanley は、「NGO（例えば
FoE やグリーンピース）が規制当局や政府省庁の政策変更や許可決定に対するロビー活動
を行うために公的登録簿から情報を入手するであろう。また、環境汚染の被害者は民事上
の損害賠償請求訴訟を提起する際に違法性の証拠として公的登録簿の情報を活用すること
ができるし、……NGO や市民は政策、許可決定、規制当局の裁量権の行使などについて司
法審査を請求する際に公的登録簿の情報を利用することが可能である。さらに環境コンサ
ルタントは顧客に対する汚染緩和技術や環境改善事業の提案のためにこれらを利用するで
あろうし、産業界や商業界は競合者の製品について知るために登録された情報を利用する
ことができるであろう。さらに銀行などの金融界は顧客の排出する環境リスクのレベルに
ついて判断するために登録簿を利用することが可能である」(256)と述べていた。 
しかしながら、制度の導入当初は、公的登録簿から情報を入手しようとした市民は少な
く、水質汚濁に関する公的登録簿については、制度が導入された 1985 年 8 月から 1986 年
12 月までの間、人口が数百万人の地域でも、公的登録簿の利用数は合計 230 件にとどまっ
ていた(257)。その後、1990 年の NRA 報告書によると、公的登録簿の利用数は以前に比べて
                                                   
(247) イギリスにおける騒音規制について、詳しくは、板倉宏・小針健慈「イギリスにおけ
る騒音ニューサンス規制」日本法学 61 巻 4 号（1996 年）601 頁以下、飯塚・前掲注(51)27
頁参照。 
(248) Control of Pollution Act 1974, s 63 
(249) ibid, s 64(1) 
(250) ibid, s 64(2) 
(251) ibid, s 64(3) 
(252) ibid 
(253) Control of Noise (Measurement and Registers) Regulations 1976, SI 1976/37 
(254) ibid, reg 6(1) 
(255) Control of Pollution Act 1974, s 64(7) 
(256) Wolf & Stanley (n 106) 472 
(257) Ball & Bell (n 30) 124 
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増加したようであるが、Simon Ball & Stuart Bell は全体の人口との割合から見ると公的登
録簿の利用は著しく少ないと指摘している(258)。 
公的登録簿の利用率の低さにはいくつかの理由が指摘されている。第 1 に、環境汚染や
公的登録簿に対する市民の認識や関心が低いことが挙げられる(259)。多くの市民は様々な環
境汚染領域においてそれぞれどのような機関が規制活動を行っているか、また、たとえ何
らかの情報を入手しようとしてもそれをどこに要求すればよいのか知識を持たない。
T.P.Burton によると、このような市民の認識を促進するもっとも直接的な手段は、公的登
録簿制度の存在について市民に周知させるための活動を行うことであり(260)、このような状
況の下、イギリス政府は「環境の現実：環境情報に関する公的登録簿制度の利用ガイド」(261)
と題したガイドブックを発行したり、NRA は報告書の付録として公的登録簿を保有する規
制当局のリストを掲載したりすることによって、市民に対する普及活動を積極的に行って
きた(262)。 
第 2 に、情報へのアクセスの困難さが挙げられる(263)。1995 年環境法によって環境庁が
設立される以前は、水質汚濁に関する公的登録簿は関連地域を管轄する NRA が、廃棄物処
理に関する公的登録簿は関連地域を管轄する廃棄物処理当局や廃棄物規制当局がそれぞれ
保管するなど、地域ごとに保管されていたため、情報を入手したいと考える市民が居住地
から遠方の地域の情報を入手しようとする場合や、複数の地域の情報を入手しようとする
場合には便宜性の面で問題があった。しかし、1995 年法の制定によって、多くの公的登録
簿は環境庁が一括して管理するようになり、さらに現在では環境庁が管理する公的登録簿
についてはインターネットを通じて複写を申請することで環境情報を入手することができ
るため、この問題はほぼ解決されていると言えよう。しかしながら、複写のための手数料
を支払わなければならないことが問題であるとする批判も存在する(264)。 
第 3 に、公的登録簿に登録された情報の多くは一般市民には解釈が困難であるという問
題がある(265)。公的登録簿は非常に多くのデータを含んでおり、例えば近隣の施設が人体に
悪影響を与えるような違反を行っているかどうか判断したい者に対して、市民の理解を助
けるような解釈指針が存在しないのである(266)。Simon Ball & Stuart Bell は、このような
問題を解決するためには、情報の正確な解釈を手助けする専門家職員を配置するべきであ
り、これが公的登録簿の利用を確保するために必要不可欠なものであると主張している。 
                                                   
(258) ibid 125 
(259) Burton (n 116) 192 
(260) ibid 196 
(261) Department of the Environment, Environmental Facts: A Guide to Using Public 
Registers of Environmental Information, (Department of Environment 1995) 
(262) Ball & Bell (n 30) 125 
(263) Burton (n 116) 197 
(264) Wolf & Stanley (n 106) 471 
(265) Ball & Bell (n 30) 126 
(266) Wolf & Stanley (n 106) 471 
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 このように公的登録簿にはいくつかの問題点があり、これからもさらなる改善の余地が
あると考えられている。しかしながら、近年ではインターネットの普及により、環境庁を
はじめとする規制当局に対してホームページを通じて登録情報の複写を申請することがで
き、世界中の人々が公的登録簿から環境情報を入手することが可能になるなど、利用は格
段に増加するであろうと考えられる。このような制度の充実は、環境情報の秘密性を重視
していた時代に比べると、環境改善のための緩やかではあるが確実な進展であるとイギリ
ス国内でも高く評価されている(267)。 
 
第 6 節 小括 
イギリスでは 1974年汚染規制法第 2編による水質汚濁に関する公的登録簿制度の導入を
契機に、様々な環境汚染領域において同様の制度が規定された。それにより従来のような
環境情報の秘密性は排除され、市民が公的機関の保有する環境情報へアクセスしやすくな
ったと考えられている。 
本稿で検討した公的登録簿制度をまとめると以下の通りである。 
領域 登録内容 根拠法規 責任機関 
水質汚濁 ・排出同意の申請の詳細 
・付与された排出同意の詳細 
・水質目標に関する通知 
・サンプルに関する情報 
・禁止通知、執行通知 
・訴追の有無及びその内容など 
1991 年水資源法 
1996 年汚染規制（申請、審査
請求、登録）規則 
環境庁 
廃棄物処理 ・廃棄物管理免許の申請の詳細 
・付与された免許の詳細 
・モニタリング結果の詳細 
・訴追の有無及びその内容など 
2010 年環境許可（イングラン
ド及びウェールズ）規則 
環境庁 
総合的汚染
規制・大気汚
染規制 
・許可申請の詳細 
・付与された許可の詳細 
・禁止通知、執行通知 
・規制当局による報告の詳細 
・モニタリング結果の詳細など 
1990 年環境保護法 
2000 年汚染防止規制（イング
ランド及びウェールズ）規則 
環境庁 
地方公共団体 
放射性物質 ・許可申請の詳細 
・付与された許可の詳細 
・環境庁から地方公共団体に送付さ
れた文書など 
1993 年放射性物質法 環境庁 
地方公共団体 
                                                   
(267) Ball & Bell (n 30) 127 
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GMO ・リスク評価の詳細 
・禁止通知の詳細 
・同意申請の詳細 
・付与された同意の詳細 
・訴追の有無及びその内容など 
1990 年環境保護法 
2002 年遺伝子組換え生物（解
放）規則 
環境食糧農林
省 
土壌汚染 ・土壌汚染指定通知の詳細 
・土壌汚染改善通知の詳細 
・審査請求の詳細など 
1990 年環境保護法 
2006 年土壌汚染（イングラン
ド）規則 
環境庁 
地方公共団体 
騒音 ・騒音レベルの測定結果 
・施設の住所、種類 
・測定手段など 
1974 年汚染規制法 
1976 年騒音規制（測定結果及
び登録）規則 
地方公共団体 
 
公的登録簿制度は様々な環境汚染領域において導入されているが、その多くが以下のよ
うな共通の特徴を有している(268)。①情報の利用可能性：公的登録簿は適切な時間帯であれ
ば市民が無料で閲覧することができ、また適切な手数料を支払えば文書の複写を取得する
ことができる。②情報の性質：公的登録簿に登録される情報は、(a)許可や同意の申請の詳
細、(b)事業者の氏名や住所を含む許可や同意の詳細、(c)当局による執行の詳細、(d)審査請
求の詳細、(e)モニタリング結果のように規制当局や事業者によって収集された情報などで
ある。③例外：情報の公開が国家安全に反したり、情報が商業的秘密性を有するような場
合には公的登録簿から除外される。なお、当該情報が商業的秘密情報に該当するかどうか
についての規制当局による判断に不服があれば、事業者は審査請求をすることができる。 
このように、公的登録簿にはモニタリングなどによって収集された水や大気など環境状
態や汚染状況に関する情報、すなわち規制の前提になる、あるいは規制の結果としてあら
われるような情報と、規制当局による許可や同意など環境行政過程の情報の両面から登録
されており、環境リスクを判断する上でも規制当局の活動を監視する上でも市民にとって
利用しやすいものとなっている。また、同制度には国家安全に反する情報や商業的秘密情
報という除外情報が存在するが、先述したように、規制当局は可能な限り情報の商業的秘
密性を認めず、できるだけ多くの情報を公的登録簿に登録しようとしている。 
環境保護団体である FoE は、従前から、公的登録簿制度は、(a)市民がアクセスしやすく、
(b)使いやすく、(c)費用がほとんどかからない、(d)相互作用的で、(e)十分に整備されたもの
であるべきだと主張していたが、様々な環境関連法規が導入したこの公的登録簿制度は、
実際にこれらの要件を兼ね備えたものであると評価されている(269)。 
 このように現在のイギリスでは、公的機関の保有する環境情報に関して、公的登録簿制
度を中心とした市民に対する環境情報の提供が広く行われており、市民や NGO が情報を容
                                                   
(268) Bell & McGillivray (n 15) 328 
(269) Ball & Bell (n 30) 124 
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易に入手することができるようになっている。 
 
第 3 章 わが国との比較 
 わが国において市民が公的機関の保有する環境情報にアクセスしようとする場合、一般
的には行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下、情報公開法）や地方公共団体
の制定している情報公開条例に基づく情報開示請求を行うことになる。このような制度は
イギリスにも存在しているが、これは市民からの請求を受けて公的機関が現に保有してい
る情報の開示が行われるものであるため、既に保有されている情報以外には市民は開示請
求することができないし、わが国の場合には環境情報に限定されたものではなく一般的な
制度であることから、様々な類型の非開示情報が規定されているという限界があると指摘
されている(270)。市民が環境情報を入手するためには、このような情報開示制度は必要不可
欠であるが、これだけでは環境情報公開制度として完全なものではない。環境保護を目的
とした市民参加の手段としての環境情報の公開を実現するためには、行政側から能動的に
情報が提供されるいわゆる環境情報提供制度を整備し、これによって入手することのでき
ないような情報を市民の請求に基づく情報開示制度によって公開するというシステムの構
築が必要であると考えられる。 
 
第 1 節 汚染状況公表制度 
 わが国には、環境情報提供制度として、環境関連法規が公的機関に対して課す、いわゆ
る公表制度が存在する(271)。例えば水質汚濁防止法 17 条は「都道府県知事は、当該都道府
県の区域に属する公共用水域及び当該区域にある地下水の水質の汚濁の状況を公表しなけ
ればならない」と規定し、また大気汚染防止法 24 条は「都道府県知事は、当該都道府県の
区域に係る大気の汚染の状況を公表しなければならない」と規定する(272)。このようにわが
国では、環境関連法規が水質や大気の状況といったいわゆる汚染状況や環境状態を市民に
対して公表する義務を都道府県知事等に課しており、これらの情報は地方公共団体のホー
ムページなど、インターネットを通じて市民に広く公表されている。市民はこれらの汚染
                                                   
(270) 黒川・前掲注(19)94 頁参照。 
(271) 磯野弥生「日本における情報公開法・環境情報の公開」環境研究 135 号（2004 年）60
－61 頁。 
(272) 他にも様々な環境関連法規が公表制度を義務付けている。例えばダイオキシン類対策
特別措置法 27 条 3 項は、大気、水質及び土壌のダイオキシン類による汚染の状況に関する
調査結果の公表を、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 12 条は、当該都道府県の区域
内の農用地の土壌の特定有害物質による汚染の状況に関する調査測定結果の公表を、さら
にポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 9 条は、事業者から
の届出に基づいたポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管及び処分の状況の公表をそれぞれ都道
府県知事に義務付けている。また瀬戸内海環境保全特別措置法 3 条 3 項は瀬戸内海の環境
の保全に関する基本となるべき計画の決定又は変更について環境大臣に対して公表を義務
付けている。 
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状況公表制度を通じて地域の環境基準達成状況などを知ることができるのである(273)。また、
わが国では高度情報通信ネットワーク社会形成基本法の施行を契機に、環境省がホームペ
ージを通じて大気汚染、水質汚濁など様々な領域における環境汚染に関する情報を公表し
ており、市民が容易に環境情報にアクセスすることのできる制度が整備されているところ
である(274)。さらに、多くの地方公共団体が条例を通じて独自に環境情報の公表を行ってお
り、例えば土壌汚染の領域においては、神奈川県や愛知県が汚染状況の公表制度を設けて
いる(275)。 
イギリスにおいても、いわゆる汚染状況公表制度として、先述したような汚染目録にお
いて、大気、水質、土壌などに対する排出に関する情報やエネルギー消費及びエネルギー
効率に関する情報、廃棄物に関する情報などを環境庁が一括してインターネットによって
公表しており、さらに大気汚染の状況については、インターネットを通じて国立大気汚染
目録を閲覧することができる。 
このように、両国とも全国あるいは地域レベルでの広範囲にわたる大気や水などの汚染
状況の公表をインターネットを通じて行っており、市民の居住地域による情報入手に対す
る困難さの差異はなくなり、市民が情報にアクセスすることのできる機会を大幅に増加さ
せているという点で高く評価できるであろう。市民はこのような公表制度を通じて、大気、
水、生物多様性など自然に関する情報や有害物質の排出に関する情報といった行政による
規制の前提となるような、あるいは規制の結果としてあらわれるような環境状態や汚染状
況に関する情報、いわば巨視的な環境情報を入手することができる。 
なお汚染状況の公表制度として両国には PRTR 制度が置かれているため、ここで検討す
る(276)。わが国の特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法
                                                   
(273) 北村・前掲注(1)197－198 頁。 
(274) 環境省及び地方公共団体によるインターネットを通じた環境情報の公表については、
環境法政策学会編『環境政策における参加と情報的手法―環境パートナーシップの確立に
向けて―』（商事法務、2003 年）100 頁以下参照。 
(275) 土壌汚染領域における公表制度について、詳しくは、小谷真理「条例による土壌汚染
対策」芝池義一・見上崇洋・曽和俊文編著『まちづくり・環境行政の法的課題』（日本評論
社、2007 年）347 頁参照。 
(276) 本稿ではイギリスにおける制度との比較のみを行い、PRTR 法の詳細などについては
多数存在する先行研究に委ねることとする。なお先行研究として主に以下のようなものが
挙げられる。大塚直「PRTR 法の法的評価」（以下、大塚「PRTR 法」と引用）ジュリスト
1163 号（1999 年）115 頁以下、同「化学物質管理法（PRTR 法）と企業の自主的取組・情
報的手法（上）・（下）」（以下、大塚「化学物質管理法（上）」と引用）法学教室 322 号(2007
年)81 頁以下、323 号（2007 年）102 頁以下、環境庁環境保健部環境安全課「特定化学物
質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律について」ジュリスト
1163 号（1999 年）112 頁以下、黒川哲志「環境規制におけるリスクコミュニケーション」
阿部泰隆・水野武夫編『環境法学の生成と未来・山村恒年先生古稀記念論集』（信山社、1999
年）111 頁以下、黒川・前掲注(19)107 頁以下、織朱實「環境情報公開と PRTR 制度の国際
的動向」資源環境対策 34 巻 1 号（1998 年）43 頁以下、小幡雅男「自治体の化学物質管理
指針・情報公開制度と PRTR 法」判例タイムズ 1013 号（1999 年）76 頁以下、高橋滋「環
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律（以下、PRTR 法）は「事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の
保全上の支障を未然に防止すること」を目的としており、行政が化学物質にかかる環境政
策を立案する基礎となる環境情報の提供を重視している(277)。一方、イギリスでは、同国に
おける PRTR 制度である汚染目録の目的として、環境庁が「①地域別あるいは全国におけ
る産業及びその他の汚染発生源についての情報を市民に対して提供すること、②環境保護
のための規制に役立てること、③政府が国内及び国外における公約や義務を果たすのに役
立てること」を挙げていることから、わが国と同じく環境政策の立案のための環境情報の
提供という側面に加えて、市民に対する情報公開の促進をも主要な目的として掲げている
ことが分かる。 
わが国における PRTR 法の問題点としては、環境リスクに関する情報の国民への提供の
観点が重視されていない点が指摘されている(278)。例えば、わが国では PRTR 法 10 条が規
定するように、個別事業所の届出事項のファイル記載事項の公開については市民による請
求に基づくことが前提となっているが、PRTR 制度の情報的手法としての意義をより強化
するために、個別事業所の情報を開示請求に委ねるのでなく、全て公表することが望まし
いと考えられる(279)。これは 2008 年の法律見直しの検討の際に、運用上公表されることと
され、法 10 条は意味が乏しくなった(280)と指摘されてはいるものの、あくまで運用レベル
での改善に過ぎない点が不十分であろうと考えられる。これに対して、市民への情報提供
を PRTR 制度の主たる目的の 1 つとして考えているイギリスでは、個別事業所に関する情
報も登載されている汚染目録が環境庁のホームページを通じて無料で公開されており、市
民は、郵便番号、地域名、年度、業種、環境媒体など様々な点から検索することによって、
個別事業所ごとの排出の実態を容易に入手することが可能になっている。 
 
第 2 節 環境情報登録制度 
さらにイギリスでは、公表制度の他に独自の環境情報提供手法として、様々な環境関連
法規が公的登録簿制度を導入している。第 2 章で検討したように、この公的登録簿には許
可などの申請についての情報や、付与された許可などの詳細、審査請求の詳細、モニタリ
                                                                                                                                                     
境リスクと規制」森島昭夫・大塚直・北村喜宣編『環境問題の行方』（有斐閣、1999 年）
176 頁以下、中杉修身「化学物質対策法の現状と課題」『環境問題の行方』（有斐閣、1999
年）171 頁以下、山本元治「地方自治体の PRTR 法への対応」季刊環境研究 116 号（2000
年）、浦野紘平「PRTR 制度のわが国での経緯と意義」季刊環境研究 116 号（2000 年）24
頁以下、早水輝好「PRTR 法の概念と今後の取り組み」季刊環境研究 116 号（2000 年）12
頁以下、角田季美枝「NGO からみた PRTR 制度」季刊環境研究 116 号（2000 年）31 頁以
下、福島健彦「第 1 回 PRTR データの概要と今後の活用方策」環境情報科学 32 巻 2 号（2003
年）2 頁以下等。 
(277) 大塚「PRTR 法」前掲注(276)116 頁。 
(278) 同上 120 頁。 
(279) 大塚「化学物質管理法（上）」前掲注(276)85－86 頁。 
(280) 大塚・前掲注(1)435 頁 
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ング結果など多岐にわたる情報が登録され、市民はそれを無料で閲覧することができるの
である。この公的登録簿制度には、モニタリング結果のような大気や水などの汚染状況だ
けでなく、許可や同意などの規制活動に関する情報、つまり環境行政過程の情報が登録さ
れている。これにより市民は汚染状況といった巨視的な環境情報に加えて、公表制度より
もより詳細な、事業者単位での比較的限定された範囲における、いわば微視的な環境情報
を入手することができる。つまり市民は公的登録簿から環境情報の中でも特に重要である
と考えられる事業者や規制当局によるモニタリングなどによって得られた環境状態や汚染
状況に関する情報と、汚染規制のために行われる許可などの環境行政過程の情報を両面か
ら入手することが可能である。このようにイギリスでは、市民や環境保護団体が公的登録
簿を通じて入手した様々な環境情報を活用することにより、より充実したリスクコミュニ
ケーションを実現することができるのである。 
わが国における代表的な環境情報の登録制度としては、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律（以下、廃棄物処理法）の規定がある。廃棄物処理法 8 条 4 項によると、都道府県知
事は政令で定める廃棄物処理施設の設置許可申請があった場合には、申請者の氏名・名称、
施設の設置場所、施設の種類、処理する廃棄物の種類等を告示すると共に、申請書等を 1
ヶ月間公衆の縦覧に供しなければならない(281)。また同法 8 条の 4 は、廃棄物処理施設の設
置許可を受けた者に対して、環境省令で定めるところにより、当該許可に係る一般廃棄物
処理施設の維持管理に関し環境省令で定める事項を記録し、これを当該一般廃棄物処理施
設に備え置き、当該維持管理に関し生活環境の保全上利害関係を有する者の求めに応じ、
閲覧させなければならない旨を規定している。前者はイギリスにおける免許登録簿制度、
後者は公的登録簿制度に類似のものであると言える(282)。 
このように、わが国にも登録簿を通じた市民に対する環境情報提供制度が規定されてい
るが、廃棄物処理の領域について見てみると、イギリスにおける公的登録簿制度にはわが
国の制度と比較しても登録情報がより詳細に多岐にわたって規定されており、市民にとっ
てより利用しやすいものとなっている。具体的に言うと、廃棄物処理法 8 条の 4 のいう環
境省令である廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 4 条の 7 が、登録情報として、
主に種々の測定結果のみを規定しているのに対して、イギリスの公的登録簿に登録される
情報は廃棄物管理免許の申請の詳細や、付与された免許の詳細、モニタリング結果、審査
請求に関する詳細、訴追の有無など多岐にわたっているのである。さらに、わが国の場合
にはこれらの情報は廃棄物処理施設に備え置くこととされているのに対して、イギリスで
は環境庁がこれらの情報を一括して所有している上、インターネットを通じて複写を申請
                                                   
(281) この規定は、廃棄物処理施設の設置に関し付近住民との紛争が増加している現状に鑑
み、産業廃棄物処理施設の信頼性・安全性を回復する等の目的から定められたものである。
村田哲夫「廃棄物問題と情報公開」環境法研究 24 号（1998 年）20－21 頁。 
(282) 他にも、わが国では土壌汚染対策法 6 条がいわゆる指定区域台帳の調整、保管、閲覧
を定めており、土壌汚染関連情報がこれらを通して市民に対して提供されている。イギリ
スにおける土壌汚染に関する公的登録簿制度もこれと類似のものである。 
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することができるといった点からも市民にとって利用しやすい制度であると言える。 
イギリスでは様々な環境関連法規が公的登録簿制度を導入していることから、市民や環
境保護団体が自身のニーズに沿って、より容易に幅広い情報を入手することができる。上
述したように、わが国にも公的機関による能動的な情報提供制度として公的登録簿制度と
類似の制度が存在するが、登録される情報の内容という面でも、情報が提供される手法や
情報提供が義務付けられている環境汚染の領域の多様性という面でもイギリスの公的登録
簿制度に比べると不十分な部分が存在する。例えば、わが国ではこのような制度を通じて
情報提供が義務付けられている領域は少なく、大気汚染防止法や水質汚濁防止法などの下
での届出に関する情報については公的機関によって能動的に市民に提供されていない。市
民がこれらの情報にアクセスするためには、情報公開法や情報公開条例を通じた開示請求
を行わなければならないのである。このような情報開示制度を通じて市民が一定の情報を
入手するまでの手続は煩雑であり、時間も費用もかかることとなる。さらに先述したよう
に既に保有されている情報以外には市民は開示請求することができない上、様々な非開示
情報が存在しているという欠点がある。一方、イギリスにおける公的登録簿には多様な環
境汚染領域における許可申請に関する情報やモニタリングに関する情報が登録されており、
市民は環境庁のホームページにアクセスして、情報の複写を申請するだけでそれらの情報
を入手することが可能である。すなわち、公的登録簿制度の導入は、市民が煩雑な情報開
示請求を行わなければならない状況を減少させることにも役立ち、結果的に市民にとって
非常に有効な環境情報へのアクセス手段となるのである。 
 
結論 
第 1 部では、イギリスにおける公的機関の保有する環境情報への市民によるアクセスに
ついて、特に公的機関による能動的な情報提供制度の 1 つである公的登録簿制度を中心に
検討を行ってきた。 
イギリスでは、環境情報の秘密性が重視された時代を経て、RCEP 勧告、市民や環境保
護団体による活動などを受け、様々な環境関連法規が公的登録簿を導入し、市民が無料で
環境情報にアクセスすることのできる制度を構築した。その後、オーフス条約や EU 指令
といった国際的な動向を契機にイギリスでは 2004 年環境情報規則(283)が制定され、公的機
関の保有する環境情報について市民が開示請求をすることができるようになったが、公的
機関が環境情報を能動的に提供するこの公的登録簿制度こそがイギリスにおける環境情報
公開の中心的な制度であると評価されている。 
 それでは環境情報を積極的に市民や環境保護団体に提供する意義についてイギリスでは
どのように考えられているのだろうか。Stuart Bell & Donald McGillivray は以下の 3 点を
指摘している。 
                                                   
(283) Environmental Information Regulations 2004, SI 2004/3391 イギリスにおける環境
情報開示制度については第 2 部で詳細に検討する。 
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第 1 に、市民が公的登録簿を通じて環境情報にアクセスし、規制当局による環境行政過
程に関する情報を入手することにより、規制当局による汚染規制の効率性を監視する役割
を担っている(284)。効率性の監視は、規制活動の基準作成に役立ち、さらにこれが新しい法
規則の導入や非効率的な現行法の改正につながる。また、効率性の監視は公的機関による
規制がその目的を達成するよう確保するために行われる。 
第 2 に、規制当局による環境行政過程に関する情報の提供は、汚染物質を排出する事業
者の活動を改善する役割を果たす(285)。公的登録簿には汚染者の身元、住所、汚染の程度に
ついての情報や、許可や同意に関する情報などが含まれているため、市民はこれらの情報
を入手することによって事業者が環境関連法規を順守しているかどうか、あるいは事業者
が汚染物質の排出量を許可当時に比べて増加させていないかを判断することができる。こ
れにより、市民や環境保護団体は規制当局を監視するだけでなく、事業者の活動に対して
も監視を行うことが可能になる。事業者は、排出基準値を辛うじて充足するような、限度
に近い量の排出を行っていることが多いが、市民が情報を入手することにより、そこから
さらなる改善を求めて事業者に対して圧力を加えることができるのである。 
第 3 に、公的登録簿に登録されるモニタリング結果などから得られる環境状態や汚染状
況についての情報を入手することによって、市民は環境リスクに関する情報を得ることが
できる(286)。情報を広く市民に提供することは、環境リスクについての活発な議論を可能に
し、結果的にリスクの削減につながるのである。さらに汚染状況について知ることによっ
て、既に行われている規制の効率を知ることもできる。 
このようにイギリスでは、公的機関の保有する環境情報の公開、特に市民からの請求を
経ずに行われるような公的登録簿制度を通じた公的機関による能動的な環境情報の提供が
環境保護のためには重要であると考えられている。開示請求という煩雑な手続を経ずに市
民に対して公的機関の保有する情報を広く提供することによって、市民は容易に情報を入
手することができ、環境リスクに対する認識が高まることとなる。そして、さらにそこか
ら充実したリスクコミュニケーションが実現され、結果として環境リスクを適正に規制す
るシステムの促進につながると考えられるのである。つまり、このような情報提供こそが
環境行政の適法性確保機能を市民に委ねるための一手段として重要であると言える。 
とは言え、「情報の氾濫は情報に対する国民の感受性を損ねてしまいがちであり、本当に
必要な情報が的確に分かりやすく国民に伝わる仕組みを工夫することが重要である」(287)と
指摘されているように、公的機関の保有する環境情報を市民に積極的に提供することが適
切な環境行政を妨害するおそれもある。公的機関の保有するあらゆる情報を広く市民に提
供するのではなく、提供する情報の取捨選択についてもより慎重な検討が必要であるし、
情報をただ提供するだけではなく、情報を入手した市民と規制当局と間でのリスクコミュ
                                                   
(284) Bell & McGillivray (n 15) 317-318 
(285) ibid 
(286) ibid 318 
(287) 黒川・前掲注(19)26－27 頁。 
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ニケーションを充実させることが環境行政に対する妨害を避けることとなり、真の意味で
の環境保護のための市民参加の実現に必要不可欠である。 
また、イギリスにおいては、公的登録簿のような能動的な情報提供こそが環境情報公開
の中でも中心的な制度であると評価されているが、このような制度のみを充実させても市
民参加の観点から不十分であると考えられる。環境保護を目的とした市民参加を実現する
ためには、情報提供制度では入手することができないような情報に市民がアクセスする手
段も同時に構築する必要がある。わが国では情報公開法や情報公開条例が、イギリスでは
2004 年環境情報規則が市民からの請求に基づく環境情報の開示制度を導入しているように、
まず何らかの環境情報提供制度を整備し、そこで入手することのできないような情報につ
いては市民が公的機関に開示請求を行うという 2 段階システムの整備が重要なのである。 
わが国においても環境保護を目的とした市民参加制度及び環境情報公開制度のさらなる
発展が必要である。特にわが国において不十分だと考えられる環境情報提供制度を充実さ
せるためには、公的登録簿を構築し、「環境に関する情報へのアクセス権」を促進している
イギリスの制度は大いに参考になるであろう。 
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第 2 部 環境情報開示と 2004 年環境情報規則 
 
序論 
オーフス条約の 3 本柱の中でも極めて重要だと考えられる「環境に関する情報へのアク
セス権」に関して、同条約 4 条 1 項は、「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、……公的
機関が、環境情報の開示請求に応じて、市民が当該情報を入手することができるよう確保
しなければならない」(288)という規定を置いている。本規定によると、同条約は、公的機関
の保有する環境情報の公開について、市民が開示請求を行い、それを受けた公的機関が情
報を公開するという「情報開示」制度の構築を促していると言える。 
これに加えて、オーフス条約は、「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、公的機関が環
境情報を市民に利用可能とする手段の透明性の向上、及び環境情報への効果的なアクセス
を確保しなければならない」(289)と規定し、その手段として、「公に入手可能なリスト、登
録簿またはファイル」(290)を確立し、「リスト、登録簿またはファイルに含まれる環境情報
へのアクセスを無料で提供すること」(291)を要求している。さらに、「各締約国は、公共の
テレコミュニケーション・ネットワークを通して、市民が容易にアクセス可能な電子デー
タベースでの環境情報の利用可能性の向上を確保しなければならない」(292)としており、こ
れらの点から、同条約は締約国に対して、市民からの開示請求に基づかず、公的機関が能
動的に情報を公開する「情報提供」制度についても十分に整備するよう促していることが
分かる。また、同条約を基礎として EU において制定された「環境情報へのアクセスに関
する指令（以下、2003/4/EC 指令）」(293)は、「加盟国は、公的機関が、自身の機能に関連し
ているあるいは自身が保有している環境情報を、特に電子的手段やインターネットを通じ
て、活発で体系的に市民へ普及するために必要な手段をとらなければならない」(294)と規定
することにより、さらなる「情報提供」制度の充実を具現化している。 
このように、オーフス条約及び 2003/4/EC 指令は、公的機関の保有する環境情報の公開
について、市民の開示請求を受けて公的機関が情報を公開する「情報開示」制度と、市民
による開示請求に基づくことなく公的機関から市民に対して積極的かつ能動的に行われる
「情報提供」制度の両方を通じた「環境に関する情報へのアクセス権」の促進を要求して
いるのである。 
                                                   
(288) Aarhus Convention, art 4(1) 
(289) ibid, art 5(2) 
(290) ibid, art 5(2)(b)(i) 
(291) ibid, art 5(2)(c) 
(292) ibid, art 5(3) 
(293) Directive 2003/4/EC of the European Parliament and of the Council of 28 January 
2003 on public access to environmental information and repealing Council Directive 
90/313/EEC [2003] OJ L 41/26（以下、Directive 2003/4/EC と引用） なお、2003/4/EC
指令については後に詳細に検討する。 
(294) ibid, art 7(1) 
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第 1 部で論じたように、イギリスではオーフス条約の批准以前から公的登録簿を通じた
「情報提供」制度が確立されていた。しかしながら、このような「情報提供」制度だけを
充実させても市民参加の観点からは不十分である。先述したように、オーフス条約は、「情
報開示」と「情報提供」の両面からの環境情報公開の促進を規定しており、公的登録簿に
代表される「情報提供」制度を通して入手することができないような環境情報に市民がア
クセスする手段も同時に構築する必要性を重視し、それを「情報開示」制度の確立によっ
て実現することを締約国に要求しているのである。 
オーフス条約を締約していないわが国においても、国レベルでは1999年に情報公開法が、
地方レベルでもそれぞれの地方公共団体において情報公開条例が制定されており、これら
を通じた「情報開示」制度が構築されている。また、公的登録簿を通じた「情報提供」制
度が充実しているイギリスでも、2005 年のオーフス条約の批准を前に、2004 年環境情報規
則(295)が制定され、公的機関保有の環境情報に関する開示制度が整備されている。なお、イ
ギリスの 2004 年規則は、公的機関の保有するあらゆる性質の情報に適用されるわが国の制
度とは異なり、「環境情報」の開示にのみ焦点を当てている点に特徴がある。 
それではイギリスにおける環境情報公開制度の 1つとして用いられる 2004年環境情報規
則とはどのようなものなのであろうか。また、市民は同規則の下でどのように環境情報を
入手することができるのであろうか。第 2 部は、イギリスにおける公的機関の保有する環
境情報の開示制度について、その歴史的展開や現行制度の詳細を検討し、わが国の制度に
対する示唆を得ようとしたものである。 
第 1 章では 2004 年環境情報規則について検討する前提として、同規則制定以前のイギリ
スにおける環境情報開示制度の実態を、国際的動向を踏まえながら分析する。その後、第 2
章では現在のイギリスにおいて市民による環境情報の開示請求の根拠となる2004年環境情
報規則の規定する開示システムについて、第 3 章では開示請求が行われた情報の開示・不
開示の基準について、それぞれ2004年規則の規定と情報審判所の判断を分析、検討した上、
第 4 章で同制度の意義の考察及びわが国の制度との比較を行う。 
 
第 1 章 環境情報開示に関するイギリスの動向 
20 世紀中頃から 21 世紀初頭、オーフス条約の批准など国際的な動向を受け、イギリスで
は、公的機関が市民の請求を受けて環境情報を開示するようないわゆる「情報開示」制度
が導入されることとなった。これにより、市民による環境情報へのアクセスがこれまでに
以上に格段に広く認められるようになったのである。 
イギリスにおける環境情報開示制度の確立については EU など国際的な動向が密接に関
係しているため、本章では国際的な動向を踏まえた上で、イギリスにおける「情報開示」
制度について検討する。 
 
                                                   
(295) Environmental Information Regulations 2004 
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第１節 90/313/EEC 指令及び 1992 年環境情報規則 
（１）90/313/EEC 指令 
EC は 1970 年代以降、環境政策に関する計画を「環境行動計画（Environmental Action 
Programme）」として提示しており、環境情報の開示は 1973 年の「第 1 次環境行動計画」
の策定以来重要な課題であるとされていた(296)。しかしながら、実際に環境情報開示に関す
る一般的な法的措置がとられたのは 1987年の「第 4次環境行動計画」の策定以降であった。
EC はこの「第 4 次環境行動計画」に基づき、環境情報開示に関する全 10 条から構成され
る「環境情報へのアクセスの自由に関する指令（以下、90/313/EEC 指令）」(297)を定めたの
である。90/313/EEC 指令は情報へのアクセス権の促進を意図して策定された包括的な指令
であったが、現実的かつ具体的な要求は何ら課しておらず、制度の構築を全て加盟国の裁
量に委ねるという性質を持つものであった(298)。しかしながら、同指令は、「少なくとも EC
が各加盟国に対して環境基準に従い活動するよう圧力をかけるための手段の 1 つとなった」
(299)という点から評価されている。 
90/313/EEC 指令の目的は、「公的機関の保有する環境情報へのアクセス及びその普及の
自由を保証し、基本用語や、それらの情報が利用可能となるための条件を設計するもの」(300)
であり、さらに同指令は各加盟国に対して、「自然人あるいは法人からの請求によって、請
求者が利害関係の証明をすることなく、公的機関が保有する環境情報を開示することので
きるような制度を確保する」(301)よう要求していた。 
そのような中、90/313/EEC 指令は、公的機関が開示すべき環境情報の定義について「水、
大気、土壌、動物、植物、土地及び自然地域の状態、またこれらに悪影響を与えるか、与
えるおそれのある活動（騒音のような害を生じさせるものを含む）や措置、または行政活
動や環境管理計画を含むこれらを保護するための活動や措置に関する文書、画像、音声あ
るいはデータベースの形態により利用可能な情報をいう」(302)と規定している。さらに同司
令は、「公的機関」の定義について、「司法あるいは立法権限により活動を行う団体を除く、
環境に関する責任を有し情報を保有する国家レベル、地域レベルのあらゆる行政機関をい
う」(303)と定めている。 
90/313/EEC 指令は原則として公的機関の保有する環境情報の開示を促進しているが、そ
の中で例外規定も置いている。それによると、「(a)公的機関による手続の秘密性や国際関係
                                                   
(296) Bell & McGillivray (n 15) 320 
(297) Council Directive 90/313/EEC of 7 June 1990 on the freedom of access to 
information on the environment [1990] OJ L 158/56（以下、Council Directive 90/313/EEC
と引用） 
(298) Bell & McGillivray (n 15) 321 
(299) Daniel Wilsher, ‘Freedom of Environmental Information: Recent Developments and 
Future Prospects’ (2001) 7 European Public Law 671 
(300) Council Directive 90/313/EEC, art 1 
(301) ibid, art 3(1) 
(302) ibid, art 2(a) 
(303) ibid, art 2(b) 
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及び国防に悪影響を与える情報」、「(b)市民の安全に悪影響を与える情報」、「(c)訴訟審理中
の事柄に悪影響を与える情報」、「(d)知的財産権を含む商業的秘密性に悪影響を与える情報」、
「(e)個人データの秘密性に悪影響を与える情報」、「(f)法的義務に基づかずに情報を提供し
た第三者の利益に悪影響を与える情報」、「(g)環境に対して損害を与える情報」、「(h)未完成
の文書やデータあるいは内部伝達事項」、「(i)開示請求が明白に不合理な場合や開示の対象が
特定されていないような場合」に関しては、各加盟国はそれらの開示を拒否することが「で
きる（may）」ようにするべきであるとされる(304)。 
さらに 90/313/EEC 指令によると、開示請求を受けた公的機関はできるだけ迅速に、遅
くとも 2 ヶ月以内に何らかの回答をしなければならず、開示を拒否する場合にはその理由
を示さなければならない(305)。また、同指令は、開示請求が不合理に拒否されたあるいは不
適当な回答を受けたと考える請求者について、国内法に従って司法あるいは行政による審
査を求めることができるようにすべきであると規定している(306)。 
 
（２）1992 年環境情報規則 
90/313/EEC 指令を受けて、イギリス国内では 1992 年環境情報規則(307)が制定された。
これはイギリスにおける初めての環境情報開示制度であり、1985 年に 1974 年汚染規制法
第 2 編が施行され、水質汚濁の分野で初めて導入された環境情報提供制度である公的登録
簿と共に、公的機関の保有する環境情報への市民によるアクセスを促進するものである。 
1992 年環境情報規則は、公的機関の義務として、「本規則が適用されるような情報を保有
する関係者は、本規則の規定に従い、請求する全ての者に対して情報を開示しなければな
らない」(308)と規定している。 
1992 年環境情報規則によると、先述の「本規則が適用されるような情報」とは、「(a)：
水あるいは大気の状態、植物あるいは動物の状態、土壌の状態、自然地域あるいはその他
の土地の状態、(b)：(a)に対して悪影響を及ぼすか、及ぼすおそれのある活動（騒音や他の
害を生じさせるようなものも含む）や措置、(c)：(a)を保護するために計画された活動や行
政による措置（環境管理計画を含む）に関する情報」(309)のことを指し、ここでの「情報」
とは、登録簿、報告書などの記録に含まれるようなあらゆる情報のことをいう(310)。さらに
「関係者」とは、環境に関する責任を有する大臣、政府省庁、地方公共団体、その他国家
レベル、地域レベルで環境に関する責任を有した公的な役割を有する全ての者を指す(311)。 
そして「関係者」は、市民による開示請求があった場合には、(a)できるだけ迅速に、(b)
                                                   
(304) ibid, art 3 
(305) Council Directive 90/313/EEC, art 3(4) 
(306) ibid, art 4 
(307) Environmental Information Regulations 1992, SI 1992/3240 
(308) ibid, reg 3(1) 
(309) ibid, reg 2(2) 
(310) ibid, reg 2(4) 
(311) ibid, reg 2(3) 
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遅くとも 2 ヶ月以内に回答しなければならず、(c)開示を拒否する場合には文書によってそ
の理由を示さなければならない(312)。 
このように 1992年環境情報規則の定める情報開示制度は 90/313/EEC指令のそれとほぼ
同様のものであると言えるが、そこには差異も存在する。例えば、90/313/EEC 指令が、情
報開示の請求がある場合には「請求者が利害関係の証明をすることなく」(313)公的機関が環
境情報を開示することのできるような制度を整備するよう要求している一方で、1992 年規
則は同様の文言を規定していない。この文言は開示請求者の権利を強調したものであり、
請求者がいたずらに開示請求を行っているということを理由に公的機関が開示を遅延した
り、拒否したりすることを避けるという意味で重要なものであると考えられている(314)が、
1992 年規則はこの文言を条文に組み入れなかったのである。 
また、1992 年環境情報規則と 90/313/EEC 指令の間には、公的機関が情報開示を拒否す
ることのできるいわゆる例外規定にも差異が存在する。1992 年規則は、「(a)国際関係、国
防、市民の安全に対して影響を与えるような事柄に関係する情報」、「(b)訴訟手続に関係す
る情報」、「(c)公的機関による手続の秘密性、あるいは内部伝達事項に関係する情報」、「(d)
未完成の文書や記録を含む情報」、「(e)商業的・産業的秘密性あるいは知的財産に関係する
情報」をそれぞれ秘密情報として「扱うことができる（capable）」と規定しており(315)、さ
らに、「(f)情報開示が法規則に反する場合」、「(g)情報が個人データを含んでおり、開示の同
意がない場合」、「(h)情報の提供が法的義務によらず、自発的に行われた場合」、「(i)情報開
示が環境に対して損害を与えるであろう場合」には、その情報を秘密情報として「扱わな
ければならない（must）」と規定している(316)。つまり、上記(a)から(e)の情報には、開示す
るかどうかを判断する裁量が公的機関に与えられており、(f)から(i)に関しては、たとえ情報
が市民にとって重要であったとしても、それらを開示することはできないとされる(317)。
90/313/EEC 指令が環境情報開示を拒否することの「できる」場合のみを規定していること
からも、1992 年規則が不開示の可能性を高めているという点で大きな違いがある。 
さらに 1992 年環境情報規則は 90/313/EEC 指令と異なり、情報の開示が拒否された場合
の審査請求について何ら規定を置いていない(318)。これらの点を見ても、1992 年規則の下
では 90/313/EEC 指令に比べて最終的に開示が拒否される可能性が高く、イギリスにおけ
る環境情報開示制度の構築がこの段階では不十分であったことが分かる。 
その後、イギリスでは、1992 年環境情報規則の定める例外規定を修正した 1998 年環境
                                                   
(312) ibid, reg 3(2) 
(313) Council Directive 90/313/EEC, art 3(1) 
(314) Wilsher (n 299) 677 
(315) Environmental Information Regulations 1992, reg 4(2) 
(316) ibid, reg 4(3) 
(317) Wilsher (n 299) 678 
(318) 審査請求に関する特別な規定は置かれていなかったが、市民が情報の不開示決定に対
して司法審査を請求することは可能であると考えられている。Wolf & Stanley (n 106) 476 
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情報（修正）規則(319)が制定された。1998 年規則は 1992 年規則の例外規定について、(a)
から(e)の定める「関係する情報」という文言を「影響を及ぼす情報」へと変更することに
より、90/313/EEC 指令の意図を正確に反映している。つまり 1992 年規則の下では、条文
に定められたような性質を持つあらゆる情報が不開示とされる可能性があるのに対して、
1998 年規則の下では、関係する利益に影響を及ぼすかどうかの判断を行った上で、何らか
の影響を及ぼす場合にのみ不開示とされることとなったのである。このことから、1998 年
規則は 1992 年規則と比較しても、環境情報の不開示の範囲を限定していると言うことがで
きる。 
1992 年環境情報規則及び 1998 年環境情報（修正）規則は、イギリスにおける環境情報
開示制度について包括的に定めた最初の規定であり、この時点でイギリスには環境情報以
外の公的機関保有情報を対象にした一般的な情報公開法規が制定されていなかったことか
ら、環境情報に特化した開示制度がそれよりも早い段階から存在していたこととなる(320)。 
 
（３）90/313/EEC 指令と 1992 年環境情報規則の欠点 
EC で制定された 90/313/EEC 指令及びイギリスにおいて制定された 1992 年環境情報規
則により、市民による開示請求に基づく環境情報開示制度は急速な進歩を遂げた。しかし、
これらの規定には以下のような欠点があると指摘されていた。 
第 1 に、90/313/EEC 指令及び 1992 年環境情報規則は「環境に関する責任」を有する「公
的機関」の保有する情報に適用されると規定しているが、「環境に関する責任」という文言
の定義が不明確であると批判されている(321)。これらの文言だけに依拠すると、「公的機関」
であるとも「環境に関する責任」を有しているとも言えないような、例えば公的責任を有
する民営化された機関に対してこれらの規定が適用されるかどうかの判断が困難となる
(322)。 
第 2 に、90/313/EEC 指令及び 1992 年環境情報規則の定める「環境情報」の定義はかな
り広範囲にわたっているものの、ある一定の領域の情報についてはそれに該当するかどう
かが不明確であるということが指摘されている。人間の健康への影響に関する情報や、何
らかの計画を正当化するために用いられる経済分析に関する情報などが「環境情報」に該
当するかについての明確な規定が存在しないことがその理由である(323)。 
第 3 に、両規定は、市民による開示請求を受けた公的機関が情報の開示を拒否すること
のできるいわゆる例外規定を置いているが、その範囲が広すぎるという指摘がある(324)。こ
                                                   
(319) Environmental Information (Amendment) Regulations 1998, SI 1998/1447 
(320) 田中嘉彦「英国における情報公開―2000 年情報自由法の制定とその意義―」外国の立
法 216 号（2003 年）5 頁参照。 
(321) Bell & McGillivray (n 15) 321 
(322) これについて、ここには「環境に関する責任」を有する民営化された水道会社なども
含んで考えるべきであると主張する学説も存在する。Wolf & Stanley (n 106) 474 
(323) Bell & McGillivray (n 15) 321 
(324) ibid 
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れらの規定の下では、例えば後述する現在の制度ように公的機関が情報開示の判断をする
際に、公益性を検討する必要がない。つまり、開示請求された情報がこれらの例外規定に
該当してさえいれば、たとえ開示が公益に適っていたとしても、公的機関は容易に情報を
不開示とすることができるのである。 
第 4 に、情報の開示が拒否された場合の救済手段として、90/313/EEC 指令が規定する司
法あるいは行政による審査だけでは不十分であるとされる(325)。また、イギリスはもちろん、
多くの EC 加盟国においても、これらの手段は審査を求める者にとって煩雑で費用のかかる
ものであると批判されており、また、司法審査は公的機関の行った開示拒否決定の適法性
のみを判断するものであるため、市民からの請求について再び検討するようなものではな
い点も指摘されている(326)。さらに、1992 年環境情報規則は救済に関する規定を一切置い
ていない。先述したように、不開示決定については司法審査が認められる余地はあるもの
の、何ら明文の規定を置いていないことについては批判されるべきものであろう。 
第 5 に、90/313/EEC 指令及び 1992 年環境情報規則は公的機関に対して 2 ヶ月以内に「回
答」する旨を規定しているが、2 ヶ月という期間はあまりに長すぎる上、この文言に従うと、
公的機関は開示請求にただ何らかの「回答」をするだけになり、実際にその期間内に情報
を開示しなくてもよいと考えられる(327)。 
最後に、90/313/EEC 指令は公的機関に対して市民による請求に基づいた情報開示の義務
のみを課しており、「情報提供」制度については具体的な規定を置いていないため、あくま
で公的機関による受動的なものに過ぎないと批判される(328)。1992 年環境情報規則も同様
であるが、イギリスには個別法によって導入されている公的登録簿をはじめとする能動的
な「情報提供」制度が存在しており、EC レベルと比較すると、より広い範囲での情報の提
供が実現されていたと言える。 
 
第 2 節 オーフス条約及び 2003/4/EC 指令 
（１）オーフス条約 
オーフス条約第 1 の柱である「環境に関する情報へのアクセス権」について、同条約 4
条 1 項は、「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、……公的機関が、環境情報の開示請求
に応じて、市民が当該情報を入手することができるように確保しなければならない」(329)と
規定している。同項によると、「（市民は開示についての）利害関係を示す必要はない」(330)
とされており、さらに「公的機関が他の形式で情報を公開する方が適切である場合や、…
                                                   
(325) ibid 
(326) Wolf & Stanley (n 106) 476 
(327) Bell & McGillivray (n 15) 322 
(328) ibid 
(329) Aarhus Convention, art 4(1) 
(330) ibid, art 4(1)(a) 
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…情報が既に他の形式で公開されている場合」(331)には公的機関が情報を開示する義務はな
いとされている。また、同条には、公的機関は開示請求がされてからできるだけ迅速に、
遅くとも 1 ヶ月以内に情報を利用可能にしなければならない旨の規定や、公的機関が開示
を拒否することのできる例外規定、情報が開示される場合に請求者が支払うべき手数料な
どについても詳細に定められている。 
またオーフス条約は、市民からの開示請求がなくても、公的機関が環境情報を収集、保
有、普及するような制度を構築するよう義務付けており、具体的には 5 条 2 項が「各締約
国は、国内法の枠組みにおいて、公的機関が環境情報を市民に利用可能とする手段の透明
性の向上、及び環境情報への効果的なアクセスを確保しなければならない」(332)と規定して
いる。イギリスでは、先述したように、情報提供制度としての公的登録簿が充実していた
ことから、この点については、オーフス条約に先んじて既に実現されていたと言えよう。 
このようにオーフス条約は、第 4 条において市民の請求に基づく「情報開示」制度の促
進を、第 5 条において公的機関による能動的な「情報提供」制度の促進をそれぞれ要求し
ており、これらの制度を両面から構築することによって、第 1 の柱である「環境に関する
情報へのアクセス権」が促進され、環境保護のための市民参加が実現するのである。 
 
（２）2003/4/EC 指令 
 イギリスと同様に、EU も 2005 年にオーフス条約を批准した。EU はこれに先立ち、オ
ーフス条約の柱の 1 つである「環境に関する情報へのアクセス権」の促進を行うために、
様々な欠点があると指摘されていた 90/313/EEC 指令に替えて、全 13 条から構成される
2003/4/EC指令を2003年に定めている(333)。同指令はオーフス条約の規定を忠実に反映し、
それまで指摘されてきた 90/313/EEC 指令の欠点を補完しながら規定されている。そのた
め、本稿では、2003/4/EC 指令について、90/313/EEC 指令との差異に焦点を当てて検討す
る。 
2003/4/EC 指令も 90/313/EEC 指令と同様に、市民による請求に基づく「公的機関」の
保有する「環境情報」の開示について定めた指令であるが、「環境情報」の定義については
以前よりも幅広く、さらに詳細に規定している。2003/4/EC 指令によると、「環境情報」と
は、90/313/EEC 指令の定めるような環境の状態、環境への排出物、環境についての政策や
計画に関する情報だけではなく、「費用便益分析やその他の経済分析に関する情報」(334)や、
環境要素を通じて影響を受ける、あるいは受けるおそれのある限りにおいては「人間の健
康や安全の状態に関する情報」(335)も含むとされているのである。 
さらに、2003/4/EC 指令は「公的機関」の定義についても拡大している。それによると、
                                                   
(331) ibid, art 4(1)(b) 
(332) ibid, art 5(2) 
(333) 2003/4/EC 指令については、大久保「オーフス条約」前掲注(7)32 頁参照。 
(334) Directive 2003/4/EC, art 2(1)(e) 
(335) ibid, art 2(1)(f) 
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「公的機関」とは、「(a)：国、地域レベルでの公的な諮問団体を含む政府あるいはその他の
行政機関、(b)：環境に関する特定の義務、活動、サービスを含む、国内法の下での行政機
能を果たしているあらゆる自然人もしくは法人、(c)：(a)あるいは(b)の範囲内に含まれる団
体または個人による管理の下で、環境に関連する公的責任や機能を有する、もしくは公共
サービスを提供するあらゆる自然人もしくは法人」(336)をいう。つまり、90/313/EEC 指令
が明文で規定していなかった公的責任を有した民間企業なども 2003/4/EC 指令の下では
「公的機関」に含まれると考えられる。 
また 90/313/EEC 指令では、開示請求を受けた公的機関は遅くとも 2 ヶ月以内に「回答」
しなければならないと定められていたが、2003/4/EC 指令によると、公的機関はできるだ
け迅速に遅くとも１ヶ月以内に情報を「開示」しなければならず、情報の量や複雑さを理
由にその期限を 2 ヶ月に延長することもできるが、その場合には理由を申請者に通知しな
ければならない(337)。これによって長すぎると批判されていた期限が短縮されると共に、開
示あるいは不開示の「回答」だけではなく、公的機関が開示決定を行った場合には、期間
内に実際に情報を開示する義務が生じることとなった。また同指令は、公的機関は情報開
示の手数料を課すことができるとするが、それは適切な金額を超えるべきではないとして
いる(338)。 
公的機関が開示を拒否することのできる例外規定についても、2003/4/EC 指令は
90/313/EEC 指令の欠点を補完している。2003/4/EC 指令によると、「(a)請求された情報を
公的機関が保有していない場合」、「(b)請求が明らかに適切ではない場合」、「(c)開示請求が
曖昧に行われた場合」、「(d)未完成の文書、データの請求」、「(e)内部伝達事項の開示請求」
に関しては、公的機関が情報開示を拒否することができる(339)。さらに、情報開示が、「(a)
法律によって秘密が定められているような公的機関の手続の秘密性」、「(b)国際関係、治安、
国防」、「(c)裁判の進行、公平な裁判を受ける権利、刑事上または懲戒上の調査を行う公的
機関の権利」、「(d)正当な経済的利益を保護するため国内法あるいは EU 法によって秘密が
定められているような商業情報や産業情報の秘密性」、「(e)知的財産権」、「(f)開示の同意が
ない場合における個人データの秘密性」、「(g)情報を提供する法的義務なく自発的に情報を
提供した人の利益」、「(h)希少生物の生息地のような情報に関連する環境の保護」に悪影響
を与える場合には、公的機関は情報開示を拒否することができる(340)。これらを見ると、
2003/4/EC 指令は 90/313/EEC 指令に比べて情報開示を拒否することのできる状況を拡大
しているように見えるが、これら 2 つの指令の間には大きな差異がある。2003/4/EC 指令
は「（上記の）開示拒否の根拠は、個々の事例において開示がもたらす公益性を考慮しなが
ら、制限的に解釈されなければならない。つまり、あらゆる事例において、開示がもたら
                                                   
(336) ibid, art 2(2) 
(337) ibid, art 3(2) 
(338) ibid, art 5(2) 
(339) ibid, art 4(1) 
(340) ibid, art 4(2) 
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す公益性と、開示拒否がもたらす利益を比較しなければならない」(341)という規定を置いて
いるのである。これによって、開示請求された情報が上記の例外規定に該当する場合であ
ったとしても、公益判断の結果として、不開示の公益性が開示の公益性を上回る場合にの
み公的機関は開示を拒否することができるようになった。つまり 2003/4/EC 指令は
90/313/EEC 指令と比べると、公的機関が開示を拒否することのできる状況を実質的に限定
していると言える。 
また 2003/4/EC 指令は開示が拒否された場合における救済手段として、90/313/EEC 指
令の定める司法あるいは行政による審査だけではなく、迅速で安価な審査制度を設けるよ
う要求している(342)。 
さらに 2003/4/EC 指令は、加盟国に対して、積極的な環境情報の普及のための措置を行
うよう要求する(343)。つまり、同指令は、市民からの開示請求に基づく環境情報公開だけで
はなく、公的機関による能動的な「情報提供」制度を積極的に構築することによって、環
境情報の公開をより効果的に実現することを求めているのである。このように、2003/4/EC
指令はオーフス条約の規定に基づきながら、90/313/EEC 指令の欠点を補う形で「環境に関
する情報へのアクセス権」の促進を行っている。 
 
（３）小括 
 その後、イギリスは 2005 年 2 月 24 日にオーフス条約を批准した。これに先立ち、イギ
リスでは 1998 年環境情報（修正）規則に替えて、2004 年環境情報規則を制定した。これ
はオーフス条約と 2003/4/EC 指令の制定を背景に作られたものであり、イギリス国内で既
に制定されていた 2000 年情報公開法(344)を基礎としたものでもある。 
 イギリスにおける公的機関の保有する環境情報へのアクセスの歴史は、公開に消極的な
産業革命の時代から、公的登録簿導入による積極的公開の時代を経て、オーフス条約や EU
指令を背景に制定された2004年環境情報規則に基づいたさらなる積極的公開の時代へと突
入していくこととなる。 
 
第 3 節 2000 年情報公開法 
 先述したように、イギリスではオーフス条約の批准に先立ち、2004 年環境情報規則が制
定された。2004 年規則は、オーフス条約と 2003/4/EC 指令を背景として制定されたもので
あり、2000 年情報公開法を基礎としている(345)。なお、この 2000 年法及び 2004 年規則は
共に 2005 年 1 月 1 日に全面的に施行されたものである。本節では、イギリスにおいて市民
                                                   
(341) ibid 
(342) ibid, art 6(1) 
(343) ibid, art 7(1) 
(344) Freedom of Information Act 2000  
(345) Roy W. Davis, ‘The Environmental Information Regulation 2004: Limiting 
exceptions, widening definitions and Increasing Access to Information?’ [2006] Env LR 
51 
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が環境情報の開示請求をするための根拠となる 2004 年規則を検討する前提として、その基
礎となった 2000 年情報公開法について分析する(346)。 
 
（１）制定の背景 
イギリスでは元来から公的機関の保有する情報に関して秘密主義の伝統が強く、情報の
公開については消極的な姿勢が示されており、その中で、1979 年から 1990 年まで続いた
「サッチャー政権も、議院内閣制と情報公開法とは相いれないという姿勢をとっていた」
(347)。しかしながら、そのようなサッチャー政権下においても、1985 年地方自治（情報ア
クセス）法(348)が制定されたことにより、地方公共団体の保有する情報の開示が促進される
こととなる。市民は同法の下、カウンシルやその内部の委員会の会議に出席するだけでな
く、アジェンダや議事録、報告書といった情報を自由に入手することができ、さらに適切
な時間帯であれば無料でこれらの情報を閲覧し、手数料を支払えばその複写を取得するこ
とができるようになったのである。その後、中央政府の保有する情報に関しても、メージ
ャー政権下における「市民憲章」により、行政サービスの評価を可能とするために情報開
示を促進する政策がとられる(349)など、イギリスでは着実に公的機関の保有する情報の公開
が促進されようとしていた。 
その後、1993 年の労働党による情報公開法案の提出、1994 年の政府情報へのアクセスに
関する要綱の実施、1997 年のブレア政権下での情報公開に関する白書の公表などを経て、
2000 年に情報公開法が制定され、2005 年 1 月 1 日の施行を迎えた(350)。先述したように、
既にイギリスでは1992年環境情報規則が公的機関の保有する環境情報の開示について規定
していたことから、10 年ほど遅れて情報公開に関する一般法が制定されたこととなる。 
                                                   
(346) なお、2000 年情報公開法についてはわが国でも先行研究が多数存在するため、本稿で
は概略のみを紹介する。2000 年法について詳しくは、田中・前掲注(320)1 頁以下、木村実
「イギリスにおける情報公開制度について」東洋大学比較法 39 号（2002 年）115 頁以下、
池村正道「イギリス情報公開法序説」日本法学 72 巻 2 号（2006 年）653 頁以下、宇賀・
前掲注(24)107 頁以下参照。 
(347) 宇賀・同上 107 頁参照。 
(348) Local Government (Access to Information) Act 1985 
(349) 宇賀・前掲注(24)107 頁参照。 
(350) イギリスにおける情報公開法の制定に向けての動向については先行研究が多数存在す
るため、本稿では概略的な紹介にとどめたい。なお、先行研究としては主に以下のものが
挙げられる。安藤高行「イギリス情報公開最近二題（上）―『開かれた政府』に関する白
書とその実行」法政研究 63 巻 1 号（1996 年）115 頁以下、吉井秀樹「イギリスにおける
情報公開へ向けての最近の動向について」石村善治先生古稀記念論文集『法と情報』（信山
社、1997 年）425 頁以下、榊原秀訓「情報公開」元山健・倉持孝司編『現代憲法：日本と
イギリス』（敬文堂、1997 年）89 頁以下、同「イギリス：情報公開要綱の改革」行財政研
究 32 号（1997 年）40 頁以下、同「イギリス：情報公開法制定提案白書」行財政研究 35
号（1998 年）58 頁以下、同「イギリス：ブレア政権の情報公開法案」行財政研究 42 号（2000
年）45 頁以下、田島泰彦「情報公開法制定へ向かうイギリス―政府の『知る権利』白書を
めぐって」法学セミナー520 号（1998 年）18 頁以下等。 
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（２）2000 年情報公開法の規定 
(a)開示原則 
2000 年情報公開法は、その原則として、「公的機関に対して情報の開示を請求するいかな
る者も、(a)公的機関が当該請求に明記された情報を保有しているかどうかについて、その
公的機関から書面で通知を受け、(b)公的機関がそれを保有している場合には、その情報の
提供を受ける権利を有する」(351)と規定する。 
情報の開示請求は書面で行うこととされており(352)、そこには請求者の氏名と住所(353)、
及び請求する情報の内容を記載しなければならない(354)。なお、請求は電子的手段により送
付することもできるが、判読できる形態において受領されること、また、その後の参照に
供することが可能であることが必要である(355)。 
開示請求はあらゆる「公的機関」に対して適用されるものである。2000 年情報公開法は
別表 1 でそのリストを提示しており、加えて国務大臣が命令によって指定したものも「公
的機関」に含むとされる(356)。また、開示請求の対象となった情報を第三者が公的機関のた
めに保有している場合にも、公的機関が保有しているとみなされ、同法の下での開示請求
が可能となる(357)。 
開示請求を受けた公的機関はできるだけ迅速に、遅くとも請求を受理した翌日から 20 業
務日以内に、請求された情報を保有しているかどうかを書面で通知し、保有している場合
には、その情報を開示しなければならない(358)。 
 
(b)除外情報 
このようにイギリスでは、2000 年情報公開法の制定によって、公的機関が情報を市民か
らの請求に基づいて開示することが原則として義務付けられることとなったが、同法はい
くつかの例外規定を置いている。2000 年法は第 21 条から第 44 条にかけて公的機関が情報
を不開示とすることのできる 23 種類の「除外情報（exempt information）」を規定してい
るのである。                                   
この「除外情報」は、「絶対的除外（absolute exemption）情報」と「条件付除外（qualified 
exemption）情報」に分類される。市民によって開示請求された情報が 2000 年情報公開法
のいう「絶対的除外情報」に該当する場合には、公的機関は単にそれが「絶対的除外情報」
                                                   
(351) Freedom of Information Act 2000, s 1(1) 
(352) ibid, s 8(1)(a) 
(353) ibid, s 8(1)(b) 
(354) ibid, s 8(1)(c) 
(355) ibid, s 8(2) 
(356) ibid, s 3(1) なお、2000 年法の定める「公的機関」の定義については、宇賀・前掲注(24)110
頁等参照。 
(357) ibid, s 3(2) 
(358) ibid, s 10(1) 
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に該当することのみを理由として情報の開示を拒否することができる。このような性質を
持つ「絶対的除外情報」として、「①請求者が他の手段により合理的に入手可能な情報（21
条）」、「②安全保障を扱う機関により提出された情報、又は当該機関に関する情報（23 条）」、
「③裁判記録（32 条）」、「④開示が議会特権の侵害に当たるような情報（34 条）」、「⑤開示
が公務の効果的な遂行を侵害するような情報（36 条）」、「⑥個人データに関する情報（40
条）」、「⑦秘密を条件として提供された情報（41 条）」、「⑧法律の規定により開示が禁じら
れている情報など（44 条）」という計 8 種類の情報が 2000 年法に規定されている。 
一方、「条件付除外情報」については、開示請求された情報がそれに該当していたとして
も、公的機関が事案のあらゆる状況に照らして「公益判断」を行い、不開示の公益性が開
示の公益性を上回る場合にのみ、公的機関は情報の開示を拒否することができる(359)。なお
2000 年情報公開法には、「条件付除外情報」に該当するものとして、「①将来の公開が予定
された情報（22 条）」、「②国家安全保障の目的のために必要とされる情報（24 条）」、「③開
示が防衛を害する又は害するおそれのある情報（26 条）」、「④開示が国際関係を害する又は
害するおそれのあるような情報（27 条）」、「⑤開示がイギリス国内における行政府間の関係
を害する又は害するおそれのあるような情報（28 条）」、「⑥開示がイギリスの経済的利益を
害する又は害するおそれのあるような情報（29 条）」、「⑦公的機関による捜査及び訴訟手続
のために保有されていた情報（30 条）」、「⑧開示が犯罪の防止・捜査、犯罪者の逮捕・訴追、
司法の運営、入国管理など法の執行を害する又は害するおそれのあるような情報（31 条）」、
「⑨開示が会計検査機能を持つ公的機関の職務執行を害する又は害するおそれのあるよう
な情報（33 条）」、「⑩政府の政策、立案などに関係する情報（35 条）」、「⑪王室との通信に
関する情報（37 条）」、「⑫開示が個人の身体や精神の健康又は個人の安全を危険にさらす又
はさらすおそれのあるような情報（38 条）」、「⑬環境に関する情報（39 条）」、「⑭裁判手続
において法律専門家の秘匿特権又は秘匿情報の主張が支持される情報（42 条）」、「⑮商業的
秘密性を持つ情報（43 条）」という計 15 種類の情報が規定されている(360)。 
 このようにイギリスでは、情報公開に関する一般法が 2000 年に制定され、2005 年に施
行されたが、同法には公的機関が不開示とすることのできる「除外情報」が多数存在し、
不開示規定を容易に適用することができること、また施行までに 5 年という長い期間を要
したことなどが市民から批判されてきた。しかしながら、同法は「市民に対して公的機関
の保有する情報への普遍的なアクセス権を与えているという点で革命的」(361)であり、また、
同法は「民主主義と平等性を改善するための優れた道具であり、さらに全ての公的事業に
関する意識や誠実さ、公正さ、コストパフォーマンスなどを改善するといった点からも大
いなる利点となっている」(362)と概ね積極的に評価されている。 
 
                                                   
(359) ibid, s 2(2)(b) 
(360) 除外情報の規定について、詳しくは、田中・前掲注(320)11－15 頁参照。 
(361) Philip Coppel, ‘Environmental Information: the New Regime’ [2005] JPL 13 
(362) Heather Brooke, Your Right to Know, (2nd edn, Pluto Press 2007) 9 
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(c)環境に関する情報 
先述したように、2000 年情報公開法には「除外情報」に関する規定が置かれており、環
境に関する情報についても同法 39 条 1 項(a)号が、「情報を保有している公的機関が、2004
年環境情報規則により、当該規則に従って情報を市民に提供することを義務付けられてい
る場合には、当該情報は除外情報とする」(363)と規定している。一方、どのような除外情報
が「絶対的除外情報」に該当するかを規定した 2000 年法 2 条 3 項は環境情報を挙げていな
いことから、同法の下では、環境情報は「条件付除外情報」に該当することとなる。 
現在イギリスでは、公的機関が保有する環境情報の開示を請求する市民は、2004 年環境
情報規則に基づいてそれを行うことになるが、たとえ環境情報の開示請求を受けた公的機
関が 2004 年規則の下で情報開示を拒否しようとしても、2000 年法が環境情報を「条件付
除外情報」としていることにより、公益判断を行った上で、開示の公益性が不開示の公益
性を上回る場合には、当該情報を開示しなければならないこととなる。しかしながら、2004
年規則にも 2000 年法と同様に、公的機関が開示請求に関する公益判断を行う旨の規定が置
かれているため(364)、実際には 2004 年規則の下で開示が拒否されたような情報が 2000 年
法の下では開示されるというような状況は存在しない(365)。 
 
第 2 章 2004 年環境情報規則(1)：情報開示システム 
先述したように、国際社会において環境保護を目的とした市民参加制度の促進が主張さ
れ、その手段の 1 つとして、「環境に関する情報へのアクセス権」の重要性が謳われていた。
そのような中、オーフス条約や EU 指令が、締約国や加盟国に対して、それぞれの国内に
おける制度の整備を要求していた。環境保護に長い歴史を有するイギリスも、これらの国
際的動向を受け、国内法の枠組みの中で、公的機関の保有する環境情報に関する「情報提
供」及び「情報開示」制度を形成していくこととなる。 
イギリスにおける「情報開示」制度の根拠法規として制定された2004年環境情報規則は、
2000 年情報公開法と同様、2005 年 1 月 1 日に施行されたものであり、オーフス条約及び
2003/4/EC 指令を忠実に反映した上で、さらにイギリス独自の規定を導入している。イギ
リスには従来から公的登録簿などを通じて公的機関の保有する環境情報の提供が積極的に
行われていたが、これらの「情報提供」制度によって市民が公的機関の保有するあらゆる
環境情報を入手することができるというわけではなく、その範囲外にあるような情報につ
いては 2004 年規則に基づいた「情報開示」制度を通じて入手することができるようになっ
たのである。このような点から、同規則の制定がイギリスにおける環境情報公開制度をよ
り強固なものとしたと言える。 
なお 2004 年環境情報規則は、「①序文（1 条～3 条）」「②公的機関が保有する環境情報へ
                                                   
(363) Freedom of Information Act 2000, s 39(1)(a) 
(364) Environmental Information Regulations 2004, reg 12(1)(b)この規定については後に
検討する。 
(365) Coppel (n 361) 14 
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のアクセス（4 条～11 条）」「③環境情報の開示義務の例外（12 条～15 条）」「④実施規則と
歴史的記録（16 条～17 条）」「⑤執行、提訴、罰則、修正、廃止（18 条～21 条）」の全 5
部から成り立っている。 
本章では、2004 年環境情報規則を分析する中で、まず市民による開示請求の手段、公的
機関に課せられる義務、市民に対する救済手段など、環境情報開示の基本的なシステムに
ついて検討する。 
 
第 1 節 公的機関の義務 
（１）「情報提供」と「情報開示」の義務 
まず、2004 年環境情報規則が公的機関に対して課している義務について検討する。同規
則は、市民による開示請求に基づく「情報開示」制度だけではなく、能動的な「情報提供」
制度に関しても公的機関に義務を課している。つまり、同規則は「情報提供」・「情報開示」
両面から環境情報の公開を公的機関に義務付けており、市民の「環境に関する情報へのア
クセス権」を積極的に促進しようとしたものであると言える。 
具体的に見てみると、まず第 1 に、2004 年環境情報規則 4 条 1 項は、「公的機関は、自
身が保有する環境情報に関して、(a)容易にアクセス可能な電子的手段によって市民が情報
を入手することができるようにし、さらに、(b)市民に対する情報の積極的かつ体系的な普
及という観点から、関連情報を整理するための適切な措置を講じなければならない」(366)と
規定している。これはあらかじめ環境情報をインターネットなどの電子的手段によって市
民に提供しておくことにより、公的機関が市民からの請求に応じて情報を開示するという
負担を軽減するために規定されているものであり(367)、オーフス条約や 2003/4/EC 指令の定
めている能動的な「情報提供」を実現したものである。公的機関は、電子的手段などによ
る一般的な「情報提供」制度が存在するからといって開示請求に応える義務を負わないわ
けではないが、その情報が既に提供されていることを請求者に指示することによりその義
務を果たすことができる場合もあるため、非常に有用な規定であるとされる(368)。イギリス
には従来から公的登録簿などの「情報提供」制度が存在していたが、同規定によって公的
機関がインターネットを通じた環境情報の提供をさらに促進することになるであろうと考
えられる。 
第 2 に、2004 年環境情報規則 5 条 1 項は、「環境情報を保有する公的機関は請求に応じ
てそれを利用可能にしなければならない」(369)と規定している。これは「情報開示」、すな
わち市民からの請求を受けた公的機関に対して環境情報の開示を義務付ける規定であり、
1992 年環境情報規則、1998 年環境情報（修正）規則から引き継がれたものである。 
 
                                                   
(366) Environmental Information Regulations 2004, reg 4(1) 
(367) Coppel (n 361) 20 
(368) ibid 
(369) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(1) 
67 
 
（２）公的機関による情報の「保有」 
2004 年環境情報規則は、公的機関に対して自身が「保有する」環境情報を開示するよう
義務付けるものであり、当然の帰結として、公的機関が現に「保有する」環境情報に対し
てのみ市民のアクセス権が認められることとなる。例外的に、それは「公的機関の代理と
して第三者が保有している情報」(370)にまで拡大解釈されることとなるが、市民による開示
請求への回答として公的機関が新たに情報を作成する義務は存在しない(371)。例えば、公的
機関が河川水位と気象条件に関する情報をそれぞれ保有していた場合、たとえ市民からの
開示請求があったとしても、これらの情報を組み合わせ、分析することによって洪水予測
に関する情報などを新たに作成する必要はない(372)。 
開示請求された情報を実際に公的機関が「保有」しているかどうかについて情報審判所
（Information Tribunal）(373)で争われた事案に Linda Bromley and Others v. Information 
Commissioner & the Environment Agency(374)がある。イングランド中部に位置する町、
ウォリックにおいて、河川の洪水防止の役割を担っていた堤防が宅地開発に伴って撤去さ
れた。これを受け、宅地開発や水害防止に関して環境庁や地方公共団体が講じた措置の詳
細を知るため、地域住民である Linda Bromley らが、2004 年環境情報規則に基づき、環境
庁に対して、当該地域における水害防止対策に関するあらゆる情報の開示請求を行った。
開示請求を受けた環境庁はこれらの情報を開示したが、開示請求者は、環境庁は保有して
いる全ての情報を開示していないため、「環境情報を保有する公的機関は請求に応じてそれ
を利用可能にしなければならない」と規定する 2004年規則 5条 1項に反していると主張し、
情報コミッショナー（Information Commissioner）(375)に審査請求を行った。これについ
て情報コミッショナーが、「環境庁は既に開示した以上の情報を保有していない」とする裁
決通知を出したため、請求者が審判所に不服申立てを行ったのが本事案である。 
Linda Bromley は、この開示請求には「堤防の復旧に関して法的措置をとる」(376)ための
証拠収集という背景的意図があり、「環境庁は訴訟を提起される可能性があることを理由に、
『情報の開示を控えた』のであり、『（環境庁が）保有し、いまだに開示されていないと考
                                                   
(370) ibid, reg 3(2) 
(371) Coppel (n 361) 18 
(372) Information Commissioner’s Office, ‘What is Environmental Information, version.3’ 
(16 March, 2009) 4 
(373) データ保護審判所（Data Protection Tribunal）として以前から存在していた機関が、
2000 年情報公開法 18 条によって名称変更されたものである。なお、審査請求については
後述する。 
(374) EA/2006/0072, 31 August 2007 
(375) データ保護コミッショナー（Data Protection Commissioner）として以前から存在し
ていた機関が、2000 年情報公開法 18 条 1 項によって名称が変更されたものであり、情報
開示について監督することを目的とした政府から独立した機関である。なお、審査請求に
ついては後述する。 
(376) EA/2006/0072, para 8 
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えられる情報は、訴訟を成功させるために必要な決定的証拠となる』」(377)と主張、環境庁
が開示していないと考えられる 14 の情報を挙げた。これに対して、環境庁は、開示請求が
行われた情報は全て開示されていると反論した。 
 情報審判所は、環境庁が実際に保有する全ての情報を開示しているかどうかを判断する
ため、請求者が主張した 14 の情報それぞれについて、開示請求に対する公的機関による分
析の質、その分析に基づいて行われた情報検索の範囲、その検索の厳密さと効率性など様々
な要素を検討、さらに、これまでの情報検索などに費やした時間と労力について環境庁の
職員に事情を聴取した。その結果、審判所は以下のように述べて不服申立てをしりぞけて
いる。「請求者の疑念とは反対に、それぞれの証人からは、請求者を支援し、請求者が望ん
でいる情報を見つけ出した上でそれを開示することを切望しているという印象を受けた。
これは費やした時間に関する表面上の統計よりも説得力があるものである。……また、こ
の不服申立ての審理に対する準備を行う中で、情報開示に関してどのような過誤もないよ
うに再確認するため、（職員による）情報検索が再度行われており……、これらの点を考慮
してみると、……環境庁はこれ以上の情報は保有していない」(378)と。つまり、公的機関に
よる環境情報の「保有」の有無は、公的機関による情報検索の程度、検索の厳密さなどに
加えて、それを行った複数の職員の主観的な意見を重視した上で判断が行われている。 
 
第 2 節 「環境情報」の定義 
（１）2004 年環境情報規則 2 条 1 項 
2004 年環境情報規則に基づいて市民が開示請求することのできる「環境情報」について、
同規則 2 条 1 項は以下のように規定する。「『環境情報』とは、文書、画像、音声、電子メ
ディア、その他の形式による以下の項目に関するあらゆる情報のことである。(a)：空気、
大気、水、土壌、土地、景観や湿地、海岸、海洋を含む自然地域、遺伝子組換え生物を含
む生物多様性及びその構成要素といった環境要素の状態、及びそれらの要素間の相互作用、
(b)：(a)で言及された環境要素に対して影響を及ぼす、あるいは及ぼすおそれのある、物質、
エネルギー、騒音、放射物、放射能廃棄物を含む廃棄物、排出物質、排出物及びその他の
環境への放出物といった要因、(c)：(a)や(b)で言及された環境要素あるいは要因に対して影
響を及ぼす、あるいは及ぼすおそれのある政策、法令、計画、プログラム、環境協定、活
動といった措置（行政による措置を含む）、あるいはそれらの要素を保護するために計画さ
れた措置や活動、(d)：環境に関する法律の実施に関する報告書、(e)：(c)で言及された措置
や活動の枠組内で用いられた費用便益分析やその他の経済分析及びその前提条件、(f)：食
物連鎖に対する汚染を含む人間の健康や安全の状態、また人間生活、文化史跡、建造物の
状態（なお(a)で言及された環境要素の状態によって、あるいは(b)や(c)で言及された問題に
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よって、環境要素を通じて影響を受けているあるいは受けるおそれのある場合に限る）」(379)。 
この定義は、2003/4/EC 指令の規定と同様のものであり、1992 年環境情報規則よりも拡
大して規定されている。1992 年規則が定めていた環境の状態、環境への排出物、環境につ
いての政策や計画に関する情報だけではなく、費用便益分析やその他の経済分析に関する
情報、人間の健康や安全の状態に関する情報、また文化史跡や建造物に関する情報なども
「環境情報」の中に含んでいる点で特徴的であると言えよう。 
2004 年環境情報規則は開示請求の対象となる「環境情報」の中に「行政による措置」す
なわち規制当局による許可や同意など環境行政過程の情報と、大気や水質の状態といった
行政による規制の前提となる、あるいは規制の結果としてあらわれるような環境状態や汚
染状況に関する情報を含んでいる。これらの情報を両面から市民に積極的に公開すること
が環境参加権の実現には必要だと考えられることから、様々な角度から「環境情報」の範
囲を広げた 2004 年規則は、環境保護を目的とした市民参加をより促進しようとするもので
あると評価することができる。 
 
（２）「環境情報」の範囲 
 それでは、具体的にどのような情報が「環境情報」に該当するのだろうか。この点につ
いて情報審判所で争われた 2 つの事案を検討する。 
 
(a)Malcolm Kirkaldie v Information Commissioner & Thanet District Council(380) 
 2005 年、市民である Malcom Kirkaldie は Thanet District Council（以下 Thanet DC）
に対して、ケント国際空港における夜間飛行に関して法律専門家がThanet DCに行った「法
的助言」を開示するよう請求した。これを受けた Thanet DC は、当該情報は 2004 年環境
情報規則の規定する「環境に関する情報」には当たらないため 2000 年情報公開法の下で開
示・不開示の判断が行われるとした上、これが 2000 年法 42 条が規定する「裁判手続にお
いて法律専門家の秘匿特権又は秘匿情報の主張が支持される情報」に該当し、さらに不開
示の公益性が開示の公益性を上回ることを理由に開示を拒否した。一方、開示請求者は、
当該情報が「環境に関する情報」に該当すると主張、情報コミッショナーに審査請求を行
ったが、コミッショナーも Thanet DC と同様の裁決を行ったため、情報審判所に不服申立
てを行った。 
情報審判所は、まず開示請求が 2000 年情報公開法の規定に基づいて検討されるべきか、
2004 年環境情報規則の規定に基づいて検討されるべきかを判断するために、本件における
「法的助言」が 2004 年規則 2 条の規定する「環境情報」に該当するかどうかについての検
討を行った。1990 年都市農村計画法 106 条 1 項(381)は、地方公共団体に対して、土地の開
                                                   
(379) Environmental Information Regulations 2004, reg 2(1) 
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発や利用を制限する目的で、当該土地の関係者と協定を締結することができる旨を定めて
おり、Thanet DC はこの規定に基づいてケント国際空港を所有する企業と夜間飛行や騒音
などに関する協定を締結していた。本事案で開示が請求された「法的助言」は、この協定
の法的拘束力について Thanet DC が法律専門家に要求したものであった。情報審判所は、
まず「当該協定の対象は土地、大気そして騒音、排出物質といった環境要素」(382)であるこ
とから、2004 年規則 2 条 1 項(a)号、(b)号の範囲内であるとした後、協定に関する「法的
助言」は、同項(c)号のいう「(a)や(b)で言及された環境要素あるいは要因に対して影響を及
ぼす、あるいは及ぼすおそれのある政策、法令、計画、プログラム、環境協定、活動とい
った措置（行政による措置を含む）、あるいはそれらの要素を保護するために計画された措
置や活動」に該当すると判断した。つまり、当該情報は法律専門家が地方公共団体に対し
て行った「法的助言」であるが、それは 2004 年規則のいう「環境情報」であると言え、審
判所は開示・不開示の判断は 2004 年規則に従って行われるべきであると結論付けたのであ
る。 
 
(b)Mark Watts v Information Commissioner(383) 
2005 年末、ウェールズにおいて大腸菌 O-157 が発生し、ウェールズ議会と Bridgend 
County Borough Council（以下、Bridgend CBC）が発生源の調査を行っていた。市民で
ある Mark Watts は、2004 年環境情報規則に基づいて、Bridgend CBC に対して、調査対
象であった食肉処理会社 John Tudor & Son の施設に関する調査報告書の開示を請求した。
これを受けた Bridgend CBC は、請求された情報は「環境情報」に当たらず 2004 年規則の
対象にはならないとして請求を拒否したため、開示請求者が情報コミッショナーに審査請
求を行った。さらに情報コミッショナーが同理由からこれをしりぞけたことから、情報審
判所に不服申立てが行われたのが本事案である。 
情報コミッショナーも開示請求者も、開示請求された調査報告書が、2004 年環境情報規
則 2 条 1 項(f)号の規定する「食物連鎖に対する汚染を含む人間の健康や安全の状態」に関
連するものであると認識している点は共通している。しかしながら、開示請求者は、2 条 1
項(f)号の「なお(a)で言及された環境要素の状態によって、あるいは(b)や(c)で言及された問
題によって、環境要素を通じて影響を受けているあるいは受けるおそれのある場合に限る」
という文言が、(f)号の「人間生活、文化史跡、建造物の状態」のみに適用されるとする一
方、情報コミッショナーは、この文言が「人間生活、文化史跡、建造物の状態」に加え「食
物連鎖に対する汚染を含む人間の健康や安全の状態」にも適用されると判断したのである。
開示請求者の主張に依拠すると、「人間の健康」に関する情報はいかなる制限もなく全ての
場合に「環境情報」に該当し、2004 年規則の対象となるが、情報コミッショナーの判断に
よると、「人間の健康」に関する情報は、「(a)で言及された環境要素の状態によって、ある
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(383) EA/2007/0022, 6 July 2007 
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いは(b)や(c)で言及された問題によって、環境要素を通じて影響を受けているあるいは受け
るおそれのある場合」にのみ「環境情報」に該当するのである。さらに情報コミッショナ
ーは、(f)号が適用される要件として(a)号について検討し、大腸菌 O-157 は「人間の生命を
支える豊かでバランスのとれた生態系ではなく、むしろ疾病の根源である微生物である」
(384)ことから、(a)号のいう「生物多様性」には当たらず、そのため、(f)号のいう「(a)で言
及された環境要素の状態によって……影響を受けている……場合」には該当しないとし、
開示された情報は「環境情報」ではないとしたのである。 
 さらに情報審判所も、情報コミッショナーの考えに依拠し、「(a)で言及された環境要素の
状態によって、あるいは(b)や(c)で言及された問題によって、環境要素を通じて影響を受け
ているあるいは受けるおそれのある場合」という(f)号の文言は、「食物連鎖に対する汚染を
含む人間の健康や安全の状態」、「人間生活、文化史跡、建造物の状態」全てに適用される
と判断している。つまり、審判所も、あらゆる「人間の健康」に関する情報が全て 2004 年
環境情報規則の対象になるわけではなく、それには(f)号の規定する一定の要件が課せられ
るとしたのである。 
その後、情報審判所は、人間の健康が「（(a)号のいう）『生物多様性』によって直接的に
影響を与えられているかどうかは不確かである」(385)ことから、情報コミッショナーとは異
なり、大腸菌 O-157 が「生物多様性」に該当するか否かの判断を回避し、(f)号が適用され
る要件として(b)号を検討した。審判所は O-157 の感染には食肉処理によって生じる「廃棄
物」や「排出物」が関連している点に着目したのである。(f)号は、「(b)……で言及された問
題によって……影響を受ける」であろう「人間の健康」に関する情報が「環境情報」に該
当する旨を規定しており、(b)号はその中に環境要素への影響を与える「廃棄物」や「排出
物」を挙げていることから、審判所は、「食肉処理施設に関する調査報告書」は、「廃棄物
や排出物によって影響をうけている人間の健康に関する情報」であるとし、2004 年環境情
報規則のいう「環境情報」に該当すると判断している。 
  
第 3 節「公的機関」の定義 
（１）2004 年環境情報規則 2 条 2 項 
2004 年環境情報規則は、市民に対して、環境情報の開示を「公的機関」に請求すること
を認めている。2004 年規則 2 条 2 項によると、「公的機関」とは、「(a)：政府省庁、(b)：
2000 年情報公開法 3 条 1 項に定義される公的機関、(c)：その他の行政機能を果たす団体や
人、(d)：(a)(b)(c)に含まれる者の規制の下にあって、(ⅰ)環境に関する公的責任を有する、
または(ⅱ)環境に関する公共的な機能を行使する、あるいは(ⅲ)環境に関する公的サービス
を提供する団体あるいは人」(386)のことである。つまり、2004 年規則は、「公的機関」の定
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義について、2000 年法 3 条 1 項及び別表 1 のリストに挙げられた機関に、さらにいくつか
の定義を付け加えることによって 2003/4/EC 指令の規定に適合させていると言える。なお、
「公的機関が『司法機能あるいは立法機能』を果たしている限りは、同規則は適用されな
い」(387)こととなる。 
これらの規定により、2004 年環境情報規則のいう「公的機関」には、政府省庁、公所有
の企業、地方公共団体、国民保険サービス、公立学校やその他の教育機関、警察、エージ
ェンシー、委員会、カウンシル、特殊法人といった公的機関、あるいは環境庁や環境食糧
農林省、廃棄物処理当局、国立公園局、田園部エージェンシー、イングリッシュ・ネイチ
ャーのような環境に関係のある機能を有した機関だけではなく、一定の公共サービスを提
供するような民間団体も含まれる可能性がある(388)。なお、2000 年情報公開法及び 2004 年
規則に基づいた開示請求の対象となる「公的機関」の数は 2000 年以降、さらに増加し続け
ており、2010 年には情報公開（公的機関追加）命令(389)が出されている。 
 
（２）「行政機能」の判断 
2004 年環境情報規則の下での開示請求の対象となる「公的機関」について、同規則 2 条
2 項(c)号における「行政機能」の意味が情報審判所で争われているためここで検討する。 
 
(a)The Port of London Authority v Information Commissioner & John Hibbert(390) 
2005 年、市民である John Hibbert がロンドン港湾局（Port of London Authority、以下
PLA）に対して、PLA が Temple Pier Company Ltd.という民間企業に対して付与した河
川工事の許可の内容に関する情報を開示するよう請求した。これについて PLA が情報の開
示を拒否したため、開示請求者が情報コミッショナーに審査請求を行った。ここでは PLA
が 2004 年環境情報規則の規定する「公的機関」に該当するかが争点となり、情報コミッシ
ョナーは、団体の機能の性質、法的構造、活動の法的根拠に着目する必要があるとした上、
PLA が河川工事許可の付与という機能を果たしているということを考慮し、「環境情報規則
の目的に照らすと、PLA が公的機関に該当することは間違いなく、PLA は 2004 年規則 2
条 2 項(c)号の規定する行政機能を果たしている」(391)と判断した。これを受けた PLA は情
報審判所に不服申立てを行った。 
PLA は 1908 年ロンドン港法(392)によって設立された団体であり、現在では 1968 年ロン
ドン港法(393)がその職務について規定していることから、情報審判所は PLA が「行政機能」
を果たしているかを判断するため 1968 年法について検討した。1968 年法 5 条は、「港湾局
                                                   
(387) ibid, reg 3(3) 
(388) Coppel (n 361) 19 
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には、(a)必要あるいは望ましいと考えられるような港湾に関する事業やテムズ川周辺の設
備の供給、維持、操業、改善、またこれらの事業や設備の供給に付随すると考えられる活
動を行う義務、(b)テムズ川の改善や保護のために必要あるいは望ましいと考えられる活動
を行う義務がある」(394)と規定しており、PLA はこの中で河川工事の許可の付与も行ってい
た。これについて、審判所は、「PLA が同法 5 条の下での……義務……の対象となっている
という事実は……情報コミッショナーの主張を裏付けるものである」(395)と述べ、「1968 年
法 8 条 1 項が（PLA に対して）『権限行使』について大臣に年次報告書を提出する」(396)義
務を、「1968 年ロンドン港法 9 条が PLA に対して、大臣が要求する時には、『権限行使』
の結果、戦略、情報を提供する」(397)義務をそれぞれ課していること、「PLA が一般市民や
民間団体に認められた権限を超えて他者を規制することを認められている」(398)ことなどか
ら、「PLA の機能は、地方公共団体や政府当局と同様のものである」(399)と判断し、PLA が
「行政機能」を果たしている団体であると結論付けている。 
 
(b)Network Rail Limited v Information Commissioner & Network Rail Infrastructure 
Limited, Friends of the Earth and others(400) 
2005 年 5 月 26 日、市民である Ian Fisher はニューキャッスルとカーライルを結ぶ路線
で起きた浸水に関する情報について Network Rail Limited（以下、NRL）に開示請求を行
った。さらに同年 7 月 28 日には同じく市民である Edward Chambers が北ロンドンの
Dudding Hill Junction で 2003 年に行われた工事の内容に関する情報の開示を NRL に請
求した。これらの開示請求を受けた NRL は、自身が 2004 年環境情報規則 2 条 2 項の定め
る「公的機関」には該当しないと主張し、開示を拒否した。これについて開示請求者が情
報コミッショナーに対する審査請求を行った結果、情報コミッショナーは、NRL は環境情
報規則の下での「公的機関」に該当するという裁決を行い、これを受けた NRL が情報審判
所へ不服申立てを行ったというのが本事案である。 
イギリスでは、1993 年鉄道法(401)が鉄道事業をそのインフラ管理とサービスの提供とに
分割し、インフラ管理の責任は 1996 年に民営化されたレールトラック社に、サービス提供
については交通省を通じて民間企業に売却されることとなった。2002 年にはレールトラッ
ク社が交通省の主導の下で設立された保証有限責任会社であるNRLに売却されたことから、
現在では NRL がレールトラック社の行っていた鉄道のインフラ管理を引き継ぎ、時刻表の
整備、線路・信号・駅のメンテナンスなど乗客や貨物の安全で効率的な移動を補助する多
                                                   
(394) ibid, s 5 
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くの役割を果たしている。 
情報審判所は、「公的機関」に該当するための要件として、2004 年環境情報規則 2 条 2
項(c)号の規定を引用した上、「当該団体が公共的な機能を行使しているだけでは環境情報規
則の対象にはならず、何らかの行政機能を果たしていなければならない」(402)と述べている。
そして審判所は、NRL が「公的機関」に該当するかどうかを判断するに当たって、NRL の
性格を考察し、「NRL は公共的な機能を果たしているものの、行政機能を果たしている団体
であるとは言えない」(403)と結論付け、2004 年規則に基づく開示請求の対象にはならない
と判断した。審判所はその理由として、「NRL は鉄道事業を行っているが、何ら行政処分を
行っているわけではないし、Office of Rail Regulation（以下、ORR）(404)のような規制団
体でもない。……また NRL は何ら安全基準を設定しているわけでもないし、NRL の持つ
指揮権限は他の営利企業と同様に規制権限からではなく契約から生じたものである」(405)こ
とを挙げている。さらに審判所によると、「現在のイギリスにおける鉄道事業は政府省庁の
役割ではない」(406)こと、また「NRL の長の任命には政府が何ら関与していない」(407)こと
も理由とされている。その上、審判所は「NRL が制定法によって設置されているわけでも
なければ、制定法上の権限が与えられているわけでもない」(408)こと、「（NRL は）ORR の
規制の対象ではあるが、規制の主体ではない」(409)こと、「NRL が機能を果たすことができ
なくなった場合、政府省庁ではなく、同じような性格を持った他の団体がその機能を果た
すことになる」(410)ことなども理由とし、インフラ管理のみを行っている NRL は「行政機
能」を果たしている団体ではないとする。 
 
(c)小括 
開示請求の対象となっている団体が「公的機関」に該当するかの判断については、義務
や権限など当該団体の性格について規定している法規を検討し、許可の付与のような「行
政機能」を果たしている団体については、2004 年環境情報規則の下での「公的機関」に該
当することとなる。一方、たとえ公共的な性質を持っている団体であったとしても、その
団体の職務や性格などを検討した結果、「行政機能」を果たしていないと判断されれば、2004
年規則の下での開示請求の対象とはならないのである。 
 
                                                   
(402) EA/2006/0061 and 0062, para 24 
(403) ibid, para 27 
(404) ORR は 2003 年鉄道安全交通法（Railways and Safety Transport Act 2003）の下で設
立された鉄道業界全体を規制する団体である。政府に代わって鉄道営業の許可の付与など
を行っている。 
(405) EA/2006/0061 and 0062, para 28 
(406) ibid, para 29 
(407) ibid, para 40 
(408) ibid, para 43 
(409) ibid, para 45 
(410) ibid, para 47 
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第 4 節 その他の規定 
（１）開示請求の方法 
2004 年環境情報規則は、「環境情報を保有する公的機関は請求に応じてそれを利用可能に
しなければならない」(411)旨を規定しているが、市民による請求の方法については、2000
年情報公開法が「情報の請求は書面で行うこと」(412)と定めているのに対して、何ら規定を
置いていない。これは、書面はもちろん、口頭、電子的手段、ハードコピーなど様々な手
段による開示請求が認められる可能性を示しているとされる(413)。 
なお、市民が環境情報の開示を請求する際には、当該情報について詳細に説明する必要
があり、公的機関がこれらの情報を検索しやすくするために請求情報を一覧にすることが
望ましいとされている(414)。もし開示請求者が請求情報について十分に詳細を説明していな
いと考えられる場合には、「公的機関はできるだけ迅速に、遅くとも請求を受理した翌日か
ら 20 業務日以内に、請求者に対して詳細を述べるよう要求」(415)することとなる。請求者
が請求情報の詳細を説明することにより、公的機関はその情報を的確に開示することがで
きるようになり、請求されていない情報を誤って開示する可能性を減少させることになる
ため、最終的には請求者に課せられる手数料を減らすことにもつながると考えられている
(416)。 
 
（２）手数料 
(a)2004 年環境情報規則 8 条 
2004 年環境情報規則によると、開示請求を受けた公的機関が情報の開示を行う際には、
「公的機関は請求者に情報開示のための手数料を課すことができる」(417)とされる。しかし
ながら、同規則には手数料の金額について具体的に定められているわけではなく、「手数料
は、公的機関が考える適切な金額を超えてはならない」(418)と規定されているのみである。 
なお、開示請求が行われたが、何らかの理由で情報が不開示とされた場合には、公的機
関は手数料を課すことはできない(419)。さらに、もし開示請求者が公的機関によって課せら
れた手数料について不服があれば、情報コミッショナーに対して審査請求を行うことがで
きる(420)。 
2004 年環境情報規則によると、公的機関は環境情報を開示するために手数料の前払いを
                                                   
(411) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(1) 
(412) Freedom of Information Act 2000, s 8(1)(a) 
(413) Bell & McGillivray (n 15) 326 
(414) Coppel (n 361) 20 
(415) Environmental Information Regulations 2004, reg 9(2) 
(416) Coppel (n 361) 20 
(417) Environmental Information Regulations 2004, reg 8(1) 
(418) ibid, reg 8(3) 
(419) Coppel (n 361) 21 
(420) ibid 
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要求することができ、その場合には、開示請求が受理された翌日から 20 業務日以内に開示
請求者に対してその旨を通知しなければならない(421)。また、公的機関が前払いを要求して
いる場合には、その旨の通知がなされた日から 60業務日以内に手数料の支払いがない限り、
情報は開示されないこととなる(422)。 
なお、2004 年環境情報規則には、公的機関は公的登録簿に登録されている情報の提供に
ついては手数料を課すことができない旨が定められており(423)、「情報開示」制度との差別
化が図られている(424)。 
 
(b)「適切な金額」の判断 
 先述したように、2004 年環境情報規則によると、情報開示の「手数料は、公的機関自身
が考える適切な金額を超えてはならない」。つまり、手数料の金額については、手数料を課
す公的機関自身が「適切な金額」であると判断すればよいこととなっており、さらに「適
切な金額」の基準について同規則は何ら規定を置いていないことから、結果として公的機
関に広い裁量が与えられていると言える。 
このような制度が置かれる中、環境情報の開示手数料の金額について情報審判所で争わ
れた事案に David Markinson v Information Commissioner(425)がある。市民である David 
Markinson は Kings Lynn & West Norfolk Borough Council（以下、KLWNBC）に対して、
自宅の建築に際して行った数種類の申請に関する情報を開示するよう請求した。これを受
けた KLWNBC が開示手数料として 6 ポンドを請求したことについて、開示請求者は 2004
年環境情報規則 8 条 3 項の規定する「適切な金額」を超えると主張し、情報コミッショナ
ーに審査請求を行った。これに対し、情報コミッショナーは、手数料の金額は適切である
として請求者に支払い義務があると結論付けたことから、情報審判所への不服申立てが行
われた。 
これについて、情報審判所は、コミッショナーの判断を覆し、KLWNBC に対して再度手
数料の設定を行うよう要求している。その理由として、まず審判所は、「適正な金額」の設
定においては、「関連する事柄のみを考慮に入れなければならず、無関係な事柄については
無視しなければならない」(426)とする。審判所によると、ここでの「関連する事柄」とは「複
写を行う時の用紙の料金」(427)などであり、これについては手数料に含めることができると
される一方、「情報を検索するために費やした時間」(428)などについては無関係な事柄であ
                                                   
(421) Environmental Information Regulations 2004, reg 8(4) 
(422) ibid, reg 8(5) 
(423) ibid, reg 8(2)(a)  
(424) なお、公的登録簿の複写については手数料を支払う必要がある。公的登録簿の複写の
手数料について、詳しくは本稿第 1 部参照。 
(425) EA/2005/0014, 28 March 2006 
(426) ibid, para 31 
(427) ibid, para 34 
(428) ibid 
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るとしてそれを費用に換算した上で手数料に含めることはできないとされる。なお、審判
所は、複写の料金について、「『適正な金額』とは、コピー店での一般的な金額と同様に、
……A4 用紙 1 枚につき 10 ペンス程度である」(429)とする。このような点から、審判所は
「KLWNBC によって提示された 6 ポンドの手数料は、他の公的機関の設定している手数料
ともかけ離れており、何ら計算に基づいた正当性が示されているわけではない」(430)と結論
付けている。 
 情報コミッショナーは、後に出した指針の中で、「複写の料金を判断するにあたっては、
複写する用紙の枚数とサイズ、そして複写機の貸出料金を考慮に入れる」(431)こととし、本
事案で導かれた A4 用紙 1 枚につき 10 ペンスという料金設定は、「適用すべき基準を示した
ものであり、これを超える場合、公的機関は適切な理由を述べなければならない」(432)と勧
告している。さらに、情報コミッショナーは「適正な金額」を検討する場合に「他の公的
機関の行った判断のみに依拠」(433)することや、「情報の重要性」(434)や「公的機関の支出や
費やした時間」(435)に依拠して金額を判断することは望ましくないと示している。 
 
（３）開示期限 
 2004 年環境情報規則によると、「開示請求を受けた公的機関はできるだけ迅速に、遅くと
も請求を受理した翌日から 20 業務日以内に情報を開示しなければならない」(436)。もし公
的機関が開示請求者に対して、請求された情報の詳細を説明するよう要求している場合や、
手数料の前払いについて通知している場合には、開示請求者がそれらを行うまでは日数は
計算に入れられない (437)。さらに、開示請求された情報が複雑かつ膨大であることを理由に
期限までに処理が不可能であると公的機関が判断した場合には、その請求を処理するため
にさらに 20 業務日の延長をすることができる(438)。 
 
（４）助言、忠告 
2004 年環境情報規則は「助言、忠告を行うよう公的機関に対して要求することが適切な
場合に限り、公的機関は開示請求者及び開示請求者になるであろう者に助言、忠告を行わ
なければならない」(439)と規定している。例えば、請求情報が詳細に示されていない場合に
                                                   
(429) ibid 
(430) ibid, para 33 
(431) Information Commissioner’s Office, ‘Charging for Environmental Information’, (26 
January 2009) 3 
(432) ibid 
(433) ibid 
(434) ibid 4 
(435) ibid 
(436) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(2) 
(437) Coppel (n 361) 21 
(438) Environmental Information Regulations 2004, reg 7(1) 
(439) ibid, reg 9(1) 
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は、公的機関は請求を受理した翌日から 20 業務日以内に請求者に対して、それをより詳細
に示すよう助言、忠告を行わなければならない(440)。 
 それでは他にどのような場合に公的機関は開示請求者に対して助言、忠告を行うことに
なるのであろうか。この点について情報審判所にて争われた事案に、Keston Rambler ’s 
Association v Information Commissioner & London Borough of Bromley(441)がある。地域
環境保護団体であるKeston Rambler’s AssociationがLondon Borough of Bromley（以下、
LBB）に対して、LBB が行った地図修正命令に関する情報の開示を請求したところ、LBB
は手数料を課した上、複写を請求者に送付した。請求者は当該情報の開示に当たって、そ
れを無料で閲覧することだけを求めていたことから、手数料が課されたことを不服とし、
情報コミッショナーに審査請求を行い、これを受けたコミッショナーが請求をしりぞけた
ため、さらに情報審判所に不服申立てを行った。 
情報審判所は、「（2004 年環境情報規則）第 8 条が、一定の制限の下で、公的機関が情報
を開示する際に請求者に対して手数料を課すことを認めており、第 9 条が、適切な場合に
限り、……公的機関に開示請求者に対して助言、忠告を行うことを要求」(442)していること
を受け、「……開示請求された情報について公的機関が検索し、その複写のために手数料を
要求する場合、……請求者が手数料を支払ってまで複写を必要としているかどうか、ある
いは単なる閲覧のみを求めているかを判断するために、公的機関はその旨を助言、忠告す
る義務が課せられるであろう」(443)と示している。つまり、無料で情報の開示が可能な場合
に、単なる閲覧のみを求めている請求者に対して有償の複写を提供することによって請求
者に金銭的な負担を課すことがないよう、あらかじめ公的機関としては請求者にその旨を
助言し、その回答に応じて開示手段を選択しなければならないのである。「このような手段
を講じれば、……情報開示によって生じる不服を避けることが可能である」(444)と審判所は
述べている。 
 
（５）市民による異議申立て 
 公的機関が2004年環境情報規則の規定に違反していると開示請求者が判断した場合には、
請求者は公的機関に対して異議を申し立てることができる(445)。この訴えは書面によって、
公的機関が規定に従っていないと判断した翌日から 40業務日以内に行わなければならない
(446)。なお、異議を受理した公的機関は無料で当該請求に関して再検討を行わなければなら
ず(447)、それについての判断をできるだけ迅速に、遅くとも申立てを受理した翌日から 40
                                                   
(440) ibid, reg 9(2)(a) 
(441) EA/2005/0024, 26 October 2007 
(442) ibid, para 57 
(443) ibid, para 58 
(444) ibid, para 59 
(445) Environmental Information Regulations 2004, reg 11(1) 
(446) ibid, reg 11(2) 
(447) ibid, reg 11(3) 
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業務日以内に請求者に対して通知しなければならない(448)。 
 
（６）請求の移送 
2004 年環境情報規則は、「環境情報の開示請求を受けた公的機関が、請求された情報を保
有しておらず、他の公的機関あるいはスコットランドの公的機関が当該情報を保有してい
ると判断した場合には、(a)当該請求を他の公的機関あるいはスコットランドの公的機関へ
移送するか、(b)その公的機関の名称と住所を請求者に知らせなければならない」(449)とする。 
当該規定は、開示請求を受けた公的機関が請求された情報を保有しているにもかかわら
ず、他の公的機関がより詳細な情報を保有していると判断したような場合には適用されず、
あくまで開示請求を受けた公的機関が情報を保有していない場合にのみ適用される(450)。た
だし、そのような状況にあれば、公的機関は他の機関がより詳細な情報を保有しているこ
とを 2004 年環境情報規則 9 条 1 項に従って助言、忠告を行う義務を有するであろうと考え
られる(451)。 
 
（７）開示形式 
 情報の開示形式について 2004 年環境情報規則は、「開示請求を受けた公的機関が情報を
開示することを決定すれば、(a)他の形式あるいは他のフォーマットで開示することが適切
な場合、あるいは、(b)当該情報が既に開示されており、他の形式あるいは他のフォーマッ
トの方が請求者にとって容易にアクセスすることが可能な場合を除き、当該公的機関は請
求者の要求する形式でそれを開示しなければならない」(452)と規定する。つまり、開示の形
式は原則として開示請求者の要求に委ねられることとなる。 
 それでは、請求者が開示請求を行った段階で特定の形式による開示を要求していない場
合、どのような形式で開示が行われるべきか。この点について情報審判所で争われた事案
に Rhondda Cynon Taff County Borough Council v Information Commissioner(453)がある。
市民から 1991 年土地排水法(454)の条文の開示請求を受けた Rhondda Cynon Taff County 
Borough Council（以下、RCTCBC）は、これらの情報が図書館あるいはインターネット
によって既に閲覧可能であることから、当該情報は 2000 年情報公開法 21 条の定める「絶
対的除外情報」の 1 つである「請求者が他の手段により合理的に入手可能な情報」に該当
するとして開示を拒否した。この拒否決定を受けた開示請求者は、この段階で初めて
RCTCBC は情報の複写を提供するべきである旨を主張し、情報コミッショナーに審査請求
を行った。その結果、コミッショナーは、「当該開示請求は（環境情報に関するものである
                                                   
(448) ibid, reg 11(4) 
(449) ibid, reg 10(1) 
(450) Coppel (n 361) 22 
(451) ibid 
(452) Environmental Information Regulations 2004, reg 6(1) 
(453) EA/2007/0065, 5 December 2007 
(454) Land Drainage Act 1991 
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ため）2004 年環境情報規則の下で行われるものであり、同規則の下では、たとえ請求者が
他の手段により合理的に入手可能な状況にあるとしても情報開示義務の例外には該当しな
い」(455)とし、1991年土地排水法の条文の複写を提供するようRCTCBCに義務付けたため、
RCTCBC が情報審判所に不服申立てを行ったのが本事案である。 
情報審判所は、当該請求に関する判断は 2004 年環境情報規則に従って行われるべきであ
るとした上、2000 年情報公開法と 2004 年規則という 2 つの制度の差異に着目した。審判
所によると、「2000 年法 1 条 1 項(b)号の下では、開示請求者は『情報の提供を受ける
（communicated）』権利を有している」(456)のに対して、「2004 年規則 5 条は、環境情報を
保有する公的機関が『請求に応じてそれを利用可能（available）』にしなければならない」
(457)と規定していることから、「2004 年規則の下では、……必ずしも情報の複写を物理的に
請求者に提供する必要はなく、……公的機関が保有している情報を利用可能にするだけで
もよい」(458)と考えられる。つまり、本事案において、RCTCBC は図書館やインターネッ
トを通じた閲覧を指示することによって「情報を利用可能としているのであるから、……
2004 年規則 5 条の下での義務に従っている」(459)のである。2004 年規則に基づく情報開示
においては、「請求者が特定の形式……による開示を請求している場合にのみ、……6 条の
規定が適用される」(460)こととなり、開示請求者が請求を行った時点で開示形式を特定して
いない場合には、公的機関は請求者に閲覧方法を示すことによって環境情報を「利用可能」
にすれば、複写などの方法で開示請求者に対して情報を開示する義務は存在しないとされ
たのである。つまり、請求者が情報の複写を入手したいのであれば、開示請求の段階であ
らかじめ開示形式を指定しておく必要がある。 
さらに、2004 年環境情報規則によると、もし情報が請求者の要求する形式で開示されな
い場合には、公的機関はできるだけ迅速に、遅くとも開示請求を受理した翌日から 20 業務
日以内にその理由を述べなければならず(461)、請求者が要求する場合には書面でそれを提示
する必要がある(462)。また、この場合、公的機関は請求者に対して同規則 11 条の下での異
議申立てや、18 条の下での審査請求の制度を利用することができる旨を提示しなければな
らない(463)。 
 
 （８）拒否通知 
 公的機関が開示請求された情報の全部あるいは一部を開示しない旨の決定を行った場合
                                                   
(455) EA/2007/0065, para 6 
(456) ibid, para 25 
(457) ibid 
(458) ibid, para 26 
(459) ibid, para 41 
(460) ibid, para 26 
(461) Environmental Information Regulations 2004, reg 6(2)(a) 
(462) ibid, reg 6(2)(b) 
(463) ibid, reg 6(2)(c) 
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には、書面による「拒否通知」を送付しなければならない(464)。その場合、「拒否通知」に
は不開示の理由が明記されなければならず(465)、それはできるだけ迅速に、遅くとも請求を
受理した翌日から 20 業務日以内に行われなければならない(466)。公的機関が開示期限の延
長をした場合を除き、もし 20 業務日以内に「拒否通知」の送付も情報の開示も行われない
場合には、請求者は 2004 年環境情報規則 11 条に基づいて公的機関に対する異議申立てを
行うことができ、またそれに対する公的機関の回答が 40 業務日以内に行われなければ、情
報コミッショナーに対して審査請求をすることができる(467)。 
 
第 5 節 救済手段 
公的機関による判断に不服のある開示請求者に対する救済手段として、2004 年環境情報
規則は先述した異議申立ての制度と共に、2000 年情報公開法の規定する 3 段階の手段を適
用する旨を規定している(468)。 
 まず第 1 段階として「情報コミッショナーに対する審査請求」の制度が規定されている。
2000 年情報公開法 50 条 1 項は、「何人も、自身の行った公的機関に対する情報開示請求が
同法に従って処理されたかどうかについて情報コミッショナーに対する審査請求を行うこ
とができる」(469)としているのである(470)。なお、異議申立てを行うか審査請求を行うかの
判断については開示請求者の裁量に委ねられているが、コミッショナー指令は、異議申立
てを経た後、さらに不服があれば情報コミッショナーに対する審査請求を行うよう推奨し
ている(471)。 
審査請求が行われた時は、(a)請求者が実施規則に基づき公的機関によって定められた苦
情処理手続を経ていない場合、(b)審査請求について不当な遅延があった場合、(c)審査請求
が根拠のないあるいは濫用的なものである場合、(d)審査請求が撤回あるいは放棄された場
合を除いて、情報コミッショナーは何らかの判断を行わなければならない(472)。なお、審査
請求を受理した情報コミッショナーは、公的機関による判断について審査をするために、
開示請求に関する情報を全て提供するよう公的機関に対して要求する「情報通知
                                                   
(464) ibid, reg 14(1) 
(465) ibid, reg 14(3) 
(466) ibid, reg 14(2) 
(467) Coppel (n 361) 22 
(468) Environmental Information Regulations 2004, s 18(1) 
(469) Freedom of Information Act 2000, s 50(1) 
(470) 情報コミッショナーは、審査請求について検討する義務の他に、公的機関の職務の遂
行が実施要領の規定に従っていない場合や、適切な運用を行っていない場合に、公的機関
がとるべき措置を明記した「運用勧告（practice recommendation）」や「執行通知
（enforcement notice）」などを送達する義務を負っている。Christine Johnson, ‘Improved 
Access Regime for Environmental Information and the Role of the Information 
Commissioner’ (2004) 6 Env LR 219 
(471) Information Commissioner’s Office, ‘Environmental Information: a guide for 
requesters, version.2’, (16 July 2009) 5 
(472) Freedom of Information Act 2000, s 50(2) 
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（information notice）」を送付することができる(473)。情報コミッショナーはこの「情報通
知」を通じて請求者が開示請求した情報を入手することができ、公的機関による処理につ
いて判断する際にそれを参考にすることとなる(474)。その後、情報コミッショナーは公的機
関による判断について審査し、その結果として公的機関がとるべき措置を示した「裁決通
知（decision notice）」を請求者及び公的機関に送付しなければならない(475)。 
そして第 2 段階として、情報コミッショナーによる「裁決通知」に不服があれば、開示
請求者及び公的機関は情報審判所に対する不服申立てをすることができる(476)。 
 そして最終的に、請求者あるいは公的機関が情報審判所の裁決に対して不服があれば、
裁判所に訴訟を提起することができる(477)。 
 
第 3 章 2004 年環境情報規則(2)：開示・不開示の判断基準 
 2004 年環境情報規則 5 条 1 項は、公的機関に対して、市民からの開示請求に応じた環境
情報の開示を原則として義務付けているが、あらゆる環境情報が無条件に開示されるわけ
ではない。2004 年規則は 1992 年環境情報規則の例外規定や 2000 年情報公開法の除外情報
に関する規定と同様に、公的機関が開示を拒否することのできるような例外規定を設けて
いるのである。 
2004 年環境情報規則においては第 12 条が例外規定について定めており、ここでの要件
を満たすような情報については公的機関が開示を拒否することができる。2004 年規則は、
例外規定として、①「個人データ」を含む情報の不開示、②情報あるいは開示請求の性質
を根拠にした不開示、③一定の要素に対して「悪影響を与える」場合の不開示という 3 つ
の類型を規定している。しかしながら、同規則の下では、公的機関は開示請求された情報
が単に例外規定に該当しているというだけで不開示とすることはできない。公的機関が情
報を不開示とするためには、上記①を除き、「公益判断」が必要とされるのである。 
本章では、環境情報の開示・不開示の基準となる、「公益判断」及び「例外規定」につい
て、情報開示の判断に大きな影響を与えている情報コミッショナーの指針や情報審判所で
争われた事例を分析しながら検討する。 
 
第 1 節 公益判断 
（１）2004 年環境情報規則 12 条 1 項(b)号 
2004 年環境情報規則には公的機関が開示を拒否することのできる例外規定が置かれてい
るが、先述したように、公的機関は情報が同規則の定める例外規定に該当していることの
みを根拠に開示を拒否することはできない。開示請求された情報が例外規定に該当すると
                                                   
(473) ibid, s 51(1) 
(474) Johnson (n 470) 219 
(475) Freedom of Information Act 2000, s 50(4) 
(476) ibid, s 57 (1) 
(477) ibid, s 59 
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判断された場合、上記①の「個人データ」を含む情報を除き、「全ての状況において、不開
示の公益性が開示の公益性を上回る時に、公的機関は情報の開示を拒否することができる」
(478)のである。これは環境情報が 2000 年情報公開法の規定する「条件付除外情報」に該当
することを具現化したものであると言える。しかし、2004 年規則は 2000 年法とは異なり、
手続的根拠による開示拒否の場合にも公益性の判断が必要であるとするなど、「個人データ」
を含む情報を除くあらゆる例外規定に対して「公益判断」を要求していることから、2000
年法と比較しても、情報が不開示とされる状況は実質的に限定されているのである。 
 
（２）「公益判断」と「開示推定原則」 
 では、公的機関は「公益判断」においてどのような点を検討しなければならないのだろ
うか。この点について情報コミッショナーが指針を出しているため、それに基づきながら
考察する。 
 開示請求された情報が複数の例外規定に該当すると公的機関が判断した場合には、それ
ぞれの例外規定ごとに「公益判断」を行うのではなく、開示請求全体について一度に「公
益判断」をすることとなる(479)。これには公的機関の負担を軽減するという目的があると考
えられる。また、Department for Business, Enterprise and Regulatory Reform v 
Information Commissioner(480)において情報審判所が示すように、公的機関が「公益判断」
を行う際には、「請求が行われた日、あるいは少なくともその前後」(481)における公益性を
考慮しなければならない。 
 さらに、重要な点として、2004 年環境情報規則 12 条 2 項に注目する必要がある。同項
は、「公的機関は、開示を推定することとする」(482)という「開示推定原則」を導入してお
り、公的機関は「公益判断」を行うにあたってこれを常に念頭に置いておかなければなら
ないとされる(483)。つまり公的機関による「公益判断」の結果、開示の公益性と不開示の公
益性が同程度であれば、公的機関は「開示推定原則」により、当該情報を開示しなければ
ならないこととなるのである。 
 このような「公益判断」及び「開示推定原則」について、情報コミッショナーは指針の
中で、「環境情報は、90/313/EEC 指令が定められて以降、特に注目を集めたものであり、
環境保護のためには、……環境情報を入手することが重要であると長い間認識されている。
また、2003/4/EC 指令は『環境情報へのアクセスの増加とそのような情報の公開は、環境
問題に対するより大きな意識、自由な意見交換、環境意思決定へのより効率的な市民参加、
                                                   
(478) Environmental Information Regulations 2004, reg 12(1)(b) 
(479) Information Commissioner’s Office, ‘The public interest test, version.3’ (1 July 2009) 
4 
(480) EA/2007/0072, 29 April 2008 
(481) ibid, para 105 
(482) Environmental Information Regulations 2004, reg 12(2) 
(483) ICO (n 479) 5  
84 
 
そして最終的にはより良い環境に寄与することとなる』と規定している」(484)として、環境
情報開示の重要性について述べた後、「2004 年環境情報規則の主たる目的は従前に比べて環
境情報を広く公開することであり、12 条 2 項は公的機関に対して開示の推定を行うよう指
示している。この指示は最初から情報開示の公益性に重みを与えているものである」(485)と
示している。つまり、「開示推定原則」を導入している 2004 年規則は、可能な限り市民に
対して環境情報を開示するべきであるとする姿勢から制定されているものであると言える。 
さらに情報コミッショナーは、「公益判断」における判断基準を何点か挙げている。それ
によると、「透明性、アカウンタビリティー、市民参加の促進を目的とした開示」、「議論の
質や政策決定の質を強める開示」、「多額の公的資金が関係しているような財政的問題に関
する開示」については、開示の公益性が不開示の公益性を上回り、反対に、「開示が何らか
の侵害や不利益を生じさせる可能性があるような場合」、「市民の監視を排除し、政府や公
務員が議論・検討することのできるような、いわゆる『安全地帯』を与える必要のある場
合」などでは不開示の公益性が上回るとされる(486)。また、情報コミッショナーは、公的機
関が「公益判断」を行う時に考慮すべきではないこととして、「開示請求者の身元」、「請求
された情報に対する誤解釈のおそれ」、「該当する例外規定の数」、「情報の正確性」などを
挙げている(487)。公的機関は、開示請求が 2004 年環境情報規則 12 条の定める例外規定に該
当すると判断した場合には、以上の点を考慮しながら「公益判断」を行わなければならず、
不開示の公益性が開示の公益性を上回る場合にのみ、当該情報の開示を拒否することがで
きるのである。 
 
第 2 節 「個人データ」を含む情報の不開示 
（１）2004 年環境情報規則 12 条 3 項 
開示請求がの対象となる情報が「個人データ」を含む場合、公的機関はその情報を開示
してはならない。 
「個人データ」を含む情報は、「①開示請求者自身の個人データを含む情報（以下、請求
者関連情報）」と、「②請求者以外の第三者の個人データを含む情報（以下、第三者関連情
報）」に分類することができる。2004 年環境情報規則 5 条 3 項は、「請求者関連情報」の開
示請求が行われた場合には、同規則 5 条 1 項の規定する開示義務は適用されないとしてい
る(488)。ただし、このような情報に関しては、本人情報へのアクセス権を規定する 1998 年
データ保護法 7 条(489)を根拠として開示される場合が多いため、ここで問題となるのは、「第
三者関連情報」の開示についてである。「第三者関連情報」の開示請求について、2004 年規
                                                   
(484) Information Commissioner’s Office, ‘An Introduction to the EIR exceptions, version. 
2’ (3 December, 2008) 1-2 
(485) ibid 2 
(486) ICO (n 479) 6 
(487) ibid 
(488) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(3) 
(489) Data Protection Act 1998, s 7 
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則 12 条 3 項は、詳細が規定されている同規則 13 条に従って判断されるべきであるとする
(490)。なお、この場合には、開示・不開示の判断において公的機関による「公益判断」は必
要とされない。 
 2004 年環境情報規則 2 条 4 項によると、「個人データ」という文言の定義については、
1998 年データ保護法の下での定義が準用される。1998 年法 1 条 1 項によると、「『個人デ
ータ』とは、(a)当該データ、あるいは(b)当該データ及びデータ管理者の保有する他の情報
から識別することが可能な生存する個人に関するデータであり、そこにはその個人に関す
る意見や、その個人に関してデータ管理者や第三者が行う意思表示も含む」(491)とされる。 
情報コミッショナーは、「情報が『個人データ』に該当するか否かは容易に判別可能であ
る」(492)とし、その基準として、「生存する個人に関する情報でなければならない」(493)こと、
「その個人が識別されなければならない」(494)ことという 2 つの要素を挙げている。また、
裁判所は、「情報が、個人としての生活や家族生活、職業的な立場など個人のプライバシー
に影響を及ぼす」(495)ような場合にも、当該情報は「個人データ」を含むと考えられると示
している。 
 
（２）2004 年環境情報規則 13 条 
(a)判断基準 
 先述したように、「第三者関連情報」について開示請求が行われた場合には、開示・不開
示の判断基準として 2004 年環境情報規則 13 条が適用されることとなる。 
 2004 年環境情報規則 13 条 1 項は、「第三者関連情報」については、同規則 13 条 2 項、3
項がそれぞれ規定する条件のどちらかに該当する場合には、公的機関はそれを開示しては
ならないとしている。なお、ここで最も頻繁に適用される条件は、同規則 13 条 2 項(a)号の
規定する「その情報が 1998 年データ保護法 1 条 1 項の規定する『データ』の定義……に該
当する場合で、……市民に開示することが次のいずれかに違反することになること。(ⅰ)
データ保護原則、(ⅱ)1998 年データ保護法 10 条（損害又は苦痛を引き起こすおそれのある
処理を阻止する権利）」(496)というものである。 
 
(b)データ保護原則 
さらに、これらの条件の中でも、「個人データ」の不開示の根拠として最も多く適用され
る基準は、13 条 2 項(a)号の規定する「(ⅰ)データ保護原則」である。つまり、公的機関は
                                                   
(490) 2004 年環境情報規則 13 条については後述する。 
(491) Data Protection Act 1998, s 1(1) 
(492) Information Commissioner’s Office, ‘The exemption for personal information, 
version.3’ (11 November 2008) 3 
(493) ibid 
(494) ibid 
(495) Durant v Financial Services Authority [2003] EWCA Civ 1746, [2004] FSR 28 [28] 
(496) Environmental Information Regulations 2004, reg 13(2) 
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1998 年データ保護法のいう「個人データ」を含んだ環境情報の開示が「データ保護原則」
に反する場合、当該情報を開示してはならないとされる。 
 2004 年環境情報規則 2 条 4 項は「データ保護原則」についても 1998 年データ保護法の
定義を準用するとしている。1998 年法によれば、「データ保護原則」は 8 項目から成るが、
情報開示との関係で該当するのは「データは公平にそして適法に処理されなければならな
い」(497)とする第 1 原則であり、「公平にそして適法に」という文言は「データ主体の権利・
自由又は正当な利益を侵害せず……、正当な利益という目的のために処理が行われる」(498)
場合を意味するとされる。つまり、「第三者関連情報」の開示・不開示の判断において基準
となるのは、開示が正当な利益という目的のために行われるか、つまり開示請求者が開示
に正当な利益を有しているか否か、さらにその開示がデータ主体の権利や利益を侵害しな
いかどうかである。これについて情報コミッショナーは、開示に正当な利益があるという
ためには、「真の公益性が存在していなければならず、単なる市民の好奇心だけでは認めら
れない」(499)ことになるとする。そして、たとえ開示に正当な利益があると判断されても、
「公的機関は情報開示が個人のプライバシーへの過度の介入を引き起こさないかを判断し
なければなら」(500)ず、それがデータ主体の権利・自由や正当な利益を侵害する場合には開
示は認められない。 
 これらの点を情報コミッショナー及び情報審判所が明確に示した事案に William Young 
v Information Commissioner & Department of the Environment for Northern 
Ireland(501)がある。William Young は、自身が行った住宅の建築許可申請に対する近隣住民
からの苦情を含む文書の閲覧を北アイルランド環境省（Department of the Environment 
for Northern Ireland、以下 DENI）に請求した。これについて DENI は、このような性質
の情報を開示するためには、苦情を申し立てた全ての近隣住民に対して情報開示の許可を
要求する必要があると回答し、開示を拒否したため、開示請求者が審査請求を行った。情
報コミッショナーは、これらの情報には、当該建設に関して DENI に対して苦情を申し立
てた近隣住民の氏名や住所などが含まれており、これらの人々は情報の開示に同意してい
ないことを確認した。そして、コミッショナーは、「2004 年環境情報規則 13 条は、そのよ
うな情報の開示が、個人データは『公平にそして適法に』処理されなければならないとす
る……データ保護原則に違反しているような場合には、不開示とされる旨を規定し」(502)て
いるところ、「当該情報の開示は（データ主体たる近隣住民の）正当な利益に対して不公正
なもの」(503)となり、「このような第三者情報の開示はデータ保護原則のいう『公平』性の
                                                   
(497) Data Protection Act 1998, sch 1 
(498) ibid, sch 2 
(499) ICO (n 492) 6 
(500) ibid 7 
(501) EA/2007/0048, 12 December 2007 
(502) ibid, para 11 
(503) ibid, para 13 
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要件に違反する」(504)ため、当該情報を不開示とするべきであると結論付けた。そこで開示
請求者が情報審判所に不服申立てを行った。 
 これを受けた情報審判所も、「ここで問題となるのは……（請求者が）情報開示に関する
正当な利益を有しているかどうかであり、さらにもしそれを有していたとしても、開示が
（データ主体である）市民の権利や自由又は正当な利益を侵害していないかということで
ある」(505)と示した。さらに審判所は当該建築許可申請について開示請求者が意見を述べる
機会を与えられていたにも関わらず、何らの主張も行わなかったことを受け、「開示請求者
は、……建築許可の申請が『不適当である』とする市民の苦情に対して具体的な反論を何
ら行っておらず、このように請求者が市民に対して……何ら具体的に抗弁することができ
ないということは、……請求者が開示のための『正当な利益』を有していない」(506)と述べ、
さらに「たとえもし請求者が情報開示について正当な利益を有していると判断されたとし
ても、（開示が）市民の権利・自由、あるいは正当な利益に侵害を与えることは明白である」
(507)ことから、「匿名性を維持する強力な正当な利益が存在する」(508)と結論付けている。 
 このように第三者の「個人データ」を含む環境情報が開示されるためには、1998 年デー
タ保護法の規定に従って、開示請求者が開示についての「正当な利益」を有していること
及びデータ主体の権利・自由または「正当な利益」を侵害しないことが必要なのである。
また、「個人データ」を含む情報について「公益判断」が要求されない理由として、他のど
の例外規定よりも、「個人データ」の保護が重視されていることのあらわれであると言えよ
う。 
 
第 3 節 情報あるいは開示請求の性質を根拠にした不開示 
 2004 年環境情報規則 12 条 4 項は、開示請求された情報あるいは開示請求自体が以下の
ような性質を有している場合、公的機関が「公益判断」を行った上で不開示とすることが
可能である旨を規定している。 
 
（１）公的機関が当該情報を保有していない場合（12 条 4 項(a)号） 
 環境情報の開示請求が行われたが、請求が受理された時点で公的機関が当該情報を保有
していない場合、公的機関は情報を不開示とすることができる(509)。この規定により、公的
機関が実際に保有している情報のみが市民に対して開示されることとなり、開示請求に従
って公的機関が情報を新たに入手、作成する義務は課せられない。 
                                                   
(504) ibid 
(505) ibid, para 29 
(506) ibid, para 30 
(507) ibid, para 32 
(508) ibid 
(509) 2004 年環境情報規則は、このような性質の不開示についても「公益判断」を行う義務
を課しているが、公的機関が情報を保有していない限り、実質的に不可能であろう。 
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ここで重要なのは、「請求が受理された時点」で、情報の有無を判断しなければならない
という点である(510)。つまり、この例外規定は、たとえ開示請求が受理された後に公的機関
が情報を入手したとしても、公的機関が開示を拒否することが可能であるということを意
味している(511)。しかしながら、情報コミッショナーは指針において、「公的機関が開示請
求について何らかの処理を行っている過程で情報を入手し、請求者に開示することが可能
になったような場合、（もし開示を拒否すれば）風評的な損害が生じるおそれがあることを
心に留めておくべきである」(512)としており、受理後に当該情報を入手した場合にも可能な
限り情報を開示するべきであると指摘している。 
  
（２）情報の開示請求が明らかに不合理な場合（12 条 4 項(b)号） 
 開示請求が明らかに不合理な場合、公的機関が「公益判断」の結果として不開示の公益
性が開示の公益性を上回ると判断すれば、情報を不開示とすることができる。しかしなが
ら 2004 年環境情報規則は「明らかに不合理」という文言の定義を置いていないことから、
どのような請求がそれに該当するのか議論がある。 
この点について情報審判所で初めて争われた事案が Stephen Carpenter v Information 
Commissioner & Stevenage Borough Council(513)である。市民である Stephen Carpenter
は Stevenage Borough Council（以下、Stevenage BC）に対し、Stevenage BC の所有す
る特定の土地の環境状態に関する情報について、それが一度開示されたにもかかわらず、
2007 年 6 月 1 日から同種の開示請求を繰り返し行っていた。これを受けた Stevenage BC
は、「濫用的または反復して行われる」請求を拒否することのできる 2000 年情報公開法 14
条、及び「明らかに不合理」な請求を拒否することのできる 2004 年環境情報規則 12 条 4
項(b)号に基づいて同年 7 月 2 日に不開示の決定を行った。さらに開示請求者による審査請
求を受けた情報コミッショナーも、Stevenage BC の判断は適切である上、不開示の公益性
が開示の公益性を上回るとしたため、開示請求者は情報審判所に不服申立てを行った。 
これを受けた情報審判所は、2000 年情報公開法の下で開示拒否をすることのできる「濫
用的または反復して行われる」請求は 2004 年環境情報規則の「明らかに不合理」な請求に
相当するものであるとした後、以下のように述べている。「（本事案では）12 日間で 10 回も
の開示請求が行われたり、わずか 2 日間で 4 回の開示請求が行われることもあった。そし
て……2007 年 7 月 2 日に拒否通知が出されるまで、請求者は合計で 48 回もの開示請求を
行っていた。……さらに、開示請求の多くは同種……あるいは完全に同性質のものであり、
……Stevenage BC に対して不必要な負担を課すものであった。……また、問題となってい
る文書の多くは既に請求者に対して提供されているものでもあり、……これは Stephen 
                                                   
(510) Information Commissioner’s Office, ‘An Introduction to the EIR exceptions, version. 
3’ (14 September, 2009) 2 
(511) ICO (n 484) 2 
(512) ibid 3 
(513) EA/2008/0046, 17 November 2008 
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Carpenter の偏執的で不合理な態度のあらわれである」(514)と。さらに、審判所は、「以上
のような点を考慮すると、……大規模な濫用から地方公共団体の職員を保護するという公
益性が、……明らかに不合理な請求に基づいて開示を行う公益性を上回っている」(515)とす
る。つまり情報審判所は、同種の開示請求を短期間に数多く行うなどという濫用的な開示
請求は「明らかに不合理」であるとして、情報を不開示とすることを認めているのである。 
同様の観点から環境情報の開示が拒否された事案に Robert Latimer v Information 
Commissioner & Environment Agency(516)がある。市民である Robert Latimer は、環境庁
に対して、ロンドンにあるヘンドン下水処理場で処理する下水について、環境庁が保有す
るあらゆる文書、電子メール、報告書、覚書、メモ、ファックスの開示を請求した。開示
請求者は以前から同様の情報開示請求を行っており、その結果として、環境庁は「濫用的
または反復して行われる請求」を拒否することのできる2000年情報公開法14条に基づき、
不開示決定を行った。これについて開示請求者は情報コミッショナーに審査請求を行った。
情報コミッショナーは環境庁に対して、当該情報が 2004 年環境情報規則 2 条 1 項の規定す
る「環境情報」の定義に該当することを通知し、2004 年規則の下では濫用的な請求を拒否
することのできる規定が置かれていない代わりに、「明らかに不合理」な請求を拒否するこ
とができる規定が存在する旨を述べた。これについて環境庁は、開示請求者に対して、「こ
れまでも開示請求者からの請求を処理するのに膨大な時間と資源を費やしてきており、請
求者が一員となっている地域運動団体も同様の開示請求を行っている」(517)ことを理由に、
当該開示請求が「明らかに不合理」であると返答した。さらに環境庁は、「（環境庁が）保
有する全ての環境情報を既に請求に応じて開示請求者に提供しており、……情報の提供は
無料で、さらに詳細な説明を添付しながら行なわれていた」(518)ことを主張した。これを受
けた情報コミッショナーは環境庁による主張を検討し、環境庁はこれまでに 699 もの文書
を開示していることを理由に、「公益判断」の後、これ以上情報の開示請求を行うことは「明
らかに不合理」であるとして、12 条 4 項(b)号に基づいて当該情報を不開示とすべきである
とした。 
開示請求者からの不服申立てを受けた情報審判所も、情報コミッショナーと同様、開示
請求者と環境庁との間のやり取り、請求者が既に大量の情報を入手しているという事実な
どを検討し、「（繰り返される開示請求が）環境庁に対する著しい負担となっている」(519)こ
と、「請求者が同じ問題について重複した請求を行っている」(520)ことなどを指摘した。そ
してさらに、「審判所が Stephen Carpenter v Information Commissioner & Stevenage 
Borough Council において、開示請求が 2000 年情報公開法の下での『濫用的』という要件
                                                   
(514) ibid, para 52 
(515) ibid, para 53 
(516) EA/2009/0018, 3 August 2009 
(517) ibid, para 13 
(518) ibid, para 16 
(519) ibid, para 34 
(520) ibid 
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に該当していれば、2004 年環境情報規則の下でもそれは『明らかに不合理』となると結論
付けている」(521)ことから、「このような請求を行うことは（2004 年規則の下でも）明らか
に不合理である」(522)として情報の不開示を認めている。 
これらの判断を受け、情報コミッショナーは後に、「開示請求権の濫用……は、明らかに
不合理であると考えられる。……また、開示に異常なほど費用のかかるような請求につい
ても明らかに不合理であると判断することはできる。しかしながら、開示請求された情報
の量や複雑さだけでは請求が明らかに不合理であるというには十分ではない。そのような
場合には、公的機関は開示請求を改善するよう助言や忠告を行うべきである」(523)という指
針を示している。 
 
（３）開示請求が曖昧である場合（12 条 4 項(c)号） 
 開示請求者が入手したいと考えている情報を特定することが困難なほど曖昧で、詳細が
示されていないような開示請求が行われたような場合、公的機関が「公益判断」の結果と
して不開示の公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、開示を拒否することができる。
しかしながら、この例外規定は、一度公的機関が開示請求を改善するよう 2004 年環境情報
規則 9 条 2 項の下で助言、忠告を行った後でなければ適用するべきではないという指針が
情報コミッショナーから示されている(524)。 
 
（４）未完の文書や未完成のデータなどに関する開示請求（12 条 4 項(d)号） 
 公的機関は開示請求が受理された段階で情報の状態を検討しなければならず(525)、この結
果、請求された情報が未完成であるような場合には、公的機関が「公益判断」の結果とし
て不開示の公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、開示を拒否することができる。 
この例外規定の範囲は非常に広いものであるとされており、政策立案であろうと、科学
的研究であろうと、あらゆる領域における作業が進行中であればこれに該当すると考えら
れる(526)。そのため、ここで重要になってくるのが「公益判断」である。未完成情報につい
ての開示請求が行われた場合、公的機関は、情報開示が市民の誤解釈を招くかどうか、あ
るいはそれが進行中の作業に困難を生じさせることになるかどうかを検討しなければなら
ない(527)。なお情報コミッショナーは、情報が未完成であることを根拠に開示を拒否するこ
ととなれば、公的機関は完成するであろう日時を請求者に対して伝えるべきであると勧告
している(528)。 
                                                   
(521) EA/2008/0046, para 32 
(522) EA/2009/0018, para 42 
(523) ICO (n 484) 3 
(524) ICO (n 510) 3 
(525) ibid 
(526) ICO (n 484) 4 
(527) ibid 
(528) ibid 
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 それでは、完成文書が存在しているにもかかわらず、当該文書の未完成段階にある草案
の開示が請求された場合にはどのような判断が行われるのだろうか。この点について情報
審 判 所 で 争 わ れ た 事 案 に Secretary of State for Transport v Information 
Commissioner(529)がある。2005 年 3 月、Sir Rod Eddington は、財務大臣及び運輸大臣か
ら、「持続可能な開発」を目的として、イギリスにおける交通と経済の生産性、成長、持続
性との関係を長期にわたって分析するよう依頼されていた。Sir Rod Eddington は、2006
年 6 月に財務大臣及び運輸大臣に対して報告書の草案を提出、同年 12 月 1 日には「イギリ
スにおける生産性と競争力を維持するための交通の役割」と題された報告書の完成版がイ
ンターネット上で公表された。 
2006年 12月 13日、議員であるChris Graylingは、運輸大臣に対して Sir Rod Eddington
によって作成された未完成段階にある報告書の草案の複写を請求した。これについて、運
輸大臣は、この草案が 2004 年規則 12 条 4 項(d)号が規定する「未完の文書」、及び(e)号が
規定する「内部伝達事項」(530)に該当し、さらに不開示の公益性が開示の公益性を上回るこ
とを理由に開示を拒否したところ、請求者は情報コミッショナーに審査請求を行った。コ
ミッショナーは、「完成版が存在しているところでは、報告書の草案も完成したものとみな
される」(531)として当該情報が「未完の文書」には該当しないと判断し、運輸大臣に情報の
開示を命じたため、運輸大臣が情報審判所に不服申立てを行ったのが本事案である。 
 情報審判所は、まず報告書の草案が 2004 年環境情報規則 12 条 4 項(d)号のいう「未完の
文書」に該当するかを検討した。その中で審判所は、「政府や他の公的機関の『検討の余地』
を保護することを目的として、未完の文書を保護することが必要である」(532)とし、「未完
の文書」を不開示とする理由とその正当性を主張した。そして、報告書の完成版が存在し
ていることを理由に草案の開示を命じたコミッショナーの判断に対して、審判所は、「開示
請求は最終版ではなく、報告書の草案に関するものであり、……その立場は、たとえ最終
版が存在していたとしてもそれだけで変化するものではない」(533)と述べ、たとえ文書の完
成版が存在していたとしても、その草案は 12 条 4 項(d)号の「未完の文書」に該当するとし
た。その後、審判所は「公益判断」を行い、「（報告書の草案の）開示は、（内部での）議論
の妨げになり、また弊害をもたらす可能性があるため、公益に反すると考えられる。……
また、草案と報告書の完成版との差異に留意させないことが重要である」(534)とし、不開示
の公益性が開示の公益性を上回ると判断した。これにより、情報コミッショナーの判断が
破棄され、運輸大臣が報告書の草案を開示する必要はないとされたのである。 
これについて情報コミッショナーは後の指針の中で、「もし文書が完成しているのであれ
                                                   
(529) EA/2008/0052, 5 May 2009 
(530) 例外規定である「内部伝達事項」については後述する。 
(531) EA/2008/0052, para 19 
(532) ibid, para 68 
(533) ibid, para 81 
(534) ibid, para 159 
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ば、（草案を）不開示とする公益性は減少すると考えられる」(535)とし、審判所の判断を疑
問視している。 
公的機関が「未完の文書や未完成のデータ」の開示を拒否することができる理由は、2004
年環境情報規則の制定前に裁判所で争われた Malie v Wigan Metropolitan Borough 
Council(536)で示されている。地域住民である原告が、Wigan Metropolitan Borough Council
の保有する潜在的汚染地域に関して扱われたデータベースの開示請求を1992年環境情報規
則に基づいて行ったところ、当該データベースは「未完成」であることを理由に開示が拒
否された。本事案はこの不開示決定について裁判所で争われたものであり、裁判官である
Eady J.は、公的機関が「未完成のデータ」の開示を拒否をすることができる理由として、
「市民に対して、未完成かつ未発達で、仮説に過ぎないような情報を開示することは不満
足な結果しか生まない」(537)と述べる。さらに Eady J.は、「このような推測に過ぎない考え
を開示することは、地域住民や土地所有者に対する不必要な警告となり、彼らの失望を引
き起こすこととなる」(538)としている。 
 
（５）内部伝達事項に関する開示請求（12 条 4 項(e)号） 
公的機関は、機関内における内部伝達事項の開示請求を受けた場合、「公益判断」の結果
として不開示とする公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、開示を拒否することが
できる。 
このような例外規定が設けられている理由は、職員による「検討の余地」を確保するこ
とや、職員間の助言などを開示することによって政策決定の過程が害される危険性を回避
することなどが挙げられる。内部伝達事項は非常に幅広い領域にまでわたっていることか
ら、実際には「公益判断」によってその範囲が限定されるべきであると考えられている(539)。
情報コミッショナーは、この例外規定を根拠に情報の開示を拒否するためには、公的機関
は「公益判断」において、「まず、情報の開示が何らかの損害を生じさせること、……次に、
政策立案等に関して内部伝達事項を市民に情報を開示する強い公益性が存在しないこと」
(540)を提示しなければならないという指針を示している。 
それでは外部の助言者から公的機関に対して行われた伝達は内部伝達事項に当たるのか。
先述した Secretary of State for Transport v Information Commissioner(541)では、Sir Rod 
Eddington による報告書の草案について、情報審判所が「未完の文書」及び「内部伝達事
項」に該当するとして不開示とすべきとしたことに対し、情報コミッショナーは、当該情
                                                   
(535) ICO (n 510) 4 
(536) [2001] Env LR 11 
(537) ibid [7] 
(538) ibid 
(539) ICO (n 510) 4 
(540) ICO (n 484) 4 
(541) 前掲注(529)参照。 
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報が「未完の文書」に該当しないだけではなく、「Sir Rod Eddington は外部の独立した助
言者であり、2004 年環境情報規則 12 条 4 項(e)号は公的機関内部の職員間及び政府省庁間
での伝達にのみ適用される」(542)ため、運輸大臣が主張する「内部伝達事項」には該当しな
いとして、運輸大臣に対して情報の開示を命じていた。 
これについて情報審判所は、「情報が内部伝達事項に該当するか外部からの伝達事項に該
当するかについて一般的な基準を作ること……は不可能であり、それぞれの事案における
背景や事実に応じて判断すべきである」 (543)とする。そして、本事案における Sir Rod 
Eddington と大臣との関係について、「Sir Rod Eddington は公務と深くかかわっており、
（外部の独立した助言者というよりも）『公務員から構成される団体の長』であると説明す
る方がより正確である。彼は運輸省及び財務省と『共に職務を行う』よう依頼されており、
……大臣たちは、より現実的な報告書を作成するために、政治的判断に関する情報を与え
ることによって、彼と意見を共有することを望んでいたのである。……さらに、彼は、政
策の経済的・政治的実行可能性に関する大臣や上級公務員の意見を入手し、それを自身の
専門家としての判断のために考慮に入れることを許されていた」(544)と述べている。これら
の理由から、審判所は、「Sir Rod Eddington は、この問題に関しては『独立した』決定権
者ではない」(545)とし、共に職務を行なっていた Sir Rod Eddington によって作成された報
告書の草案は「内部伝達事項」に該当すると判断したのである。 
さらに、この点について争われた事案に South Gloucestershire Council v Information 
Commissioner & Bovis Home Ltd.(546)がある。建設会社である Bovis Homes Ltd.は、South 
Gloucestershire Council（以下、SGC）に対して、多目的開発に関する 2 種類の建築許可
申請を行った。その後、Bovis Homes Ltd.と SGC との間で、1990 年都市農村計画法 106
条(547)に基づく財政援助などを目的とした協定を視野に入れた交渉が行われ、Bovis Homes 
Ltd.は、交渉における SGC の意見を知るために、外部専門家によって作成され、SGC に対
して提出された自主開発評価報告書の複写を 2004 年環境情報規則に基づいて請求した。こ
れについて、SGC は、報告書を作成した専門家は SGC の一員であると考えることができ
るため、当該情報は 2004 年規則 12 条 4 項(e)号の規定する「内部伝達事項」に該当すると
し、さらに不開示の公益性が開示の公益性を上回るとして開示を拒否した。Bovis Homes 
Ltd.が情報コミッショナーに審査請求を行った結果、情報コミッショナーは、当該情報は外
部の専門家によって作成されたものであるため「内部伝達事項」に該当しないとして情報
の開示を命じたため、SGC が情報審判所に不服申立てを行った。 
情報審判所は、当該情報が「内部伝達事項」に当たるかどうかを検討するため、同じく
                                                   
(542) EA/2008/0052, para 19 
(543) ibid, para 94 
(544) ibid, para 95 
(545) ibid, para 97 
(546) EA/2009/0032, 20 October 2009 
(547) Town and Country Planning Act 1990, s 106 
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「内部伝達事項」の開示について争われた Secretary of State for Transport v Information 
Commissioner における「情報が内部伝達事項に該当するか外部からの伝達事項に該当する
かについては一般的な基準を作ること……は不可能であり、それぞれの事案における背景
や事実に応じて判断すべきである」(548)という審判所の判断を引用し、本事案についての個
別的判断を行った。その結果、審判所は、「SGC は、……専門家が SGC の内部に組み込ま
れていると主張する……が、我々はそのようには考えない」(549)し、「（専門家による開発の
評価報告書というような）問題となっている伝達事項の性質に着目すると、……これは SGC
の内部的伝達事項であると性格付けることはできず、……この例外規定は該当しない」(550)
とし、公的機関外部からの伝達事項としての性格を持つものであると判断したのである。 
Secretary of State for Transport v Information Commissioner においては公的機関の依
頼により意見を共有するなどしながら共に情報を作成した Sir Rod Eddington は内部機関
とされており、一方 South Gloucestershire Council v Information Commissioner & Bovis 
Home Ltd.においては意見を提出した外部の専門家はあくまで独立した地位にあるとされ
た。このように、外部の助言者による伝達に関しては、それぞれの事案における情報伝達
者の性格、公的機関との関係の密接度を考慮し、さらに情報の性質などに着目して判断す
るべきであると考えられている。 
  
第 4 節 一定の要素に対して「悪影響を与える」場合の不開示 
 2004 年環境情報規則 12 条 5 項は、公的機関は環境情報の開示がある一定の要素に「悪
影響を与える」場合に、「公益判断」の結果、開示を拒否することができる旨を定めている。
この基準は「害する又は害するおそれのある」場合という基準を適用している 2000 年情報
公開法よりも厳格なものである。2004 年規則 12 条 5 項を適用する場合、公的機関は情報
を開示することによって何らかの悪影響が実際に与えられる点について明確化しなければ
ならず、2000 年法が規定するように情報の開示が悪影響を与える「おそれ」があるという
だけでは不十分である(551)。この点について情報審判所は、Philip Burgess v Information 
Commissioner & Stafford Borough Council(552)において、「（「悪影響を与える」とは）『蓋
然性が極めて高い』場合のことをいう」(553)とし、さらに Benjamin Archer v Information 
Commissioner & Salisbury District Council(554)においては、「悪影響を与える」とするた
めには、「そのような『悪影響が与えられうる、あるいは（悪影響が与えられるで）あろう』
という程度では認められない」(555)と示している。これらの情報審判所の判断によると、2004
                                                   
(548) EA/2008/0052, para 94 
(549) EA/2009/0032, para 27 
(550) ibid, para 33 
(551) ICO (n 484) 4-5 
(552) EA/2006/0091, 7 June 2007 
(553) ibid, para 37 
(554) EA/2006/0037, 9 May 2007 
(555) ibid, para 51 
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年規則は、これらの例外規定を根拠に情報が不開示とされる可能性をできる限り限定して
いると言うことができる。なお、公的機関がこのような点を根拠に開示を拒否しようとす
る場合にも「公益判断」が必要となる。 
 
（１）国際関係、国防、国家安全、市民の安全（12 条 5 項(a)号） 
 2004 年環境情報規則 12 条 5 項(a)号によると、情報の開示が「国際関係、国防、国家安
全、市民の安全」に悪影響を与える場合には、公的機関が「公益判断」の結果、不開示の
公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、情報の開示を拒否することができる。 
 しかしながら、2004 年環境情報規則はこれらの文言の定義については何ら規定を置いて
おらず、2000 年情報公開法の規定にそれぞれ依拠することとなる(556)。2000 年法によると、
「国際関係」とは「(a)イギリスと他国との関係、(b)イギリスと国際的な組織又は国際的な
裁判所との関係、(c)イギリスの海外利益、(d)イギリスによる海外利益の振興又は保護」(557)
のことを、「国防」とは「(a)ブリテン諸島又は植民地の防衛、(b)前号にとって必要な部隊の
能力」(558)のことを指す。 
これに対して、「国家安全」と「市民の安全」という文言(559)は 2000 年情報公開法におい
ても定義づけされていない。議論の余地はあるが、情報コミッショナーによると、「国家安
全」とは防衛事項や広い意味での安全上の問題のことを指すとされ、「市民の安全」は、開
示が市民、公の建築物、工業用地に対する事故あるいは妨害行為からの保護に影響を与え
る情報や、開示が市民の健康や安全に悪影響を与えるような場合に適用されることとなる
(560)。 
情報開示が「市民の安全」に悪影響を与えるかどうかが議論された事案に The Office of 
Communications v Information Commissioner & T-Mobile (UK) Ltd.(561)がある。イギリ
ス通信局（Office of Communications、以下 Ofcom）は、携帯電話事業者によって利用さ
れる基地局の大まかな設置場所と特徴の詳細をインターネットを通じて公表していた。こ
れは利用者が郵便番号、地域名、道路名などから検索することにより、地図がスクリーン
上に現れるようになっており、地図には当該地域に存在する基地局を表す青色の三角形が
表示され、この三角形をクリックすることにより、基地局に関するデータが画面に表示さ
れる仕組みになっている。このシステムで表示されるデータは、アンテナの高さ、周波数
帯域、送信機電力に関するものであり、それぞれの携帯電話事業者から自発的に Ofcom に
対して提供された情報から成り立っていた。しかしながら、当該地図には基地局の詳細な
                                                   
(556) Coppel (n 361) 28 
(557) Freedom of Information Act 2000, s 27(1) 
(558) ibid, s 26(1) 
(559) なお、2003/4/EC 指令における「治安（public security）」という文言が、2004 年環境
情報規則では「国家安全（national security）」と「市民の安全（public safety）」に分割さ
れて規定されている。 
(560) ICO (n 510) 6 
(561) EA/2006/0078, 4 September 2007 
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所在地や位置を詳細に示すグリッド、信号強度といった情報が表示されていなかったこと
から、市民である Ian Henton は、全国の基地局の状況を知るために、Ofcom に対して、事
業者の名前、住所、グリッドなどを含む Ofcom が入手した全ての情報を開示するよう請求
した。これに対して、Ofcom は、これらの情報は「市民の安全（2004 年環境情報規則 12
条 5 項(a)号）」、「知的財産権（同(c)号）」、「商業情報や産業情報の秘密性（同(e)号）」(562)
に悪影響を与える上、不開示の公益性が開示の公益性を上回るとして、開示を拒否したの
である。これについて審査請求を受けた情報コミッショナーが、これらの情報は 2004 年規
則の定める例外規定には該当しないと判断したことに対して、Ofcom が情報審判所に不服
申立てを行ったのが本事案である。 
 情報審判所は、まずこれらの情報が「環境情報」に該当するかどうかについて検討し、
2004 年環境情報規則 2 条 1 項(b)号が「（空気、大気といった）環境要素に対して影響を及
ぼす、あるいは及ぼすおそれのある、……エネルギー、……放射物、……排出物質……と
いった要因」を「環境情報」の定義に含んでいることから、「基地局から放出された電波」
(563)に関する情報も「環境情報」に含むとした。それに対し Ofcom は、「たとえインターネ
ット上のデータベースに含まれる情報が 2004 年規則の対象になるとしても、……事業者名
はそれには含まれない」(564)と反論したが、審判所は「電波を放出する施設の責任者あるい
は責任を有する組織の名前は、（2004 年規則の定義する放射物に関する）『あらゆる情報』
という文言に十分に当てはまる」(565)として、事業者名を含む開示請求された全ての情報が
「環境情報」であると示した。 
 次に情報審判所は、Ofcom が判断したように、当該情報開示が 2004 年環境情報規則 12
条 5 項(a)号の例外規定に該当するかどうかについて検討した。Ofcom はこれらの情報を開
示することが「市民の安全」に「悪影響を与える」と主張していたわけであるが、これは
携帯電話事業者が、もし情報が開示されると、近年の金属価格の高騰によって「基地局か
らの機材の窃盗が増加すること……を懸念し」(566)ていたところから導かれたものである。
これについて審判所は、「基地局からの機材の窃盗、あるいはそれらに対する損害は、市民
や携帯電話事業者を危機にさらし、それらの犯罪行為の結果として携帯電話網が機能しな
くなると市民の安全がさらに侵害されることになる」(567)ことから、「情報の開示……が市
民の安全に悪影響を与える可能性はある」(568)とし、当該情報の開示が「市民の安全」に「悪
影響を与える」と判断した。しかしながら、審判所は、「たとえそれが例外規定に該当する
としても、……情報を開示することによる市民の安全に対する悪影響は大きなものではな
                                                   
(562) 例外規定である「知的財産権」及び「商業情報や産業情報の秘密性」については後述
する。 
(563) EA/2006/0078, para 25 
(564) ibid, para 30 
(565) ibid, para 31 
(566) ibid, para 37 
(567) ibid 
(568) ibid, para 40 
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く、……犯罪行為を促進しないという一般的公益が存在していたとしても、それが全ての
情報を市民に対して開示する公益性を上回るとは考えられない」(569)として、最終的に
Ofcom に情報の開示を命じている。 
  
（２）裁判の進行、公平な裁判を受ける権利、刑事上または懲戒上の調査を行う公的機関
の権利（12 条 5 項(b)号） 
 情報の開示が「裁判の進行、公平な裁判を受ける権利、刑事上または懲戒上の調査を行
う公的機関の権利」に悪影響を与える場合には、公的機関が「公益判断」を行った結果、
不開示とする公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、情報の開示を拒否することが
できる。 
ここでの「裁判の進行」という文言はかなり広範囲にわたっており、公的機関が訴訟の
当事者となった場合、「法律専門家秘匿特権（legal professional privilege）」によって保護
される法律専門家と公的機関とのやりとりも含まれると考えられている(570)。また、「刑事
上または懲戒上の調査」の範囲も広いと考えられているが、その正確な意味内容はいまだ
に明確にされていないようである(571)。 
なお、この例外規定の目的は、裁判所の機能や個人の有する公平な裁判を受ける権利を
保護することにより、司法への混乱が生じないようにするというものである(572)。さらに、
情報コミッショナーは、先述した William Young v Information Commissioner & 
Department of the Environment for Northern Ireland(573)において、「（法律専門家から公
的機関に対して行なわれた）法的助言を開示することは裁判の進行に、そして公的機関の
有する公平な裁判を受ける権利に悪影響を与えるものである」(574)と述べていることから、
この例外規定は公的機関を保護するという目的も有していると言える。 
近年イギリスでは環境に関する訴訟が増加しており、そのような訴訟において環境情報
を含む公文書が重要な役割を担っていることから、この例外規定は非常に重要であると考
えられている(575)。 
 
（３）知的財産権（12 条 5 項(c)号） 
 情報の開示が「知的財産権」に悪影響を与える場合には、公的機関が「公益判断」の結
果として、不開示の公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、情報の開示を拒否する
ことができる。 
                                                   
(569) ibid 
(570) ICO (n 510) 6 
(571) ibid 
(572) ICO (n 484) 6 
(573) 前掲注(501)参照。 
(574) EA/2007/0048, para 15 
(575) Coppel (n 361) 29 
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ここでの「知的財産権」には、著作権、特許、商標、意匠が含まれるとされている(576)が、
情報コミッショナーの指針によれば、もし当該情報が開示された後、1988 年著作権・意匠・
特許法(577)によってその「知的財産権」が保護を受けるような場合には、情報を不開示とす
る根拠は比較的弱いものとなる(578)。 
 先述したThe Office of Communications v. Information Commissioner & T-Mobile (UK) 
Ltd.(579)では、この例外規定についても議論されており、事業者の名前、住所、グリッドな
どを含むOfcomが入手した全情報の開示が 2004年環境情報規則 12条 5項(c)号の例外規定
に該当するか否かについて判断が行われている。情報コミッショナーは、単に「知的財産
権」の侵害があることだけではこの例外規定は適用されず、そこからさらに商業的利益に
対する事実上の侵害がある場合に適用を限定している。さらに情報審判所も、「知的財産権」
について検討する中で、1997 年著作権及びデータベース権規則(580)の定める「著作権」と
「データベース権」に着目し、1997 年規則の下では Ofcom による情報開示がこれらの権利
を侵害する可能性があるとしながらも、2004 年規則の下での開示が「知的財産権」に「悪
影響を与える」という要件は、「純粋な技術上の侵害以上の侵害がある場合」(581)に適用さ
れ、「権利者にある一定の事実上の損害が生じなければならない」(582)とする。そして審判
所は、本事案での情報開示は「事業者の利益に関連するもの」(583)であり、もし情報が開示
されれば「知的財産権の保護が困難となる」(584)ことなどから、「いまだにインターネット
上で公表されていないデータベース……を開示することは、携帯電話事業者に対して商業
的損害を与えるものであり、それは当該情報における知的財産権に悪影響を与えるもので
あると言える」(585)と述べ、情報開示が 12 条 5 項(c)号の例外規定に該当するとした。 
その後、審判所は不開示の公益性と開示の公益性を検討した結果、以下のように判断し
た。もし情報が開示されることとなれば、「携帯電話事業者は（データベースの公表から）
撤退し」(586)、Ofcom に情報を自発的に提供しなくなる可能性があることから、「結果的に
市民が利用することのできる情報量が減少するリスクが存在するという事実を考慮しなけ
ればならない」(587)が、「そのような結果となる可能性はそれほど高くはないであろう」(588)
し、「それが市民に対して直接的に影響を与えるものであるとは考えられないため、……携
                                                   
(576) ICO (n 510) 7 
(577) Copyright Designs and Patents Act 1988 
(578) ICO (n 484) 6 
(579) 前掲注(561)参照。 
(580) Copyright and Rights in Databases Regulations 1997, SI 1997/3032 
(581) EA/2006/0078, para 47 
(582) ibid 
(583) ibid, para 50 
(584) ibid, para 51 
(585) ibid, para 54 
(586) ibid, para 60 
(587) ibid, para 61 
(588) ibid 
99 
 
帯電話事業者の撤退の可能性が、情報開示の公益性を上回ることはない」(589)と結論付け、
最終的に情報の開示を命じている。 
 
（４）法律によって秘密が定められているような公的機関の手続の秘密性（12 条 5 項(d)
号） 
 情報の開示が「法律によって秘密が定められているような公的機関の手続の秘密性」に
悪影響を与える場合には、公的機関が「公益判断」の結果として、不開示の公益性が開示
の公益性を上回ると判断すれば、情報の開示を拒否することができる。 
 2004 年環境情報規則には「手続」という文言は明確に定義されていないが、情報コミッ
ショナーの指針によると、「これは正式な手続に限られるわけではないが、公的機関の行う
全ての活動が含まれるわけでもない」(590)。 
開示請求が行われた情報がここでの「手続」に該当するかどうかが争われた事案に、
Benjamin Archer v Information Commissioner & Salisbury District Council(591)がある。
開発許可の申請者である Benjamin Archer は、Salisbury District Council（以下、Salisbury 
DC）に対して、既に公表されている当該開発許可に関する委員会の議事録において言及さ
れた開発局の長と法律財産局の長による「共同報告（Joint Report）」の開示を請求した。
これについてSalisbury DCは当該情報が開発許可の手続に関するものであるということを
理由に不開示決定を行い、これを受けた開示請求者が情報コミッショナーに審査請求を行
ったところ、コミッショナーも同様の結論を出したため、情報審判所に不服申立てが行わ
れた。情報審判所は、「共同報告」が 12 条 5 項(d)号の規定する「手続」に該当するかどう
かについて検討し、「共同報告が委員会における（開発許可に関する）議論のためだけに準
備されたものかどうかは明らかではなく、従ってこれが開発許可に関する『手続』である
と認めることはできない。……そのため、12 条 5 項(d)号はこの共同報告に適用されない」
(592)と判断、Salisbury DC に共同報告の開示を義務付けた。公的機関による活動に関する
手続に関する情報の開示請求が行われた場合には、当該手続がその活動のためだけになさ
れたものであることが明確でなければ 12 条 5 項(d)号の対象にはならないのである。 
また、「秘密性」という文言についても、同規則に定義が存在するわけではないが、「制
定法あるいはコモンローに基づいて規定されたものであれば、情報を秘密にする義務が存
在する」(593)と考えられている。 
 
（５）正当な経済的利益を保護するために法律によって秘密が定められているような商業
情報や産業情報の秘密性（12 条 5 項(e)号） 
                                                   
(589) ibid, para 62 
(590) ICO (n 510) 7 
(591) 前掲注(554)参照。 
(592) EA/2006/0037, para 70 
(593) ICO (n 510) 8 
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 情報の開示が「正当な経済的利益を保護するために法律によって秘密が定められている
ような商業情報や産業情報の秘密性」に悪影響を与える場合には、公的機関が「公益判断」
の結果、不開示の公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、情報の開示を拒否するこ
とができる。 
情報コミッショナーによると、この例外規定には、営業秘密、契約者によって提供され
た情報、入札や調達の一環として提供された情報といった様々な商業的秘密情報が含まれ
る(594)。 
 
（６）情報提供者の利益（12 条 5 項(f)号） 
 情報の開示が「情報提供者の利益」に悪影響を与える場合には、公的機関が不開示の公
益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、開示を拒否することができる。 
 この例外規定は、情報提供者が、①情報を自発的に提供した場合、②第三者に対して開
示されないことを期待している場合、③開示に同意していない場合に、このような情報提
供者の利益に悪影響を与えるような情報開示を拒否することができる旨を定めているので
ある(595)。この例外規定が該当するような情報には、調査への回答として提供された情報(596)、
公文書館などに預けられている私的な情報などが挙げられる(597)。 
 
（７）当該情報が関係する環境の保護（12 条 5 項(g)号） 
 情報の開示が「当該情報が関係する環境の保護」に悪影響を与える場合には、公的機関
は「公益判断」の結果として、不開示の公益性が開示の公益性を上回ると判断すれば、開
示を拒否することができる。 
2004 年環境情報規則や EU 指令、オーフス条約の究極的な目標は、市民に対して環境情
報へのアクセスを保証することにより環境の保護を増進させるというものであることから、
もし情報開示がその環境に損害を生じさせることとなるのであれば、その目標と矛盾する
こととなってしまうため、公的機関は情報を不開示とすることができる(598)。このような性
質を持つものには、例えば、希少な野鳥の営巣地に関する情報や遺跡発掘現場の位置に関
する情報などがある(599)。 
 
第 5 節 その他の規定 
（１）情報の有無の不回答（12 条 6 項） 
 2004 年環境情報規則は、公的機関が、情報の有無について明確にすることが 12 条 5 項(a)
                                                   
(594) ICO (n 484) 7 
(595) ICO (n 510) 8 
(596) ibid 
(597) ICO (n 484) 7 
(598) ICO (n 510) 9 
(599) ibid 
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号の規定する「国際関係、国防、国家安全、市民の安全」に悪影響を及ぼすと判断した場
合には、「公益判断」を行った上で、開示請求された情報が存在するかどうか、あるいは公
的機関がそれを保有しているかどうかを回答しないことを認めている。先述したように、
公的機関が情報を不開示とする旨を決定した場合には、原則として公的機関は「拒否通知」
を請求者に送付しなければならないとされているが、例外的にこのような規定が置かれて
いる。なお、これは 2004 年規則 12 条 5 項(a)号についてのみ適用されるものであるため、
それ以外の例外規定が適用される状況であれば、公的機関は情報の存在の有無、あるいは
公的機関による保有の有無について回答しなければならない(600)。 
 
（２）排出物質に関する情報（12 条 9 項） 
開示請求された環境情報が「排出物質」に関するものであれば、公的機関は 2004 年環境
情報規則 12 条 5 項(d)号の定める「法律によって秘密が定められているような公的機関の手
続の秘密性」、(e)号の定める「正当な経済的利益を保護するために、法律によって秘密が定
められているような商業情報や産業情報の秘密性」、(f)号の定める「情報提供者の利益」、(g)
号の定める「当該情報が関係する環境の保護」という例外規定を根拠に開示を拒否するこ
とはできない。 
「排出物質」の内容については 2004 年環境情報規則でも 2003/4/EC 指令でも明確に定
義されているわけではないが、EU 指令である 2008 年総合的汚染防止規制指令（以下、
2008/1/EC）2 条 5 項(601)に一般的な定義が規定されている。それによると、「排出物質」と
は、「直接的あるいは間接的な物質の放出、個体からの振動、熱、騒音、施設における大気・
水・土壌への拡散汚染源」のことである。この非常に広い定義は、結果的にこれら 4 種類
の例外規定が適用されない状況を拡大することにつながるため、情報の不開示を制限して
いることとなる。つまり、公的機関がこれらの例外規定の適用を検討する場合には、当該
情報が「排出物質」に関するものでないことを確認しなければならないのである(602)。 
先述した The Office of Communications v. Information Commissioner & T-Mobile(UK) 
Ltd.(603)では、情報審判所が、「排出物質」に関する情報について 12 条 5 項(e)号が適用され
ないとする 12 条 9 項の規定について指摘し、たとえ当該情報が「商業情報」に該当してい
たとしても、電磁波という「排出物質」に関する情報について当該例外規定を根拠に開示
を拒否することはできないとした。 
 
（３）スコットランドの公的機関への適用（12 条 10 項） 
 2004 年環境情報規則 12 条 5 項(b)号の定める「裁判の進行、公平な裁判を受ける権利、
                                                   
(600) ICO (n 484) 7 
(601) Directive 2008/1/EC of the European Parliament and of the Council of 15 January 
2008 concerning integrated pollution prevention and control [2008] OJ L 24/8, art 2(5) 
(602) ICO (n 510) 9 
(603) 前掲注(561)参照。 
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刑事上または懲戒上の調査を行う公的機関の権利」、(d)号の定める「法律によって秘密が定
められているような公的機関の手続の秘密性」、(f)号の定める「情報提供者の利益」という
例外規定は、スコットランドの公的機関にも適用されることとなる。スコットランドはイ
ングランドやウェールズなど他地域とは異なった法制度を適用しており、2004 年規則もス
コットランドの公的機関には原則として適用されないが、この規定は、地域を超えた問題
が何らかの悪影響を与えないよう保証するため存在する(604)。 
  
（４）歴史的記録（17 条） 
2004 年環境情報規則 17 条 1 項(a)号は、「開示請求された情報が歴史的記録に該当した場
合、公的機関が 2004 年規則 12 条 1 項(b)号の定める規定に従って『公益判断』を行い、当
該情報を不開示とする公益性が存在すると判断したとしても、情報開示を行うかどうかの
判断の前に、公的機関は大法官（Lord Chancellor）と協議しなければならない」(605)と規
定する。なお、ここでの「歴史的記録」とは、「記録が作成された翌年から起算して 30 年
の期間を満了したもの」(606)を言う。つまり、公的機関が情報が例外規定に該当すると判断
した上、不開示の公益性が開示の公益性を上回ることを理由に不開示決定を行おうとして
も、作成から 30 年以上経ている情報についてはそれだけでは開示を拒否することはできな
い。これは 2003/4/EC 指令には規定されておらず、2000 年情報公開法を参考に 2004 年規
則に導入された特別な規定である。この規定は、公的機関の保有する情報を不開示とする
必要性は時間の経過に伴って減少することを意味していると考えられる。 
 
第 4 章 市民による開示請求に基づく環境情報開示の意義 
イギリスでは、環境情報の積極的開示を促す 90/313/EEC 指令の制定を受け、それとほ
ぼ同様の規定を設けた 1992 年環境情報規則が制定された。これらの制度には多くの欠点が
指摘されてはいたものの、「情報提供」制度である公的登録簿と共に、公的機関の保有する
「環境に関する情報へのアクセス権」の促進に大きく寄与することとなる。そしてさらに、
オーフス条約の締約、2003/4/EC 指令やイギリス国内における 2000 年情報公開法の制定な
ど、環境情報を積極的に市民に対して開示するための制度が整えられていく。そして、最
終的にこれらの制度を基礎に、従前の制度に存在した多くの欠点を補完した 2004 年環境情
報規則が制定されたのである。 
 
第 1 節 2004 年環境情報規則の特徴 
2004 年環境情報規則の制定による環境情報開示制度の改革を具体的に見てみると、以下
の点を指摘することができる。第 1 に、2004 年規則は 1992 年環境情報規則に比べて情報
                                                   
(604) ICO (n 484) 8 
(605) Environmental Information Regulations 2004, reg 17(1) 
(606) Freedom of Information Act 2000, s 62(1) 
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開示請求の対象となる「公的機関」の定義を拡大しており、公的責任を有した民間企業な
どもその範囲に含めている。第 2 に、「環境情報」の定義に関しても、1992 年規則よりも
広く、さらに詳細に規定しており、経済分析に関する情報や人間の健康に関する情報など
も環境情報規則に基づく開示請求の対象となっている。第 3 に、公的機関が情報開示を拒
否することができる例外規定については、1992 年規則よりも不開示の可能性を減少させる
ため、「個人データ」を含む情報を除いて、「公益判断」を公的機関に課している。さらに
2004 年規則は、1992 年規則の規定だけではなくオーフス条約や 2003/4/EC 指令と比べて
も、公的機関が情報を開示するまでの期限を短縮したり、公的機関が自ら積極的かつ能動
的に環境情報を市民に提供するよう義務付けたりしている。そしてさらに、2004 年規則は、
公的機関による決定に不服がある開示請求者に対して、情報コミッショナーや情報審判所
といった裁判所以外の審査機関への安価で迅速な救済を可能とするような審査請求制度を
構築し、また情報コミッショナーは環境情報開示について数多くの指針を出すことで市民
による積極的かつ適切な開示請求、及び公的機関による適正な処理を導いている。 
学説もこのような 2004 年環境情報規則の制定を支持している。Stuart Bell & Donald 
McGillivray は、「2004 年環境情報規則は、情報、特に環境に関する情報への広いアクセス
がもたらすであろう利点……を反映したものである。このような制度の基本的な特徴の 1
つとして、……あらゆる者が環境情報の開示について『利益』を有しているということを
挙げることができる。……ここで言う利益とは、全ての者が自分自身のために、あるいは
将来世代のために持つ普遍的なものである」(607)と述べており、2004 年規則による広い環
境情報開示が現在そして将来世代に向けた全ての市民に対する利益となるとする。 
2004 年環境情報規則については、2000 年情報公開法との比較からもいくつかの特徴を導
き出すことができる。第 1 に、2000 年法は除外情報について、多くの場合、一定の要素を
「害する又は害するおそれのある情報」を不開示とすることができる旨を定めているのに
対して、2004 年規則は、ある一定要素に「悪影響を与える」場合に不開示とすることがで
きるとする。これについては、情報審判所も、2004 年規則の下での不開示の基準は 2000
年法の基準と比較すると、その要件が「より満たしにくいものである」(608)と述べており、
2004 年規則の下で開示請求された情報が不開示とされる可能性は 2000 年法の場合と比べ
て実質的に抑制されていると言うことができる。 
第 2 に、2004 年環境情報規則は、公的機関による不開示決定について、「個人データ」
を根拠とする不開示を除く全ての場合に「公益判断」を義務付けている。たとえ開示請求
が 2004 年規則の定める例外規定に該当していたとしても、公的機関は「不開示の公益性が
開示の公益性を上回る」ことを証明することができなければ、情報を不開示とすることが
できない。一方、2000 年情報公開法は「絶対的除外情報」の規定を置いており、公的機関
                                                   
(607) Stuart Bell & Donald McGillivray, Environmental Law, (6th edn, Oxford University 
Press 2006) 319 
(608) EA/2006/0065, 29 June 2007, para 28 
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は開示請求された情報がこのような性質のものに該当すると判断した場合には、「公益判断」
を行わずに不開示とすることができる。この点からも、2004 年規則が市民に対する情報開
示を可能な限り促進しようとしている点を導き出すことができる。 
 第 3 に、2004 年環境情報規則に基づいて「公益判断」を行う場合、「公的機関は、開示
を推定することとする」という「開示推定原則」に従わなければならない。これによって
開示の公益性と不開示の公益性が同等のものである場合、公的機関は当該情報の開示を行
うこととなる。この原則は 2000 年情報公開法には置かれておらず、2004 年規則特有のも
のである。ここからも、2004 年規則が、公的機関による広い環境情報開示を導き出そうと
していることが分かる。 
 このように、イギリスでは、公的機関による「情報開示」制度としての 2000 年情報公開
法と並行して、環境情報の開示に特化した 2004 年環境情報規則を制定することにより、公
的機関の保有する環境情報をより広く市民に開示しようとしている。このことはイギリス
における環境情報の公開がいかに重要視されているかのあらわれであり、これは環境保護
を目的とする市民参加の充実にもつながると考えられる。 
 
第 2 節 わが国との比較 
 わが国にも公的機関の保有する環境情報にアクセスするための手段の 1 つとして、法律
や条例に基づいた市民からの開示請求による「情報開示」制度が存在している。わが国で
は、従前から地方公共団体の保有する情報の開示制度については、地方公共団体の制定す
る条例や要綱に定められており、市民はこれらに基づいて情報の開示請求を行った上で情
報を入手していた。さらに国レベルでは、1999 年 5 月にいわゆる情報公開法が制定され、
現在では、情報を保有している国の行政機関に対して同法の下で開示請求を行うことによ
って市民は行政保有情報を入手することができるのである。これらの制度はイギリスのよ
うに「環境情報」の開示に特化したものではないが、「環境情報」を入手したいと考える市
民もこれらの制度を用いることとなる。 
なお、情報公開法 2 条によると、同法に基づく情報公開の対象となる「行政文書」とは、
「行政機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、当
該行政機関の職員が組織的に用いるものとして、当該行政機関が保有している」ものであ
るとされる。さらに同法によると、何人にも行政機関の保有する行政文書の開示を請求す
る権利が認められ、情報を入手しようと考える市民は、行政機関の長に対して情報の開示
を請求することができ、これに対して行政機関の長はそれが不開示事由に当たらない限り
当該文書を開示しなければならない。 
情報公開法は不開示事由として、第 5 条において、「①個人に関する情報」、「②法人等に
関する情報」、「③国の安全に関する情報」、「④公共の安全等に関する情報」、「⑤審議、検
討または協議に関する情報」、「⑥事務または事業に関する情報」を挙げており(609)、さらに
                                                   
(609) 不開示情報についての詳細は、宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説』（有斐閣、第 4
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同法 7 条は、これらの規定に該当しても、公益上の必要性があれば、行政機関の長は情報
を開示することができる旨を規定する(610)。 
先述したように、イギリスでは、2004 年環境情報規則を通じた開示請求によって、市民
が公的機関の保有する環境情報を入手することが可能であるが、わが国の情報公開制度と
比較すると、そこには差異が存在する。 
まず、わが国の制度とイギリスの制度には、不開示とされる情報の性質が異なる。2004
年環境情報規則における不開示情報については、わが国の制度と同じように、個人に関す
る情報や商業的秘密情報などが規定されているが、イギリスの場合には、個人データを含
む情報を除いた全ての場合に「公益判断」をすることとなり、その結果として、「不開示の
公益性が開示の公益性を上回る時には、公的機関は情報の開示を拒否することができる」
とされている。つまり、イギリスでは不開示の公益性が開示の公益性を上回らなければ不
開示とすることができないこととなるのに加えて、「開示推定原則」が規定されていること
から、たとえ例外規定に該当する情報であったとしても「開示」を前提としなければなら
ないのである。一方、わが国では、例外規定に該当していたとしても公益上の必要性があ
れば開示することが「できる」と規定されており、「不開示」を前提とした制度が導入され
ている。この点から、規定だけを見ると、イギリスではわが国よりも情報が不開示とされ
る可能性が低いと考えられる。 
また、情報開示の対象となるような情報の範囲も異なっている。イギリスの場合には、「環
境情報」については 2004 年環境情報規則に基づいて情報開示が行われることとなり、「環
境情報」に該当しない情報については2000年情報公開法に基づいて開示されることとなる。
わが国の制度は「環境情報に特化されたものではなく一般的な制度であるために、プライ
バシーや企業秘密などに配慮した多くの非開示情報の類型をもつというという限界を有し
ている」(611)と指摘されている。イギリスの制度も同様の限界を有しているとは言えるが、
先述したように、2000 年法と比較しても 2004 年規則の下では情報が不開示とされる可能
性が小さくなっていることから、市民にとってより利用しやすい手段となっていると言え
る。「環境情報」に特化した制度を設けることで、一般的な情報公開法に基づく情報開示よ
りもより広い開示が見込まれることとなるのである。現代社会においては、環境保護のた
めの市民参加制度の重要性が主張されていることから、このように「環境情報」の幅広い
開示を導く制度の構築は大きな意義のあるものだと言えよう。 
 
結論 
第 1 部及び第 2 部では、イギリスにおける公的機関の保有する環境情報への市民による
                                                                                                                                                     
版、2008 年）46－88 頁等参照。 
(610) 開示請求された情報が不開示事由に該当するか否かについて争われた判例について、
詳しくは、磯野・前掲注(271)63－64 頁、黒川・前掲注(19)94－98 頁等参照。 
(611) 黒川・同上 94 頁。 
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アクセスに関して、その歴史、様々な法規則の下での情報公開手法、その意義などに焦点
を当て検討してきた。そこから以下のような点を導き出すことができる。イギリスでは、
環境情報の公開に消極的な時代を経て、RCEPの勧告や市民や環境保護団体の活動を受け、
環境汚染に関する個別法が様々な公的登録簿を導入することによって、市民が無料でそれ
を閲覧することのできる制度が構築された。さらに、その後、オーフス条約や EU 指令と
いった国際的な動向を契機に、2004 年環境情報規則が制定され、それにより市民が公的登
録簿などによって提供されていないような環境情報の開示を公的機関に対して請求するこ
とが可能になったのである。 
つまり、現在、イギリスにおいて公的機関の保有する環境情報を入手したいと考える市
民は、第 1 に制定法の定める公的登録簿や、「汚染目録」のような公表制度を通じた環境情
報の閲覧によって、また、第 2 に、これらの制度を通じて入手することのできないような
情報に関しては、2004 年環境情報規則を通じた公的機関への情報開示請求によってそれを
達成することができる。公的登録簿は、公的機関の保有する環境情報を市民がいつでも自
由に入手することを可能にするものであるが、その一方で、2004 年規則の定める開示制度
では、市民からの請求を受けて公的機関が環境情報を開示するものであり、これら 2 つの
制度には根本的な実践上の違いがある。そしてイギリスでは、前者のような公的機関によ
る能動的な「情報提供」制度を、後者のような「情報開示」制度が補完することによって、
市民に対して非常に有効な環境情報公開制度を構築しているのである。 
わが国における情報公開法や情報公開条例、及びイギリスにおける 2004 年環境情報規則
は、市民の情報開示請求権を保障した制度に過ぎず、これらの制度が存在するからといっ
て市民が必要とする環境情報が自動的に公開される仕組みにはなっていない。そのため公
的機関による受動的なものに過ぎず、このような制度の下では市民が情報公開を求めると
いう具体的な行動を起こさない限り、情報公開は何ら進展しないと指摘されるところであ
る(612)。 
わが国における環境情報開示制度の課題としては、開示請求が行われても当該情報が行
政の意思決定過程情報に該当するとして不開示となる場合が多いこと、市民が求める情報
が公的機関によって速やかに収集されるような制度を導入すべきであることなどが挙げら
れており(613)、これらはイギリスにおける環境情報開示制度の課題としても該当するであろ
う。さらにイギリスでは、環境情報の解釈が困難であることから情報の正確な解釈を手助
けする専門家を配置するべきであるという提案や、環境情報公開制度の整備と共に、当該
制度に関する市民の認識を向上させるべきであるとする提案もある。 
市民や環境保護団体による環境保護活動が活発なイギリスでは、これまでにも述べたよ
うに「情報提供」制度及び「情報開示」制度が互いに補完し合い、一定の効果を発揮して
いるが、これらの残された課題や、さらに活発化するであろう国際社会における環境保護
                                                   
(612) 三木由希子「情報公開制度の現状と課題」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）17 頁。 
(613) 磯野・前掲注(271)66 頁。 
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活動に対応するため、市民に対してより利便性の高い方向へと、さらなる環境情報公開制
度の改革がなされていくであろうと考えられる。現代社会において、国際的に主張されて
いる環境保護のための市民参加制度を充実させるためにも、このようなイギリスにおける
市民参加の一手段としての環境情報公開制度の動向にこれからも注目していく必要がある。 
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第 3 部 環境許可制度と市民参加 
 
序論 
第 1 部と第 2 部で論じたように、イギリスでは、「公的登録簿」に代表される公的機関に
よる能動的な「情報提供」制度を 2004 年環境情報規則に基づく「情報開示」制度が補完す
ることによって、市民にとって有効な環境情報公開制度を構築しており、それは環境リス
クに関する市民による認識の向上につながっている。 
先述したように、オーフス条約の目指す環境保護を実現するためには同条約の提示する 3
つの権利の連携が必要不可欠であることから、イギリス国内においても第 1 の柱と同様に
オーフス条約の第 2 の柱である「環境意思決定への市民の参加権」の保障も重視されてい
る。 
わが国においても、近年、「市民の価値観が多様化する中で、行政のみですべての意思決
定を行うことが困難」(614)になっており、様々な領域における行政意思決定に対する市民参
加が重視されている。そのような中、「議会が確定した枠組みのなかで、方針や計画といっ
た一般的決定、ゾーニング指定や拘束的計画といった一般処分、および、申請に対する処
分や不利益処分といった具体的決定の場面において、それがより高次の基本方針や基本計
画、そして、根拠法や関係法令との関係で妥当・適法であるかをチェックし、またその内
容形成に参画する機会が与えられることが重要である」(615)と指摘されているように、市民
参加の必要性は、環境領域における様々な局面での行政意思決定についても妥当すると考
えられる(616)。しかしながら、「国民・住民が環境保全について法的主体性を認められてい
ないこと、参加権も保障されていないことが……わが国の実定環境法の最大の欠点である」
(617)と言及されるように、わが国において環境意思決定への市民参加権は十分に発展してい
るとは言い難く、市民参加が認められる領域においても、「運用上従来の行政による情報提
供、それに対する市民の意見提出という形式的なやりとりからは進んだものとはなってい
ない」(618)と指摘されるところである。 
それでは、環境汚染や汚染規制について長い歴史を有するイギリスでは、オーフス条約
第 2 の柱である「環境意思決定への市民の参加権」の保障についてどのような対策がとら
れているのだろうか。イギリスではオーフス条約の批准前から環境意思決定に対する市民
参加制度の積極的な構築が行われてきたが、現在、政府の方針によって、特に環境許可の
                                                   
(614) 織朱實「環境政策における市民参加制度：米国環境法施策における市民参加制度の概
要」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）24 頁。 
(615) 北村喜宣『環境法』（弘文堂、2011 年）95 頁。 
(616) わが国においては、例えば、開発事業による環境の影響を事前に評価する環境影響評
価制度において、環境影響評価方法書等の公告・縦覧及びそれに対する意見書の提出の仕
組が盛り込まれている。岩田元一「ヨーロッパにおける水環境政策への市民参加の仕組と
環境情報の役割」国際情報研究（日本国際情報学会誌）4 号（2007 年）1 頁。 
(617) 阿部泰隆・淡路剛久『環境法』（有斐閣、第 4 版、2011 年）39 頁。 
(618) 織・前掲注(614)24 頁。 
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付与といった具体的決定の場面において、市民参加の促進に歯止めがかけられている。第 3
部は、このようなイギリスにおける環境意思決定への市民参加制度について、その歴史展
開や現行制度の詳細、市民参加の意義やその実態を考察することにより、わが国の制度構
築に対する示唆を得ようとしたものである。 
第 1 章では、現在の市民参加制度について検討する前提として、イギリスにおける環境
意思決定への市民参加の歴史を国際的動向を踏まえながら分析する。その後、第 2 章にお
いては、環境意思決定に対する市民参加の中でも、特に現在のイギリスで大きな変革が進
行中である環境許可決定過程への市民参加について、イングランド及びスコットランド(619)
の制度を比較する形で分析した上、第 3 章において市民参加制度の利用率などイギリスに
おける市民参加の実態について検討を行う。 
 
第 1 章 環境意思決定に対する市民参加 
 イギリスでは、20 世紀末から 21 世紀初頭にかけて、公的機関による環境意思決定過程へ
の市民参加が促進されていくこととなる。市民参加促進の契機は、イギリス国内における
動向と国際的な動向が同時進行的に作用したものである。そこで本章では、環境意思決定
過程への市民参加について検討する前提として、市民参加の歴史をイギリス国内及び国際
的な動向を踏まえて考察する。 
 
第 1 節 イギリス国内における市民参加の促進 
イギリスでは長期間にわたり一定領域における行政意思決定に対して市民参加が積極的
に認められてきた。その典型的なものとして、都市計画領域における開発許可申請に関す
るコミュニティーや市民の参加が挙げられる。開発許可申請に関しては、申請の受理から
許可が付与されるまでの審査過程において市民参加が認められており(620)、このような市民
参加は、「都市開発計画やより多くの戦略的な問題に対して市民が意見を提出する多くの機
会を提供している」(621)として一定の評価を受けていた。 
一方、都市計画領域における市民参加が長い歴史を有しているのに対して、「環境規制領
                                                   
(619) 本稿はイングランド及びウェールズの制度を主な研究対象としているが、第 3 部のみ
例外的にスコットランドにおける制度も検討し、イングランド及びウェールズとの比較を
行うことで、市民参加制度の実態について分析する。 
(620) 都市計画領域における開発許可申請及びそれに関する市民参加について詳しくは、岡
村周一「イギリス計画法における『開発』の概念(1)・(2)」法学論叢 139 巻 1 号、2 号（1996
年）1 頁以下、洞澤秀雄「持続可能な発展とイギリス都市計画法制度改革」札幌学院法学
24 巻 1 号（2007 年）51 頁以下、同「都市計画における調整・協議に関する一考察：イギ
リス計画許可制度を題材に」札幌学院法学 26 巻 1 号（2009 年）43 頁以下、和泉田保一「イ
ギリス計画許可制度の概要と近年の動向」東北法学 28 号（2006 年）1 頁以下、藤岡啓太郎
他「英国（イングランド）地方における都市計画体系の変化」都市計画 54 巻 5 号（2005
年）98 頁以下、岡本裕豪「英国都市計画制度の改正（概要）」新都市 58 巻 8 号（2004 年）
68 頁以下等参照。 
(621) Bell & McGillivray (n 15) 334 
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域において市民は締め出され」(622)てきた(623)。都市計画領域とは異なり、環境規制制度の
大部分が「未発達な通知・協議手続しか有しておらず、環境保護に関する決定は一般市民
による助言なく、専ら専門家のみによって判断が行われていた」(624)のである。その理由と
して、環境意思決定の持つ技術的な性質、産業界と規制当局の間の癒着関係、環境基準の
設定に関する広い裁量などが挙げられている(625)。イギリスにおいては、「環境に対する市
民の関心は疑いようもなく増しており、特に若年層の環境問題への理解はより高いものに
なっているにもかかわらず……、産業や工業といった環境に影響を与える活動よりも、（都
市計画領域における）開発許可の方が市民にとって明らかな関心事であると受け取られて
いた」(626)ことから、都市計画領域と環境規制領域それぞれにおける意思決定過程への市民
参加制度の構築には大きな差があったとされる。 
しかしながら、環境規制領域における市民参加に消極的であったイギリスも、20 世紀末
から 21 世紀初頭にかけて、次第に市民参加促進の動きを活発化させていく。1998 年のオ
ーフス条約採択後、2005 年の批准までの間、イギリスでは環境意思決定への市民参加の重
要性についての提言が数多く行われてきた。例えば RCEP は、1998 年の「環境基準の設定」
と題した第 21 報告書において、「市民の意見は環境政策や環境基準に関する決定に必要不
可欠な要素である。市民の環境に対する意見は、……十分な情報に基づく熟考と討論の産
物であり、これらが考慮されるために……現行の協議及び参加手続を拡大、補完するため
に必要な手段を講じる必要がある。……また市民参加は、政策を公表したり、重大な討論
を促進したり、政策の実行可能性や望ましさについて広範囲にわたる意見を導き出すため
に重要な役割を担う」(627)とする勧告を行っており、市民参加の重要性や必要性を主張する。
また、1999 年にイギリス政府が発行した「持続可能な開発戦略―質の高い生活―」という
報告書も、「透明性、情報、参加、司法へのアクセス」(628)がより良い環境意思決定のため
に必要不可欠な 1 つのプロセスであると述べている。 
このようにイギリスにおいて市民参加促進の提言が行われた契機は、「政府が行う科学的
助言に対する国民側からの不信感の増加にある」(629)と考えられている。これは、イギリス
政府が畜牛に対する BSE と人間に対するクロイツフェルト・ヤコブ病の関連性を否定した
                                                   
(622) Jenny Steele, ‘Participation And Deliberation in Environmental Law: Exploring A 
Problem-Solving Approach’ (2001) 21 OJLS 418 
(623) 一部環境領域においては環境影響評価を通じた市民参加は行われていた。環境影響評
価については後述する。 
(624) Bell & McGillivray (n 15) 334 
(625) ibid 
(626) Rowan-Robinson, Ross, Walton and Rothnie (n 114) 28 
(627) Royal Commission on Environmental Pollution, Setting Environmental Standards, 
(Cm 4053, 1998) 
(628) Environment, Transport & Regional Affairs Committee, A Better Quality of Life 
-strategy for the sustainable development for the United Kingdom (1999) para 4.1  
(629) Lee and Abbot (n 11) 94 
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数年後に一転してそれを肯定した、いわゆる「狂牛病問題」によって表面化した(630)。この
ような不信感に対する解決策の 1 つが市民参加の促進であり、RCEP は「環境計画」と題
した第 23 報告書において、「市民からの信頼を高めることが市民参加の目的である」(631)
と述べている。 
イギリス政府に対する国民からの不信感が増す中、政府は、GMO を巡る議論において、
環境意思決定への市民参加を重視する態度を明らかにしている。政府は 2000 年に農業と環
境に関するバイオテクノロジーの発展に伴う社会的・倫理的問題を検討するため、「農業環
境バイオテクノロジー委員会（Agriculture and Environment Biotechnology Commission、 
以下 AEBC）」(632)を設立、AEBC はイギリス政府に対する提言を組み込んだ「遺伝子組換
え作物の商業化についての議論」(633)という報告書を作成しており、イギリス環境食糧農林
省（Department for Environment, Food and Rural Affairs、以下 DEFRA）は同報告書に
応じる形で「GMO に関する諸問題についての公開討論」(634)の開催を発表した。公開討論
は、GMO に関する行政の意思決定について、市民からの質問を受けたり、市民に情報を与
えることを目的として行われるものであり、政府から独立した委員会の運営によって市民
に何らかの意見を述べる機会を与えている(635)。 
AEBC は公開討論の核として、「地域コミュニティーにおける草の根的な討論を行った上
でその地域コミュニティーの代表者を含む地方そして全国単位での討論会を行うこと、そ
して利害関係者を討論会に参加させないこと」(636)を主張した。一方、DEFRA は草の根的
な討論会については支持したものの、「利害関係者も参加せることが望ましい」(637)とした
上、さらに「公開討論の中で遺伝子組換え作物栽培の費用便益分析及び科学的問題の審査
を行うべきである」(638)と主張している。これについて Maria Lee and Carolyn Abbot は、
「公開討論に……『専門家』が関わることによって、公開討論が彼らに独占されてしまう
危険性がある」(639)と指摘しているものの、このように「全国単位で行われる公開討論はイ
ギリスにおける環境意思決定の重要な新機軸である」(640)と評価する。そして、「GMO に関
                                                   
(630) ibid  
(631) Royal Commission on Environmental Pollution, Environmental Planning, (Cm 5459, 
2002) 
(632) AEBC は、有機栽培農家、遺伝子組換え作物を扱う農家、GMO に関する研究者、GMO
の普及に否定的な活動家など、GMO 問題について様々な視点を有する者から構成され、
GMO に関する諸問題について広く協議を行っている。 
(633) Agriculture and Environment Biotechnology Commission, A Debate About the 
Possible Commercialisation of GM Crops (AEBC 2002)  
(634) Department for Environment, Food and Rural Affairs, Public Dialogue on GM. UK 
Government Response to AEBC Advice Submitted in April 2002 (DEFRA 2002) 
(635) ibid para 5 
(636) AEBC (n 633) para 18 
(637) DEFRA (n 634) para 8 
(638) ibid para 16 
(639) Lee and Abbot (n 11) 95 
(640) ibid 
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する公開討論は、広範囲にわたる環境政策に関する市民参加についての政府の態度の変化
の指標」(641)となり、AEBC の助言に対する DEFRA の回答は、「政府と市民との間の情報
交換が重要であるとみなされていることの証拠」(642)であるとされている。 
このように、これまで市民参加がその中核にあると考えられていた都市計画領域のみな
らず、環境規制領域においてもイギリス政府は市民参加の重要性を受け入れ始めてきた。
GMO についての公開討論は法規則の枠外で開催されるものであったが、同時に様々な環境
関連法規が環境意思決定への市民参加制度を導入することとなる。例えば、2000 年汚染防
止規制（イングランド及びウェールズ）規則(643)は、あらゆる許可申請について、「あらゆ
る者（any person）」に意見提出の機会を与えている。イギリスには環境意思決定に対する
市民参加を認める一般法は存在しないが、環境規制に関する様々な法規則が個別に市民参
加権を保障しているのである。 
 
第 2 節 オーフス条約の批准とイギリスの動向 
前節で見たように、イギリスでは政府に対する不信感から、環境意思決定への市民参加
制度が構築されていくこととなるが、それと同時に国際的にも市民参加が重視され始め、
イギリスはこの流れを受け入れながらますます市民参加制度を充実させていくこととなる。 
イギリスが 2005 年に批准したオーフス条約は、その前文において、「環境領域において、
情報へのアクセス及び意思決定への市民参加の改善が、意思決定の質を高め、かつ実施を
促進し、環境問題についての市民の意識の向上に寄与し、市民がその懸念を表明する機会
を提供し、そのような懸念に対して公的機関の適切な考慮を可能にする」と明示しており、
決定の質を高め、決定過程が正統なものとなることを確保するために、環境意思決定への
市民参加が重要であるとする。 
同条約は第 2 の柱である「環境意思決定への市民の参加権」について、「①特定の活動に
関する意思決定への市民参加（6 条）」、「②環境に関する計画、プログラム、政策に関する
市民参加（7 条）」、「③行政による環境関係の規則や規範的文書の策定段階での市民参加（8
条）」、という 3 つの段階にわたる市民参加についての規定を置いている。 
 
（１）オーフス条約 6 条―許可決定過程への市民参加 
「特定の活動に関する意思決定への市民参加」について定めているオーフス条約 6 条は、
その第 1 項において、市民参加の対象を、「(a)附属書Ⅰに挙げられた活動の計画を許可すべ
きか否かの決定……、及び(b)附属書Ⅰの一覧表にはないが、環境に重大な影響を与えるお
それのある活動の計画についての決定」(644)としており、附属書Ⅰには、エネルギー部門、
                                                   
(641) ibid 96  
(642) ibid 
(643) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulation 2000 なお、同規
則に基づく市民参加については後述する。 
(644) Aarhus Convention, art 6(1) 
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金属の生産及び処理、セメント窯業、化学産業、廃棄物管理、一定規模以上の排水処理施
設、工業施設、一定規模以上の空港・道路の建設など環境への影響が比較的大きな事業が
挙げられている。同条は、市民参加の対象を、環境に対して重大な影響を与えるおそれの
ある活動に関する許可決定に限定していると言うことができ(645)、さらにこれは許可決定過
程への市民参加、すなわち具体的決定の場面における市民参加を促進する規定であると解
釈することができる。 
さらにオーフス条約は、「（許可申請に関して）『関係市民』は、公告によるか、もしくは
それが適切であれば個別に、環境に関する意思決定過程の初期に、かつ、適切で、時宜を
得て、効果的に、(a)活動の計画、及びそれについて決定がなされる活動の申請、(b)決定見
込みあるいは決定草案の内容、(c)決定に責任を負う公的機関、(d)予定される手続、……(e)
活動が国内のあるいは国境を越えた環境影響評価手続の対象となるかどうか、について知
らされねばならない」(646)とする規定を置く。「関係市民」の定義については、同条約 2 条 5
項が、「環境意思決定により影響を受け、もしくは受けるおそれのあるまたはそれに利害関
係を有する市民」(647)としていることから、ここでの市民参加の対象者は利害関係者に限定
されることとなる。環境情報へのアクセスについてはその対象を「市民」としていたこと
から、オーフス条約は環境意思決定への市民参加の対象を制限していると言える。また、
同条約 2 条 5 項によると、環境保護を促進する NGO は自動的に利害関係を有するものとみ
なされる。 
また、市民参加の時期に関しても、「様々な選択肢があり、効果的な市民参加が可能であ
る場合には、初期段階での市民参加を提供しなければならない」(648)としており、この規定
によりできる限り早い段階での環境許可決定過程への効果的な市民参加が促進されている。
また、「締約国は、必要に応じて、許可を申請しようとする者に対し、『関係市民』を特定
し、討議を行い、申請の目的に関して情報を提供することを奨励すべきである」(649)とされ
る。 
オーフス条約 6 条 7 項は市民参加の手段について、「市民参加の手続では、市民が活動に
関連していると考える意見、情報、分析又は見解を文書で、また必要に応じて公聴会もし
くは申請者の聴聞会において、提出することを認めなければならない」(650)と規定している。
これにより、最低限、市民には文書での意見提出の権利を付与しなければならないことと
なるが、どのような場合に公聴会や聴聞会が認められるかについては、締約国の裁量に委
ねられていると考えることができる。 
また市民参加の結果がいかに環境意思決定に反映されるかが重要となってくることから、
                                                   
(645) Paradissis and Purdue (n 8) 299 
(646) Aarhus Convention, art 6(2) 
(647) ibid, art 2(5) 
(648) ibid, art 6(4) 
(649) ibid, art 6(5) 
(650) ibid, art 6(7) 
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オーフス条約 6 条 8 項は、「締約国は、決定において、市民参加の結果に関して適切な考慮
がなされることを確保しなければならない」(651)と規定する。市民参加の結果に関する「適
切な考慮」の要求は、行政による最終決定について市民の意見が無視されることがないよ
う意図されたものであるが、Maria Lee and Carolyn Abbot は、「『適切な考慮』という文言
が市民参加の結果に強力な地位を与えているのか、それとも市民参加の結果が単なる『考
慮要素』に過ぎないのかについては議論のあるところである」(652)とする。 
そして最終的に、「締約国は、公的機関が決定を行った場合、市民が適切な手続に従って
速やかにその結果を知らされるよう確保しなければならず、また、その決定の基礎となっ
た理由及び考慮した事項と共に決定文書に市民がアクセスすることができるようにしなけ
ればならない」(653)。イギリスにおいては、環境許可の付与についてはその理由が提示され
ず、また規制当局も拒否処分が行われた時にのみその理由を文書で提示することを慣例と
していた(654)ため、この規定がイギリス国内で導入されることになれば、環境許可の付与に
ついても理由提示義務が課せられることとなり、これには大きな意義があると考えられる。
なお、第 2 章以降で検討する「環境許可決定過程への市民参加」は、このオーフス条約 6
条の規定を実現したものである(655)。 
                                                   
(651) ibid, art 6(8) 
(652) Lee and Abbot (n 11) 97 
(653) Aarhus Convention, art 6(9) 
(654) Lee and Abbot (n 11) 97 
(655) なお、オーフス条約 6 条の規定する市民参加は、同条約の批准以前からイギリス国内
において環境影響評価（Environmental Impact Assessment）という形で一部環境領域に
おいて実現されていた。イギリスでは、環境影響評価の対象となる事業を行おうとする者
は、許可決定の前に事業の詳細、環境に対する直接的・間接的な影響、環境被害軽減策な
どを記した環境評価書（environment statement）を準備しなければならないとされており、
市民は規制当局が何らかの決定を行う前に環境評価書を閲覧し、意見を提出することが認
められていたのである。このようなイギリスにおける環境影響評価制度は、1947 年都市農
村計画法（Town and Country Planning Act 1947）を発端としており、同法の下では、土
地利用計画の策定と施設の開発許可の段階で、市民参加手続を経て、環境への影響や施設
の必要性が判断されることになっていた。また、イギリスでの環境影響評価制度は、
85/337/EEC 指令が採択されて以降、様々な環境領域における開発許可を対象として広がっ
ていくこととなる。なお、オーフス条約の批准を受けて 85/337/EEC 指令は 2003/35/EC 指
令（Directive 2003/35/EC of the European Parliament and of the Council of 26 May 2003 
providing for Public Participation in respect of the drawing up of certain plans and 
programmes relating to the environment and amending with regard to public 
participation and access to justice Council Directives 85/337/EEC and 96/61/EC [2003] 
OJ L 156/17）に改正されている。なお本稿は環境許可決定過程への市民参加に焦点を当て
るため、主に「開発許可」に関するものである環境影響評価については複雑化を避ける意
味でも取り扱わない。イギリスにおける環境影響評価についての先行研究としては以下の
ものが挙げられる。大塚直「経済先進国における環境アセスメントの現状」環境情報科学
25 巻 4 号（1996 年）7 頁以下、吉居秀樹「イギリス都市農村計画法制下における環境アセ
スメント」長崎県立大学論集 26 巻 3 号（1993 年）65 頁以下、朝賀広伸「英国における最
近のアセスメント制度の展開―2001 年環境影響評価規則（未開墾地・半自然地域、イング
ランド）を中心に」環境アセスメント学会誌 2 巻 1 号（2004 年）83 頁以下等。 
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（２）オーフス条約 7 条－環境に関する計画、プログラム、政策策定への市民参加 
 オーフス条約 6 条は既に基本的な政策や計画の策定が行われた後の個々の許可段階にお
ける市民参加について扱ったものであった(656)。それに対して、第 7 条は、「各締約国は、
必要な情報を市民に提供した上で、透明かつ公正な枠組みで、環境に関連する計画やプロ
グラムの準備段階での市民参加のための適切な、実務的及び／またはその他の規定を策定
しなければならない」(657)と規定しており、環境に関する計画、プログラム、政策策定段階
での市民参加を促すものであると言える。さらに同条については「6 条 3 項、4 項、7 項の
規定が適用されなければならない」(658)としているが、その中でも第 7 条との関係において
最も重要だと考えられるのが「様々な選択肢があり、効果的な市民参加が可能である場合
には、初期段階での市民参加を提供しなければならない」(659)と規定する 6 条 4 項である。
これにより、第 7 条の規定に実行性が付与され、「既に何らかの計画が策定された後ではな
く、計画の策定段階での市民参加が可能になる」(660)のである。 
 オーフス条約 7 条の規定を受けて制定された「環境計画及びプログラムに関する影響評
価指令（以下、2001/42/EC 指令）」(661)は、ある一定の計画やプログラムに対して早期にお
ける環境影響評価を行うよう要求することによって、それらの策定段階での市民参加を強
化している。これは一般的に「戦略的環境アセスメント（Strategic Environment 
Assessment）」(662)として制度化されているものであり、イギリスでは、戦略的環境アセス
メントに関して、オーフス条約や 2001/42/EC 指令に基づいて 2004 年計画及びプログラム
環境影響評価規則(663)が制定されている。同規則によると、戦略的環境アセスメントは、農
業、森林、漁業、エネルギー、工業、運輸、廃棄物処理、水管理、電気通信、観光、都市
                                                   
(656) Lee and Abbot (n 11) 100 
(657) Aarhus Convention, art 7 
(658) ibid 
(659) ibid, art 6(4) 
(660) Paradissis and Purdue (n 8) 305 
(661) Directive 2001/42/EC of the European Parliament and of the Council of 27 June 
2001 on the Assessment of the Effects of Certain Plans and Programmes on the 
Environment [2001] OJ L 197/30 
(662) 戦略的環境アセスメントについては先行研究が多数存在するため、本稿では概略的な
紹介にとどめたい。なお、先行研究として以下のものが挙げられる。柳憲一郎「戦略的環
境アセスメントと持続可能性アセスメントの現状と課題」明治大学法科大学院論集 7 巻
（2010 年）463 頁以下、同「環境アセスメントにおける公衆参加の重要性―英国の戦略ア
セスメントを素材として―」21 世紀フォーラム 72 号（2000 年）30 頁以下、同「政策アセ
スメントと環境配慮制度」森島昭夫・大塚直・北村喜宣編『環境問題の行方』（1999 年、有
斐閣）62 頁以下、寺田達志「戦略的環境アセスメント（SEA）の導入に向けて」ジュリス
ト 1149 号（1999 年）99 頁以下、環境アセスメント研究会編『わかりやすい戦略的環境ア
セスメント―戦略的環境アセスメント総合研究会報告書―』（中央法規、2000 年）等。 
(663) Environmental Assessment of Plans and Programmes Regulations 2004, SI 
2004/1633 
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農村計画、土地利用に関する計画及びプログラムについて義務付けられ(664)、市民は計画立
案者が提出した環境報告書（environmental report）(665)を閲覧し、意見を提出することが
できる。 
戦略的環境アセスメントの主な効果は「計画及びプログラムによって起こりうる重大な
影響が提示される」(666)ことであり、市民参加という観点から、「計画及びプログラムの草
案は規制当局だけではなく市民も閲覧することができるようになっていなければ意味はな
く、特に計画によって影響を受けるおそれのある市民には意見を提出する効果的な機会を
与えられなければならない」(667)と考えられている。 
 
（３）オーフス条約 8 条－行政による規則策定過程への市民参加 
オーフス条約 8 条は、「各締約国は、環境に著しい影響を与えうる規則やその他の一般に
適用しうる法的拘束力のある規則を公的機関が準備している際の適切な段階、かつ選択肢
がまだ開かれている段階での、効果的な市民参加を促進するように努力しなければならな
い。この目的のため、次の措置がとられるべきである。(a)効果的な参加が十分に認められ
る時間枠が設定されるべきである。(b)規則の草案は、公表されるか、入手可能とするべき
である。(c)市民は、直接もしくは、代表する機関を通して意見を述べる機会を与えられる
べきである。そして市民参加の結果は可能な限り考慮されねばならない」(668)と規定してお
り、これは環境に関する行政による規則策定過程への市民参加を促進するものだと言える。
本規定は、「個々の決定だけではなく、広範囲にわたる行政立法にまで適用されるものであ
る点、これまでにない新しいものである」(669)と評価されている。この規定を受け、イギリ
スでは規則策定について「政府のホームページ上で規則の草案を提示し、市民が意見を述
べる機会を提供」(670)している。これは後述する行政による環境許可基準策定の局面におい
て用いられるものである。 
 
第 3 節 市民参加の性質 
イギリスでは国内外における様々な影響を受け、環境意思決定に対する市民参加制度の
構築が促進されてきたわけであるが、このような市民参加制度はどのような性質や意義を
有しているのであろうか。本節ではイギリスにおいて環境意思決定への市民参加が検討さ
れる際に頻繁に言及される Stuart Bell and Laurence Etherington による分析に基づいて
                                                   
(664) ibid, reg 5(2) オーフス条約の規定と異なり、イギリスにおいては「政策（policy）」は
戦略的環境アセスメントの対象外となっている。 
(665) 環境報告書には、計画に関連する環境上の問題、計画を実施することで生じる環境被
害、環境被害の軽減策等が記される。 
(666) Paradissis and Purdue (n 8) 307 
(667) ibid 
(668) Aarhus Convention, art 8 
(669) Lee and Abbot (n 11) 101 
(670) Paradissis and Purdue (n 8) 305 
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考察を行う。 
 
（１）対象者の範囲による分類 
 Stuart Bell and Laurence Etherington によると、「『市民参加』という言葉は多種多様な
手続に及ぶもの」(671)であり、市民参加はその対象者の範囲によって以下のように分類する
ことができる。 
第 1 に「『利害関係者』型（Stakeholder Model）市民参加」(672)である。これは環境意思
決定の結果によって直接的に影響を受けるであろう者が対象となる市民参加であり、例え
ば、環境許可の申請に対する地域住民の意見を求めるものや、環境基準の設定について影
響を受けるであろう住民の意見を引き出そうとするものがこれに該当する。このようなタ
イプの市民参加は、意思決定の正統性を向上させるだけでなく、利害関係を持つ市民の権
利利益を保護するという目的を有するものであろう。 
第 2 に「『価値観』型（Values Model）市民参加」(673)である。これは市民参加を通じて
市民の持つ環境に対する一般的な価値観や意見、情報を引き出そうとするものであり、「『利
害関係者』型市民参加」とは異なり、環境意思決定と直接的な利害関係がない者にも市民
参加の機会を認めるものである。このタイプの市民参加は、一般市民から広く情報を収集
することによって意思決定の前提となる情報の質を高めようとするものであり、「『利害関
係者』型市民参加」と比較しても意思決定の正統性・民主性は大きく向上すると考えられ
る。 
第 3 に、「『技術的専門知識』」型（Technical Expertise Model）市民参加」(674)である。
これは「『価値観』型市民参加」の対極にあるものであり、意思決定について専門知識を有
している科学者や技術者、法律家といった専門家の意見を引き出すためのものである。こ
れは参加の対象を専門家に限定している点、厳密には市民参加とは言えるか疑問の残ると
ころである。 
このように、環境意思決定への市民参加には「『利害関係者』型市民参加」が主として導
き出そうとする「市民の権利利益の保護」と、主に「『価値観』型市民参加」が導こうとす
る「意思決定の正統性・民主性の確保」という 2 つの目的があると考えられる。なおオー
フス条約 6 条 2 項は「関係市民」に対する市民参加制度の構築を規定していることから、「『利
害関係者』型市民参加」を、またオーフス条約 7 条、8 条は「市民」に対する市民参加制度
の構築を規定していることから、「『価値観』型市民参加」を促進していると言えよう(675)。 
                                                   
(671) Stuart Bell and Laurence Etherington, ‘The Role of Consultation in Making 
Environmental Policy and Law’ (1999) 8 Nottingham LJ 48, 49 
(672) ibid 
(673) ibid 
(674) ibid 50 
(675) なお、わが国においても同様の分類は行なわれており、例えば北村喜宣は対象者を利
害関係者に絞る市民参加を「権利利益防衛参画」、利害関係を持たない者も対象にする市民
参加を「情報提供参画」と分類する。前者の例としては、わが国における公有水面埋立法 3
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（２）市民参加が必要とされる理由 
市民参加が必要とされる理由として、イギリスでは、市民の権利利益の保護だけでなく、
「市民参加の結果としてあらわれる意思決定や判断過程そのものの正統性の確保」(676)や、
「意思決定の根拠となる情報の質の改善」(677)などが挙げられており(678)、Stuart Bell and 
Laurence Etherington は、それを 5 つの要素に分けて分析している(679)。 
第 1 に、市民参加は意思決定の「合理性の確保」につながる。意思決定者にとっての懸
念は、自身が行なう意思決定に合理性があるかどうかという点にあるため、市民の意見を
取り入れることでこの懸念を払拭し、意思決定の合理性を向上させることが市民参加の目
的として重要なものである。特に意見を提出することのできる者の範囲を拡大することに
よって、潜在的な障害や問題は明確化され、より適切に対処することができると考えられ
る。 
第 2 に、「専門性の向上」である。規制当局の外部から得られる専門知識を利用すること
は、科学的・経済的・法的・社会的・政治的問題を含むなど、必要とされる専門知識の範
囲が広い環境領域における意思決定について、その正統性を高めるために必要な手段であ
る。 
第 3 に、市民参加は「手続の透明化」につながる。行政による意思決定は透明性を重視
した手法で行われるべきであると考えられ、市民からの意見を排除しようとしたり、市民
参加を拒否しようとすれば、判断過程と最終結果に対して市民に否定的な印象を与えざる
を得なくなる。これは、イギリスにおいて大きな問題とされていた事業者と規制者との癒
着関係を排除するためにも重要であると考えられている。わが国においても、環境に対す
る負荷を発生させる事業者と規制者としての行政という「二極関係に『市民』という『も
う一極』を加えて三極関係にすることにより、行政と事業者の間に癒着のない『健全な距
離』を創出することが可能になる」(680)と指摘されているように、市民参加のもたらす意思
決定過程の透明化は必要不可欠なものである。 
                                                                                                                                                     
条 3 項に基づく意見提出が挙げられ、ここからは参加者の法律上の利益や公法上の法律関
係を見出し、抗告訴訟の原告適格や当事者適格を肯定することも可能であるとされる。な
お、後者は広く情報の提供を求めるために行われるものであり、環境影響評価法 8 条に基
づく意見提出が例として挙げられる。北村・前掲注(615)178 頁。 
(676) Bell and Etherington (n 671) 51 
(677) RCEP (n 627)  
(678) わが国でも、市民参加が必要とされる理由については様々な理解が存在する。例えば、
北村喜宣は、対象となる事項についての複眼的評価、政策や計画への正統性の賦与、議会
が抽象的に調整した諸利益の現場レベルでの再調整、情報補完・情報質の向上などを挙げ
ている。北村喜宣「環境政策・施策形成と実施への市民参加」環境法政策学会編『環境政
策における参加と情報的手法―環境パートナーシップの確立に向けて―』（商事法務、2003
年）33 頁以下参照。 
(679) Bell and Etherington (n 671) 51 
(680) 北村・前掲注(615)95 頁。 
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第 4 に、市民参加によって「交渉を通じた意見の一致」が得られる。市民参加を行う理
由の 1 つは、市民参加の対象となる事業によって直接影響を受ける者が意思決定者と直接
交渉を行うことを保証し、市民にとって最終判断が容認できるものとすることにある。利
害関係者が規制当局と意見の交換・交渉を行うことで、利害関係者の権利利益はより一層
保護されることになるのである。 
最後に、市民参加は「価値観の誘出」につながる。もし意思決定者が一般市民の価値観
や意見に沿う判断をしたいと考えた場合、市民参加が人々の価値観を引き出す数少ない手
法の 1 つである。一般市民の価値観を意思決定に反映することは意思決定の正統性を向上
するために重要であることから、「価値観の誘出」は必要不可欠な要素である。 
なお、市民参加の対象者の範囲によって、重点の置かれる正当化理由は異なっている。
例えば、「『価値観』型市民参加」は「価値観の誘出」を最も重視しており、規制当局が、
利害関係者に限定されない一般市民の意見や価値観を検討した結果として判断を行なうこ
とになるため、最も民主性の高い手段であると考えられる。 
 RCEP はこれらの正当化理由について、「自分自身の意見が考慮されていると確信した
人々は、意思決定過程や政策に信頼を持つ傾向にある」(681)と述べており、市民参加の促進
が行政に対する市民からの信頼の回復にもつながるとする。 
 
第 2 章 環境許可決定過程への市民参加(1)：制度比較 
国際的に環境意思決定への市民参加が重要視されている中、イギリスでも同制度の構築
が行われてきたわけであるが、現在イギリスでは政府の方針によって様々な領域における
行政による規制の在り方に変化が生じ、それに伴って環境意思決定に対する市民参加制度
にも変化が起きている。本章では、特に変化が顕著にあらわれている環境許可決定(682)過程
への市民参加に焦点を当て、イングランドとスコットランドにおける現状をそれぞれ考察
する。 
 
第 1 節 ベター・レギュレーションと市民参加 
現在、イギリスでは、環境許可決定過程という公的機関による具体的な決定の場面にお
ける市民参加の在り方に大きな変化が起きている。この変化は、政府の打ち出した「ベタ
ー・レギュレーション計画（Better Regulation Agenda）」が発端となっている。ベター・
                                                   
(681) RCEP (n 627) 
(682) イギリスにおいて環境に影響を与えるおそれのある事業を行おうとする者は、行政に
よる事前審査として「環境許可」を付与されなければならない場合が多く、大気汚染防止
法 6 条や水質汚濁防止法 5 条のように届出制を多く採用している（大塚直・前掲注(1)316
頁）わが国の状況とは異なっている。なお、イギリスにおいて新たな施設を設置後その施
設において排出等の環境に影響を与えるおそれのある活動を行おうとする事業者は、施設
設置のための「開発許可」と、操業のための「環境許可」の両方を付与されなければなら
ない場合がある。なお、本稿では後者を中心に検討を行う。 
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レギュレーションとは、よりよい規制環境づくりを目指す政策方針であり、その対象は環
境領域に限らず、金融、税制、農業、社会保障、雇用、教育など様々な分野に及んでいる。
イギリスでは、1997 年に発足したブレア政権以降、本格的にこの取り組みが行われ始め、
現在のキャメロン政権下では、規制改善局（Better Regulation Executive）がビジネス・
イノベーション・職業技能省内に置かれ、ベタ ・ーレギュレーションの推進を行っている(683)。 
ベター・レギュレーションの下では、行政による意思決定の迅速性と一貫性に重きが置
かれることとなる。さらに行政による規制効率の低下を伴わずに費用と行政の負担を削減
することが同政策の目的とされており(684)、最終的には規制の費用を削減することにより
GDP の増加につなげることを目指している(685)。この目的は、例えば、公的機関による許
可の付与に伴う手続を簡素化すること、手続の結果をより予測可能なものにすること、意
思決定過程の過度の長期化を防ぐこと等によって達成される(686)。 
行政による規制の効率化と、行政による意思決定の正統性を向上させる市民参加は相反
するものだと考えられるため、このようなベター・レギュレーションの促進は、環境保護
や汚染規制を目的とした市民参加制度にも大きな影響を与えると懸念されている。実際、
行政による規制の効率化を図ることによって、環境意思決定、特に環境許可決定過程への
市民参加の機会が減少する可能性が高いと指摘されており(687)、これらの点から、たとえベ
ター・レギュレーションを推進するとしても、「意思決定の迅速性及び一貫性と、市民参加
の機会との間のバランスをとる必要がある」(688)と主張されている。 
 
第 2 節 イングランドにおける環境許可と市民参加 
イギリス政府がベター・レギュレーションの実現を目指す中、イングランドとスコット
ランドは環境許可決定過程への市民参加についてそれぞれ異なったアプローチを展開して
きた。本節では、近年のイギリスにおいて政策課題として取り組まれているベター・レギ
ュレーションの推進により大きく影響を受けたイングランドにおける市民参加制度の現状
を検討する(689)。 
                                                   
(683) ビジネス・イノベーション・職業技能省は、ベター・レギュレーションの実現のため
には、「不必要に成長を妨害するような既存の規制制度の除去あるいは簡素化」、「最終手段
としての規制の導入による規制制度の削減」などが必要であるとする。詳細は、ビジネス・
イノベーション・職業技能省ホームページを参照。<http://www.bis.gov.uk/policies/bre> 
(684) Elizabeth A. Kirk & Kirsty L. Blackstock, ‘Enhanced Decision Making: Balancing 
Public Participation against ‘Better Regulation’ in British Environmental Permitting 
Regimes’ (2011) 23 Journal of Environmental Law 98 
(685) Sarah Anderson, The Anderson Review. The Good Guidance Guide: Taking the 
Uncertainty out of Regulation (Better Regulation Executive 2009) 5 
(686) Kirk & Blackstock (n 684) 99 
(687) ibid 
(688) ibid 
(689) イギリスには 1993 年放射性物質法（Radioactive Substances Act 1993）のように、イ
ングランドとスコットランドの両地域に適用される環境関連法規が存在するが、本稿では
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（１）「標準許可」と「特注許可」 
イングランドにおいて環境に影響を与えるような一定の事業を行おうとする者は、環境
許可の申請をし、それを付与されなければならないが、環境許可に関する法規則の大部分
が何らかの形で市民参加についての規定を置いている。なお、現在その多くは以下のよう
な手法で行われている。 
環境許可の申請、あるいはそれらの変更や放棄の申請は原則として事業者が行うことと
なるが、当該事業が標準的な許可決定手続の対象となるものであれば(690)一般的には市民参
加は認められず、その対象外となる事業であれば当該申請の内容及び許可決定過程への参
加の日時と方法の詳細が市民に公告された後、市民参加手続がとられることとなる。ここ
での市民参加は「意見聴取」(691)という形態によって行われる場合が多く、許可を付与する
かどうかの最終判断は、市民から提出された意見を考慮した上、規制当局が単独で行う(692)。 
現在、イングランドにおいては、環境許可制度の大部分が 2010 年環境許可（イングラン
ド及びウェールズ）規則（以下、2010 年イングランド規則）(693)の下で規定されている。
同規則は、総合的汚染規制制度と廃棄物管理免許制度をより簡潔でより直接的な規制制度
に統合した 2007 年環境許可（イングランド及びウェールズ）規則(694)を改正したものであ
る。2007 年規則は、ベター・レギュレーションの一環として、従前の複雑な規制制度をよ
り容易にかつ合理的に扱えるよう意図して制定されたものであり(695)、同規則の制定により、
従来は総合的汚染規制制度と廃棄物処理制度の下で個別の許可が必要とされた事業につい
ても、一度の申請によって許可を得ることが可能になっている(696)。 
2010 年イングランド規則は、2007 年環境許可（イングランド及びウェールズ）規則の対
象にさらに排出同意、地下水許可、放射性物質規制を加えることによってその範囲を拡大
したものであり、2007 年規則と同様、複数の環境領域にわたる許可を単一の制度の下で付
与することを可能にしている。2010 年規則 12 条 1 項は、「環境許可によって権限が与えら
                                                                                                                                                     
イングランドとスコットランドの比較に焦点を当てるため、それぞれの地域において独自
に用いられる法規則のみを検討の対象とする。 
(690) 例えば、バイオディーゼルの製造はこの標準的な許可決定手続の対象となる。バイオ
ディーゼルの製造許可は、環境庁の策定する規則である Standard rules SR2009 No3-Low 
Impact Part A Installation for the production of Biodiesel の基準に従って検討される。 
(691) 「意見聴取」など市民参加の形態については後述する。 
(692) Kirk & Blackstock (n 684) 100 
(693) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010 なお、同規則はウ
ェールズにおける事業にも適用されるが、本稿ではイングランドにおける事業についての
み検討する。 
(694) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2007 
(695) Kirk & Blackstock (n 684) 101 
(696) 2007 年環境許可（イングランド及びウェールズ）規則の制定により、従来存在した 41
の規則が 1 つの制度内に統合されることとなり、効率的な環境汚染規制が可能になった。 
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れている者を除いては、……（規制対象施設の）操業をしてはならない」(697)と規定してお
り、イングランドにおいて、人体及び環境に悪影響を与えるおそれのある 2010 年規則の対
象になる事業を行おうとする者は、同規則の下で環境許可を付与されなければならない。
なお、2010 年規則の下では、「標準許可（standard permits）」と「特注許可（bespoke permits）」
という 2 種類の環境許可が存在する。環境許可決定過程への市民参加の権利は、事業者が
「標準許可」の申請を行ったか、「特注許可」の申請を行ったかによって異なる扱いを受け
ることとなる。 
そのような中、2010 年イングランド規則 26 条 1 項は、「標準許可」と「特注許可」、そ
れぞれの判断基準の策定を規制当局に委ねている。2010 年イングランド規則の下での環境
汚染に関する規制当局である環境庁は、廃棄物関連事業、排水、地下水、放射性物質、採
鉱廃棄物に関する活動など 2010 年規則の対象となる事業について、同規則に従って策定し
た基準をホームページ上で提示しており、それらの基準に適合するような事業が「標準許
可」の対象となる(698)。そして、これらの基準を超えるような比較的重大な環境汚染を引き
起こす可能性のある事業は「標準許可」の対象からは除外され、「特注許可」(699)の対象と
なる(700)。 
後述するが、スコットランドではイングランドと同様にベター・レギュレーションが推
進されているにもかかわらず、2010 年イングランド規則のような合理化された環境許可手
続は採用されず、以前から用いられてきたような「幅広い制度を維持するという意図的な
決断」(701)が行われている。許可制度についての両者のアプローチの相違は、市民参加制度
についても大きな違いを生じさせている。 
 
（２）「標準許可」と市民参加 
(a)「標準許可」決定過程への市民参加 
2010 年イングランド規則の下で「標準許可」の申請をした事業者は、環境庁の策定した
基準に適合した上、事業内容に関する十分な情報を環境庁に提供している限り、必ず同許
                                                   
(697) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010, reg 12(1)(a) 
(698) 「標準許可」の基準について、詳細はイギリス環境庁ホームページを参照。
<http://www.environment-agency.gov.uk/business/topics/permitting/32334.aspx> 
(699) 「特注許可」の付与に関しては、事業ごとの詳細なアセスメントなど複雑な手続が要
求される場合がある。Environment Agency, Working together: your role in our 
environmental permitting (February 2010) 5 
(700) 例えば、2010 年イングランド規則の下では、深刻な汚染を引き起こすとされる焼却施
設の操業はその大部分が「特注許可」の対象となる。「標準許可」の対象となっている焼却
施設は、1 年間に出す廃棄物が 438 トン以下という比較的環境への負荷の少ないペット火葬
場のみである。Kirk & Blackstock (n 684) 102 
(701) Scottish Government, Consultation Paper on the Consolidation of the Waste 
Management Licensing Regulations and Amendments arising from the Better Waste 
Regulation Exercise (February 2010) pt 4 
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可を付与されることとなる(702)。事業が「標準許可」付与の基準に適合しているかどうかの
判断は、申請者と環境庁にのみ依拠することとなり、この意味で後述する「特注許可」の
申請よりもより簡易なものとなっている。もし申請者が、「特注許可」が必要な事業につい
て「標準許可」のみに基づいて活動を行っていた場合や、後の調査において環境への影響
が「標準許可」の基準を超えていることが判明すれば、有効な許可を受けずに事業を行っ
ていたとみなされ、「標準許可」が取り消されることとなる。 
「標準許可」の付与についての判断は申請者と環境庁にのみ依拠することとなるため、
個々の「標準許可」決定過程への市民参加は一般的に認められない(703)。これは 2010 年イ
ングランド規則が制定される以前の状況とは大きく異なっている。例えば、2007 年規則が
制定される前に総合的汚染規制制度に関する許可について規定していた2000年汚染防止規
制（イングランド及びウェールズ）規則は、全ての許可申請について「あらゆる者」に意
見を提出する機会を与えており、規制当局は市民から提出された全ての意見を検討した上、
許可についての判断を行うよう要求されていた(704)。この点、2010 年イングランド規則は、
「標準許可」に関して、オーフス条約 6 条の促進する市民参加制度を採用しておらず、市
民参加のもたらす意思決定の正統性や民主性よりも、行政による規制の迅速性や一貫性を
重視していると言うことができる。また、たとえ法規則が規定していなくても、規制当局
は裁量によって市民参加を受け入れることも可能ではあるが、イングランドではそれも行
われていない。 
 
(b)「標準許可」基準の策定・改正手続への市民参加 
「標準許可」決定過程への市民参加は原則として認められていないが、「標準許可」に関
して、非常に限定的ではあるが市民参加の機会は残されている。市民は「標準許可」と「特
注許可」の判断基準の策定あるいは改正手続への参加を認められているのである。2010 年
イングランド規則 26 条 2 項は、「（環境庁は、）標準許可に関する規則を策定あるいは改正
する時には、(a)規制されるべき施設によって……影響を受けるであろうコミュニティーの
利益を代表すると考えられる者や、(b)影響を受けるあるいは利害関係を持つであろうと考
えられるあらゆる者と……協議しなければならない」(705)と規定する。これにより、環境庁
が行う「標準許可」と「特注許可」の判断基準の策定について市民は意見を提出すること
が認められることとなり、環境基準に民意を反映させることが可能になっている。これは
環境に著しい影響を与えうる規則の策定段階での市民参加制度の構築を促すオーフス条約
                                                   
(702) Kirk & Blackstock (n 684) 103 
(703) ただし例外もあり、2010 年イングランド規則の下で規制の対象となる施設設置のため
の「開発許可」については、たとえ事業が「標準許可」の対象となるものであっても、「特
注許可」と同様の市民参加手続が採用される場合がある。なお「特注許可」に関する市民
参加の詳細は後述する。 
(704) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulation 2000, sch 4, para 
6 
(705) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010, reg 26(2) 
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8 条の規定に従ったものであると考えられる。 
この手続において、環境庁は、ホームページや電子メールを利用することによって利害
関係者の意見をアンケート形式で、基準の策定の場合は 12 週間、改正の場合は 28 日間受
け付けており、提出された意見を考慮しながら基準を策定・改正することになる(706)。しか
しながら、オーフス条約 8 条が市民全般に対して市民参加の機会を付与するよう規定して
いたのに対し、ここでは市民参加の対象者が利害関係者に限られている点、また意見提出
とは言うものの実際にはアンケートを通じたものに過ぎないとされている点(707)、市民参加
手法としてはどの程度の実効性があるかは疑問である。 
 
（３）「特注許可」と市民参加 
2010 年イングランド規則の下では、「標準許可」の対象外である活動を行おうとする事業
者は「特注許可」の申請をし、それを付与されることが必要となる。一部の例外(708)はある
ものの、「標準許可」の場合と異なり、市民は「特注許可」決定過程への参加権を有してい
る。 
2010 年イングランド規則によると、「特注許可」の判断について、「環境庁は市民相談員
（public consultee）に対して申請に関する情報を与えるために適切な措置を講じる義務を
課され」(709)、さらに「市民相談員に対して申請に関する意見を提出するよう勧告し」(710)、
「意見提出の場所と期限を明確にしなければならない」(711)とされる。ここでの「市民相談
員」とは、「許可申請によって影響を受ける、あるいは影響を受けるであろう、あるいは利
害関係を有していると規制当局が判断する者」(712)のことであり、「特注許可」手続につい
ては、環境庁が判断する「利害関係者」に意見提出を通じた市民参加が認められているの
である。なお、意見提出の期間や手法を決定するのは規制当局であり、実際、環境庁は許
可の申請後30業務日以内にホームページ上で市民参加の公告を行っている(713)。ここでは、
申請者の詳細、予定されている主な事業内容、活動場所の詳細、意見提出の期限、意見の
提出先などが公告されることとなる(714)。また一般的に意見提出は文書によって行われるこ
                                                   
(706) Environmental Agency (n 699) 7 
(707) アンケートの内容・結果についてはイギリス環境庁ホームページを参照。
<http://www.environment-agency.gov.uk/static/documents/Research/SR_Cons_No_4_Re
sponse_documentv1_0.pdf> 
(708) 2010 年イングランド規則は、移動式プラントの設置や放射性物質に関する活動につい
ての「特注許可」の一部を市民参加の対象外としている。Environmental Permitting 
(England and Wales) Regulation 2010, sch 5, para 5(1) 
(709) ibid, sch 5, para 6(1)(a) 
(710) ibid, sch 5, para 6(1)(b) 
(711) ibid, sch5, para 6(1)(c) 
(712) ibid, sch 5, para 1 
(713) 「特注許可」決定過程への市民参加の公告については、イギリス環境庁ホームページ
参照。
<http://www.environment-agency.gov.uk/research/library/consultations/65546.aspx> 
(714) Environment Agency (n 699) 12 
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ととなり(715)、環境庁はこの期限を 20 業務日以内と定めている(716)。2010 年イングランド
規則によると、このような意見提出は「特注許可」の変更に関しても行われることとなり(717)、
さらに同規則には、事業によって他国の環境が害されると考えられる場合にはその国との
協議を行うよう定める規定も置かれている(718)。 
最終的に、環境庁は市民から受け取った全ての意見を考慮した上で「特注許可」の付与
の可否を決定しなければならず(719)、さらに公的登録簿において判断結果と判断に至った理
由を公開することとなる(720)。この理由提示義務はオーフス条約 6 条の規定を受けて導入さ
れたものであり、市民は拒否決定のみならず許可決定に至った理由も知ることができる。 
このようにイングランドでは、環境に比較的大きな影響を与える可能性のある事業につ
いて適用される「特注許可」について、その判断過程への市民による意見提出を認めてい
る。しかしながら、ここで意見提出が認められる市民は「利害関係を有していると規制当
局が判断する者」に限られており、総合的汚染規制について「あらゆる者」の市民参加を
認めていた 2000 年汚染防止規制（イングランド及びウェールズ）規則の下での市民参加制
度と比較しても市民参加の機会は制限されている。 
 
第 3 節 スコットランドにおける環境許可と市民参加 
イングランドと異なり、スコットランドにおいてはベター・レギュレーション計画に基
づいた環境許可制度の合理化は図られず、一部の例外はあるものの、様々な環境関連法規
が規定していた市民参加制度を従来のまま用いている。本節では、スコットランドにおけ
る環境許可決定過程への市民参加制度の現状を検討する(721)。 
 
（１） 2005 年水環境（活動規制）（スコットランド）規則と市民参加 
(a)一定基準内の事業と市民参加 
スコットランドにおける水質汚濁規制に関する 2005 年水環境（活動規制）（スコットラ
ンド）規則（以下、2005 年スコットランド規則）(722)は、2010 年イングランド規則の規定
する「標準許可」及び「特注許可」と類似の 2 種類の許可制度を取り入れている。 
しかしながら、2010 年イングランド規則の下で事業を行おうとする者は必ず「標準許可」
あるいは「特注許可」の申請をしなければならないのに対して、2005 年スコットランド規
                                                   
(715) Kirk & Blackstock (n 684) 104 
(716) Environment Agency (n 699) 8 
(717) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010, sch 5, para 8 
(718) ibid, para 10 
(719) ibid, para 11 
(720) Environment Agency (n 699) 8 
(721) なお本稿ではイングランドとの比較を行うことから、イングランドにおいて 2010 年イ
ングランド規則が適用される環境領域に限定してスコットランドの制度を検討する。 
(722) Water Environment (Controlled Activities) (Scotland) Regulations 2005, SSI 
2005/348 
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則の下では、もし事業者が同規則別表 3(723)の定める基準内での事業を予定しているのであ
れば、事業者はその活動に関してスコットランドにおける規制当局であるスコットランド
環境保護庁（Scottish Environmental Protection Agency、以下 SEPA）に対して許可申請
をする必要がなく、自動的に許可を付与されているとみなされることとなる。このような
場合、SEPA は予定されている事業について何ら判断を行なう必要がないことから、事業が
同規則の定める基準の範囲内にある限り市民参加の機会は与えられない。 
さらに 2005 年スコットランド規則は 2010 年イングランド規則とは異なり、市民に対し
て基準の策定や改正について意見を提出する機会も与えていない(724)。このことから、2005
年スコットランド規則は環境許可決定過程への市民参加について明らかに消極的な姿勢を
とっており、この点だけ見るとスコットランドに比べてイングランドの方が広く市民参加
の権利を提供していると言える。 
 
(b)事業許可と市民参加 
 一方、2005 年スコットランド規則別表 3 の定める基準の範囲外にある事業を行おうとす
る者は、事業許可の申請を行い、それを付与されることが必要となる。ここでは、市民参
加として、「許可申請によって影響を受けるあるいは影響を受けるであろう、あるいは利害
関係を有しているあらゆる者」(725)に文書あるいは電子による意見提出が認められている。
そして、規制当局である SEPA は提出された意見を検討した上、許可の付与について判断
することとなる。なお 2010 年イングランド規則においては、「特注許可」について、事業
によって影響を受けるあるいは利害関係を有していると「規制当局が判断する者」にのみ
市民参加が認められていたのに対し、スコットランドではそのような制限はなく、自らが
利害関係を有していると判断するあらゆる者に意見提出が認められることから、スコット
ランドの方がイングランドと比べて市民参加の対象者を広く規定していると言えよう。 
またイングランドの場合と異なり、2005 年スコットランド規則の下では、市民は許可の
申請や変更に対する意見提出だけではなく、公的機関が許可の付与を決定した場合に提示
する許可決定草案に関して意見を述べたり、異議を唱えたりすることが認められている。
なお、この権利は許可の申請や変更について既に意見を提出した者にだけ認められる(726)。
さらに同規則の下では、許可決定草案に対する異議は大臣に移送され、大臣は SEPA が許
可を付与するべきかどうか、あるいは大臣が代わりに判断を下すため申請の照会を行うか
の判断を行うことになる(727)。また大臣は、許可決定草案について、SEPA による許可付与
の判断の際に用いられた資料に関して公聴会を開催することができ(728)、市民が提出した意
                                                   
(723) ibid, sch 3, pt 1, column 1 
(724) Kirk & Blackstock (n 684) 104 
(725) Water Environment (Controlled Activities) (Scotland) Regulations 2005, reg 13 
(726) ibid, reg 15A 
(727) ibid, reg 17(1) 
(728) ibid, reg 17(3) 
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見を SEPA が十分に考慮したかどうかについても市民はその場で意見陳述をすることがで
きる。これにより、「意見の分かれる申請について、より十分な議論を行う機会が市民に提
供されている」(729)と言え、意見提出だけでなく最終的に公聴会における口頭による意見陳
述が認められていることは、意思決定の正統性や民主性をさらに向上させると考えられる。 
 
（２）2012 年汚染防止管理（スコットランド）規則と市民参加 
スコットランドにおける総合的汚染規制制度については 2000 年汚染防止管理（スコット
ランド）規則(730)が規定していたが、2013 年 1 月 7 日に 2012 年汚染防止管理（スコットラ
ンド）規則（以下、2012 年スコットランド規則）(731)が施行され、現在では同規則に基づ
いて制度運営が行われている。 
2012 年スコットランド規則 11 条 2 項は、「許可が付与されている者を除いては、…（規
制対象施設の）操業をしてはならない」(732)と規定しているが、同規則は、全ての許可の申
請や変更について、文書あるいは電子による意見提出を「あらゆる者」(733)に対して認めて
おり、先述したような 2010 年イングランド規則や 2005 年スコットランド規則よりも市民
参加の対象者を広く規定している。このことから、同規則は、ベター・レギュレーション
の影響を受けていないと言うことができる。 
また 2005 年スコットランド規則と同様に、市民は、許可の申請についての意見提出だけ
ではなく、公的機関が許可の付与を決定した場合に提示する許可決定草案に対しても意見
を述べたり、異議を唱えることを認められている(734)。2012 年スコットランド規則の下で
は、許可決定草案の存在、許可決定に至った理由、意見提出の方法の詳細が公告されるこ
ととなり、許可申請に関して意見提出をした者に限り市民参加を認めていた 2005 年スコッ
トランド規則とは異なり、「あらゆる者」が許可決定草案に関して意見を述べることが認め
られている。また 2012 年スコットランド規則においても、大臣は SEPA の判断に言及する
ことができ(735)、ここでは市民から SEPA に対して提出された意見が大臣に移送されること
になるが、それと同時に、公聴会において申請者、SEPA、意見を提出した市民など様々な
者が大臣に対して口頭で意見を述べることを許されている。公聴会における口頭での意見
陳述は大臣が指名した者によってのみ行なわれる(736)ことから、市民に対して完全に開かれ
ているわけではないが、2010 年イングランド規則が構築していないこのような市民参加制
度は「許可決定過程の開放につながっている」(737)と高く評価されている。 
                                                   
(729) Kirk & Blackstock (n 684) 105 
(730) Pollution, Prevention and Control (Scotland) Regulations 2000, SSI 2000/323 
(731) Pollution, Prevention and Control (Scotland) Regulations 2012, SSI 2012/360 
(732) ibid, reg 11(2) 
(733) ibid, sch 4, para 9(f)  
(734) ibid, sch 4, para 23 
(735) ibid, sch 4, para 19 
(736) ibid, sch 8, para 4 
(737) Kirk & Blackstock (n 684) 106  
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第 4 節 イングランドとスコットランドの比較 
本稿で検討したイギリスにおける環境許可決定への市民参加制度について概括すると以
下のようになる。 
 根拠法規 許可の種類 認められる市民参加の
対象と形態 
市民参加の対象者の範
囲 
イングランド 
 
2010 年環境許可（イ
ングランド及びウェ
ールズ）規則 
標準許可 許可決定に対する意見
提出 
なし 
基準の策定・改正に対す
る意見提出 
利害関係を有するあら
ゆる者 
特注許可 許可決定に対する意見
提出 
利害関係者であると規
制当局が判断する者 
スコットランド 2005 年水環境（活動
規制）（スコットラン
ド）規則 
なし（一定
の基準内） 
なし なし 
許可 許可決定に対する意見
提出 
利害関係を有するあら
ゆる者 
許可決定草案に対する
意見提出・公聴会 
許可決定過程に対する
意見提出をした者 
 2012 年汚染防止管
理（スコットランド）
規則 
 
許可 
 
許可決定に対する意見
提出 
あらゆる者 
 
許可決定草案に対する
意見提出・公聴会 
あらゆる者 
 
  
2010 年イングランド規則の下では、比較的環境への影響が小さい事業について適用され
る「標準許可」に関して、その判断過程への市民参加は認められていない。これはベター・
レギュレーションの目指す意思決定の迅速性や一貫性を重視したものだと言え、オーフス
条約 6 条の促進する市民参加がもたらすであろう「市民の権利利益の保護」や「意思決定
の正統性の確保」には重きが置かれていない。また、「特注許可」については決定過程への
市民参加が認められ、オーフス条約の規定に適合してはいるものの、市民参加の対象者と
してあくまで規制当局が判断する「利害関係者」が挙げられているに過ぎない。これは市
民の権利保護を目的とする「『利害関係者』型市民参加」であり、「あらゆる者」に市民参
加を認める 2012 年スコットランド規則の下での「『価値観』型市民参加」と比較しても、
意思決定の正統性や民主性は低くなる。また、スコットランドでは、オーフス条約 6 条 2
項(b)号の規定するように、許可決定草案に対する意見提出も認めており、許可決定過程に
市民の意見を反映させた後、公的機関が許可決定を行うと判断しても、決定が行われる直
前に再び市民の意見を反映させるという二段階の市民参加制度が導入されている。このよ
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うな手続を踏むと、環境許可決定の迅速性は明らかに失われることとなろう。この点から
もスコットランドはイギリス政府のベター・レギュレーション計画を無視していると言え
る。 
イングランドと比較しても広い市民参加制度を構築しているスコットランドであるが、
さらに、民間調査機関である Macaulay Research Consultancy Service が 2006 年に発刊し
た「SEPA による規制制度における市民参加と協議」と題される報告書によると、SEPA は
法的義務によって課せられた市民参加だけではなく、全ての活動領域において、法規則に
よって要求されている以上の市民参加の機会を提供し、様々な手法を通じて「法規則の定
めるノルマを上回る協議」(738)を行っている。例えば SEPA は、市民参加の機会の提供が義
務付けられていない放射性物質に関する規制(739)についても、運動団体や利害関係者から構
成される委員会を通じて一般市民が許可決定過程に参加できるよう意見提出を認めている
のである(740)。このように、「（法規則の定める）最低必要条件を超えて市民参加の機会を提
供することは、意見の分かれるような許可申請に対する（市民からの）反対意見を減少さ
せるために必要である」(741)と指摘されている。一方、イングランドの規制当局である環境
庁は、法的に義務付けられている市民参加手続の結果にのみ焦点を当てて判断を行ってい
る。これらの点から、「SEPA は環境庁と比べても市民参加という文化を受け入れている」
(742)と評価されるところであり、SEPA は特定の問題ごとに裁量によって市民参加制度を的
確に取り扱うことを重要視している点、「これらの差異が（イングランドとスコットランド
の間で）許可決定の質の違いを生んでいる」(743)と指摘されている。 
 このように、イギリス政府の提唱するベター・レギュレーション計画を受け、イングラ
ンドでは市民参加の機会をできる限り減少させることによって規制の迅速性・一貫性の向
上を図っているのに対して、スコットランドにおいては、市民参加から導き出される利益
に重点を置くことによって意思決定の正統性・民主性を向上させようとしていると言うこ
とができる。市民参加が必要とされる理由が、先述したような市民の権利利益の保護や意
思決定の正統性の確保、意思決定の根拠となる情報の質の改善なのであれば、スコットラ
ンドの導入している市民参加制度はよりその意義に沿ったものであると言える。 
 
第 3 章 環境許可決定過程への市民参加(2)：市民参加の実態 
イギリス政府によってベター・レギュレーション計画が提唱されて以降、イングランド
                                                   
(738) Kirsty Blackstock, Elizabeth Kirk, Yen-Chiang Chang and Grant Davidson, Public 
Participation and Consultation in SEPA Regulatory Regimes (R50063PUR) Final 
Report (Macaulay Research Consultancy Service 2006) 43 
(739) 1993 年放射性物質法（Radioactive Substances Act 1993）16 条は、許可の付与につい
て、公的機関との協議規定を置いているが、市民の意見提出については認めていない。 
(740) Blackstock, Kirk, Chang and Davidson (n 738) 43 
(741) Kirk & Blackstock (n 684) 106 
(742) ibid 
(743) ibid 
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とスコットランドにおける環境許可決定過程への市民参加制度には大きな違いが生じるこ
ととなった。しかしながら、たとえスコットランドのように市民参加制度を充実させたと
しても、それが市民に周知され、利用されなければ意味はない。本章では、意義のある市
民参加の在り方を検討するため、イングランド及びスコットランドにおける市民参加の利
用状況やその形態の妥当性など、両地域における市民参加の実態について分析する。 
  
第 1 節 市民参加の利用率 
イングランドにおける「標準許可」の導入と広範囲にわたる環境関連事業への同許可の
適用は、個々の環境許可決定過程への市民参加の機会を大幅に減少させる結果となってい
る。2010 年イングランド規則の下においては、市民参加の機会は焼却施設の操業など比較
的環境への影響が大きな「特注許可」が適用される事業における許可決定過程と、許可基
準の策定・改正についてのみ提供されることとなるのである。 
「標準許可」に関する市民参加が、許可基準の策定・改正に対するものに限定されてい
ることについて、Elizabeth A. Kirk & Kirsty L. Blackstock は「市民は自身の生命に対す
る影響を認識している時にのみ意思決定に参加しようとする傾向があるため、政策や計画
の策定段階よりもむしろ実施段階において市民参加をしようとする」(744)と指摘している。
つまり、市民は基準の策定・改正といった段階よりも、むしろ許可決定といった自身の生
命・身体に直接的に影響を及ぼすであろう個別的な実施段階での参加を好む傾向があると
する。 
環境庁の統計によると、イングランドにおいて 2007 年環境許可（イングランド及びウェ
ールズ）規則の下で行われた計 10 種類の許可基準策定・改正について、環境庁はホームペ
ージ上で公告をした後、800 もの利害関係者及び団体に対して意見提出を呼び掛ける電子メ
ールを直接送付した。この意見提出は 2008 年 8 月 22 日から 11 月 14 日までの 12 週間受
け付けられたが、最終的に意見提出はわずか 24 件にとどまり、その全てが利害関係を有す
る産業団体あるいは公的機関からであった(745)。その後同様に 2007 年規則の下で行われた
計 6 種類の許可基準策定・改正について、2009 年 9 月 4 日から 11 月 27 日までの 12 週間
受け付けられた市民参加手続においても、環境庁はホームページで公告するだけでなく、
1400 以上の利害関係者及び団体に対して電子メールを直接送付したにもかかわらず、32 件
の意見提出にとどまり、その内 2 件が公益団体、16 件が産業団体、残りは全て公的機関か
らであった(746)。これを見ても、許可基準の策定や改正について意見を提出しようとする市
                                                   
(744) ibid 107 
(745) Environment Agency, Summary of Responses to our Second Consultation “Standard 
Rules for the Environmental Permitting Regulations”  (March 2009) 2 
<http://www.environment-agency.gov.uk/static/documents/Research/SR_Cons_No_2_Re
sponse_document_final.pdf> 
(746) Environment Agency, Summary of Responses to our fourth consultation “Standard 
rules for the Environmental Permitting Regulations”  (March 2010) 3 
<http://www.environment-agency.gov.uk/static/documents/Research/SR_Cons_No_4_Re
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民はほとんど存在せず、イングランドにおけるこのようなタイプの市民参加制度は機能不
全に陥っていると言える。「もし市民の意見が（基準策定の）質の改善に必要であるならば、
この市民参加手続には不備な点があると言わざるを得ない」(747)と批判されるところである
(748)。 
一方、スコットランドにおいては、イングランドと比較しても環境許可決定への市民参
加の機会を広く提供しているわけであるが、ここでも市民による関与の程度は限られたも
のに過ぎない。SEPA の統計によると、2000 年汚染防止管理（スコットランド）規則に基
づき 2008年 12月 5日から 2010 年 8 月 17 日の間に SEPAによってホームページ上で公告
された計 26 件の許可決定過程への市民参加について、一般市民からの意見提出が行われた
のはその内わずか 3 件にとどまっていたのである(749)。 
イングランドにおいては公的機関による意思決定の迅速性と一貫性の確保が重視されて
おり、スコットランドにおいては意思決定の正統性や民主性の確保に重点が置かれている
わけであるが、どちらの制度も統計上は利用の程度に大きな差異はなく、先述したように
「政策や計画の策定段階よりもむしろ実施段階において市民参加をしようとする」(750)傾向
があるという指摘もあるが、統計だけを見るとこれも妥当しないと考えられる。2010 年イ
ングランド規則が基準作成についての、2012 年スコットランド規則が許可決定過程につい
ての市民参加制度をそれぞれ構築していても市民がそれを利用しなければ意味はなく、市
民の権利利益の保護や意思決定の正統性の確保にはつながらない。統計を見る限り、イギ
リスでは環境許可決定に関する市民参加制度はほぼ機能していないと言えよう。 
 
第 2 節 市民参加の形態 
（１）市民参加の梯子  
イギリスにおいて、環境許可決定過程への市民参加が機能していない理由の 1 つに、市
民参加の形態の不完全さが挙げられるであろう。 
行政の意思決定過程に対する市民参加には様々な形態があり、例えば Sherry R. Arnstein
は市民参加の形態を梯子に見立てた「市民参加の梯子（A Ladder of Citizen Participation）」
(751)という概念を提言している(752)。 
                                                                                                                                                     
sponse_documentv1_0.pdf> 
(747) Kirk & Blackstock (n 684) 108 
(748) なお、「特注許可」決定過程に対する意見提出に関して、環境庁は現在のところ統計を
公表しておらず、検討することは不可能である。 
(749) スコットランドにおける市民参加の統計については SEPA ホームページを参照。 
<http://www.sepa.org.uk/air/process_industry_regulation/pollution_prevention__control
/public_participation_directive/ppd_consultations/closed.aspx> 
(750) Kirk & Blackstock (n 684) 107 
(751) 「市民参加の梯子」については、世古一穂『協働のデザイン―パートナーシップを拓
く仕組みづくり、人づくり』（学芸出版社、2001 年）39 頁以下参照。 
(752) Sherry R. Arnstein, ‘A Ladder of Citizen Participation’, (1969) 35 Journal of the 
American Institute of Planners 216 
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Sherry R. Arnstein によると、市民参加は、市民の関与の程度によって、第 1 段階「世
論操作（Manipulation）」、第2段階「セラピ （ーTherapy）」、第3段階「情報提供（Informing）」、
第 4 段階「意見聴取（Consultation）」、第 5 段階「懐柔（Placation）」、第 6 段階「パート
ナーシップ（Partnership）」、第 7 段階「権限委譲（Delegated Power）」、第 8 段階「市民
によるコントロール（Citizen Control）」に分類することができ、市民による関与の程度が
低い第 1 段階及び第 2 段階は「市民参加とは言えない（Nonparticipation）」段階、第 3 段
階から第 5 段階は「形式だけの参加に過ぎない（Tokenism）」段階、市民の関与の程度が
高い第 6 段階から第 8 段階は「市民の力が生かされる（Citizen Power）」段階である(753)。
これを見ても、市民参加は、市民が単に公的機関から意思決定に関する情報を提供される
だけの場合（第 3 段階）から、市民が意見を提出し、規制当局がそれを参考に意思決定を
行うといういわゆる「意見聴取」が行なわれる場合（第 4 段階）、決定権限が完全に市民に
委ねられる場合（第 8 段階）など様々な形態があると考えられる。 
「情報提供」や「意見聴取」といった比較的「市民参加の梯子」の底辺に近い形態にお
いては、公的機関の行う意思決定の迅速性や一貫性を確保することができる一方で、意思
決定の正統性や民主性は低くなる。また、「権限委譲」や「市民によるコントロール」など
梯子の頂点に近い形態においては、意思決定が行われるまでに過度に時間がかかることや、
個々の決定において多種多様な価値観、専門知識、市民の思考傾向が反映されることから
決定の一貫性が欠如する可能性を指摘することはできるが、意思決定の正統性や民主性の
向上につながるであろう。 
 
（２）「意見聴取」による市民参加 
(a)「意見聴取」型の正当化理由 
イングランド、スコットランド共に環境許可決定過程への市民参加制度の大部分は規制
当局に対する文書による意見提出という手法を採用しており、公的機関は提出された意見
を考慮した上で何らかの判断を行うよう要求されている。しかしながら、ここでは最終的
な意思決定の理由は提示されるものの、市民の提出した意見がどのように判断に影響を与
えたかについては明らかにされない場合が多い(754)。このような市民参加の形態は「市民参
加の梯子」の第 4 段階「意見聴取」に該当し、Sherry R. Arnstein のいう「形式だけの参
加に過ぎない」ものであると言うことができる。 
このように環境許可決定過程への市民参加手法として「意見聴取」が採用されることに
ついて、イギリスではいくつかの理由が挙げられている。第 1 に、環境許可決定の持つ専
門的・技術的性質である(755)。2007 年に出された DEFRA の報告書によると、環境汚染規
制に関する意思決定は、「①特定の場所で事業を行うことの妥当性を検討する段階」と、「②
                                                   
(753) 「市民参加の梯子」それぞれの段階に関する詳細は、世古・前掲注(751)40 頁参照。 
(754) Kirk & Blackstock (n 684) 109 
(755) ibid 110 
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事業の方法について制約を課すべきかどうかを検討する段階」に分類することができ、環
境許可はその第 2 段階に該当する(756)。そしてこの第 2 段階は市民の多くが知識を持たない
専門的・技術的な問題に依拠して判断されるものであり、専門家の判断の範疇にあると考
えられるのである(757)。この点から、環境許可については「意見聴取」という形態の市民参
加で十分だとみなされていた(758)。 
第 2 に、規制当局に対する負担の軽減が挙げられる(759)。規制当局は、環境許可の付与に
先立って様々な要素を検討するよう要求されている場合がある。例えば環境庁は、2010 年
イングランド規則によって、地下水への排出許可に関する判断において、土壌の汚染物質
浄化能力や地下水の排出から生じる汚染のリスクといった要素の分析を(760)、また放射性廃
棄物の排出許可に関する判断において、市民が一定基準以上の放射線にさらされないよう
確保すること(761)をそれぞれ要求されている。同様に SEPA も、2005 年スコットランド規
則によって、排水許可の判断に関して、水環境のリスクアセスメント(762)や関連法規の要件
の考慮(763)を、また 2012 年スコットランド規則の下での許可判断に関しては、環境影響評
価について定めた 85/337/EEC 指令の第 5 条から第 7 条の下での決定についての考慮をそ
れぞれ要求されている(764)。このように、規制当局は環境許可の判断に付随して様々な要件
を考慮するよう法的に要求されている場合が多いため、市民参加を「意見聴取」型に抑え
ておくことで、規制当局の負担を減らすことが必要だと考えられているのである。 
 
 (b)「意見聴取」型への批判 
環境許可決定過程への市民参加の手法として「意見聴取」型が採用されていることにつ
いて、Elizabeth A. Kirk & Kirsty L. Blackstock は、「（規制当局は、市民参加を）意思決
定を市民と共に行うための手段ではなく、せいぜい規制当局の保有する情報の質を改善す
る手法としてしか捉えておらず、……市民が積極的に参加しようとしても、規制当局は市
民参加を通じて提出される情報や意見の重要性を理解していない」(765)と批判する。 
このような「意見聴取」型の手続に依拠することは「意思決定の質を改善するには十分
                                                   
(756) Department of Environment, Food and Rural Affairs, Planning and Pollution 
Control: Improving the way the regimes work together in delivering new department 
(September 2007) 4 
(757) Kirk & Blackstock (n 684) 110 
(758) 一方、施設設置などに必要な「開発許可」は DEFRA のいう第 1 段階に該当し、ここ
ではより「政治的な決定」が行われることとなり、広く公開討論が行われるべきであると
考えられている。ibid 
(759) ibid 
(760) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010, sch 22, para 7 
(761) ibid, sch 23, pt 3, para 1 
(762) Water Environment (Controlled Activities) (Scotland) Regulations 2005, reg 15(1)(a) 
(763) ibid, sch 4 
(764) Pollution, Prevention and Control (Scotland) Regulations 2012, sch.4, para.18 
(765) Kirk & Blackstock (n 684) 109 
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ではない」(766)と考えられており、その理由として、「意見聴取手続を通じて市民によって
提出された情報が規制当局によって考慮されるかどうかの保証がない」(767)点が挙げられる。
「文書による意見提出の権利は、必ずしも意思決定に影響を与える権利であると解釈する
ことはできず」(768)、市民参加をより意義のあるものとするためには、市民から提出された
意見を実際の意思決定に反映させなければ意味がないのである。2012 年スコットランド規
則には、意思決定の根拠となった理由や受け取った意見を公開する規定(769)も存在するが、
単に判断理由や意見を公開するだけでは十分ではなく、規制当局が確実に市民の意見を考
慮に入れるよう促進する仕組みが必要となろう。また、公的機関のこれまでの対応を見る
と、GMO に関しては市民ではなく専門家から提供された情報に焦点を当てる傾向にある
(770)一方で、都市開発領域においては事業者による環境影響評価の結果よりも市民からの意
見聴取の回答を重視する傾向にあった(771)ように、市民の提出した意見に関して領域によっ
て異なる対応がとられており、規制当局が市民から提出された情報を実際に考慮するかに
ついて、これまでの慣習から判断することは不可能であると考えられる(772)。 
環境許可決定に関する法規則は最低限の手段として「意見聴取」型の市民参加権を市民
に提供しているのであって、環境庁や SEPA が「市民参加の梯子」の上段にあるような形
態の市民参加を提供することを妨げる規定は存在しない。実際、先述したように、SEPA は
裁量によって法規則の定める最低必要条件を超えて市民参加を提供しており、このような
手段を用いることは意思決定の正統性を高めるために必要であると考えられる。さらに
2005 年スコットランド規則や 2012 年スコットランド規則が許可決定草案について公聴会
における異議申し立てを認めているように、意思決定の正統性を高めるためには、文書に
よる意見提出を通じた市民参加よりも、「より多くの対話」(773)が重要になってくる。この
ように市民の意見が意思決定に大きく反映されるような市民参加制度を構築し、市民の意
見が規制当局によって確実に考慮されるよう保証することが、市民参加の動機にもなり、
利用率の向上にもつながるであろう。 
 
第 3 節 市民参加に対する市民の姿勢 
（１）市民の「受身的」姿勢 
イギリスにおいて市民参加が機能していないもう 1 つの理由として市民の姿勢が挙げら
                                                   
(766) ibid 111 
(767) ibid 
(768) Jane Holder, Environmental Assessment: The Regulation of Decision Making 
(Oxford University Press 2004) 205 
(769) Pollution, Prevention and Control (Scotland) Regulations 2000, sch 4, para 23 
(770) Kirk & Blackstock (n 684) 111 
(771) Christopher Wood and Carys Jones, ‘The Effect of Environmental Assessment on 
UK Local Planning Authority Decisions’ (1997) 34 Urban Studies 1241 
(772) Kirk & Blackstock (n 684) 111 
(773) ibid 112 
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れる。イングランドとスコットランドにおける市民参加利用率の低さは、意思決定の正統
性の確保の妨げになっていると考えられるが、これについて、Elizabeth A. Kirk & Kirsty L. 
Blackstock は「意思決定が改善されるためには市民参加文化の発展が必要であり、低い回
答率はそれが発展していないことを意味しているし、市民の無関心の程度をもあらわして
いる」(774)と指摘する。 
しかしながら、約 20 年前のデータではあるが、1993 年に当時のイギリス環境省の行っ
た調査によると、イギリスでは 85%の市民が環境に対して何らかの形で関心を有している
と回答している(775)。環境問題がより深刻化している現在ではこの数値が大幅に低下してい
るとは考えにくいことから、イギリス国民の大部分が環境に無関心であるとは言えないで
あろう。 
この調査について Jeremy Rowan-Robinson が、「もし……環境許可申請について意見を
提出するかどうかの質問を受けたとしたら、事業によって引き起こされる何らかの問題が
自身の目前に迫らない限り、市民の答えは『いいえ』になるであろう」(776)と述べているよ
うに、環境に関心のある者でも何らかの問題に直面しない限り意見提出をしないであろう
と考えられる。また、「市民の沈黙は……複雑な問題に直面している市民の『無関心』や『無
視』であると解釈するべきではない」(777)し、市民参加の利用率の低さは「市民が何らかの
判断を行うのに必要な知識や理解を有していないとする自己認識に起因するものである」
(778)と指摘されている。つまり、イギリスにおいて、「市民は環境に対して『無関心』なの
ではなく、『受身的』なだけである」(779)と解釈することができる。 
 
（２）公告手段の改善 
市民参加についての公告が不十分な場合、市民の受身的姿勢は強まると考えられる。例
えば、市民参加手続の存在を市民に公告する規制当局の義務があまりに概括的で規制当局
の裁量に大きく委ねられている場合や、どのような市民参加制度が存在するかを新聞やイ
ンターネットを通じて探したり、公的登録簿にアクセスすることで許可申請についての情
報を収集したりする責務を市民に大きく課している場合がそれに該当する(780)。 
2010 年イングランド規則は「特注許可」に関する市民参加の公告について、「市民相談員
に対して申請に関する情報を与えるために適切な措置を講じる」(781)よう環境庁に義務付け
                                                   
(774) ibid 
(775) Department of the Environment, Survey of Public Attitudes to the Environment: 
England and Wales 1993 (1994) 
(776) Rowan-Robinson, Ross, Walton and Rothnie (n 114) 38 
(777) John (n 113) 13 
(778) Gary Marchand and Andrew Askland, ‘GM Foods: Potential Public Consultation 
and Participation Mechanisms’ (2003) 44 Jurimetrics 106. 
(779) Kirk & Blackstock (n 684) 112 
(780) ibid 113 
(781) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010, sch 5, para 6(1)(a) 
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ている。つまり、公告の手段や時期などの判断は全て環境庁の裁量に委ねられていること
となり、その結果、環境庁はインターネット上で市民参加を公告する方法を選択している。 
一方、2012 年スコットランド規則は、市民参加の公告義務を規制当局である SEPA だけ
ではなく許可の申請者にも課しており、申請者が行おうとする事業に応じて公告の対象や
方法を具体的に指示している。例えば、スコットランドにおいて移動式プラントの操業許
可の申請が行なわれた場合、申請者本人は、事業が行なわれる地域の新聞とエディンバラ
官報（Edinburgh Gazette）に申請の詳細と市民参加の公告を掲載しなければならず(782)、
さらに SEPA は、食品基準庁（Food Standard Agency）や事業が行われる地域の健康委員
会など複数の公的機関に対して申請の詳細を通知しなければならない(783)。市民の受身的な
姿勢を回避するためには、少なくともスコットランドのように詳細な公告を行うことによ
って、市民参加を促していく必要があると考えられる。 
市民の受身的な姿勢を排除するためには、市民参加の公告手段についてより積極的なア
プローチをとる必要があるが、「これは都市計画領域から学ぶことができる」(784)とされる。
都市計画領域における市民参加は、完全な決定権限を市民に委ねるものではなく、環境許
可の場合と同様に「意見聴取」を行うものであるが、その公告手段についてしばしば革新
的な手続がとられており(785)、その点から「環境許可領域よりも市民参加の構築に明らかに
成功している」(786)と言及されている。 
現在のところ、新たな公告手段を利用するかどうかの選択は規制当局に委ねられている
が、Beatrice Hedelin and Magnus Lindh が指摘するように、「規制当局は既によく用いら
れている手法に頼る傾向にある」(787)ことから、新たな手法が採用される可能性は少ないと
考えられる。また規制当局は、市民参加の利用率の低さの原因は市民にあると考えており
(788)、もし市民参加の利用率が引き続き低い傾向にあり、特に規制当局が時間的・財政的に
                                                   
(782) Pollution, Prevention and Control (Scotland) Regulations 2012, sch 4, para 8 
(783) ibid, sch 4, para 13 
(784) Kirk & Blackstock (n 684) 113 
(785) 革新的な公告手段の例として挙げられるのが、イングランド北西部にあるリブル川流
域地区において行われている「ステークホルダー・マッピング（stakeholder mapping）」
である。これは活発な市民参加を目指して行われているパイロット事業の 1 つである。手
法としては、リブル川流域に存在する利害関係者を確認し、その利害関係者がどのような
点に関心があるかを調査した上、これらを地図や表に書き込んでいくことで、利害関係者
の位置や関心の内容を明確化させる。そしてこの地図に沿って市民参加の公告を行うこと
で、公的機関は関心を有する市民に効率的に公告ができ、さらに市民も容易に市民参加に
ついての情報を得ることが可能になっている。また、公告だけではなく、これらの資料を
一括して管理することで、市民参加自体の効率化にもつながっている。Caroline Riley, 
Stakeholder Mapping for the Ribble Pilot” in “You've been framed” : sustainability and 
the Water Framework Directive, (Liverpool, 2004) 
(786) Kirk & Blackstock (n 684) 113 
(787) Beatrice Hedelin and Magnus Lindh, ‘Implementing the EU Water Framework 
Directive-Prospects for Sustainable Water Planning in Sweden’ (2008) 18 European 
Environment 342 
(788) Kirk & Blackstock (n 684) 113 
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困窮していれば、将来においても規制当局は費用のかかるような公告手段を新たに採用す
るとは考えにくい。もし財政や人的資源に余裕があれば、規制当局は市民参加を改善する
革新的な手法をとることができるようになるであろうが、それも全て「市民参加文化が発
展するかどうかにかかっている」(789)と指摘されている。 
 
結論 
 ここまでイギリスにおける環境許可決定過程への市民参加について、イングランド及び
スコットランドの制度を中心に検討を行ってきた。環境意思決定への市民参加には、「市民
の権利利益の保護」と「意思決定の正統性の確保」という目的が存在するわけであるが、
イギリスではここ数年、ベター・レギュレーション計画と市民参加とのバランスを保つた
め様々なアプローチがとられており、特にイングランドにおいてはスコットランドと比較
しても環境許可決定過程への市民参加は大きく制限され、2010 年イングランド規則の下で
の許可基準の策定・改正に対する市民参加と、「特注許可」決定過程への市民参加のみが採
用されているに過ぎない。一方、スコットランドにおいては、2012 年スコットランド規則
の下、イングランドと比べても広範囲にわたる環境許可決定について市民参加の機会が与
えられている。またスコットランドにおいては「あらゆる者」に市民参加が認められてい
る点、「利害関係者」のみを市民参加の対象者としているイングランドの制度と比較しても、
意思決定の正統性や民主性をより高める手段となっていると言える。 
これらのことから、イングランドにおいてはベター・レギュレーションの要求に応じる
形で環境許可決定過程の簡素化が図られることによって、規制当局単独の意思決定が重視
されており、規制当局が決定を行うために用いる情報の質の改善や意思決定の正統性の強
化、利害関係者の権利保護よりも、決定の迅速性と一貫性の確保が強調されているという
結論を導き出すことができる。しかしながら、イギリス国内においては、現在のこのよう
な市民参加制度について、「市民参加の強化が導き出すであろう政府からの脱却や、意思決
定に対する市民の信頼回復のための努力に逆行しているように思われる。特にイングラン
ドにおいては、かつてそうであったように、意思決定権限が規制当局に返却されてしまっ
ている」(790)と指摘されており、肯定的に受け入れられているわけではない。 
 ただし、このようなイギリスにおける制度は、オーフス条約の規定から大きく逸脱した
ものではない。イギリスにおいて構築されている環境許可決定過程への市民参加制度は、
同条約の下で締約国に課せられた義務を最低限果たしていると考えられるからである。例
えば、オーフス条約は、「市民参加の手続では、市民が活動に関連していると考える意見、
情報、分析又は見解を文書で、また必要に応じて公聴会もしくは申請者の聴聞会において、
市民が提出することを認めなければならない」(791)と規定しており、これは文書による意見
                                                   
(789) ibid 114 
(790) ibid 115 
(791) Aarhus Convention, art 6(7) 
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提出権を市民に保障した上、口頭による意見陳述が許される公聴会や聴聞会がいつどのよ
うな場合に開催されるかについて、全て締約国の裁量に委ねている。つまり、2010 年イン
グランド規則の下での「特注許可」及び 2012 年スコットランド規則の下での許可の付与の
際に、最低限の手段として文書による意見提出を認めているイギリスにおける市民参加制
度は、この点において国際的な動向に大きく反してはいないと考えられる。また、許可決
定過程への市民参加の促進を規定するオーフス条約 6 条は市民参加の対象者として利害関
係者を挙げているところ、2010 年イングランド規則は「特注許可」決定過程に対して利害
関係者であると規制当局が判断したものを、2005 年スコットランド規則は利害関係者を、
2012 年スコットランド規則はあらゆる者をその対象としており、この点からもオーフス条
約の要求に十分適合していると言える。 
しかしながら、特にイングランドにおいてはベター・レギュレーションの要求に対応す
るため「標準許可」決定過程には市民参加が適用されない点など、国際的な要求に沿わな
い部分も出てきている。このように市民参加の機会を減少させることは、市民の地位を軽
んじるものであると考えられ、イギリス国内においても批判されているところである。
Elizabeth A. Kirk & Kirsty L. Blackstock は、環境許可決定過程への市民参加制度に関し
て以下のような提言を行っている。「もし、意思決定を改善するためにベター・レギュレー
ション以前にとられていたアプローチに戻したり、環境許可決定の根拠となる意見や情報
の範囲を拡大したいのであれば、ベター・レギュレーションと市民参加の関係を再検討し
なければならない。特にイングランドにおいては、もう一度市民参加権に大きな重点を置
くべきであり、環境庁は SEPA と同種のアプローチを採用することが適切であろう」(792)
と。 
最後に、わが国における市民参加制度について若干の考察を行う。環境意思決定に対す
る市民参加は、その対象によって、①法律・条例に関するもの、②方針・計画・評価に関
するもの、③事業計画に関するもの、④実施段階における個別行政処分に関するもの、⑤
執行に関するものに分類することができる(793)。本稿で中心的に検討した環境許可決定過程
への市民参加は上記④に該当するものであるが、このような実施段階における市民参加に
ついて、わが国では、「改めて個々の市民の意見を聴いたりコミットをさせたりする必要は
ないというのが伝統的な理解」(794)であった。しかしながらイギリスでは、市民は政策や計
画の策定段階よりもむしろ実施段階において市民参加を行おうとする傾向にあると考えら
れることから、実施段階における市民参加の重要性がかつてより説かれており、現在は機
能不全に陥っているとは言え、様々な環境関連法規が環境許可決定過程への市民参加制度
を構築している。わが国においても、廃棄物処理法 8 条 6 項が一般廃棄物処理施設の設置
許可について、同法 15 条 6 項が産業廃棄物処理施設の設置許可についてそれぞれ利害関係
                                                   
(792) Kirk & Blackstock (n 684)115 
(793) 北村・前掲注(678)32 頁。 
(794) 北村・前掲注(1)215 頁。 
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者からの意見提出を認めているように(795)、行政による環境意思決定の正統性を確保したり、
決定の根拠となる情報の質を改善するためには、個別の実施段階における市民参加制度の
構築は必要不可欠であろうと考えられる(796)。わが国においては、環境に影響を与える事業
を行おうとする場合、大気汚染防止法 6 条や水質汚濁防止法 5 条のように届出制が採用さ
れていることが多く、広く市民からの意見を聴く仕組みは設けられていない。しかしなが
ら、周辺住民がこれらの事業について訴訟を起こしにくい(797)という点から見ても、やはり
事業の開始前に、市民が環境や自身の生命・健康への直接的な影響を認識する具体的決定
の場面において、市民の意見を反映させ、意思決定の正統性を高めるシステムが必要とな
るであろう(798)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
(795) 同法の下での意見提出は利害関係者にのみ認められていることから、「『利害関係者』
型市民参加」及び「権利防衛参画」であると言える。 
(796) 実施段階での市民参加制度を構築する理由として、①法令の枠組みの範囲内で、関係
する諸利害を具体的かつ即地的に再調整・微調整すること、②総合的視野に立つ環境管理
を行なうこと、③市民に十分な情報を提供すること、④第三者の視点から規制者と被規制
者を監視すること、⑤法律や条例の実施の一部を分担することで行政と協働することなど
が挙げられる。北村・前掲注(1)215‐217 頁。 
(797) 芝池義一『行政法読本』（有斐閣、第 3 版、2013 年）207 頁。 
(798) 届出制を維持するのであれば、届出が行政機関の事務所に到達してから、行政機関が
審査を行っている期間中（大気汚染防止法 9 条は 60 日間と規定する）、届出書を市民の縦
覧に供し、意見を提出させるなどの方法が考えられる。これについては、大規模小売店立
地法 5 条 3 項が参考になるであろう。 
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第 4 部：環境公益訴訟とオーフス条約 
 
序論 
 これまで見たように、イギリスではオーフス条約第 1 の柱である環境アクセス権の促進
や、第 2 の柱である環境意思決定への市民参加権の促進が実現され、これらを通じた環境
保護活動が行われている。それでは、イギリスではオーフス条約第 3 の柱である「環境問
題に関する司法へのアクセス権」についてどのような対策がとられているのだろうか。後
述するが、イギリスにおいては裁判所が大きな裁量の下、環境公益訴訟における原告適格
を個人・団体両方に対して積極的に容認することにより環境保護を目的とした訴訟の提起
を促進しており、これはオーフス条約の要求に適合したものであると国内外共に高く評価
されている。その一方、訴訟費用の高額化などを理由に、オーフス条約違反も指摘されて
いるところである。第 4 部は、このようなイギリスにおける「環境問題に関する司法への
アクセス権」の実態を、オーフス条約の促進する環境公益訴訟を中心に検討するものであ
る(799)。 
第 1 章では「環境問題に関する司法へのアクセス権」に関するオーフス条約の規定につ
いて検討した後、イギリスにおいて市民が公的機関の行為に異議を唱えるための中心的な
制度である司法審査請求について概括する。その後第 2 章において環境公益訴訟の原告適
格に関する裁判所のアプローチを、第 3 章においては出訴期間及び訴訟費用の問題をオー
フス条約との適合性と共に検討する。 
 
第 1 章 オーフス条約 9 条と司法審査請求制度 
「環境問題に関する司法へのアクセス権」について、オーフス条約は第 9 条に規定を置
いている。同条は 3 類型の審査手続を定めており、締約国は国内において、9 条 4 項の規定
する「差止命令を含む適切かつ効果的な救済を提供し、また公正かつ公平で、時宜にかな
った、不当に高額でないものでなければならない」(800)という要件の下で、これらの審査手
続を構築することが求められている(801)。本章では、これら 3 類型の審査手続をイギリスの
対応と共に分析した後、イギリスにおいてその中心的な制度となる司法審査請求について
検討を行う。 
  
                                                   
(799) なお、本稿では自然環境のみならず文化財の保護を目的とするものも環境公益訴訟の
範囲内に含み検討する。 
(800) Aarhus Convention, art 9(4) 
(801) 「司法へのアクセス権」に関するオーフス条約の規定は、環境影響評価に関する
2003/35/EC 指令と総合的汚染防止規制指令（Directive 2008/1/EC of the European 
Parliament and of the Council of 15 January 2008 concerning integrated pollution 
prevention and control (Codified Version) [2008] OJ L24/8）という 2 つの EU 指令にも組
み込まれており、EU 加盟国は国内法をオーフス条約だけでなくこれらの EU 指令にも適合
させることが求められている。 
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第 1 節 環境問題に関する司法へのアクセス権 
（１）環境情報開示請求に関する審査手続（9 条 1 項） 
第 1 に、オーフス条約は公的機関の保有する環境情報の開示請求に関する審査手続につ
いて規定している。これについては 9 条 1 項が、「締約国は、国内法の枠内において、第 4
条に基づく情報の開示請求(802)が、無視され、一部または全部が不当に拒否され、不適切な
回答がなされ、もしくは同条の規定に従った取り扱いを受けられなかったと考える者は、
誰でも司法裁判所又は法律によって設置されたその他の独立かつ公平な機関による審査手
続にアクセスできるよう確保しなければならない」(803)とする。さらに同項は本審査手続に
ついて、「締約国は、司法裁判所による審査制度を整備する場合には、そのような者が、公
的機関による再検討または司法裁判所とは別の独立かつ公平な機関による再審査のために
法で設置される、無料又は安価の、迅速な手続にもアクセスできるよう確保しなければな
らない」(804)とも規定している。 
このような環境情報開示請求に関する審査手続について、イギリスでは、2004 年環境情
報規則 11 条が、公的機関が環境情報の開示に関する法的義務に従わなかった場合、市民は
公的機関に対して文書で異議を申し立てることができ、これを受けた公的機関は必ず再検
討の上何らかの回答をしなければならない旨を規定している(805)。さらに、2004 年規則の
実施規則によると、この審査手続は公正かつ公平で迅速なものでなければならない(806)。 
また 2000 年情報公開法 50 条 1 項によると、何人も、自身の行った公的機関に対する情
報開示請求が同法に従って処理されたかどうかについて、独立した機関である情報コミッ
ショナーに対して審査請求をすることができる(807)。さらに、情報コミッショナーの決定に
不服がある者は情報審判所に不服申立てをすることが認められている上(808)、最終的には裁
判所に訴訟を提起することも可能である(809)。 
2004 年環境情報規則の前身である 1992 年環境情報規則にはこのような救済に関する規
定は存在しておらず、オーフス条約の批准や、同条約を基礎とする 2003/4/EC 指令の制定
を受けて 2000 年情報公開法の規定が適用されることとなった。このように、オーフス条約
9 条 1 項の規定する環境情報開示請求に関する審査手続の構築は、イギリス国内において十
分に実現されていると言える。 
 
（２）市民参加の対象となる環境決定に関する審査手続（9 条 2 項） 
                                                   
(802) オーフス条約 4 条に基づく情報開示請求については、本稿第 2 部参照。 
(803) Aarhus Convention, art 9(1) 
(804) ibid 
(805) Environmental Information Regulations 2004, reg 11(1)  
(806) Code of Practice on the discharge of the obligation of public authorities under the 
Environmental Information Regulations 2004, (SI 2004/3391), paras 58-67  
(807) Freedom of Information Act 2000, s 50(1) 
(808) ibid, s 57(1) 
(809) ibid, s 59 
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第 2 に、オーフス条約は市民参加の対象となる環境決定に関する審査手続を規定してい
る。これについては 9 条 2 項が「締約国は、国内法の枠内において、関係市民であって、(a)
十分な利益を有している者、あるいはその代わりに(b)締約国の行政手続に関する法律が権
利侵害を要件とする場合には権利の侵害を主張している者が、第 6 条の規定……の対象と
なる決定、作為または不作為の実体的・手続的適法性について争うことができるよう、司
法裁判所及び／または法律によって設置されたその他の独立かつ公平な機関による審査手
続にアクセスできるよう確保しなければならない」(810)とする(811)。 
イギリスにおいては、このような審査手続について、オーフス条約 9 条 1 項の定める「環
境情報開示請求に関する審査手続」のように法規によって特別な制度が置かれることはな
く、市民は司法審査請求制度の枠内で異議を申し立てることができる。イギリスでは 1981
年以降、「十分な利益」を有する者が司法審査を請求することができるとされており、オー
フス条約もこれと同じ文言を用いていることから、原告適格の面では、イギリスにおける
審査手続は同条約 9 条 2 項の要求に適合していると言える(812)。 
 
（３）私人及び公的機関による環境関連法規違反に関する審査手続（9 条 3 項） 
第 3 に、オーフス条約 9 条 3 項は「第 1 項、第 2 項に述べられた審査手続に加え、かつ
これらを侵害することなく、締約国は、国内法で規定している要件がある場合にはその要
件に合致する市民が、環境に関連する国内法規に違反する私人や公的機関の作為及び不作
為について争うために行政または司法手続にアクセスができるよう確保しなければならな
い」(813)と規定している(814)。この審査手続についても、イギリス国内では 9 条 2 項の規定
と同様に司法審査請求制度を通じて実現されている。 
本規定はオーフス条約 9 条 2 項の規定する「関係市民」ではなく、締約国の国内におけ
る原告適格の基準を満たした「市民」を対象としたものであり、要件に合致してさえいれ
ば利害関係を有していない者でも審査手続にアクセスすることができる。これは公的機関
の行為の相手方のみならず、環境を保護しようとする第三者に対しても審査手続への途を
開くことを意図しており、いわゆる環境公益訴訟の促進を求めているものであると解釈す
ることができる。 
 
第 2 節 審査手続としての司法審査請求制度 
（１）環境関連法規の下での提訴制度 
                                                   
(810) Aarhus Convention, art 9(2) 
(811) オーフス条約 6 条の定める市民参加については、本稿第 3 部参照。 
(812) 原告適格の基準である「十分な利益」については第 2 章で詳細に検討する。 
(813) Aarhus Convention, art 9(3) 
(814) オーフス条約 9 条 3 項は「私人や公的機関の作為及び不作為」に関する訴訟について
の規定であるが、本稿はその中でも「公的機関の作為及び不作為」に関する訴訟に焦点を
当てて検討する。 
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 イギリスにおいては、様々な環境関連法規が提訴（appeal）の制度を置いている。環境
に関する公的機関の行為に異議を申し立てようとする者は、これらの法規に基づいて審査
機関に対して提訴することが認められており、2003 年 6 月の時点で 50 を超える提訴制度
が様々な環境関連法規の下で規定されていた(815)。 
例えば、土壌汚染改善通知に関しては 2006 年土壌汚染（イングランド）規則 8 条(816)に
基づいて当該通知を受けた者が、河川への排出同意の付与に関しては 1991 年水資源法 91
条 1 項(817)及び 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則 8 条(818)に基づいて排出同意
の申請者が、また廃棄物管理免許の付与に関しては 2010 年環境許可（イングランド及びウ
ェールズ）規則 31 条(819)に基づいて免許申請者が、それぞれ大臣に対して提訴することを
認められており、また、2001 年沖合燃焼施設設置（汚染防止規制）規則 17 条(820)は沖合で
の焼却施設の設置許可に関して、許可申請者による高等法院に対する提訴制度を置いてい
る(821)。 
このようにイギリスでは、環境に関する公的機関の行為について、様々な環境関連法規
の規定する提訴制度を通じて審査機関に対して異議を申し立てることが認められてはいる
ものの、提訴権は原則として許可の申請者や通知を受けた者といった公的機関の行為の直
接の相手方に限定されている。そのため、環境を保護しようと考える第三者が公的機関の
行為に異議を唱えようとする場合には提訴制度を利用することができず、司法審査請求制
度を通じてそれを実現する必要がある(822)。つまり、第三者による公益訴訟が意図されてい
るオーフス条約 9 条 3 項の定める審査手続としては、この提訴制度は十分なものとは言え
                                                   
(815) Richard Macrory & Michael Woods, Modernising Environmental Justice: 
Regulation and the Role of an Environmental Tribunal, (University College London 
2003) 12 
(816) Contaminated Land (England) Regulations 2006, SI 2006/1380, reg 8 
(817) Water Resources Act 1991, s 91(1) 
(818) The Control of Pollution (Applications, Appeals and Registers) Regulations 1996, 
reg 8 
(819) Environmental Permitting (England and Wales) Regulations 2010, reg 31 
(820) Offshore Combustion Installations (Prevention and Control of Pollution) 
Regulations 2001, SI 2001/1091, reg 17 
(821) 提訴制度については、Macrory & Woods (n 815) Appendix A において詳細な検討がさ
れている。 
(822) 司法審査を請求する場合、提訴制度のような他の救済手段を利用し尽くしておく必要
がある。R v Inland Revenue Commissioners, ex p Preston [1985] AC 835 において Lord 
Scarman が「司法審査による救済は他の救済手段が存在しているところでは利用できない」
と述べているように、司法審査請求制度は原告にとってあくまで最終手段であると考えら
れており、もし適切な救済手段が他に存在するのであれば、裁判所は裁量によって司法審
査の許可を付与しない、あるいは審理段階において救済を拒否することができる。しかし
ながら、近年裁判所は様々な例外を挙げることによりこの規則を次第に緩和していると指
摘されている。Moules (n 12) 71 なお本稿ではこのような司法審査請求における
“exhaustion”の問題は扱わない。 
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ず、市民は司法審査請求制度を用いることとなるのである(823)。 
 
（２）司法審査請求制度の概略 
イギリスにおいては「公的機関による制定法上の権限の行使は司法審査の対象になると
いう一般的な推定」(824)があり、「環境規制当局の圧倒的多数はこのような制定法上の権限
を行使することから、司法審査請求制度の対象になることは疑いのないところである」(825)
とされる(826)。 
イギリスの司法審査請求制度については既にわが国でも多くの検討があるため、ここで
は本稿での分析に必要な限りでいくつかの点を指摘しておく(827)。第 1 に、原告は司法審査
請求制度を通じて裁判所に対して取消命令、禁止命令、職務執行命令という大権的救済と、
宣言的判決と差止命令という私法的救済を求めることができる。この司法審査請求制度は、
元来全く別のものであった大権的救済と私法的救済を 1 つの手続の下で求めることを可能
にするために、1977 年最高法院規則 53 号(828)の改革によって具体化されたものであり、同
規則は 1981 年最高法院法 31 条(829)によって若干の修正が加えられ法律化されている(830)。
                                                   
(823) イギリスでは新たな審査機関として 2010 年に環境庁やナチュラル・イングランドの行
った民事的制裁について審理する環境審判所が設置されている。 
(824) Mohit v The Director of Public Prosecutions of Mauritius [2006] UKPC 20, [2006] 1 
WLR 3343 [21] 
(825) Moules (n 12) 68 
(826) 司法審査請求の対象の問題については本稿では扱わない。 
(827) イギリスにおける司法審査請求制度に関する先行研究として主に以下のものが挙げら
れる。岡村周一「イギリス行政法における原告適格に関する最近の動向について」（以下、
岡村「最近の動向」と引用）法学論叢 106 巻 6 号（1980 年）1－30 頁、同「イギリスにお
ける司法審査申請の排他性―『公法』と『私法』の一側面―(1)‐(7)」（以下、岡村「排他性」
と引用）法学論叢 118 巻 1 号（1985 年）1－14 頁、2 号（1985 年）1－19 頁、119 巻 6 号
（1986 年）1－27 頁、122 巻 3 号（1987 年）1－31 頁、126 巻 2 号（1989 年）1－24 頁、
127 巻 3 号（1990 年）1－35 頁、127 巻 5 号（1991 年）1－34 頁、同「行政訴訟改革―イ
ギリス法の示唆するもの―」（以下、岡村「行政訴訟改革」と引用）公法研究 52 号（1990
年）207－217 頁、岡本博志『イギリス行政訴訟法の研究』（九州大学出版会、1992 年）、
榊原秀訓「行政訴訟に関する外国法制調査―イギリス―（上）（下）」（以下、榊原「外国法
制調査（上）（下）」と引用）ジュリスト 1244 号（2003 年）238－251 頁、1245 号（2003
年）168－180 頁、同「司法審査制度の展開」戒能通厚編『現代イギリス法辞典』（新世社、
2003 年）182 頁以下、林晃大「イギリスにおける公益訴訟」法と政治 58 巻 2 号（2007 年）
345－442 頁等。 
(828) RSC Ord 53 現在、1977 年最高法院規則 53 号は廃止され、司法審査請求に関する規定
は民事訴訟規則（CPR 54）に置かれている。 
(829) Supreme Court Act 1981, s 31 現在、1981 年最高法院法は 1981 年上級裁判所法
（Senior Courts Act 1981）に変更され、司法審査請求制度に関する規定も同法 31 条に引
き継がれている。 
(830) その後、2000 年の民事訴訟規則の改正によって制度の名称などが変更されている。
2000 年改正については、榊原「外国法制調査（上）」前掲注(827)238－239 頁、岡本博志「イ
ギリスにおける新たな司法審査手続について」川上宏二郎先生古希記念論文集『情報社会
の公法学』（信山社、2002 年）451－477 頁等参照。 
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第 2 に、原告適格の基準として、司法審査の請求者は「請求が関係する事柄」について「十
分な利益」を有していなければならない(831)。第 3 に、司法審査は迅速に請求されなければ
ならず、どのようなことがあっても請求の根拠が生じてから 3 ヶ月以内に行われなければ
ならない(832)。第 4 に、司法審査請求制度は許可段階と審理段階という 2 段階の手続によっ
て構成されている。訴えが審理段階に進むためには、第 1 段階において裁判所から許可を
得なければならず、この許可段階は、取るに足らない請求や濫用的な請求を阻止するため
のいわばフィルターのような機能を果たしている。公的機関の行為に異議を申し立てたい
市民は、このような特徴を持つ司法審査請求制度を通じてそれを実現することとなるので
ある。 
 
第 2 章 環境公益訴訟と原告適格 
 イギリスにおいて司法審査を請求しようとする原告は「十分な利益」を有していなけれ
ばならないとされており、オーフス条約 9 条 2 項の規定する原告適格の基準もそれと同じ
文言が用いられている。さらに同条約 9 条 3 項は、原告適格の基準として締約国の国内法
に従う旨を示している。オーフス条約の規定する「十分な利益」という基準は、環境問題
に関する司法へのアクセス権の拡大を目的として置かれているものであることから、この
基準に適合しているイギリスの制度も原告適格の面から司法への広いアクセスを保証して
いると言える。 
しかしながら、イギリスでは「十分な利益」の内容については法規によって画一的に定
められているわけではなく、裁判所が広い裁量を用いて判断している。本章では、イギリ
スにおける環境公益訴訟の原告適格に関して、裁判所がどのような判断を行っているか、
どのような利益が「十分な利益」に該当するか、またオーフス条約の要求にどの程度適合
しているかについて、環境公益訴訟を①個人が原告となったものと②団体が原告となった
ものに分類し検討を行う。 
なお本稿では、公的機関の行為の相手方ではない第三者が、公益の保護を目的として請
求する司法審査請求を公益訴訟と呼ぶ。公益訴訟は、公益のみを純粋に保護することを目
的に提起される「①純粋型公益訴訟」と、原告自身の利益も含んだ公益を保護することを
目的に提起される「②私益保護型公益訴訟」に分類することができると考えられる。環境
公益訴訟に関して言えば、例えば環境保護団体が純粋に公益としての自然環境を保護しよ
うとして提起するものは前者に、地域住民が自身の居住する地域の環境を保護しようとし
て提起するものは後者にそれぞれ該当する(833)。 
                                                   
(831) Senior Courts Act 1981, s 31(3) 司法審査請求制度の原告適格については第 2章におい
て検討する。 
(832) CPR 54.5 出訴期間とオーフス条約との関係については第 3 章において検討する。 
(833) 大久保規子によると、環境公益訴訟とは、「環境利益を守るため、自己の法的利益を侵
害されたか否かにかかわらず、行政、企業等に対し、違法な行為の差止め、是正、環境損
害の回復等を求める訴訟」をいう。大久保規子「環境公益訴訟と行政訴訟の原告適格―EU
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第 1 節 司法審査請求制度の原告適格 
 司法審査請求制度が導入される以前はイギリスにおける司法審査の原告適格は制限的で
あったが、原告適格を拡大することで裁判所へのアクセスを容易にすべきであるとの要求
が多く、司法審査請求制度の導入と同時に、原告適格の基準を緩和する意図で 1977 年最高
法院規則 53 号 3 条 7 項が「裁判所は、申請に関係する事柄について、申請人が十分な利益
を有しているとみなされない限り、許可を与えるべきではない」(834)と規定することとなっ
た。さらにこの基準を具体化した 1981 年上級裁判所法 31 条 3 項は、「司法審査請求は、裁
判所規則に従って高等法院の許可が得られない限り提起されるべきではない。また、申請
が関係した事柄について申請人が十分な利益を有していると考えられない限りは、裁判所
はそのような申請を行う許可を与えるべきではない」(835)としており、これらの規定によっ
て、原告が「十分な利益」を有しているかどうかが司法審査における原告適格の判断基準
となっている。 
「十分な利益」の意味について初めて争われた事案が R v Inland Revenue 
Commissioners, ex p National Federation of Self-Employed and Small Businesses 
Ltd.(836)（以下、IRC 判決）である。本事案において、貴族院は原告適格に関して以下の重
要な点を判示している。 
 第 1 に、原告適格の有無の判断は司法審査の許可段階と審理段階の両方で行われなけれ
ばならない。1977 年最高法院規則及び 1981 年上級裁判所法は「十分な利益」という基準
を司法審査請求の許可の付与条件として規定しているが、IRC 判決は「これに一石を投じ」
(837)ており、許可段階においては明らかに望みがなく濫用的な請求のみをしりぞけ、「十分
な利益」の判断は審理段階に持ち越すべきとする。 
第 2 に、審理段階における「十分な利益」の判断については、本案と切り離して行うべ
きではない。審理段階においては、原告適格と本案とを「融合させて」(838)検討し、その判
断においては公的機関の権限や義務の性質、主張されている請求の対象、違法性の性質、
                                                                                                                                                     
各国における展開―」阪大法学 58 巻 3・4 号（2008 年）659 頁。この定義からも、環境公
益訴訟には、①自己の法的利益の侵害を受けていない者が公益としての環境の保護を求め
る「純粋型公益訴訟」と、②自己の法的利益を侵害された原告が公益と共にその保護を求
める「私益保護型公益訴訟」が存在すると言える。 
(834) RSC Ord 53, r 3(7) 
(835) Senior Courts Act 1981, s 31(3) 
(836) [1981] 2 WLR 722 本判決に関してはわが国でも多数の分析が行われているため、本稿
では原告適格に関する重要な判示についてのみ検討する。なお本事案について詳しくは、
岡村「排他性（2）」前掲注(827)1－15 頁、岡本・前掲注(827)71－84 頁、林・前掲注(827)361
－364 頁等参照。 
(837) Timothy Pitt-Payne, ‘Standing in Judicial Review Proceedings’ in M.Supperstone 
and J.Goudie, Judicial Review, (2nd edn, Butterworths 1997) 332 
(838) Paul Craig, Administrative Law, (7th edn, Sweet & Maxwell 2012) 779 
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原告の主張する利益の性質など様々な要素を考慮に入れることとなる (839)。 
 裁判官はこれらの点を考慮した上で原告適格の有無の判断を行うこととなるが、本事案
においてはさらに Lord Wilberforce が行政機関の義務違反や行為の違法性の程度が「十分
に重大」(840)である場合、Lord Fraser が「重大なあるいは広範にわたる違法性」(841)がある
場合、Lord Roskill は「不適当な圧力や動機により」(842)公的機関が義務を怠った場合には、
原告は「十分な利益」を有するとそれぞれ判断している。つまり司法審査請求においては、
公的機関の権限の濫用が重大な違法性を生じさせるという合理的な理由が示された場合に、
原告は「十分な利益」を有していると解される。これは実質的に原告適格の大幅な拡大に
つながると考えられ、Lord Diplock は「圧力団体や公共心のある納税者が、時代遅れの原
告適格に関する技術的な規則によって、法の支配の擁護や、違法な行為の停止を訴えるこ
とを妨げられれば、それは我々の公法制度における重大な欠陥になってしまう」(843)とその
正当化理由を示している。 
 
第 2 節 個人による環境公益訴訟 
イギリスでは IRC 判決が 1 つの転機となり、原告適格の基準である「十分な利益」の枠
組みが拡大されることで、公益訴訟の提起が促進されることとなった。本節及び第 3 節で
は、環境公益訴訟の原告適格に関する裁判所の判断について、①個人が原告となったもの
と②団体が原告となったものに分類して検討を行う(844)。 
 
（１）原告適格の拡大 
 個人の提起する公益訴訟においては、裁判所が IRC 判決での基準を用いて原告適格を拡
大して解釈することが多い。例えば、環境公益訴訟ではないが、イギリス政府が EC と締結
した支払約束に関する枢密院令の制定について一納税者が異議を唱えた R v Her Majesty’s 
Treasury, ex p Smedley(845)（以下、Smedley 判決）においては、原告が他の納税者と比較
して深い利害関係をもっているわけではないにもかかわらず、「重大な問題」を提起してい
                                                   
(839) 本判決では、Lord Wilberforce、Lord Fraser、Lord Roskill、Lord Scarman が被告の
行為には「違法性」がないため、原告には司法審査を請求する「十分な利益」がないとし
て原告適格を認めなかった。岡本博志はこのことについて、訴訟要件たる原告適格の問題
と、本案たる違法性の問題とを区別してきた従来の手法とは異なった「原告適格への全く
新しいアプローチ」であると述べている。岡本・前掲注(827)76 頁。 
(840) [1981] 2 WLR 722, 730 
(841) ibid 742 
(842) ibid 757 
(843) ibid 740 
(844) 本稿では原告適格の検討に必要な範囲で環境公益訴訟以外の公益訴訟についても考察
する。なお、イギリスにおける公益訴訟については、林・前掲注(827)において、原告が保
護しようとした利益の性質に応じて詳細な分析を行っている。 
(845) [1985] QB 657, [1985] 2 WLR 576 本判決について詳細は、岡村「排他性(2)」前掲注
(827)16 頁、岡本・前掲注(827)85－86 頁、林・同上 387－389 頁等参照。 
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るということを理由に原告適格が認められている。同様に、刑事裁判における裁判官の身
元を非公開とする決定についてジャーナリストが異議を申し立てた R v Felixtowe Justice, 
ex p Leigh(846)においても、原告が個人的な利害関係を有しているわけはないにもかかわら
ず、「開かれた司法」の維持という一般的公益を代表して原告適格を認められている。 
それでは個人の原告適格は、環境公益訴訟においてどのように判断されているのだろう
か。例えば、歴史的価値を有する建造物について地方公共団体が保護義務を怠ったとして
地域住民が公益訴訟を提起した R v Stroud District Council, ex p Goodenough, Usborne 
and Tomlin(847)（以下、Goodenough 判決）において、高等法院の Woolf 裁判官は IRC 判
決以降の原告適格の拡大について述べた後、「その地域と……原告との関係を考えると、司
法審査を裁判所に請求し、地方公共団体が建造物を保護するために制定法で定められた権
限を行使すべきであると主張する十分な原告適格を有している」(848)と示し、原告と地域と
の関係性から容易に地域住民の原告適格を容認している。 
また、地域住民・教会区長・複数の環境保護団体の会員という立場にある原告が、地方
公共団体による採石場拡大に関する開発許可の付与に異議を申し立てた R v Somerset 
County Council and ARC Southern Ltd., ex p Dixon(849)（以下、Dixon 判決）においても、
高等法院の Sedley 裁判官が、「（原告は）自然環境に影響を与えることになる開発許可の付
与について関心を持ち、裁判所に訴えを提起する権利を持つ市民である」(850)と判示し、原
告と地域との関係性、また原告が自然環境に関する「重大な問題」を提起していることを
理由に原告適格を認めている。 
また Dixon 判決においては、Sedley 裁判官が公益訴訟における原告適格の判断について
以下のような重要な判示を行っている。「公法は『権利』ではなく、『違法』すなわち『公
権力の濫用』に関係するものである。そして裁判所は、争点や結果において特定の利害関
係を有さないが単なるお節介屋でもない個人あるいは団体が、明らかな権限の濫用につい
て裁判所に訴えることを望む場合があるという事実を理解している。そのような権限の濫
用についてのもっともな主張が（司法審査の）許可の申請時になされれば、裁判所にとっ
て重要なのはそれが不純な動機によって行われていないかどうかを判断することだけであ
る。そして審理段階においては、もし権限の濫用が立証されれば……救済の付与あるいは
救済の形式との関係で原告適格の有無を判断することになる」(851)。 
つまり、個人による環境公益訴訟については、裁判所は許可段階において訴訟が不純な
動機によって提起されていないかどうかを判断し、さらに審理段階においては公的機関に
                                                   
(846) [1987] QB 582, [1987] 2 WLR 380 本判決について詳細は、榊原「外国法制調査（下）」
前掲注(827)169 頁、林・同上 401－402 頁参照。 
(847) (1982) P & CR 59, [1982] JPL 246 本判決について詳細は、林・同上 376 頁参照。 
(848) ibid 
(849) [1997] COD 323 本判決について詳細は、林・前掲注(827)368－370 頁参照。 
(850) ibid 331 
(851) ibid 
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よる明らかな権限の濫用が立証されれば、環境を享受する利益を「十分な利益」として認
め、広い裁量を用いて原告適格を容認することとなる。 
 
（２）原告適格の制限 
(a)地域外の者による環境公益訴訟の提起 
 しかしながら環境公益訴訟を提起する個人に自動的に原告適格が認められているわけで
はない。例えば、地方公共団体が有名な公園内の採石場拡大の開発許可を付与したことに
ついて、一市民が異議を申し立てた R v North Somerset District Council and Pioneer 
Aggregates (UK) Ltd., ex p Garnett and another(852)（以下、Garnett 判決）においては、
原告が FoE の会員であったにもかかわらず、高等法院の Popplewell 裁判官は、原告が採石
場から 4 マイルも離れた場所に居住していたこと、原告の居住地の近くには別の公園が存
在することなどを理由に原告適格を認めず、司法審査の許可を与えなかった。同様に、R v 
North West Leicestershire District Council and East Midlands International Airport 
Ltd., ex p Moses (No.2)(853)（以下、Moses 判決）においても、騒音などの観点から飛行場
の運営について異議を唱えた市民が既にその地域には居住していないことを理由に、高等
法院の Scott Baker 裁判官が原告適格を否定し、司法審査の許可を与えていない。本事案に
おいて、同裁判官は、原告が司法審査の請求時にその地域に居住していれば「十分な利益」
を有していたであろうと述べている。このように地域外に住む個人が特定地域の環境を保
護するために提起した環境公益訴訟においては、Dixon 判決の「争点や結果において特定の
利害関係を有さない」者にも原告適格を認めるという判示とは異なり、司法審査の許可段
階で公益訴訟がしりぞけられている。 
先述した分類の下では、地域住民が訴訟を提起した Goodenough 判決及び Dixon 判決は
「私益保護型公益訴訟」に、地域住民以外の個人が訴訟を提起した Garnett 判決及び Moses
判決は「純粋型公益訴訟」にそれぞれ該当する。個人による環境公益訴訟については、前
者の原告適格は認められやすい傾向にあるものの、後者の原告適格は認められない可能性
もあると言える。 
一方、R (on the application of Hammerton) v London Underground Ltd.(854)（以下、
Hammerton 判決）においては、歴史的価値のある貨物操作場を保護しようとしたロンドン
鉄道遺産委員会の名誉幹事である個人原告に原告適格が認められている。本事案において、
高等法院の Ouseley 裁判官は、「原告がたとえ利害関係を有していなかったとしても、……
歴史的な鉄道建築物について知識が豊富であることは明らかであり、彼はお節介屋として
無責任に干渉しているわけではない」(855)と示しており、たとえ原告が直接の利害関係を有
                                                   
(852) [1998] Env LR 91, [1997] JPL 1015 本判決について詳細は、林・前掲注(827)370－371
頁参照。 
(853) [2000] Env LR 443, [2000] JPL 1287 本判決について詳細は、林・同上 371 頁参照。 
(854) [2002] EWHC 2307 (Admin), [2002] All ER (D) 141 (Nov) 
(855) ibid [200] 
150 
 
していなかったとしても、原告の有する専門知識を原告適格を容認する 1つの要件と捉え、
環境公益訴訟の提起を認めている。本判決は個人にも「純粋型公益訴訟」の原告適格を容
認しており、専門知識といった原告の能力の公益訴訟における重要性を明示していると言
える。 
 
(b)不純な動機や不適切な目的 
 Dixon 判決によると、不純な動機によって環境公益訴訟が提起されたのであれば司法審査
の許可段階において原告適格が否定されることとなる。同様に R (on the application of 
Feakins) v Secretary of State for the Environment, Food and Rural Affairs(856)において
も、控訴院の Dyson 裁判官が、「もし原告が不純な動機や不適切な目的のために訴訟を提起
しているのであれば、たとえ決定の適法性を判断する公益性が存在していたとしても、裁
判所が原告適格を認めることは困難である」(857)と示しており、公益訴訟提起の動機も原告
適格の判断において重視されていると言える。 
環境公益訴訟を提起しようとした団体が訴訟費用の支払い責任を回避するため、法律扶
助を受ける資格を有する個人を原告として指名し、その個人の名で司法審査を請求する場
合には、その原告が地域住民であるなど直接的な利害関係を持たない限り、その公益訴訟
の提起が不純な動機によるものとして原告適格が否定される。これはセメント工場に対し
て環境庁が付与したタイヤ焼却の許可について、周辺地域に居住するホームレスである原
告が司法審査を請求した R (on the application of Edwards) v Environment Agency(858)に
おいて示されている(859)。 
  
（３）小括 
個人の提起する環境公益訴訟に関しては、Goodenough 判決や Dixon 判決のように地域
住民が自身の利益も含んだ公益を保護するために提起するいわゆる「私益保護型公益訴訟」
において、原告適格が司法審査の許可段階においても審理段階においても容易に容認され
ている。他方、地域外に住む市民が特定地域の環境を保護するために提起するいわゆる「純
粋型公益訴訟」においては、違法性が重大であれば原告適格を認めるべきであるとする IRC
判決、重大な問題を提起していれば原告適格を認めるべきであるとする Smedley 判決、権
限の濫用が立証されれば原告適格を認めるべきであるとする Dixon 判決の考え方は採用さ
れておらず、Garnett 判決や Moses 判決において司法審査の許可段階で原告適格が否定さ
                                                   
(856) [2003] EWCA Civ 1546, [2003] All ER (D) 39 (Nov), [2004] 1 WLR 1761 
(857) ibid [23] 
(858) [2004] EWHC 736 (Admin), [2004] 3 All ER 21  
(859) 本事案において、控訴院の Keith J.裁判官は、原告であるホームレスが指名された理
由が法的扶助を獲得するためであるという推論に抗うことは困難であるとしながらも、最
終的には、原告は地域住民であり、公的機関の決定により直接的な影響を受けることから
「十分な利益」を有すると判断している。 
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れている。一方で、原告が専門知識を有していた Hammerton 判決おいては「純粋型公益
訴訟」の原告適格が認められている。 
これらの点からみると、個人の提起する環境公益訴訟においては、原告の主張する違法
性の程度ではなく、利害関係を有する地域住民であることや専門知識を有していることと
いった原告の立場や能力が原告適格が容認されるかどうかの重要な判断要素となっている
と言える。しかしながら、不純な動機によって環境公益訴訟が提起されているのであれば、
司法審査の許可段階において原告適格は否定されることとなる。 
 
第 3 節 団体による環境公益訴訟 
（１）団体の原告適格 
高等法院は 1990 年の R v Secretary of State for the Environment, ex p Rose Theatre 
Trust Co.(860)（以下、Rose Theatre 判決）において、環境公益訴訟における団体の原告適
格に関して制限的なアプローチを採用している。本事案は、歴史的価値のある劇場を「保
存すべき遺跡のリスト」に登録しないとする大臣の決定が違法であるとして、その遺跡を
保護するため俳優、地域住民、専門家などによって結成された団体が司法審査を請求した
ものである。本事案において、司法審査の許可は付与されたが、審理段階において
Schiemann 裁判官が以下の点を判示し、原告適格を認めなかった(861)。①司法審査請求の許
可が付与されても、裁判所は請求者が「十分な利益」を有しているかどうかを審理段階に
おいてもう一度審査するべきである。②原告が「十分な利益」を有しているかどうかは、
純粋に裁判所の裁量の問題ではない。③あらゆる市民が制定法上の義務違反に異議を申し
立てることができるわけではない。そうでなければ「十分な利益」という文言は意味を持
たなくなる。④しかしながら、直接的な経済的・法的利益が要求されるわけではない。⑤
裁判所が制定法上の義務違反に対する訴えを検討する場合には、制定法が公的機関にその
義務を果たさせる権限を原告に与えているかどうかを判断しなければならない。⑥単に利
益を有していると主張するだけでは「十分な利益」は認められない。⑦もし個人が利益を
有していなければ、その個人が何千人集まって利益を主張したとしても、その事実だけで
は「十分な利益」を認めることはできない。⑧団体の規約が、特定の目的を遂行するため
の権限をその団体に与えていたとしても、それが「十分な利益」につながるわけではない。
本事案において Schiemann 裁判官は、原告が公的機関の行為との間に直接的な利害関係が
存在することを証明することによってのみ「十分な利益」を有すると判断することができ
るとし、提起された問題の重要性や公益を実現するために訴訟が提起されているという事
実が原告適格を認める根拠にはならないと考えたのである。 
                                                   
(860) [1990] 1 QB 504, [1990] 1 All ER 754, [1990] 2 WLR 186 本判決について詳細は、岡
村「行政訴訟改革」前掲注(827)209 頁、榊原「外国法制調査（下）」前掲注(827)170 頁、
林・前掲注(827)378－379 頁等参照。 
(861) [1990] 2 WLR 186, 200 
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しかしながら、これはイギリスにおける団体による環境公益訴訟の中でも極めて例外的
な判断であり、Schiemann 裁判官は後に、生物種に悪影響を与えるおそれのある開発許可
の付与についてイギリス爬虫類学協会が異議を唱えた R v Poole Borough Council, ex p 
Beebee and others(862)において、Rose Theatre 判決における原告適格の判断の困難さにつ
いて述べた後、直接的な利害関係を有さない原告団体に対して環境公益訴訟の原告適格を
認めている。両判決において原告が保護しようとした利益は異なったものではあるが、
Schiemann 裁判官の考える原告適格の基準は Rose Theatre 判決後に緩和されたと言える。 
Rose Theatre 判決以後の団体による環境公益訴訟において、原告適格の範囲は個人の場
合と比較してもより拡大されて解釈されている。例えば環境保護団体であるグリーンピー
スが放射能廃棄物の排出許可について異議を唱えた R v Her Majesty’s Inspectorate of 
Pollution, ex p Greenpeace Ltd.(No.2)(863)において、高等法院の Otton 裁判官は、「グリー
ンピースは、……自然環境の保護を主たる目的とした著名な運動団体である」(864)ことを示
し、さらに①原告であるグリーンピースが環境や健康への危険について関心を有している
こと、②提起された問題は深刻で、裁判所で解決するに値すること、③提起された問題は
拡散性があることからグリーンピースが広い公益を代弁していることなどを理由に直接的
な利害関係を有さない原告団体の原告適格を認めている(865)。 
また環境公益訴訟ではないが、結成から 20 年以上経過し 13000 人以上の支持者を抱える
NGO がマレーシアにおけるダム建設に対する費用援助を行うとするイギリス政府の決定
に対して異議を唱えた R v Secretary of State for Foreign and Commonwealth Affairs, ex 
p World Development Movement(866)（以下、WDM 判決）においても、高等法院の Rose
裁判官は、①法の支配を擁護することの重要性、②提起された問題の重要性、③他に責任
のある異議申立人の不在、④義務違反の性質、⑤海外援助に関して助言・指針を与える原
告の突出した役割といった点を重視し、原告団体の原告適格を認めている。なお本判決で
示されたこれらの要件は、定期報告書の作成と実施状況の検討を締約国に義務付けている
                                                   
(862) [1991] JPL 643 詳細は林・前掲注(827)375 頁参照。 
(863) [1994] 4 All ER 329 本判決について詳細は、林・同上 372－374 頁等参照。 
(864) ibid 349-350 
(865) 他にもグリーンピースは、大西洋における石油の採掘計画について異議を唱えた R v 
Secretary of State for Trade and Industry, ex p Greenpeace Ltd., The Times, 19 January  
2000 や、新しい混合酸化物燃料工場に対する操業許可の付与決定について異議を唱えた R 
(on the application of Friends of the Earth and Greenpeace Ltd.) v Secretary of State for 
the Environment, Food and Rural Affairs and another [2001] EWHC Admin 914、ブラジ
ルからの材木の輸入許可について異議を唱えた R (on the application of Greenpeace Ltd.) 
v Secretary of State for the Environment, Food and Rural Affairs [2002] EWCA Civ 
1036, [2002] 1 WLR 3304、クジラ目の生物の乱獲を減らすための政策について異議を申し
立てた R (on the application of Greenpeace Ltd.) v Secretary of State for Environment, 
Food and Rural Affairs [2005] EWCA Civ 1656 など様々な環境公益訴訟において、裁判所
が特に議論することもなく、いわば自動的に原告適格が認められている。詳細は、林・前
掲注(827)374－375 頁参照。 
(866) [1995] 1 All ER 611 本判決について詳細は、林・同上 384－387 頁参照。 
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オーフス条約 10 条 2 項(867)の下でイギリス政府が提出した「2011 年オーフス条約実施報告
書」(868)の中でも言及されており、環境公益訴訟における団体の原告適格の判断要素として
も重要なものとなっている。 
 団体による環境公益訴訟の原告適格については、裁判所は、違法性があれば原告適格を
認めるとする IRC 判決よりもさらに原告適格の範囲を拡大し、提起されている問題の重要
性、主張されている違法性の性質、原告の主張する利益の性質を考慮に入れ、さらに団体
の知名度や社会的地位、専門性なども検討した上、広い裁量を用いて原告適格を認めてい
る。環境公益訴訟の大多数がグリーンピース、FoE、ナショナル・トラストに代表される組
織内に法律専門家を抱えた大規模団体によって提起され、それらの原告適格は積極的に容
認されているが、近年では、比較的無名の団体(869)や法人化されていない団体にまで原告適
格が認められており、環境公益訴訟における「原告の主張が明らかに強力なものであれば、
団体の原告適格が否定されることはほとんどない」(870)と指摘されるまでになっている。 
このようにイギリスにおいては、公的機関の行為によって直接的に利益の侵害を受けな
い団体が、純粋に公益としての環境を保護することのみを目的として「純粋型公益訴訟」
を提起することが積極的に認められており、このような裁判所の姿勢について、2003 年の
Environmental Justice Project（以下、EJP）(871)によるアンケート調査では、「不満足」
とする回答はわずか 13％にとどまり、残りの回答は全て「満足」及び「おおむね満足」と、
裁判所の傾向が高く評価されていることがうかがえる(872)。 
 
（２）原告適格の制限 
(a)法人格の有無 
それでは原告団体の法人格の有無は原告適格の判断に影響を及ぼすのだろうか。法人化
されていない団体に関しては、R v Darlington Borough Council and Darlington Transport 
Company, ex p Association of Darlington Taxi Owners(873)において、高等法院の Auld 裁
判官が、非法人団体は自身の名において訴訟を提起することができない旨を判示していた。
                                                   
(867) Aarhus Convention, art 10(2) 
(868) UNECE, Implementation report submitted by the United Kingdom (2011) 21-22 
(869) R (on the application of Buglife－The Invertebrate Conservation Trust) v Thurrock 
Thames Gateway Development Corporation [2008] EWCA Civ 1209, [2008] Env LR 31 
本事案について詳細は後述する。 
(870) Moules (n 12) 105 
(871) EJP はイギリスにおける環境法の運用を審査する目的で設立された、弁護士などで構
成されるプロジェクトである。本プロジェクトは司法制度が環境保護に貢献すべきである
という前提から取り組まれており、EJP はその中で約 40 人の弁護士と 16 の NGO を対象
にイギリスにおける環境訴訟に関するアンケート調査を行っている。なお、選択肢は「満
足」「おおむね満足」「不満足」から成る。P.Castle, M.Day, C.Hatton and P.Stookes, A Report 
by the Environmental Justice project, (Environmental Justice Project, 2004) 
(872) ibid 31 
(873) [1994] COD 424 
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彼は、その理由として原告適格の問題以前に、司法審査を請求する法的能力を欠いている
ことを挙げている。 
しかしながら、2 年後の R v Traffic Commissioner for the North Western Traffic Area, 
ex p Brake(874)においては、高等法院の Turner 裁判官が全く反対の結論を出している。そ
の理由として、私法上の訴訟においては、原告は私人としての権利を主張するため、訴訟
を提起する権利が法人にのみ認められることは適当である一方、公法上の訴訟においては、
公的機関の行為の適法性が第一に争われることとなり、原告は公的機関による権限濫用の
統制を目的として裁判所による監督権限の行使を請求することとなるため、訴訟を提起す
る権限を法人に限定することは不適当であるとされる。イギリス法律委員会（Law 
Commission）も 1994 年の「行政法：司法審査と制定法上の提訴」(875)という報告書の中で、
「法人化されていない団体であったとしても自身の名において司法審査の請求をすること
が認められるべきである」(876)と勧告しており、近年では法人格の有無が原告適格の有無に
影響することはなくなっている。 
  
(b)訴訟費用回避を目的とした団体の設立 
原告が敗訴した場合に相手方の訴訟費用の支払い責任を原告個人で負うことを回避する
ため(877)、環境を保護しようとする個人が団体を結成し、その団体の名において環境公益訴
訟が提起されることがある。このような環境公益訴訟の典型例は、地域住民が団体を結成
し、地域環境を保護するために提起するものであり、ここでは原告団体の中に公的機関の
行為と直接的な利害関係を有するであろう地域住民が含まれているため、「私益保護型公益
訴訟」に該当すると言える。 
このような訴訟においても、裁判所は、訴訟費用の負担を軽減するという原告団体の設
立目的を理由に原告適格を否定することはない。これは地方公共団体による鉱物採掘許可
の付与に関して、司法審査請求の直前に地域住民によって結成された団体が環境公益訴訟
を提起した R v Leicester County Council, Hepworth Building Products Ltd. and Onyx 
(UK) Ltd., ex p Blackfordby & Boothorpe Action Group Ltd.(878)において、高等法院の
Richard 裁判官が、「団体の結成は多くの利点を生じさせ……、敗訴した場合の訴訟費用の
支払いについて個人責任を回避することもできる。しかしながら、これを理由に原告適格
を否定することによって、団体を結成するという手段を妨げるべきではない」(879)と判示し
                                                   
(874) [1996] COD 248 
(875) Law Commission, Administrative Law: Judicial Review and Statutory Appeals 
(Law Com No 226, 1994) 
(876) ibid 119 
(877) 訴訟費用について、イギリスでは一般的に敗訴者負担主義がとられている。訴訟費用
の原則については第 3 章において詳細に検討する。 
(878) [2000] EWHC Admin 304, [2000] JPL 1266 本判決について詳細は、林・前掲注
(827)366 頁参照。 
(879) ibid [37] 
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ていることからも明らかである。 
また Residents Against Waste Site Ltd. v Lancashire County Council(880)において、高
等法院の Irwin 裁判官は、環境公益訴訟提起のわずか 2 日前に地域住民によって結成され
た団体にも原告適格を認めている。元来地域住民が大規模廃棄物処理施設の設置許可の付
与に対して反対運動を行っており、ホームページ上で「我々が支払い責任を回避するため
には有限会社を結成する他はない」と明言した上、団体を結成し、訴訟を提起した。Irwin
裁判官は、「訴訟費用の問題は（原告適格とは）別個の問題であり、……原告がそれだけを
理由として訴訟から排除されるべきだという根拠はない」(881)と述べており、訴訟費用の問
題を回避するために結成された団体の原告適格を容認している。 
 このような公益訴訟においては、訴えの対象となった公的機関の行為が行われた時点で
原告団体が結成されていたわけでもなければ、公的機関の意思決定過程において利害関係
を有する団体として意見提出のような市民参加をしていたわけでもないことから、「これら
の判断は原告適格の要件をますます緩和するものである」(882)と指摘されている。これらの
点から、裁判所は司法へのアクセスを促進する効率的な手段として地域住民による団体の
結成を容認しており、地域住民の利益と、それを代理するために結成された団体の利益を
同一視して「私益保護型公益訴訟」の原告適格を認めていると解釈することができる(883)。 
 
（３）環境 NGO の原告適格 
(a)オーフス条約 9 条 2 項と環境影響評価指令 
イギリスでは裁判所によって積極的に容認されている団体による環境公益訴訟であるが、
オーフス条約も環境保護団体による環境公益訴訟を促進するという意図から団体の原告適
格に関する特別な規定を置いている。 
 市民参加の対象となる環境決定に関する審査手続について規定しているオーフス条約 9
条 2 項は、その原告適格の基準となる「十分な利益」について、「十分な利益……の構成要
素は、本条約の範囲内において、関係市民に司法への広いアクセスを保証するという目的
に従って締約国が判断するべきである。そして、この目的を達成するためには、2 条 5 項で
言及される要件に適合する全ての NGO の利益は、本条の目的において十分である
．．．．．
とみなさ
れる」(884)とする。つまり、オーフス条約の下では、同条約 2 条 5 項の定める要件に適合す
る NGO は、たとえ利害関係を有していなかったとしても、9 条 2 項の規定する審査手続を
請求する原告適格を自動的に容認されることとなる。 
                                                   
(880) [2007] EWHC 2558 (Admin) 
(881) ibid [22] 
(882) Moules (n 12) 107 
(883) しかしながら、Garnett 判決や Moses 判決においては地域外に居住する個人原告の原
告適格が認められなかったことからみると、直接的な利害関係を持たない個人が司法審査
請求の直前に団体を結成して公益訴訟を提起しても、その団体に高い専門性などがなけれ
ば原告適格は認められないであろう。 
(884) Aarhus Convention, art 9(2)  
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NGO の要件については、オーフス条約 2 条 5 項が、「環境保護を促進し、国内法の下で
の要件を満たす NGO は利益を有するとみなされるべきである」(885)と規定している。この
ことから、同条約の下では、締結国が国内法の下で定めた要件を満たした「環境保護を促
進する NGO（以下、環境 NGO）」は自動的に「十分な利益」を有すると考えられるのであ
る。 
またオーフス条約に適合する形で制定された 2003/35/EC 指令も、同指令の対象となる全
ての環境決定に対して異議を申し立てる原告適格を環境 NGO に自動的に認めるよう規定
を置いており、これらの点から環境 NGO は環境公益訴訟を提起する上で特権を与えられる
こととなる。このような特権が与えられる理由として、環境 NGO の持つ専門性や経験が挙
げられるであろう。 
 
(b)環境 NGO の定義 
オーフス条約及び 2003/35/EC には環境 NGO の詳細な定義は置かれていない。これにつ
いて、UNECE は 2000 年の「オーフス条約実施に関する指針」(886)において、「NGO が環
境保護を促進しているかどうかは、設立目的・規約・活動などを通じて判断する。……締
約国は国内法の下で NGO の要件を設定することができるが、これらの要件は無差別主義
(887)や技術的・経済的障壁の回避といったオーフス条約の原則と適合させるべきであり、こ
れらの制限の下、締約国は過度に排他的ではない客観的基準に基づいて要件を課すことが
できる」(888)と示しており、環境 NGO の定義の設定を一定の制限の下で締約国に委ねてい
る(889)。 
一方、欧州委員会は 2003 年の「環境問題に関する司法へのアクセスについての EU 指令
案」(890)において、「加盟国は、……もし審査の対象が適格団体の活動の範囲内にあり、審
査が当該団体の活動地域内で行われているのであれば、……十分な利益や権利侵害の立証
なく、その適格団体が環境訴訟にアクセスすることができるよう保証するべき」(891)であり、
「適格団体と認定されるためには、……団体が (a)環境保護を目的とした独立した非営利法
                                                   
(885) ibid art 2(5) 
(886) UNECE, The Aarhus Convention: An Implementation Guide (New York and Geneva, 
United Nations, 2000) 
(887) オーフス条約 3 条 9 項は「市民は、本条約に関連する規定において、市民権、国籍、
または居住地に関して、法人の場合には登記場所あるいは事実上の活動拠点に関して差別
されることなく、環境に関する情報へのアクセス権、意思決定における市民参加の可能性、
司法へのアクセス権を有する」として無差別主義を規定している。Aarhus Convention, art 
3(9) 
(888) UNECE (n 886) 41 
(889) 同指針は、例えば、スウェーデンが環境 NGO の定義として、「国内において 3 年以上
活動し、2000 人以上の会員数を有する」という要件を掲げていることについて、「国内にお
いて」という要件が無差別原則違反であると指摘している。ibid 
(890) Commission, ‘Proposal for a Directive of the European Parliament and of the 
Council on access to justice in environmental matters’, COM (2003) 0624 final 
(891) ibid, art 5 
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人であること、(b)目的の適切な遂行を可能にする組織構成を有していること、(c)適法に構
成され、加盟国によって設定される期間……を上回って、環境保護のために活発に活動し
ていること、(d)加盟国の設定した期間中、登録された監査人によって年次決算報告書が提
出されていることといった基準を満たしている必要がある」(892)と示し、環境 NGO につい
て一律の定義を定めている。 
UNECE は原告適格を自動的に認められる環境 NGO の範囲の設定をオーフス条約の原
則に反しない限りで各締約国に委ねているのに対して、欧州委員会は活動内容や活動地域、
組織構成など比較的詳細な要件を規定することによりその範囲を限定しようと試みている。 
 
(c)イギリスの対応 
 UNECE は締約国が上記のような制約の下で環境 NGO の定義を定めるよう指示してい
るが、イギリスの制定法には環境 NGO の定義に関する規定は置かれていない(893)。また欧
州委員会の EU 指令案は、団体の活動内容や活動地域に言及し、比較的詳細な要件を設定
することで環境 NGO の定義を固定化しようとしているが、イギリス国内ではこのような姿
勢について、定義の固定化によって「特権を与えられる団体とそうでない団体の二極化を
生み出す」(894)ことにつながるため、「EU 指令案と同様に固定化した定義を適用すべきかど
うかはさらなる議論の余地がある」(895)と指摘されている。 
このように、イギリス法には環境 NGO の定義は置かれてはいないが、「議会の沈黙が、
環境保護を促進する NGO という概念に制限を設けていないと捉えるべきではない」(896)と
される。IRC 判決において Lord Diplock が、「起草者が（原告適格の基準に『十分な利益』
という）一般的な用語を用いたのは、『十分な利益』を有するかどうかの判断について、…
…裁判所の自由裁量に委ねることを選択したからである」(897)と述べているように、議会自
らが司法審査請求制度の原告適格の判断について裁判所の裁量に大きく委ねていると考え
られるからである。 
つまりイギリスでは、環境 NGO について一定の定義を法規を通じて定めるのではなく、
裁判所が広い裁量を通じて環境 NGO の原告適格に関する判断を行っている。オーフス条約
の定めるように環境 NGO の原告適格を自動的に容認しているとは言い難いが、先にも見た
ように、結果的に裁判所が環境公益訴訟における団体の原告適格を積極的に認めているこ
                                                   
(892) ibid, art 8 
(893) 一方、他地域と比べて公益訴訟の原告適格が認められにくいスコットランドに関して
は、イギリス政府自らがオーフス条約に適合していないと認識しており、環境 NGO が原告
適格を有する旨を明示した 2005 年汚染規制（市民参加等）（スコットランド）規則（Pollution 
Prevention and Control (Public Participation etc.)(Scotland) Regulations 2005, SSI 
2005/510）をオーフス条約に適合する形で制定している。 
(894) Paradissis & Purdue (n 8) 312 
(895) Moules (n 12) 110 
(896) ibid 111 
(897) [1981] 2 WLR 722, 738 
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とから、そこに大きな乖離は見当たらない。イギリスにおけるアプローチは、画一化され
た基準の範囲内に該当しない団体であったとしても裁判所の裁量によって原告適格が認め
られる可能性を生み出す点で、公益訴訟の促進につながるとも考えられ、現にイギリスで
は先述した Buglife 判決(898)のように比較的無名の団体にも原告適格を認めている。 
さらに、オーフス条約 9 条 2 項は市民参加の対象となる環境決定に関する審査手続につ
いてのみ環境 NGO の原告適格を自動的に容認する旨の規定を置いているのに対し、イギリ
スでは、裁判所の裁量によって、オーフス条約 9 条 3 項が定める審査手続についても広く
環境 NGO の原告適格を認めている。この点から見ると、イギリスは、環境に関する司法ア
クセス権を保障しようとするオーフス条約よりもさらに積極的に環境 NGO による環境公
益訴訟を促進しようと試みていると言える。「司法へのアクセスは、……硬直した法律上の
要件よりも、柔軟な司法裁量によってより促進される」(899)と考えられることから、イギリ
スにおけるこのようなアプローチは国内でも高く評価されている。しかしながら、全てを
裁判所の裁量判断に委ねてしまうことによって、画一化された基準があれば原告適格が認
められたであろう団体の原告適格が裁判所の裁量によって認められないという可能性も否
定できない。さらに、先述したように、裁判所は例えばグリーンピースのような有名な環
境 NGO に対して、特に議論もないまま原告適格を与えていることから、結果的に
Jean-Jacques Paradissis and Michael Purdue が危惧したような特権をそのような団体に
与えているのと同様であるとも考えられる。 
  
第 4 節 原告適格とオーフス条約 
（１）環境公益訴訟における原告適格の積極的容認 
イギリスにおいては、裁判所が裁量を用いて原告適格の基準である「十分な利益」の範
囲を広くとらえ、積極的に司法へのアクセスを認めている。本稿で検討した環境公益訴訟
判例をまとめると以下のようになる。 
原告 純粋型公益訴訟 私益保護型公益訴訟 
個人 Garnett 判決 × Goodenough 判決 ○ 
Moses 判決 × Dixon 判決 ○ 
Hammerton 判決 
（原告の専門知識が認められた） 
○ 
 
Edwards 判決 ○ 
団体 Rose Theatre 判決 
（あくまで例外的な判断） 
× 
 
Blackfordby 判決 
 
○ 
 
Beebee 判決 ○ Residents Against Waste Site 判決 ○ 
Greenpeace(No.2)判決 ○ 
Buglife 判決 ○ 
                                                   
(898) 前掲注(869) 
(899) Moules (n 12) 111 
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このように、個人による環境公益訴訟については、裁判所の裁量により、特に「私益保
護型公益訴訟」において原告適格が広く認められている。一方、団体による環境公益訴訟
については、裁判所は、WDM 判決で提示された①法の支配を擁護することの重要性、②提
起された問題の重要性、③他に責任のある異議申立人の不在、④義務違反の性質、⑤海外
援助に関して助言・指針を与える原告の突出した役割といった要件を検討しながら「私益
保護型公益訴訟」、「純粋型公益訴訟」共に積極的に原告適格を容認する傾向にあり、特に
グリーンピースなど有名で会員数の多い団体にはほぼ自動的に原告適格が認められている。
「純粋型公益訴訟」における個人の原告適格が認められなかった例もあることから、自身
の利益が侵害を受けないような状況においては、個人よりも団体に原告適格が認められや
すい状態になっている。このように考えると、FoE の会員である個人市民の原告適格が認
められなかった Garnett 判決では、FoE 自身が原告となっていれば原告適格が認められた
であろう。裁判所は公益訴訟を通じた環境保護を高い専門性や卓越した経験を有する団体
に委ねており、同様の意図から環境 NGO に特権を与えるオーフス条約の規定にも適合して
いると言える。Hammerton 判決において、何ら直接的な利害関係を持たないが、専門知識
を有している個人原告に対しても「純粋型公益訴訟」の原告適格を容認していることから、
イギリスの裁判所は原告の持つ専門知識を原告適格を認める上での重要な要素であると考
えていることが分かる。 
Konrad Schiemann は、原告適格に関する裁判所の判断を、①原告適格を緩和してとら
える「開放モデル」と、②原告適格を制限的にとらえる「閉鎖モデル」に分類しているが(900)、
現在のイギリスの裁判所は環境公益訴訟の原告適格について「開放モデル」を採用してい
ると言える。このような「開放モデル」を採用する理由として、以下の点が指摘されてい
る(901)。第 1 に、複雑な専門知識が絡み合う環境公益訴訟においては、公的機関の行為と直
接的な利害関係を有してはいるが専門知識も経済力もない個人市民よりも、たとえ直接の
利害関係を有さないとしても専門知識や資金力を豊富に有する環境 NGO が訴訟を提起し
た方が環境という公益にとってよりよい結果を生む。第 2 に、「開放モデル」の採用は違法
な行政活動について異議を申し立てる機会を増やすことになるため、適切な行政運営の促
進につながる。もし「閉鎖モデル」を採用してしまうと、環境に悪影響を与えるであろう
行政活動が審査されないまま放置されてしまうおそれがある。第 3 に、環境という領域に
おいては、違法な行政活動によって特定の個人が直接的に影響を受けるというよりはむし
ろその地域全体で影響を受ける可能性が高いため、原告適格を直接的に影響を受ける個人
に限定するのではなく、環境 NGO のように広く環境保護を訴える者に認めた方がよりよい
解決につながる可能性がある。 
裁判所による「開放モデル」の採用は、Dixon 判決における Sedley 裁判官の「公法は『権
                                                   
(900) Konrad Schiemann, ‘Locus Standi’ (1990) PL 342 
(901) Moules (n 12) 97 
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利』ではなく、『違法』すなわち『公権力の濫用』に関係するものである」(902)という判示
に依拠している。この判示について Martha Grekos は、「『公権力の濫用』を抑制するとい
う行政権に対する司法の責任についての原則は、原告適格に関する（イギリスの裁判所に
よる）アプローチを正当化している。そこでは、原告の個人的な権利利益が関係している
かどうかよりもむしろ、権限の濫用を証明することができるかどうかに焦点が当てられる。
もしそのような原告に対して原告適格が認められなければ、行政による権限の濫用が争わ
れないままになり、違法性が拡散してしまうおそれがあるため、これは実用的なアプロー
チだと言える」(903)と示しており、司法審査請求制度によって私人の権利利益を救済すると
いうよりも、むしろ「公権力の濫用」を是正し、行政を統制するために公益訴訟の提起を
積極的に認めることが必要であると述べている。 
 
（２）イギリス国内における評価 
 それでは裁判所の裁量によって積極的に容認されている環境公益訴訟の原告適格につい
て、イギリス国内ではどのような議論が行われているのだろうか。 
 
(a)判例の動向―融合アプローチの実像 
 先述したように、IRC 判決において、司法審査における原告適格を判断する際には、原
告適格の問題と本案とを融合させ、本案についての詳細な検討によって原告適格の有無を
判断することが示された。しかしながら、このような判断方法について Paul Craig は「融
合アプローチは、損害の種類や制定法の目的、侵害を受けた利益の性質といった事柄を検
討するものであり、誰が訴訟を提起することができるかについての現実的な判断を可能に
するものではあるが、……融合アプローチが用いられた時には、原告適格を有するかどう
かについて、しばしば裁判官の間に……重大な差異を生じさせており、……融合アプロー
チの下では、裁判所へのアクセスの基準が不明確となる」(904)と述べている。そして Craig
は、「現に、多くの裁判官は、原告適格の判断の際に、制定法上の権限の性質や請求の対象
について詳細な分析を行っていない」(905)と指摘しており、実際、環境公益訴訟においても、
先述したように、グリーンピースにほぼ自動的に原告適格を容認するなど、裁判所が本案
についての詳細な検討を行わずに原告適格を認めている事例が増加している。 
 公益訴訟において、裁判官は、IRC 判決において原告適格を唯一認めた Lord Diplock の、
「圧力団体や公共心のある納税者が、時代遅れの原告適格に関する技術的な規則によって、
法の支配の擁護や、違法な行為の停止を訴えることを妨げられれば、それは我々の公法制
                                                   
(902) [1997] COD 323, 331 
(903) Martha Grekos, ‘Standing and Substitution of Claimants in Environmental Cases’ 
[2003] Judicial Review 174, 175-176 
(904) Paul Craig, Administrative Law, (4th edn, Sweet & Maxwell 2003) 742-743 
(905) ibid 
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度における重大な欠陥になってしまう」(906)という判示を頻繁に引用し、それに依拠する傾
向にあると言える。そしてそのような傾向の下、原告適格が認められる要件が明確にされ
ることなく、原告適格の判断が行われている。裁判所は司法審査の原告適格を判断する際
に、わが国では到底考えられないような非常に広い裁量を有しており、その結果、裁判所
は環境公益訴訟の原告適格を多くの事案で積極的に容認しているのである。「『十分な利益』
というものは裁判所がお節介屋を排除するかどうかを判断するためだけの指針となってい
る」(907)と指摘されているように、「十分な利益」という法律上の文言は、司法審査の許可
段階においても審理段階においても意味をなさないものとなっていると言えるであろう。 
 
(b)学説の動向―積極説 
イギリスには、公益訴訟の原告適格を積極的に認めている裁判所の傾向を支持する学説
が比較的多く、例えば Clive Lewis は、「裁判所によって検討されるべき重要で深刻な問題
が存在している場合には、公共心を有した市民が司法審査を請求することを認められるべ
きであり、……本案においてふさわしい訴えがなされていれば、裁判所は原告適格を欠く
ことのみを根拠として救済を拒否すべきでない」(908)と述べている。 
また、William Wade & Christopher Forsyth は、公益訴訟について、「真の問題は、原
告が実質的な瑕疵や濫用を示すことができるかどうかであって、個人の権利利益が関係し
ているかどうかではない」(909)し、原告適格の法理は「今や、私的な利益ではなく、公の秩
序に焦点を当てている」(910)とする。つまり公益訴訟においては、原告自身の利益がどれほ
ど侵害されているかどうかというよりも、むしろいかに重要な論点が提起されているかと
いうことが重視されているのである。同じように、De Smith, Woolf & Jowell は、「今日で
は、合理的な根拠に基づいて政府の行為の違法性について異議を唱えようとする責任のあ
る私人あるいは団体が請求した司法審査において、原告適格が認められないことを根拠に
裁判所が審理を拒否すべきではない」(911)と示しており、裁判所が積極的に原告適格を認め
ることを支持している。また、Daniel Kolinsky は、「さらにこれからも、裁判所は、非常
に深刻で、違法性が拡散しており、その違法性の影響が重大なものである事案においては、
一般大衆としての利益しか持たないような者による訴えも受け入れるであろう」(912)と述べ、
                                                   
(906) [1981] 2 WLR 722, 740 
(907) Nigel Pleming, ‘The Contribution of Public Interest Litigation to the Jurisprudence 
of Judicial Review’, [1998] Judicial Review 63, 68 
(908) Clive Lewis, Judicial Remedies in Public Law, (3rd edn, Sweet & Maxwell 2001), 
378-379 
(909) H.W.R.Wade & C.F.Forsyth, Administrative Law, (9th edn, Oxford University Press 
2004) 694 
(910) ibid 693 
(911) De Smith, Woolf & Jowell, Judicial Review of Administrative action, (5th edn, Sweet 
& Maxwell 1995) 122 
(912) Daniel Kolinsky, ‘Standing (at the Leave Stage): Ex p. Dixon’ [1998] Judicial Review 
213, 215 
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これからも裁判所は公益訴訟の原告適格を積極的に容認していくであろうと指摘する。 
Martha Grekos は、近年の環境公益訴訟の傾向について、「(a)重要な公益訴訟は裁判所
に提起し続けることができる。(b)裁判所の（原告適格に対する）アプローチは一般的に緩
和されてきている。(c)責任のある市民は裁判所に訴訟を提起する現実的な利益を有してい
る」(913)と総括している。そして Martha Grekos は、「教義上の繊細さがこの領域を支配し
ていたのはもう過去のことであり、……裁判所は原告が現実的な利益を有しているかどう
かについて広い見解を持つべきであり、……裁判所が現在検討すべき問題は、個人的な権
利利益が関係しているかどうかよりも、実質的な違法性や濫用があったかどうかである」
(914)と述べることにより、イギリスにおいて環境公益訴訟が原告適格の面から提起しやすい
ものであることを指摘し、それを支持している。 
 
(c)学説の動向―消極説 
一方、環境公益訴訟おける原告適格判断についての批判も存在する。Rose Theatre 判決
において公益訴訟の原告適格を否定した Schiemann 裁判官は、公益訴訟を広く認めること
は、公的機関が、主たる職務ではない訴訟における抗弁に時間を奪われることになるため、
主たる職務に時間的な支障をきたすと法廷外で批判していた(915)。しかしながら、この批判
に対して Paul Craig は、公的機関は法律に従って活動するべきであるため、公的機関が大
衆全般に対して影響を与えるような訴訟に時間を費やす価値はあると反論している(916)。 
裁判所が公益訴訟を広く認めることを支持している Peter Cane も、もし裁判所がこのよ
うに公益に関する不満に対して開かれすぎていたら、政治の分野において解決されるべき
政治的紛争に裁判所を巻き込むことになってしまうため、裁判所はこのような「代理的政
治手続」の機能を果たすべきではない旨を指摘している(917)。また Carol Harlow は、専門
知識を有した団体などが公益訴訟を提起することによって訴訟の効率化を進めることとな
っていることは認めているものの、公益訴訟の原告適格を拡大しすぎることによって、様々
な運動団体や圧力団体が訴訟を提起しており、このような公益訴訟を政治的運動の一側面
と考えている団体が増えていると批判している(918)。 
 
（３）国際的な評価 
イギリスではオーフス条約批准前から裁判所の裁量によって環境公益訴訟の原告適格を
広く容認し、個人や団体に司法へのアクセスを通じた環境保護の役割を積極的に担わせて
きた。オーフス条約批准後もこの姿勢は変わらず、欧州委員会の評価チームは「イギリス
                                                   
(913) Grekos (n 903) 174 
(914) ibid 175-177 
(915) Schiemann (n 900) 348 
(916) Craig (n 838) 794 
(917) Peter Cane, ‘Standing, Representation and the Environment’ in I. Loveland (ed), A 
Special Relationship?, (Clarendon Press 1995) 143-144 
(918) Carol Harlow, ‘Public Law and Popular Justice’ [2002] MLR 9 
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における原告適格は十分に広いと類別することができる」(919)と指摘、さらにオーフス条約
の実効性を検討する Milieu Ltd.(920)もその報告書の中で、原告適格の基準である「十分な利
益」の判断について「イギリスの……裁判所は『利益』の概念を十分広く解釈している」(921)
と高く評価している。 
 オーフス条約遵守委員会も 2010 年のイギリスに関する報告書(922)の中で、原告適格の問
題については特に触れることなく、オーフス条約との適合性については問題はないとし、
また欧州委員会が 2012 年に行った調査においても、「（イギリスにおいては）特に環境団体
が原告適格を拒否された例は近年ほとんど見られず、原告適格は十分保障されている」(923)
と結論付けられている。このようにイギリスにおける環境公益訴訟の原告適格の法理はオ
ーフス条約の理念に十分適合しているとして国際的にも高く評価されているのである(924)。 
 
第 3 章 オーフス条約 9 条 4 項に対するイギリスの動向 
オーフス条約の締約国は、「差止命令を含む適切かつ効果的な救済を提供し、また公正か
つ公平で、時宜にかなった、不当に高額でないものでなければならない」(925)という 9 条 4
項の規定する要件の下で、先述した 3 類型の審査手続を構築することが求められている。
先述したように、イギリスの裁判所は原告適格の観点から環境公益訴訟の提起を積極的に
容認しており、その点では国際社会において高く評価されているが、9 条 4 項の課す要件に
ついてはいまだに適合していない部分があると批判されているところである。本章では、
イギリスにおける環境公益訴訟のオーフス条約 9 条 4 項との適合性について、出訴期間及
び訴訟費用の観点から検討する。 
 
第 1 節 出訴期間 
（１）出訴期間の原則  
オーフス条約 9 条 4 項は、審査手続が「時宜にかなった」ものでなければならないとす
る。これは司法審査請求制度の出訴期間と関係すると考えられる。イギリスでは民事訴訟
                                                   
(919) N. De Sadeleer, G.Roller and M.Dross, Access to Justice in Environmental Matters 
Final Report, (European Commission, 2002) 22 
(920) EU各国の国内法がオーフス条約に適合しているかどうかを調査するよう委託されたベ
ルギーの環境法・政策コンサルタント会社であり、2007 年 2 月から 8 月にかけて、EU 構
成国を対象として各国レポートが作成されている。大久保・前掲注(833)662 頁。 
(921) Esther Pozo Vera, An Inventory of EU Member States’ Measures on Access to 
Justice on Environmental Matters, (Milieu Ltd, 2008) 4 
(922) UNECE, Findings and Recommendations of Aarhus Convention A Compliance 
Committee with regard to Communication ACCC/C/2008/33 concerning Compliance by 
the United Kingdom (2010) 
(923) Richard Macrory, ‘Study on the Implementation of Articles 9.3 and 9.4 of the Aarhus 
Convention in 17 Member State of the European Union’ (2012) 12 
(924) イギリス以外のオーフス条約批准国における原告適格の法理については、大久保・前
掲注(833)663‐672 頁参照。 
(925) Aarhus Convention, art 9(4)  
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規則が出訴期間について、司法審査は「(a)迅速に、かつ(b)請求の根拠が最初に生じてから
3 ヶ月以内に請求しなければならない」(926)という規定を置いている(927)。さらに 1981 年上
級裁判所法は、「高等法院が司法審査の請求に不当な遅延があったと判断した場合、もし請
求された救済の付与があらゆる者に対する困難を生じさせたり、それらの者の権利を侵害
したり、良い行政に対する弊害を生じさせると判断すれば、(a)司法審査請求の許可、ある
いは(b)請求された救済の付与を拒否することができる」(928)とする。 
出訴期間に関する民事訴訟規則の規定と1981年上級裁判所法の規定との関連性について
はこれらの法規の中で具体的に明記されているわけではなく、R v Dairy Produce Quota 
Tribunal for England and Wales, ex p Caswell(929)において指針が示されている。本事案に
おいて貴族院の Lord Goff は、1981 年法 31 条 6 項の規定は、司法審査請求が迅速かつ 3
ヶ月以内に行われているかどうかを検討した後で検討されるべき要件であるとする。従っ
て、Lord Goff の解釈に従えば、裁判所は司法審査請求の出訴期間に関して以下の 3 段階に
わたる検討を行わなければならない。第 1 に、裁判所は、司法審査請求が迅速かつ 3 ヶ月
以内に請求されているかどうかを判断することとなる。もし司法審査が迅速かつ 3 ヶ月以
内に請求されていないと判断された場合には、原則として司法審査の許可が付与されない。
なお「迅速」という要件については、個々の事案の事実や状況に依拠して裁判所が判断す
る(930)。第 2 に、裁判所は「規則に従い出訴期間を延長あるいは短縮することができる」(931)
とする民事訴訟規則の規定に基づき、正当な理由があれば出訴期間を延長することができ
る。第 3 に、たとえ出訴期間を延長する正当な理由が存在していたとしても、1981 年法 31
条 6 項に基づき、救済の付与があらゆる者に困難を生じさせたり、それらの者の権利を侵
害したり、良い行政に対する弊害を生じさせると裁判所が判断すれば、司法審査の許可や
請求された救済を拒否することができる。つまり、この段階では、第三者や公的機関の利
益が出訴期間を延長する正当な理由に優先することとなる(932)。 
 
（２）オーフス条約との適合性－オーフス条約遵守委員会による勧告 
 イギリスが「時宜にかなった」審査手続を置いているか否かについて、オーフス条約遵
守委員会は 2010 年の報告書の中で、「民事訴訟規則が規定する 3 ヶ月という要件は、オー
フス条約の下では問題があるとは言えず、他の条約批准国における出訴期間と比較しても
問題はない」(933)として、この点から司法審査の出訴期間はオーフス条約に十分に適合して
                                                   
(926) CPR 54.5 
(927) 司法審査の出訴期間の起算日は請求の根拠が最初に生じた日となり、通常は訴えの対
象となる行政活動が行われた日がそれに該当するとされる。Moules (n 12) 83 
(928) Senior Courts Act 1981, s 31(6) 
(929) [1990] 2 AC 738 
(930) Moules (n 12) 82 
(931) CPR 3.1(2)(a) 
(932) Moules (n 12) 82 
(933) UNECE (n 922) para 138 
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いるとする。 
しかしながら、その一方でオーフス条約遵守委員会は問題点の指摘も行っている。委員
会は民事訴訟規則が「(a)迅速に、かつ(b)請求の根拠が最初に生じてから 3 ヶ月以内」と定
めていることについて、「司法審査がたとえ 3 ヶ月以内に請求されていたとしても、それが
迅速に行われていないとして請求がしりぞけられる可能性がある」(934)ことを問題視してい
るのである。遵守委員会は、裁判所がこのような裁量を用いて出訴期間に関する判断をす
ることは、「原告にとって著しい不確実性を生じさせるものであり……公平性と法的確実性
の観点から……出訴期間として明確な期間を設定する」(935)べきであり、「（出訴期間につい
て）このような裁量に依拠することは、オーフス条約 9 条 4 項の実現について不適当な結
果となる」(936)と勧告している。 
 
第 2 節 訴訟費用(1)：訴訟費用の原則 
オーフス条約 9 条 4 項の定めている要件に関して、イギリスにおける審査手続が「公正
かつ公平でないという証拠はない」(937)し、オーフス遵守委員会が示すように「時宜にかな
った」審査も一応は行われている一方で、「不当に高額でないものでなければならない」と
いう訴訟費用に関する要求がイギリスにおける環境公益訴訟の最も大きな障害となってい
る。 
 
（１）訴訟費用の高額化と敗訴者負担主義 
イギリスにおいて司法審査を請求しようとする者は、2011 年民事訴訟費用（修正）命令
(938)の定めるところにより、司法審査の請求時に 60 ポンド、司法審査の許可が付与されれ
ばさらに 215 ポンドと、申請につき総計 275 ポンドの費用を支払わなければならない(939)。
さらに訴訟を進めていく上で弁護士費用(940)や専門家への依頼費用、旅費や印刷費といった
                                                   
(934) ibid 現にイギリスにおいては、Andrew Finn-Kelcey v Milton Keynes Council and 
Others [2008] EWCA Civ 1067 の控訴院判決が、3 ヶ月の出訴期間が終了する 4 日前に請
求された司法審査を、「迅速に」提起されていないことを理由にしりぞけている。 
(935) ibid 
(936) ibid para 139 
(937) Richard Macrory & Ned Westaway, ‘Access to Environmental Justice’ in Marc 
Pallemaerts (ed), The Aarhus Convention at Ten, (Europa Law Publishing, 2011) 320 
(938) Civil Proceedings Fees (Amendment) Order 2011, SI 2011/586, sch I, s 1.9(a)(b) 
(939) 2011 年にイギリス司法省が提出した司法審査請求制度改革案では、司法審査の請求時
に 235 ポンド、許可が付与されればさらに 235 ポンドと、総計 470 ポンドへの費用の引き
上げが提案されている。Ministry of Justice, Fees in the High Court and Court of Appeal , 
(CP15/2011, 2011) 
(940) イギリスにおいて、司法審査は「金めっき（gold-plated）の制度」であると指摘され
るように、若手や無料奉仕の弁護士ではなく、経験を有した弁護士が高額の費用を受けて
担当するものであり、その結果として高額の弁護士費用が必要となる。（Macrory & 
Westaway (n 937) 321）イギリスの敗訴者負担には出訴のための費用だけでなく、弁護士
費用なども含むことから、必然的に敗訴した当事者の支払うべき金額は莫大なものになる。 
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諸費用が必要になるため、2005 年の統計では、司法審査請求にかかる訴訟費用は総計で平
均 9600 ポンドにまで及んでいる(941)。これはあくまで第 1 審で訴訟が終了した場合の総額
であり、控訴審への控訴、最高裁判所(942)への上告を行うとさらに支払うべき費用の総額は
増加する(943)。 
また司法審査請求には、民事訴訟における訴訟費用の原則が適用され、原則として敗訴
者負担主義がとられることとなる。裁判所もこの敗訴者負担主義の採用について容認して
おり(944)、原告が勝訴した場合には、相手方である公的機関に対して弁護士費用なども含め
た訴訟費用を返還するよう主張することができるが、敗訴した場合には、自身の訴訟費用
だけでなく被告側の弁護士費用を含む全ての訴訟費用を原告が支払わなければならなくな
るおそれがある(945)。つまり被告である公的機関が弁護士を依頼し、さらに当該訴訟が最高
裁判所まで持ち込まれることとなると、R (on the application of Friends of the Earth Ltd.) 
v Environment Agency(946)において敗訴した FoE が総額 10 万ポンドを超える訴訟費用を
負担したように(947)、原告の費用負担が「不当に高額なもの」となり、オーフス条約 9 条 4
項違反となるおそれがある。このような高額な訴訟費用と敗訴者負担主義は「司法審査の
請求に萎縮効果を与えている」(948)と考えられており、先述した 2004 年の EJP による調査
では、イギリスにおける訴訟費用の原則について、82％が「不満足」としており、「満足」
とする回答は存在しない(949)。 
訴訟費用の高額化と敗訴者負担主義を理由とするオーフス条約 9 条 4 項違反が疑われる
中、イギリス政府は一貫してオーフス条約に違反していないと主張していた。これは 9 条 4
項の文言の解釈を根拠としており、イギリス政府は、「不当に高額でないものでなければな
らない」とされる司法へのアクセスの費用を、弁護士費用などを含まない出訴のために必
要な費用（以下、出訴費用）のみを意味すると解釈し、「出訴費用は合理的である上……法
                                                   
(941) Woolf, De Smith, Sueur and Jowell, De Smith, Woolf and Jowell’s Judicial Review of 
Administrative Action, (6th edn, Sweet & Maxwell, 2007) 851-852 
(942) 2005 年憲法改革法（Constitutional Reforms Act 2005）に基づき、上訴裁判所として
の貴族院の司法機能を移管して 2009 年 10 月 1 日に設置された。 
(943) 最高裁に上告する許可を申請するための費用は 2011 年に 800 ポンドから 1000 ポンド
に引き上げられており、原告に対する負担はさらに増している。Supreme Court Fees 
(Amendment) Order 2011, SI 2011/1737, art 3 
(944) 例えば R v Lord Chancellor, ex p Child Poverty Action Group [1999] 1 WLR 347 にお
いて「敗訴者負担……という基本的な原則が適用される」（355F）と、また R (on the 
application of Davey) v Aylesbury Vale District Council [2007] EWCA Civ 1166, [2008] 1 
WLR 878 においても「通例は敗訴者負担原則がとられる」（[29]）とそれぞれ示されている。 
(945) Macrory & Westaway (n 937) 321 
(946) [2003] EWHC 3193 (Admin), [2004] Env LR 31 
(947) Macrory & Westaway (n 937) 321 
(948) Ben Jaffey, ‘Costs Protection in Judicial Review’ (The Constitutional and 
Administrative Law Bar Association) 
<http://www.adminlaw.org.uk/docs/Costs%20Paper%20-%20ALBA%20Talk%20Feb%20
2011.pdf> 4 
(949) Castle, Day, Hatton and Stookes (n 871) 40 
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律扶助を受ける者もいる」(950)として特に問題視をしていなかったのである。 
 
（２）法律扶助制度 
 イギリスでは 1999 年司法アクセス法 (951 )の下、法律扶助委員会（Legal Service 
Commission、以下 LSC）による法律扶助制度が設けられている。同制度の下で法律扶助を
受けた原告は、無料の弁護を受けることができる上、もし敗訴したとしても相手方の訴訟
費用を支払う責任を免除されることとなる。法律扶助は原告の所得に応じて付与されるか
どうかが LSC によって判断され、原告が訴訟費用を支払う能力がない場合、その原告の主
張が強固なものであり、訴訟の結果として得られる利益が費用を上回るといった一定の条
件を満たせば付与が認められる(952)。イギリスでは訴訟費用の高額化が司法審査請求の障壁
になっていることから、Woolf, De Smith, Sueur and Jowell は、「裁判所へのアクセスは、
事実上、裁判所よりむしろ LSC の職員によって統制されているようなものである」(953)と
指摘する。 
 オーフス条約 9 条 5 項は、「……司法へのアクセスに対する経済的……障壁を除去または
軽減するための適切な支援制度の確立を検討しなければならない」(954)と規定している。
LSC による法律扶助はこれを一定程度実現しているものであるとは言えるが、法律扶助の
基準が厳格であり、LSC による支援はごく少数の真に困窮している者にしか与えられない
点が問題であると考えられている(955)。 
また法律扶助は原則として個人を対象とするものであることから、団体に与えられるこ
とはない。そこで地域団体が法律扶助を受ける資格を有する個人を環境公益訴訟の代理提
起のために探し求めるという事態が生じることとなった(956)。しかしながら、先述した
Edwards 判決で示されたように、訴訟費用の支払いを回避することのみを目的として何ら
利害関係を有さない個人の名を借りて司法審査を請求したのであれば、それは不純な動機
によるものであるとされ、原告適格が否定されることとなる(957)。 
 この結果、「法律扶助を受けることのできるぐらい貧困か、……数十万ポンドにも及ぶ費
用を支払うことができるぐらい裕福でない……大多数の人々にとって、（訴訟費用は）不当
に高額なものとなる」(958)と指摘されるように、訴訟費用の高額化が環境公益訴訟の促進の
                                                   
(950) Department of Environment, Food and Rural Affairs, Aarhus Convention 
Implementation Report (2008) 27-28 
(951) Access to Justice Act 1999 
(952) Macrory & Westaway (n 937) 321 
(953) Woolf, De Smith, Sueur and Jowell (n 941) 853 
(954) Aarhus Convention, art 9(5) 
(955) Paradissis & Purdue (n 8) 314 
(956) ibid 
(957) なお本事案においては、原告が直接影響を受ける地域住民であったことから原告適格
が認められている。 
(958) Robert Carnwath, ‘Environmental Litigation-A Way through the Maze?’ [1999] 11 
Journal of Environmental Law 3, 9 
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妨害につながると考えられる。 
 
 （３）裁判所による対策 
 このような訴訟費用の高額化や敗訴者負担主義について、裁判所は強い懸念を示してい
る。地方公共団体の付与した開発許可の適法性について争われた R (on the application of 
Burkett) v Hammersmith and Fulham London Borough Council(959)において、本事案が
貴族院まで持ち込まれた場合に必要となるであろう訴訟費用の概算が原告側の弁護士によ
って示されており、それによると、訴訟当事者それぞれが支払うべき訴訟費用は、①高等
法院では原告が 27726 ポンド、被告が 32000～34300 ポンド、②控訴院では原告が 25834
ポンド、被告が 7000 ポンド、③貴族院では原告が 135341 ポンド、被告が 29300 ポンドで
あるとされている(960)。つまり本事案が貴族院まで持ち込まれた後、原告が敗訴した場合に
は、原告は敗訴者負担主義によって約 260000 ポンドの訴訟費用を支払わなければならない。
これについて、控訴院の Brooke 裁判官は、「もし公益訴訟が失敗に終われば……原告は非
常に重い訴訟費用を勝訴した被告のために支払わなければならなくなり、これは環境保護
を目指す訴訟を妨害する要因になるであろう」(961)と述べ、環境公益訴訟における敗訴者負
担主義の弊害を指摘している。またオーフス条約との関係についても言及し、「もし、この
事案おいて明らかにされた金額が標準的なものであれば、……我々の現行訴訟制度におけ
るオーフス条約の理念の実現に深刻な問題を引き起こすことになる」(962)と懸念を示してい
る。 
 このような懸念の下、裁判所はある一定の状況下においては敗訴者負担主義を適用しな
いという判断を行っている。訴訟費用の原則について、民事訴訟規則は、「裁判所は、(a)
訴訟費用を相手方のために支払うかどうかの判断、(b)費用の総額、(c)支払いの時期に関す
る裁量を有している」(963)とし、さらに「裁判所が訴訟費用に関する命令を行う際には、(a)
敗訴した当事者が勝訴した当事者の訴訟費用も支払うよう命じるのが一般原則であるが、
(b)裁判所はそれと異なった命令をすることができる」(964)と規定している。また、1981 年
上級裁判所法も、「全ての手続にかかる費用は裁判所の裁量に委ねられるべきである」(965)
としており、これらの規定を根拠として、裁判所は裁量を行使することによって敗訴者負
担主義を適用しない旨の判断を行うことが可能になるのである。 
このような裁量が用いられた事案に R (on the Application of Greenpeace Ltd.) v 
Secretary of State for the Environment, Food and Rural Affairs(966)がある。本事案におい
                                                   
(959) [2004] EWCA Civ 1342 
(960) ibid [10] 
(961) ibid [80]  
(962) ibid [76] 
(963) CPR 44.3(1)  
(964) ibid 44.3(2) 
(965) Senior Courts Act 1981, s 51(1) 
(966) [2005] EWCA Civ 1656 
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て、高等法院の Stanley Burnton 裁判官は、敗訴したグリーンピースに対して被告の訴訟
費用を負担させないという判断を行っており、控訴院の Laws 裁判官も、「政府の行為の適
法性に関して誠実な問題提起が行われる時には、裁判所への自由なアクセスが重要である」
(967)と述べ、本事案においては「クジラ目生物の保存に関する重要な共通の利益」(968)が関
与しているとして訴訟費用に関する高等法院の判断を支持している。 
このように、原告が公益のために合理的な主張を行っていることを理由に、裁判所が自
らの裁量によって、敗訴した原告が被告の訴訟費用を負担するべきではないと判断した事
案は存在する。しかしながら、敗訴した FoE が公益に関する重要な問題を提起しているこ
とを理由に訴訟費用の支払いを免除された R (on the application of Friends of the Earth 
and another) v Secretary of State for the Environment, Food and Rural Affairs and 
others(969)において、控訴院の Brown 裁判官が「これは極めて例外的な結果である」(970)こ
とを明示している上、このような裁判所による判断はあくまで判決において行われるもの
であることから、訴訟の提起と同時にあらかじめ自身の支出額の上限を知ることを望む個
人や団体にとっては公益訴訟の促進にはつながらなかった(971)。 
 
第 3 節 訴訟費用(2)：保護的費用命令 
（１）PCO の要件 
 訴訟費用の高額化問題を解決するために、イギリスの裁判所は保護的費用命令
（Protective costs order、以下 PCO）という手段を採用している。PCO とは、原告からの
申請に応じて、司法審査の許可段階において裁判所の裁量によって出されるものであり、
原告が敗訴した場合に①原告に課せられる被告側の訴訟費用の支払い義務を免除するか、
②原告の支払うべき被告側の訴訟費用の総額に上限を設けるものである。PCO の目的につ
いては、後に詳細に検討する R (on the application of Corner House Research) v Secretary 
of State for Trade and Industry (972)（以下、CHR 判決）において、「（原告が）一般公共的
に重要な問題を提示することを妨げるような深刻な経済的リスクにさらされることなく、
有能な弁護士と共に裁判所に訴えを提起することを可能にするものである」(973)と示されて
いる。欧州司法裁判所は、アイルランドが被告となった訴訟費用に関する裁判において、
原告に訴訟費用を負担させないとする判断を訴訟の結果として提示するのではオーフス条
約の規定する「不当に高額でないものでなければならない」という目的は達することがで
きない旨を判示しており(974)、その意味でも、司法審査の許可段階において訴訟費用の免
                                                   
(967) ibid [38] 
(968) ibid 
(969) [2001] EWCA Civ 1950  
(970) ibid [5] 
(971) Macrory & Westaway (n 937) 326 
(972) [2005] EWCA Civ 192, [2005] 1 WLR 2600 
(973) ibid [76] 
(974) Case C-427/07 Commission v Ireland [2009] ECR I-6277 
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除・軽減の宣言をする PCO はこの要求に適合するものとして重要であると考えられる。 
PCO は 1999 年の R v Lord Chancellor, ex p Child Poverty Action Group(975)において高
等法院の Dyson 裁判官が厳格な指針と共に立案したものであるが、本事案においては結果
的に PCO が出されることはなく、PCO が初めて命じられたのは、イギリス政府によるイ
ラクに対する軍隊の派遣が国連安保理決議に違反しているとして運動団体が異議を唱えた
R (on the application of Campaign for Nuclear Disarmament) v Prime Minister(976)にお
いてである。本事案において、原告である運動団体は財政的に困窮し、解散の危険性があ
ることを理由に PCO を申請、裁判所は提起された問題が一般公共的に重要性を有している
ことを理由にこれらの主張を認め、敗訴した場合に原告が支払うべき被告側の訴訟費用に
ついて 25000 ポンドの上限を設けるという PCO を発している。 
2002 年に初めて PCO が出されて以降、明確な要件が設けられていなかったことなどを
理由に司法審査請求において PCO が発せられることはなかったが、2005 年には先述した
CHR 判決において、控訴院が、PCO に関しては公益訴訟においてより積極的なアプローチ
をとるべきであるとし、重要な指針を示している。本事案は、輸入業者や銀行からの要求
によって腐敗防止政策の改革を行うとするイギリス貿易産業省の決定に対して、腐敗防止
に取り組んでいるコーナー・ハウスという NGO が、新政策により腐敗防止が弱まる上、貿
易産業省は何ら協議することなく政策決定を行っているとして司法審査をPCOと共に請求
したものである。本事案において、控訴院の Brooke 裁判官は、原告であるコーナー・ハウ
スが敗訴した場合にも原告の支払い義務を完全に免除するという PCO を命じ、「この方法
をとらなければ、本事案において提起された一般公共的に重要な問題は最初から抑圧され
てしまい、裁判所はこの小さな団体に救済を与えることができないところであった」(977)と
述べている。 
本事案において Brooke 裁判官は PCO の要件について判示している。それによると、「(ⅰ)
提起された問題が一般公共的に重要な問題であり、(ⅱ)その問題を解決する公益上の要求が
あり、(ⅲ)原告が訴訟の結果について何ら私的な利益を得ることがなく、(ⅳ)原告と被告の
経済状況と、見込まれる訴訟費用の総額を考慮して、命令を出すのが公正かつ正当であり、
(ⅴ)命令が出されなければ原告が訴訟を続けることが不可能である」(978)という要件を全て
満たしている場合、裁判所は PCO を出すことができる(979)。 
CHR 判決において上記のような PCO の要件が示されたが、特に要件(ⅲ)については過度
に厳格であると指摘され、「控訴院のこの解釈は、大多数の原告から PCO を受ける権利を
                                                   
(975) [1999] 1 WLR 347 
(976) [2002] EWHC 2712 (Admin) 
(977) [2005] EWCA Civ 192 [145]  
(978) ibid [74] 
(979) CHR 判決及び PCO の要件については、大久保規子「欧州における環境行政訴訟の展
開―司法アクセスの保障を中心として」高木光・交告尚史・占部裕典・北村喜宣・中川丈
久編『行政法学の未来に向けて―阿部泰隆先生古稀記念』（有斐閣、2012 年）472 頁におい
ても詳細な検討が行われている。 
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奪っており……CHR 判決の効果を否定するおそれのあるものである」(980)と批判されてい
る。この要件を適用すると、環境公益訴訟の中でも地域住民が提起するような、原告自身
の利益も公益に含んで保護しようとする「私益保護型公益訴訟」には PCO が出されず、直
接的な利害関係を有さない者が純粋な公益保護を目的として提起するいわゆる「純粋型公
益訴訟」においてのみ PCO が命じられることとなるのである。 
要件(ⅲ)について批判を受けた控訴院では、医療施設を閉鎖するという決定に対して司法
審査が請求された R (on the application of Compton) v Wiltshire Primary Care Trust(981)
（以下、Compton 判決）において、Waller 裁判官が「CHR 判決で提示された要件は……
過度に制限的にとらえられるべきではない」(982)としてPCOの要件を柔軟に解釈している。
この事案は環境に関するものではないが、特に要件(ⅲ)については裁判所が広い裁量を用い
て検討するべきであることが強調され、「私益保護型公益訴訟」についても PCO が命じら
れる可能性が示されている。 
 
（２）サリバン報告書による勧告 
 2007 年、控訴院の Carnwath 裁判官は、高等法院の Sullivan 裁判官を招聘し、環境司
法アクセスの問題とイギリスのオーフス条約への適合性を検討するワーキング・グループ
を設立した。このワーキング・グループは公的な地位を有しているものではなく、「環境司
法アクセスの問題についての政府の対応に対する Carnwath 裁判官の個人的な失望から設
置されたものである」(983)が、裁判官、環境法研究者、イギリス国内における環境 NGO の
顧問弁護士、環境訴訟において市民や NGO の弁護経験を有する弁護士、LSC の職員など
から構成されており、「（構成員の）卓越した経験や様々な見解が……重要な洞察を与える」
(984)ものである。 
 ワーキング・グループは 2008 年に「イングランド及びウェールズにおける環境司法アク
セスの保障」(985)と題する報告書（以下、サリバン報告書）をイギリス政府に対して提出し
ており、この報告書がイギリスにおける訴訟費用改革の第一歩となっている。 
サリバン報告書は、環境公益訴訟について、「イングランド及びウェールズの裁判所によ
って採用されている環境関連司法審査の原告適格に関する緩和されたアプローチはオーフ
ス条約の課す義務を果たしており、また、司法審査手続が元来不公正・不公平であると指
摘されたことはなく、さらに……『時宜にかなった』ものであるということもできる」(986)
として、これらの点については高く評価している。 
                                                   
(980) Moules (n 12) 138 
(981) [2008] EWCA Civ 749, [2009] 1 WLR 1436 
(982) ibid [23] 
(983) Macrory & Westaway (n 937) 329 
(984) ibid 
(985) Working Group on Access to Environmental Justice, chaired by the Hon Mr Justice 
Sullivan, Ensuring Access to Environmental Justice in England and Wales (May 2008) 
(986) ibid para 14  
172 
 
 一方、ワーキング・グループは「不当に高額でない」という要件に関しては、先述した
ように法律扶助を受けることのできる者がごく少数に限られていることや団体には付与さ
れないことが問題である旨を指摘している。さらにサリバン報告書は、オーフス条約 9 条 4
項の「費用」の意味に対するイギリス政府の解釈についても異議を唱えており、そこには
出訴費用だけでなく「原告の弁護士費用や、……敗訴した場合には相手方のそれらの費用
を含む」(987)とする。そして「多くの法的扶助を受けない原告にとって、現在の手続は『不
当に高額』でないものという（オーフス条約の）要求を満たしているかどうかは疑わしい
ものである」(988)と述べている。 
サリバン報告書によると、オーフス条約を批准している国の多くが敗訴者負担主義をと
ってはいるものの、例えばフランスやイタリアでは、「公法上の訴訟においては、裁判所は、
当事者が自身の訴訟費用のみを負担するよう判断するのが一般的」(989)であり、オランダや
スペインでは、「公法上の決定に異議を唱える自然人は、例外的な状況においてのみ訴訟費
用を支払うよう命じられる」(990)ように、何らかの形でそれは緩和されている。先述したよ
うに、イギリスでは裁判所が判決において、敗訴した原告に対する支払い責任を免除する
ことはあるものの、これはあくまで例外的なものに過ぎないことから、原告が敗訴した場
合には訴訟費用の高額化を免れることができない。サリバン報告書においても、これは「環
境訴訟の提起の抑制につながる」(991)と指摘されていた。 
 このような中、サリバン報告書は、イギリスにおける近年の PCO に関する緩和された基
準を一定程度歓迎してはいるものの、「オーフス条約は不当に高額でない手続を……『一般
公共的に重要な問題』に限定しているわけではない」(992)上、「オーフス条約の要求は、私
的な利益が関係する事案を排除しているわけでもない」(993)として、CHR 判決で提示され
た要件(ⅰ)及び(ⅲ)はオーフス条約には適合しないと指摘、「(a)訴えがオーフス条約の範囲
内にあり、(b)（司法審査の）許可が付与され、(c)訴訟費用が原告にとって不当に高額にな
るおそれがあるという 3 つの条件を満たせば PCO が出されるべき」(994)であると勧告して
いる(995)。 
                                                   
(987) ibid para 20 
(988) ibid para 14 
(989) ibid para 18 
(990) ibid 
(991) ibid para 22 
(992) ibid para 46 
(993) ibid para 48 
(994) ibid para 54 
(995) サリバン報告書は、これらの勧告内容が実現されれば、たとえ被告である公的機関が
勝訴したとしても原告から訴訟費用を取り返すことができなくなるため、公的機関に対し
て大きな経済的負担を課す結果になることを認識している。そのため、環境公益訴訟の遂
行を効率化することによって、そもそも必要となる訴訟費用を軽減することが重要である
とされ、そのためには、「意思決定に関する完全で適切な情報の開示」（para 86）や、「環
境訴訟について経験や専門知識を有する裁判官に担当させること」（para 100）が必要であ
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 （３）環境公益訴訟における PCO 
(a)CHR 要件の緩和 
近年イギリスの裁判所は、訴訟費用の検討にあたって、特に環境公益訴訟においては、
サリバン報告書の勧告に基づき、CHR 判決の提示した要件を緩和して適用することによっ
て積極的に PCO を命じる傾向にある。 
例えば、環境保護団体の会員が文化財的価値のある倉庫の取り壊しに異議を唱えた R (on 
the application of England) v London Borough of Tower of Hamlets and another(996)にお
いて、控訴院の Carnwath 裁判官は CHR 判決の提示した要件に従いながらも、「（環境保護
団体の一員である原告が）他の会員と環境保護という利益を共有しているのであれば、原
告の利益は私的な利益には該当しない」(997)と述べ、CHR 判決の要件(ⅲ)を緩和して解釈し、
PCO を命じている。 
また、絶滅の危機に瀕した無脊椎動物を保護するため NGO が開発許可について司法審査
を請求した Buglife 判決においては、控訴院が要件(ⅲ)を緩和するという Compton 判決に
おけるアプローチを適用し、サリバン報告書を引用、柔軟な基準を用いた上で、原告が支
払うべき相手方の訴訟費用に 10000 ポンドの上限を設定するという PCO を出している。さ
らに、大規模な廃棄物処理施設の設置許可について地域住民が異議を唱えた Morgan v 
Hinton Organics (Wessex) Ltd.(998)では、控訴院の Carnwath 裁判官がオーフス条約の規定
を詳細に分析した結果、「CHR 判決で示された全ての基準に対して、（Compton 判決におい
て）Waller 裁判官によって提示され、Buglife 判決でも適用されたような『柔軟な』対応を
行うべき」(999)であると示し PCO を命じている。このように、これら環境公益訴訟におい
ては、CHR 判決の基準を適用しながらも、PCO の付与については裁判官の広い裁量の下で
柔軟なアプローチがとられていた。 
 
(b)PCO に関する新たな展開 
環境公益訴訟における PCO に対する裁判所の判断は、2010 年の R v (on the application 
of Garner) v. Elmbridge Borough Council(1000)においてさらに新たな局面を迎えることと
なる。本事案は、ハンプトンコート宮殿に隣接する土地の再開発許可の付与に関して、歴
史的建造物の保存を目的として建築家である原告が司法審査を請求したものである。同事
案において、原告は PCO を申請したが、自身の経済状況については詳細な情報を裁判所に
提出することを拒否しており、第 1 審の Nicol 裁判官は、原告の経済状況についての情報が
                                                                                                                                                     
るとする。 
(996) [2006] EWCA Civ 1742 
(997) ibid [15] 
(998) [2009] EWCA Civ 107, [2009] JPL 1335 
(999) ibid [40] 
(1000) [2010] EWCA Civ 1006 
174 
 
提示されない限り PCO の付与について判断することは不可能であるとして PCO を命じな
かった。一方、控訴院の Sullivan 裁判官は、「もし裁判所が、訴訟費用が一般的な市民
．．．．．．
にと
って不当に高額となるかどうかを検討することなく、原告の経済状況のみを考慮して判断
するのであれば、十分な利益を有している市民が不当に高額でない審査手続にアクセスす
ることを保証するという（オーフス条約の）目的は妨げられることになってしまう」(1001)
と判示し、PCO の判断において原告の個人的な経済状況を考慮する必要はないとした。こ
れによって CHR 判決で示された原告の経済状況を考慮するという要件(ⅳ)(ⅴ)も大幅に変
更されることとなった。 
さらに本事案では、CHR 判決の提示した要件(ⅰ)(ⅱ)について以下の重要な判示が行われ
ている。「オーフス条約は……重大な環境問題を生じさせるであろう意思決定過程への効果
的な市民参加は公益のために行うものであるという仮定に基づいており、不当に高額でな
い効果的な審査手続を通じてこれらの重要な環境意思決定が適法に行われるよう保証する
ことが市民参加の構成要素となる。要約すれば、……環境意思決定が適法に行われること
は一般公共的に重要な事柄であり、もし意思決定に問題があれば、その問題が効果的な審
査手続を通じて解決されることを要求する公益が存在することとなる」(1002)。つまり、環境
を保護するために提起する訴訟については、自動的に公益性が生じると考えられることか
ら、「環境訴訟の提起については PCO が発せられるという強い推定が行われ」(1003)ること
となり、「このような事案においては、公益判断を行うことなく」(1004)PCO が出されるべき
であることを意味する。本判決により、環境公益訴訟については、CHR 判決の示した要件
(ⅰ)及び(ⅱ)が自動的に充足されることとなり、既に修正が加えられていた要件(ⅲ)(ⅳ)と共
に、たとえ提起された環境公益訴訟が経済力のある原告によるものであったとしても、ま
た「私益保護型公益訴訟」であったとしても、訴訟費用が一般的な市民にとって高額であ
れば裁判所によって PCO が自動的に出されることとなったのである。 
このように環境公益訴訟においてはPCOが積極的に出されるようにはなったことはイギ
リスにおける訴訟費用の高額化問題に対する大きな前進であるが、2012 年の欧州委員会に
よる調査によると、PCO によって設けられる訴訟費用の上限は平均 10000 ポンドとまだ高
額であることが問題視されており、オーフス条約の要求に完全に適合しているわけではな
いとも指摘されている(1005)。 
 
第 4 節 訴訟費用(3)：国際的評価とイギリス政府の対応 
（１）サリバン報告書に対する政府の反応 
                                                   
(1001) ibid [46] 
(1002) ibid [39] 
(1003) Ministry of Justice, Cost Protection for Litigants in Environmental Judicial Review 
Claims, (CP16/2011, 2011) 3 
(1004) ibid 
(1005) Macrory (n 12) 19 
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 2005 年 12 月、FoE、グリーンピース、WWF といった複数の環境保護団体によって結成
された環境司法アクセス連合（Coalition for Access to Justice for the Environment）は、
オーフス条約をもとに策定され、「（司法へのアクセスが）不当に高額なものとなってはい
けない」と規定する 2003/35/EC 指令 10a 条にイギリスが違反しているとする不服申立て
を欧州委員会に対して行った。欧州委員会は正式な審査手続を開始したが、2008 年初頭の
イギリス政府との協議において、サリバン報告書が出されるまで判断を保留することに合
意、同報告書に対する政府の反応次第で手続を進めるかどうかを判断することとした。し
かしながら、サリバン報告書の勧告を受けたイギリス政府はオーフス条約 9 条 4 項及び
2003/35/EC 指令 10a 条の「費用」という文言は訴訟費用全てではなく、訴訟を提起する際
に支払わなければならない出訴費用のみを指すという主張を固持していた。このようなイ
ギリス政府の対応を受けた欧州委員会は欧州司法裁判所に判断を委ねており、後述するイ
ギリス最高裁判所からの付託とともに同裁判所においてこの問題が検討されることとなっ
た。 
またイギリス政府は、オーフス条約に関する 2008 年の報告書において、「イギリスにお
ける民事訴訟の一般原則は、敗訴者が勝訴した者の費用を支払うというものである。しか
しながら、裁判所は全ての関連要素を検討した上でそれと異なった命令を出す広い裁量を
有している。さらに、裁判所は敗訴者に対して費用を支払うよう命令する（あるいは命令
しない）だけでなく、支払うべき相手方の費用の割合を決めるなど様々な命令を出すこと
ができる」(1006)と述べており、裁判所が広い裁量を用いて原告の支払うべき訴訟費用を減額
できることから、イギリスにおける訴訟費用が「不当に高額」なものであるとは言えない
と主張する。このように、イギリス政府はサリバン報告書による勧告を受けた後も実質的
な改革を行うことはなかったのである。 
 
（２）オーフス遵守委員会による勧告 
2010 年、イギリスにおける訴訟費用のオーフス条約への適合性について検討したオーフ
ス条約遵守委員会は、「（法律扶助や PCO といった）不当に高額な審査手続を回避するため
の手段が存在することから……敗訴者負担主義がオーフス条約の下で好ましくないもので
あるとは必ずしも言えない」(1007)とするものの、CHR 判決の提示した「提起された問題が
一般公共的に重要な問題」であり「私的な利益を得ることがない」といった PCO 付与の要
件(ⅰ)(ⅲ)に問題があると指摘している。 
先にも述べたように、近年、裁判所は環境公益訴訟において CHR 判決の示した要件にと
らわれず PCO を積極的に命じていることから、オーフス条約順守委員会の指摘する点も改
善されている。しかしながら、イギリスには PCO に関する明文の規定が存在しないことか
ら、裁判所はオーフス条約の要求に適合する目的で PCO を認めやすくするよう民事訴訟規
                                                   
(1006) DEFRA (n 950) 28 
(1007) UNECE (n 922) para 129 
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則の改正を要求し続けている。このような状況について、遵守委員会は、「法外な費用に対
処するための様々な手段が利用可能ではあるが、総合すると、（イギリスにおける）訴訟費
用はオーフス条約の要求するような水準に至っていない。……また訴訟費用が不当に高額
にならないよう確保するための拘束力のある法的な指針はなく、それを……裁判所の広い
裁量に委ねているという事実は、訴訟費用に関して深刻な不確実性を引き起こす」(1008)と述
べており、PCO があくまで裁判所の裁量に委ねられている点を問題視するとともに、司法
による要求を支持し、オーフス条約の要件に適合するよう民事訴訟規則の改正に向けた勧
告を行っている。 
 さらにオーフス条約遵守委員会は、イギリスは、「……司法へのアクセスに対する経済的
……障害を除去または軽減するための適切な支援制度の確立を検討しなければならない」
というオーフス条約 9 条 5 項の規定についても適合していないと指摘している。 
そして最終的に「（イギリスは）オーフス条約 9 条の対象となる全ての裁判手続に関する
訴訟費用を不当に高額にならないよう保証することができず、特に明確な法的拘束力を持
つ規定を置いていないという事実は、9 条 4 項に違反していることを意味している」(1009)
と締めくくり、イギリスはオーフス条約 9 条 4 項の義務を的確に遂行していないと結論付
けている。 
 
（３）訴訟費用についての改革 
(a)司法省の対応 
オーフス条約遵守委員会の勧告を受けたイギリス政府はようやく改革に着手することに
なる。まず 2011 年 11 月、イギリス司法省は「環境司法審査請求における訴訟当事者の費
用保護」(1010)という文書を発刊した。本文書において、司法省は、たとえ環境公益訴訟にお
いて PCO が出されたとしても、その上限については何ら規定がなく、それが高額に及ぶこ
とも多いことから、敗訴した原告が支払うべき被告の訴訟費用の上限を 5000 ポンド、敗訴
した被告が支払うべき原告の訴訟費用の上限を 30000 ポンドとするという上限規定を制定
することを提案した。 
これは従前まで訴訟費用の問題への対応を裁判所の裁量に委ねていたイギリス政府にと
っては大きな前進であったが、5000 ポンドという上限は一般的な個人や団体にとってはい
まだ高額なものであるといった批判や、オーフス条約の「不当に高額」でないという要件
はあくまで原告の支払う訴訟費用に関するものであるため、被告である公的機関の支払い
責任を制限する必要はないとする批判も存在していた(1011)。 
 
 (b)2013 年民事訴訟（改正）規則の制定 
                                                   
(1008) ibid 
(1009) ibid para 141 
(1010) Ministry of Justice (n 1003) 
(1011) ibid 22 
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 オーフス条約遵守委員会勧告及び 2011 年の司法省による文書をもとにイギリスでは
2013 年 1 月 31 日に 2013 年民事訴訟（改正）規則(1012)が制定された。本規則は 2013 年 4
月 1 日から施行されており、オーフス条約 9 条 4 項違反が指摘されていたイギリスの環境
公益訴訟における訴訟費用の原則に大きな改革をもたらしている。 
 2013 年民事訴訟（改正）規則第 7 章は、「オーフス条約訴訟」における訴訟費用の原則
について規定を置いている。同規則によると、「オーフス条約訴訟」とは、「1998 年 6 月 25
日にデンマークのオーフスで採択された環境に関する、情報へのアクセス、意思決定にお
ける市民参加、司法へのアクセスに関する条約の全部または一部の規定の対象となる決定、
作為、不作為に関する……司法審査請求」(1013)を意味しており、公的機関の行為の相手方で
はない個人や団体が環境という公益を保護するために公的機関の行為が違法であるとして
異議を唱える環境公益訴訟もこれに該当する。そしてこのような「オーフス条約訴訟」の
訴訟費用について、「オーフス条約訴訟の当事者は実施規則 45 条において定められた額を
超えて費用を支払うよう命令されることはない」(1014)とされる。つまり、2013 年民事訴訟
（改正）規則の下では、環境保護を目的として提起された訴訟が「オーフス条約訴訟」に
該当することを原告が宣言し、裁判所がそれを認定すれば、自動的に訴訟費用の上限が設
けられることとなる。 
2013 年民事訴訟（改正）規則の実施規則 45 条によると、原告が個人である場合には 5000
ポンド、団体である場合には 10000 ポンドが(1015)、被告については 35000 ポンドがそれぞ
れ上限となる(1016)。なお、被告は、提起された訴訟が「オーフス条約訴訟」に該当するかに
ついて異議を唱えることができるが、上限の額について異議を申し立てる制度は置かれて
いない。 
本規定は、①オーフス条約遵守委員会がイギリスにおける訴訟費用が「不当に高額」で
あると指摘していること、②環境公益訴訟において裁判所が PCO を積極的に命じるように
なったこと、③たとえ PCO が出されてもその上限が高額であることを理由に制定されてお
り、裁判所が環境公益訴訟において PCO に関する判断を行う必要なく、自動的に訴訟費用
に上限が設けられるようになったのである。これは、オーフス条約違反の可能性を指摘さ
れていたイギリスの訴訟費用について大きな改革をもたらすものであり、環境公益訴訟の
積極的な提起につながることが期待されている。 
一方、本規則についても批判は存在する。例えば環境司法アクセス連合の一員であった
WWF はホームページ上で「改革は……十分ではない」(1017)と指摘している。その理由とし
                                                   
(1012) Civil Procedure (Amendment) Rules 2013, SI 2013/262 
(1013) ibid, 45.41(2) 
(1014) ibid, 45.43 
(1015) Practice Direction 45, para 5.1 
(1016) ibid, para 5.2 
(1017) WWF ホームページ
<http://www.wwf.org.uk/what_we_do/press_centre/?unewsid=6553>参照。 
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て、「個人や環境団体が司法審査において敗訴した場合に支払わなければならない訴訟費用
の上限が高額すぎること、（被告の支払うべき訴訟費用についても上限が設けられるという）
二重基準が採用されているため、原告が勝訴しても回復できる費用が制限されてしまうこ
と」(1018)を挙げる。 
 
（４）欧州司法裁判所による判断 
 最後に、欧州司法裁判所がイギリスにおける環境公益訴訟の訴訟費用問題について判断
を下しているためここで検討する(1019)。本事案は、先述した Edwards 判決に関するもので
ある。法的扶助を受けて環境庁による許可決定に異議を唱えていた地域住民である David 
Edwards は控訴院判決が出される直前に訴えを取り下げ、同様の立場にあった Lilian 
Pallikaropoulos が訴訟を引き継いだ。最高裁判所では、原告が支払うべき訴訟費用につい
て争いになったことから、イギリス最高裁判所は訴訟を停止し、オーフス条約 9 条 4 項の
規定する「不当に高額」という要件について、その具体的な判断基準の提示を欧州司法裁
判所に付託した。それを受けた欧州司法裁判所は 2013 年 4 月 11 日に、先述した環境司法
アクセス連合からの不服申立てと共に、不明確であった「不当に高額」という要件の判断
要素について意見を述べている。 
欧州司法裁判所は、「訴訟が不当に高額になってはならないという（オーフス条約の）要
求は、司法手続において生じる全ての費用に関連するものである」(1020)とし、出訴費用のみ
を意味するというイギリス政府の主張を完全に否定した。また「不当に高額になってはな
らないという文言は、……オーフス条約の規定の範囲内において、……結果として生じる
であろう経済的負担を理由に……裁判所に対する審査請求を妨げられるべきではないとい
うことを意味して」(1021)いるとされる。 
さらに欧州司法裁判所は、「訴訟費用についての判断は国内裁判所の問題」(1022)であると
し、「国内裁判所が環境訴訟において敗訴した原告に対して訴訟費用を支払うよう命令する
場合、……あるいは、イギリスの裁判所のように訴訟の初期段階において敗訴した当事者
に対して支払うべき訴訟費用の上限についての意見を示す場合には、裁判所は自身の権利
を保護したいと望む原告の私的な利益と環境保護における公益の両方を検討し、（訴訟費用
について）判断しなければならない」(1023)とする。そして「（その判断において）国内裁判
所は、……原告の経済状況のみを根拠にするのではなく、訴訟費用の客観的分析を行わな
ければならない。さらに関係当事者の状況、原告が合理的な成功の見通しを示しているか
どうか、……危機に瀕している利益の重要性、関連法及び手続の複雑さ、諸段階における
                                                   
(1018) ibid 
(1019) Case C-260/11 The Queen, on the application of David Edwards and Lilian 
Pallikaropoulos v Environment Agency and Others (11 April 2013) 
(1020) Case C-260/11 [27] 
(1021) ibid [35] 
(1022) ibid [49] 
(1023) ibid 
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訴えの潜在的な性質、法律扶助制度あるいは費用保護制度の存在を検討しなければならな
い」(1024)とするのである。 
イギリスでは欧州裁判所の意見が出されるのとほぼ同時期に、2013 年民事訴訟（改正）
規則が施行され、環境公益訴訟の訴訟費用に上限が設けられることとなったが、上限が高
額であることや二重基準の問題など批判を受けている部分もある。WWF は、「欧州司法裁
判所の判断は、相手方の訴訟費用を支払うリスクが環境的正義の実質的な障害となること
がないよう保証するためのさらなる契機となり、これはイギリス政府によって導入された
ばかりの新規則にさらなる改革を要求するであろう」(1025)という意見を述べ、欧州司法裁判
所の判断がさらなる改革を導き出すこと期待している。 
 
結論 
 第 4 部では、イギリスにおける環境公益訴訟について、オーフス条約の要求との適合性
を中心に、その主な論点である原告適格、出訴期間、訴訟費用に焦点を当てて検討を行っ
てきた。 
 それによると、イギリスでは、裁判所が広い裁量を用いながら、専門知識を有する個人
や団体の原告適格を積極的に容認し、環境公益訴訟の提起を認めている。このように裁判
所が環境公益訴訟の原告適格を広く認める傾向にある理由として、イギリスでは公的機関
の行為の直接の相手方ではない第三者による行政の適法性を確保することを目的とした公
益訴訟の提起が伝統的に認められてきたという点が挙げられる。イギリスでは元来から「国
親（parens patriae）」という概念が存在し、国王は国民の利益を保護するために法務総裁
（Attorney-General）を通じて行動していた。公的機関の決定などにより国民の利益、す
なわち公益の侵害があった時には、法務総裁がその決定を行った公的機関を相手に訴訟を
提起しており、そこから、一般市民が公益を保護するために公的機関を相手に訴えを提起
することができるリレーター訴訟（relator action）(1026)という制度が現れている。つまり
イギリスでは、歴史的に、公益を保護するための訴訟が広く認められており、そのような
流れから、裁判所は司法審査請求制度を通じた公益訴訟において、原告適格を積極的に容
認することができたと考えられる。 
また、裁判所が積極的に公益訴訟の原告適格を認める理由として、裁判所による「法の
支配」の重視が挙げられる。IRC 判決における Lord Diplock の判示や WDM 判決における
Rose 裁判官のように、裁判所は公益訴訟の諸判例において、「法の支配」の原理を重視して
きた。Mark Elliott によれば、「法の支配」の原理とは、「政府による権限行使はすべてに
                                                   
(1024) ibid [46] 
(1025) WWF (n 1017)  
(1026) リレーター訴訟について詳しくは、岡村周一「イギリス行政訴訟法における原告適格
の法理(3)」法学論叢 103 巻 2 号（1978 年）44 頁以下、岡村「最近の動向」前掲注(827)8
頁以下、榊原「外国法制調査（上）」前掲注(851)243 頁以下、林・前掲注(827)349 頁以下
参照。 
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おいて法律上正当化されなければならない」(1027)ということであり、「市民が気まぐれで恣
意的な政府の行為から保護されるために、公権力が公正で合理的な方法で行使されなけれ
ばならない」(1028)ことを意味する。そして、「政府が法律上正当化されない権限を行使する
ことを抑制することの重要性は、裁判所が法律によって定められた政府の権限の限界を取
り締まる根拠を与えている」(1029)と考えられており、このことを実現するため、イギリスの
裁判所は積極的に公益訴訟の原告適格を認めていると言える(1030)。 
 先述した EJP による調査では、原告適格の判断について 87％の回答者が「満足」あるい
は「おおむね満足」とする結果が出ていたが、「不満足」とした残りの回答者の大部分は、
原告適格の判断を裁判所の広い裁量に委ねているイギリスにおいては、判断に確実性がな
いことを理由として挙げている。例えば、FoE は、「現在の比較的緩和された原告適格の解
釈に対して反動が起こることを懸念」(1031)しており、その判断が裁判所の裁量によって保守
的な方向に戻ってしまう可能性を危惧する。また一部の回答者は、オーフス条約 9 条 2 項
の定める審査手続について、現在のイギリスにおける環境 NGO に関する原告適格の判断は、
環境 NGO に自動的に原告適格を容認しようとするオーフス条約の基準に違反していると
主張し、フィンランド、イタリア、スウェーデンといった他の EU 加盟国が行っているよ
うに、法規を通じて環境 NGO の定義を一律化させるべきであるとする(1032)。一律化された
基準があれば原告適格が認められたであろう環境 NGO の原告適格が、裁判所の裁量によっ
て認められない可能性も否定できないからである(1033)。 
                                                   
(1027) Mark Elliott, The Constitutional Foundations of Judicial Review, (Hart Publishing 
2001) 100 
(1028) ibid 
(1029) ibid 
(1030) 榊原秀訓は、「『法の支配』が『行政統制』強化の文脈においても、『権利保護』強化の
文脈においても利用され、裁判所が裁判へのアクセスや違法性判断について積極性を示し
てきたことの正統性を理論的に提供」していると述べる。榊原「外国法制調査（上）」前掲
注(827)241 頁。 
(1031) Castle, Day, Hatton and Stookes (n 871) 32 
(1032) 他の EU 加盟国における環境 NGO の定義及び原告適格の判断については、European 
Union Network for the Implementation and Enforcement of Environmental Law, 
Complaint Procedures and Access to Justice for citizens and NGOs in the field of the 
environment within the European Union (2000)参照。 
(1033) わが国においては 2004 年に行政事件訴訟法が改正され、原告適格の拡大が図られて
いる。しかしながら、環境や文化財といったいわゆる公益については、主観訴訟を中心と
し、個人の権利利益の救済を主な目的とするわが国の行政訴訟制度では原告適格の壁が立
ちふさがり、十分に保護されない。司法へのアクセスを環境保護を目的とした市民参加手
法の一つとしてとらえ、積極的な環境公益訴訟の提起を促す近年の国際的な動向から見て
も、このようなわが国の現状は決して十分なものであるとは言えない。「十分な利益」とい
う基準を用い、裁判所の広い裁量に基づいて公益訴訟の提起を積極的に容認するいわゆる
客観訴訟的性質を持つイギリスの司法審査請求制度における原告適格の法理を、主観訴訟
を中心とするわが国の行政訴訟制度にそのまま当てはめることは困難であろうし、濫訴や
三権分立違反を引き起こすおそれがあるという点からも議論のあるところであろう。しか
しながら、イギリスでの原告適格判断の際に考慮に入れられる原告の有する専門知識や経
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 一方、イギリスの環境公益訴訟は訴訟費用の高額化と敗訴者負担主義により、オーフス
条約 9 条 4 項違反が指摘されていた。訴訟費用の高額化は環境公益訴訟の提起に萎縮効果
もたらしており、法的扶助や PCO といった対策は講じられていたものの、2011 年に弁護
士や NGO を対象に行われた調査によると、①76％の回答者が正当な訴えが訴訟費用を理由
に妨害されていると考え(1034)、②83％の回答者が訴訟費用の原則に満足しておらず(1035)、③
72％の回答者が PCO 制度について不満足としていた(1036)。裁判所が裁量の行使によって原
告適格を拡大することで環境公益訴訟の提起を促しても、訴訟費用の問題が大きな障壁と
なって環境を保護しようと考える個人や団体の前に立ちふさがっていたのである。環境公
益訴訟を原告適格のみならず訴訟費用の面からも市民にとって利用しやすい制度にしない
限り、司法へのアクセスの促進にはつながらないことから、オーフス条約の意図する「環
境問題に関する司法へのアクセス権」の構築は、イギリスにおいて不十分なものであった
と言えよう。しかしながら、2013 年に入り、新規則の施行により環境公益訴訟については、
原告の支払うべき訴訟費用に上限が設けられることとなった。これにより、問題視されて
いたイギリスにおける環境公益訴訟の訴訟費用の原則も、オーフス条約に適合する形とな
ったのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                     
験などを重視することによって、イギリスでも望まれているように、例えばオーフス条約
の規定をもとに、国際的な動向に沿って環境 NGO に対する特別な原告適格を認めるなど、
環境問題を積極的に司法の場で争うことができるよう何らかの対応が必要であろう。 
(1034) Carol Day, Tackling Barriers to environmental justice-Access to environmental 
Justice in England and Wales: a decade of leading a horse to water (2011) 17 
(1035) ibid 2003 年に EJP が行った調査では 82％の回答者が「不満足」としていたことから、
8 年経過した後も環境公益訴訟における訴訟費用の問題は解決していなかったことが分か
る。 
(1036) ibid 18 環境公益訴訟において PCO が積極的に認められているにもかかわらず、この
ような結果が出ていた理由としては、PCO の上限が高額に設定されるところにあると考え
られる。 
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おわりに 
 
 本論文では、近年国際社会において重要性が主張されている「環境保護を目的とした市
民参加」に関して、それを促進するために策定されたオーフス条約の提示する 3 本柱につ
いて、環境汚染規制や環境保護の先進国であるイギリスの現状を検討した。 
オーフス条約の促進する市民参加は環境保護に対してどのような意義を持つか。イギリ
スでは以下の点が指摘されている。第 1 に、市民参加は公的機関による環境に関する決定
の質を改善する。オーフス条約の前文は「情報アクセスの改善や意思決定への市民参加は、
決定の質を高める」と示すことにより、環境保護のための市民参加の役割を強調しており、
これは市民や環境保護団体などの有する専門知識や価値観を公的機関による決定に反映す
ることによって達成される(1037)。 
第 2 に、市民参加は規制当局による手続を改善する。公的機関の決定に対する市民の関
与の拡大、環境に関する情報へのアクセスの促進、司法的な手段を通じた事後的な審査制
度の充実は、環境に関する意思決定者の責任を増加させることにつながり、さらに市民の
監視の下で公的機関の手続の正統性を高めることにつながる(1038)。 
第 3 に、市民参加は「環境市民権」の促進につながる (1039)。Stuart Bell & Donald 
McGillivray によると、「環境市民権」とは、市民個人が環境との相互作用に責任を有する
べきであるという考えに基づいた権利であり、環境保護を目的とした市民参加は、このよ
うな「環境市民権」の促進のために重大な意味を持つと考えられる(1040)。つまり、環境意思
決定において市民に対して積極的な役割を担わせたり、情報へのアクセスを広く認めるこ
とによって環境問題についての認識を高めることが「環境市民権」の促進の中心となるの
である。 
そして最後に、市民参加は、全ての者が直面する環境問題についての「共同責任」を果
たす手段となる (1041)。我々が直面している環境問題は、ある特定の者だけではなく、一般
市民を含む様々な主体によって、それぞれの協力を通じながら解決されるべきものである
ため、環境問題について責任を有した全ての主体が市民参加を積極的に行うことによって
それを解決することができるのである。 
 オーフス条約の提示する第 1 の柱である「環境に関する情報へのアクセス権」について、
同条約 4 条 1 項は「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、……公的機関が、環境情報の
開示請求に応じて、市民が当該情報を入手することができるよう確保しなければならない」
と規定し、公的機関の保有する環境情報の開示制度の構築を締約国に対して促している。
また、それに加えて、オーフス条約 5 条 2 項は、「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、
                                                   
(1037) Lee and Abbot (n 11) 82 
(1038) ibid 83 
(1039) Bell & McGillivray (n 15) 316 
(1040) ibid 
(1041) ibid 
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公的機関が環境情報を市民に利用可能とする手段の透明性の向上、及び環境情報への効果
的なアクセスを確保しなければならない」と規定し、「リスト、登録簿またはファイルに含
まれる環境情報へのアクセスを無料で提供すること」を要求している。 
 イギリスでは、オーフス条約批准以前から、様々な環境領域において、公的登録簿制度
を通じた公的機関による能動的な環境情報の提供が行われてきた。これはオーフス条約 5
条 2 項の要求に完全に適合しており、さらに近年では 5 条 3 項の要求するテレコミュニケ
ーション・ネットワークを通した情報提供も行われるようになっている。イギリスでは、
オーフス条約の批准を受けて 2004 年環境情報規則が制定され、公的機関の保有する環境情
報について市民が開示請求をすることができるようになってはいるものの、この公的登録
簿こそが環境情報公開制度の中心であると言える。 
 公的登録簿には、モニタリングなどによって収集された水や大気など規制の前提になる
ような、あるいは規制の結果としてあらわれるような環境状態や汚染状況に関する情報と、
規制当局による許可や同意など環境行政過程の情報との両面から環境情報が登録されてお
り、同制度は環境リスクを判断する上でも、規制当局の活動を監視する上でも非常に有意
義なものである。この公的登録簿と環境情報を広く公表する「汚染目録」や「国立大気汚
染目録」を活用することによって、イギリスでは市民や環境保護団体が巨視的な面からも
微視的な面からも環境情報を容易に入手することができるのである。イギリスでは、この
ような市民からの開示請求を経ずに行われる環境情報提供が、開示請求という煩雑な手続
を市民に課すことなく、環境リスクの認識を高めるという点から環境保護のためには重要
であると考えられている。 
 さらにオーフス条約 4 条 1 項の促進する環境情報開示制度の構築については、イギリス
は 2004 年環境情報規則の制定によって同条約の要求に適合している。この 2004 年規則は
「公益判断」や「開示推定原則」を導入することによって、公的機関の保有する環境情報
の開示を可能な限り実現しようと試みている。 
つまり、市民は、様々な汚染規制に関する個別法が従来から導入していた公的登録簿の
ような公的機関による能動的な「情報提供」制度を通じて環境情報を入手するだけでなく、
これらの制度では入手することのできない情報についても、2004 年環境情報規則に基づき
開示請求をすることが可能になった。20 世紀中頃まで公的機関の保有する環境情報の公開
に消極的であったイギリスにおいて、2004 年規則に基づく「情報開示」制度は、公的登録
簿などの「情報提供」制度と共に、環境保護を目的とした市民による環境情報へのアクセ
スに劇的な変化をもたらしたと言うことができる。オーフス条約の第 1 の柱である「環境
に関する情報へのアクセス権」の促進は、公的機関による能動的な「情報提供」制度を、「情
報開示」制度が補完することによって実現すると考えられることから、イギリスの公的登
録簿制度及び 2004 年規則に基づく情報開示制度は、オーフス条約の掲げる環境情報アクセ
ス権の構築を達成していると言える。 
一方、わが国においては、廃棄物処理のように登録簿制度の構築を行っている環境領域
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は存在するものの、登録される情報の内容という面でも、情報が提供される手法や情報提
供が義務付けられている環境領域の多様性という面でもイギリスの公的登録簿制度に比べ
ると不十分な部分が多く存在する。 
情報開示制度に関しても、わが国の情報公開法や情報公開条例は、イギリスの 2004 年環
境情報規則と比較しても環境アクセス権として不十分であると指摘することができる。イ
ギリスの場合には、たとえ開示請求された情報が不開示情報に該当していたとしても、公
的機関は個人データを含む情報を除いたすべての場合に「公益判断」を行うこととなり、
その結果として不開示の公益性が開示の公益性を上回らなければ当該情報を不開示とする
ことができない。さらに、「開示推定原則」が明文で規定されていることから、イギリスで
はあくまで情報の開示が前提となっており、市民への開示の可能性が高められる結果とな
っている。一方、わが国では、情報公開の例外規定に該当する情報について、公益上の必
要性があれば開示することができると規定されているに過ぎない。つまりイギリスでは「開
示」を前提とした制度が導入されているのに対し、わが国では「不開示」を前提とした制
度が置かれているのである。また、イギリスではわが国とは異なり、環境情報に特化した
開示制度を設けることで、情報開示に関する一般法である 2000 年情報公開法よりも広い開
示が見込まれている。 
市民が環境に関する情報を入手しそれを適切に利用することのできるような制度を構築
するためには、わが国でも、情報公開法や情報公開条例に基づく「情報開示」制度だけで
はなく、環境省や地方公共団体による大気汚染や水質汚濁に関する環境情報の公表や PRTR
法の下での情報の公表のような現存する環境情報公表制度に加えて、より幅広い環境領域
においてイギリスにおける公的登録簿と同様の性質を有した「情報提供」制度を積極的に
導入し、市民が煩雑な手続なしに容易に環境情報を入手することを可能にする必要がある
であろう。そして、そのような制度ではカバーしきれない情報について、市民が最終手段
として情報公開法や情報公開条例の下での開示請求権を用いることとするべきである。さ
らに、情報開示制度についても、イギリスのように開示を前提にした制度設計を行い、情
報が不開示とされる可能性をできる限り減少させることが、環境保護を目的とした市民参
加の実現には不可欠であろうと考える。公的機関による能動的な「情報提供」制度と市民
の開示請求を受けた「情報開示」制度が互いに補完し合ってこそ、市民にとってより有効
な環境情報公開制度が構築されるのである。 
 オーフス条約の第 2 の柱は、「環境意思決定への市民の参加権」の促進である。これにつ
いて、オーフス条約 6 条は許可決定過程への市民参加制度を、第 7 条は環境に関する計画
等への市民参加制度を、第 8 条は行政による規則策定過程への市民参加制度をそれぞれ構
築するよう締約国に対して要求している。イギリスでは 20 世紀末から 21 世紀初頭にかけ
て、これら市民参加の促進に向けた提言が多くなされ、環境規制に関する様々な法規則が
個別に市民参加権を保障していた。特にイギリスでは、市民は政策や計画の策定段階より
も実施段階において市民参加を行おうとする傾向があると考えられていたことから、環境
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許可決定過程への市民参加が重要視されてきた。 
 しかしながら、現在は政府の提唱するベター・レギュレーション計画を受け、オーフス
条約の規定から大きく逸脱したものではないと指摘することはできるものの、特にイング
ランドにおいて、市民参加の機会をできる限り減少させることによって規制の効率化や迅
速化が図られる結果となっている。また、市民参加の利用率も低く、実際イギリスにおけ
る環境許可決定過程への市民参加制度は機能していないと言うことができる。 
 一方、わが国においては、廃棄物処理法が廃棄物処理施設の設置許可について利害関係
者からの意見提出を認めてはいるが、大気や水質など環境に影響を与えるおそれのある事
業を行おうとする場合には規制手段として届出制が採用されていることが多く、市民から
の意見を聴く機会は設けられていない。市民参加を通じた環境保護を実現するためにも、
やはりわが国においても環境に影響を与える事業を開始する前に、具体的決定の場面にお
いて何らかの形で市民の意見を反映させる制度の構築が必要となるであろう。 
とは言え、個別実施段階における市民参加制度を構築したとしても、現在のイギリスの
ように機能不全に陥っては市民参加の実効性は薄れるわけであるから、イギリスにおいて
主張されていたように、「意見聴取」型ではなく市民の意見がより反映されるような形態で
の市民参加が望ましく、市民の意見がいかに考慮されたかを明らかにするような制度を整
備すべきあろう。また、公告をより積極的かつ詳細に行うことによって、市民の「受身的」
な姿勢を改めていく必要がある。さらに意思決定の正統性・民主性を向上させるためには、
市民参加の対象者も可能な限り広く、「『価値観型』市民参加」に近づけるべきであろう。
そのような点から、イングランドではなくスコットランドの制度がより参考になると考え
られる。しかしながら、ただ純粋に市民参加の機会を増やせばよいというものではなく、
行政への負担を軽減するという点や効率的な規制を行うという点からも、その限度を見極
める必要がある。この点、ベター・レギュレーション計画との関係で市民参加制度の変革
が現在進行形で行われているイギリスにおける議論は、わが国の制度の充実に向けて大い
に参考になると思われる。 
 最後に、オーフス条約第 3 の柱である「環境問題に関する司法へのアクセス権」の促進
に関しては、同条約 9 条 1 項が環境情報開示請求に関する審査手続を、9 条 2 項が市民参加
の対象となる環境決定に関する審査手続を、9 条 3 項が公的機関による環境関連法規違反に
関する審査手続をそれぞれ構築するよう締約国に対して要求している。その中でオーフス
条約は「十分な利益」という文言を原告適格の基準として採用しており、環境を保護する
ために公的機関の相手方ではない第三者が提起するいわゆる「環境公益訴訟」を市民が提
起しやすくするよう意図した規定を置いている。 
 イギリスでは裁判所が広い裁量を用いながら「私益保護型公益訴訟」は当然のこと、純
粋に公益としての環境を保護することのみを目的とした「純粋型公益訴訟」についても、
専門性を有している個人や団体の原告適格を積極的に認め、環境公益訴訟の提起を促進し
ている。イギリスでは私人の権利利益を救済するだけでなく、公権力の濫用を是正し、行
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政を統制するために公益訴訟の提起を積極的に認めることが必要であると考えられており、
原告適格の面では、司法へのアクセス権の促進を要求するオーフス条約の規定に十分対応
していると言える。 
 オーフス条約 9 条 4 項の規定する訴訟費用の適正化については、訴訟費用の高額化と敗
訴者負担主義によって条約違反が指摘されていた。しかしながら、2013 年に入り、イギリ
スでは新たな民事訴訟（修正）規則が施行され、欧州司法裁判所も訴訟費用に関する重要
な判示を行うなど、イギリスにおける環境公益訴訟の訴訟費用の原則は大きな変革期を迎
えている。訴訟費用の問題が解決し、オーフス条約 9 条 4 項の要求に適合することで、よ
うやくイギリスにおいて「環境問題に関する司法へのアクセス権」の促進が実現されるこ
ととなるため、これからのイギリスにおける環境公益訴訟と訴訟費用の動向についてます
ます注目していく必要がある。 
 イギリスにおいては、「持続可能な開発は全ての利害関係者の関与を通じてのみ達成する
ことができ、また、あらゆる者が現代及び将来世代のために、個人としても集団としても、
環境を保護し改善する義務を負うという前提」(1042)の下、オーフス条約の 3 本柱を実現する
ための制度構築が行われている。ベター・レギュレーションの下での市民参加の制限や司
法審査の訴訟費用の高額化など問題点が指摘されてはいるものの、「イギリスはオーフス条
約の長年の支持者である」(1043)と表現されるように、オーフス条約の要求する環境保護を目
的とした市民参加制度の促進を積極的に実現しているのである。先述したように、「市民に
よる環境情報へのアクセスが不十分であれば意思決定に対する市民参加は困難になり、ま
た市民参加の結果について異議を申し立てる権利がなければ市民参加権は無意味となる」
(1044)ことから、これら 3 つの権利を同時に確立しているイギリスの市民参加制度はオーフス
条約の理想に限りなく近いものであると言えよう。 
オーフス条約を批准していないわが国においては、環境情報提供制度の整備が不十分な
上、開示制度に関しても不開示が前提となっているなどイギリスに比べて情報アクセス権
の実現は不完全である。また、意思決定過程への市民参加も、届出制を中心としているわ
が国の制度では市民による意見提出の機会が制限されている。司法アクセスについても、
主観訴訟が中心となるわが国の制度では原告適格の壁が立ちふさがる。環境という領域に
おいてオーフス条約の規定する 3 つの市民参加権を促進することは、公的機関による意思
決定の質を高め、環境問題についての市民の意識を向上させ、市民がそれに対する懸念を
示す機会を与えることから、それらの懸念に対する公的機関による適切な考慮につながる
と考えられる。このことから、真の環境保護を実現するためにも、イギリスにおける議論
を参考に、わが国においてもこれらの 3 本柱を中心とした市民参加制度が整備されること
を期待したい。 
                                                   
(1042) Wolf & Stanley (n 80) 528 
(1043) Macrory & Westaway (n 937) 315 
(1044) Paradissis and Purdue (n 8) 289 
